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はじめに

　経済のデジタル化・グローバル化や取引の多様
化・複雑化が進展する中、国際課税制度の重要性
はますます高まっており、近年、我が国は、
BEPS プロジェクトの合意事項等を踏まえ、国際
的な課税逃れの防止に向けて累次の制度整備を行
ってきました。
　令和 3年（2021年）10月に OECD/G20「BEPS
包摂的枠組み」（Inclusive�Framework�on�BEPS）
において最終的に合意された、市場国への新たな
課税権の配分（「第 1の柱」）及びグローバル・ミ
ニマム課税（「第 2の柱」）の「 2本の柱」からな
る解決策については、令和 5年度税制改正におい
て、「第 2の柱」を構成する所得合算ルール（IIR:�
Income�Inclusion�Rule）が法制化（各対象会計年
度の国際最低課税額に対する法人税の創設等）さ
れました。また、令和 6年度税制改正においても、
所得合算ルールについて、OECD により発出さ
れたガイダンスの内容や、国際的な議論の内容を
踏まえた制度の明確化等の観点からの見直しが行
われたところです。
　「第 2 の柱」は、我が国の国際競争力の維持及
び向上につながるものであり、今般の税制改正に
おいても、令和 5年度及び令和 6年度に引き続き、
国際合意に則った法制化を行っています。具体的
には、「第 2の柱」のうち、残された 2つのルール、
すなわち、軽課税所得ルール（UTPR:�Undertaxed�
Profits�Rule）及び国内ミニマム課税（QDMTT:�
Qualified�Domestic�Minimum�Top-up�Tax） の
法制化を行ったほか、所得合算ルールについて、
令和 6 年度税制改正に引き続き、OECD により
発出されたガイダンスや国際的な議論の内容等を
踏まえた見直しを行っています。また、令和 5年
度税制改正において、所得合算ルールに関して構
成会社等の租税債務の正確性を評価するために必
要な情報を税務当局に提供することを目的に導入
されていた特定多国籍企業グループ等報告事項等
の提供制度について、軽課税所得ルールの法制化
に伴って新たに提供義務者の追加や報告事項等の

見直しを行ったほか、国内ミニマム課税について
も、所得合算ルール及び軽課税所得ルールと並列
的な情報申告制度として、新たにグループ国内最
低課税額報告事項等の提供制度を創設しました。
　今般の税制改正において、軽課税所得ルールや
国内ミニマム課税の法制化等が行われたことで、
グローバル・ミニマム課税については、全てのル
ールの法制化を完了したこととなります。
（注）　グローバル・ミニマム課税の制度的枠組みは、

各国が国内法整備に当たって参照すべき「モデ

ルルール（Global�Anti-Base�Erosion�Model�Rules）」

（令和 3 年（2021年）12月公表）及びその解釈を

示した「コメンタリー（Commentary�to�the�Global�

Anti-Base�Erosion�Model�Rules）」（ 令 和 4 年

（2022年） 3 月公表）のほか、これらを補足する

「執行ガイダンス（Administrative�Guidance）」

（令和 5 年（2023年） 2 月、 7 月、12月、令和 6

年（2024年） 6 月及び令和 7 年（2025年） 1 月

公表）等によって構成されています。

　なお、上記のうち令和 7 年（2025年） 1 月に

公表された執行ガイダンスについては、令和 8

年度以降の法制化を検討していくことになりま

す。

　加えて、「第 2 の柱」の導入により対象企業に
追加的な事務負担が生じること等を踏まえ、令和
5年度及び令和 6年度税制改正に引き続き、外国
子会社合算税制について追加的な見直しを行って
います。具体的には、外国関係会社に係る所得の
合算時期の見直しのほか、一定の書類添付・保存
義務の見直しを行っています。
　また、令和 9年（2027年）に開催される202
7年国際園芸博覧会に関して、その公式参加者で
ある外国法人等や公式参加者に勤務する非居住者
等の得る一定の所得について法人税・所得税を課
さないことを内容とする特例が創設されました。
　これらの改正を含む国際課税の改正は、次の法
令により行われています。
（法律）
・　所得税法等の一部を改正する法律（令
7 . 3 .31法律第13号）
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（政令）
・　所得税法施行令等の一部を改正する政令（令
7 . 3 .31政令第120号）

・　法人税法施行令及び法人税法施行令等の一部
を改正する政令の一部を改正する政令（令
7 . 3 .31政令第121号）

・　地方法人税法施行令の一部を改正する政令
（令 7 . 3 .31政令第122号）
・　租税特別措置法施行令の一部を改正する政令
（令 7 . 3 .31政令第127号）
（省令）
・　租税特別措置法施行規則等の一部を改正する
省令（令 6 .11.29財務省令第66号）
・　租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法
及び地方税法の特例等に関する法律の施行に関

する省令の一部を改正する省令（令 6 .12.27総
務省・財務省令第 7号）
・　所得税法施行規則の一部を改正する省令（令
7 . 3 .31財務省令第18号）

・　法人税法施行規則等の一部を改正する省令
（令 7 . 3 .31財務省令第19号）
・　地方法人税法施行規則の一部を改正する省令
（令 7 . 3 .31財務省令第20号）
・　租税特別措置法施行規則等の一部を改正する
省令（令 7 . 3 .31財務省令第26号）
・　法人税法施行規則の一部を改正する省令（令
7 . 4 .14財務省令第43号）（申告書別表関係）

・　地方法人税法施行規則の一部を改正する省令
（令 7 . 4 .14財務省令第44号）（申告書別表関係）

第一　グローバル・ミニマム課税への対応

一�　各対象会計年度の国際最低課税残余額に対する法人税の創設
等

1 　各対象会計年度の国際最低課税残余額
に対する法人税の創設

⑴　導入の経緯及び制度の概要
①　グローバル・ミニマム課税の経緯
　令和 3 年（2021年）10月に、OECD/G20
「BEPS 包摂的枠組み」（Inclusive�Frame-
work�on�BEPS）の最終合意において、市場
国への新たな課税権の配分（第 1の柱）とグ
ローバル・ミニマム課税（第 2の柱）の「 2
本の柱」からなる解決策が最終的に合意され
るに至りました。この最終合意において、グ
ローバル・ミニマム課税は、「コモン・アプ
ローチ」と位置付けられています。これは、
BEPS 包摂的枠組みへの各参加国は、必ずし
も国内で同制度を採用することを要求されな
い一方、採用する場合には、モデルルールや
コメンタリーのほか合意された各執行ガイダ
ンス等に定められた結果に整合する形で制度

を実施・運用することが求められるというも
のです。
　グローバル・ミニマム課税は、次の 3つの
ルールから構成されています。
イ　所得合算ルール（IIR：Income�Inclu-
sion�Rule）

ロ　軽課税所得ルール（UTPR：Under-
taxed�Profits�Rule）
ハ　国内ミニマム課税（QDMTT：Quali-
fied�Domestic�Minimum�Top-up�Tax）

　我が国におけるグローバル・ミニマム課税
の対応として、これらのルールのうち、所得
合算ルールについて、令和 5年度税制改正に
おいて法制化が行われています。残されてい
た 2つのルール（軽課税所得ルール及び国内
ミニマム課税）については、継続して導入に
際する検討・議論等が行われてきており、今
般の令和 7年度税制改正においては、これら
の 2つのルールについて法制化が行われまし

─�575�─

――国際課税関係の改正――



た。
②　軽課税所得ルールの概要及び特徴
　軽課税所得ルールは、国際的な活動を行う
企業グループ（MNEグループ）の親会社等
の所在地国における実効税率が最低税率（15
％）を下回る場合に、子会社等の所在地国で
その税負担が最低税率に至るまで課税する仕
組みで、制度上、所得合算ルールのもとで課
税が行われない限定的な状況においてのみ適
用されることが想定されています。すなわち、
軽課税所得ルールは、グループの親会社等に
課税する所得合算ルール（我が国においては
令和 5年度に法制化）を補完するものといえ
ます。
③　国内法における税額計算の流れ
　構成会社等・共同支配会社等の所在地国ご
とに計算された実効税率が基準税率（15％）
に満たない部分の金額の合計額（グループ国
際最低課税額）のうち、所得合算ルールで課
税されない残余額（グループ国際最低課税残
余額）について、まず、軽課税所得ルール導
入国の構成会社等の経済活動実体を表す配分
ファクター（従業員等の数及び有形資産の
額）に基づいて我が国に帰せられる金額（国
内グループ国際最低課税残余額）を計算する
こととされています。
　そして、ここでいう「我が国に帰せられる
金額」の各構成会社等への配分については、
モデルルールでは各国の裁量に委ねられてい
ますが、我が国においては軽課税所得ルール
の執行の簡素性の観点等から、グループ国際
最低課税残余額の配分と同様に、構成会社等
の経済活動実体を表す配分ファクター（従業
員等の数及び有形資産の額）に基づいて計算
することとされています。具体的には、国内
グループ国際最低課税残余額について、我が
国の納税義務者である構成会社等の従業員等
の数及び有形資産の額に基づいて各納税義務

者に帰せられる金額（国際最低課残余額）を
計算し、その金額を課税標準として課税する
こととされています。
④　地方法人税
　軽課税所得ルールは、所得合算ルールを補
完する位置付けであることから、所得合算ル
ールと同様に、法人税による税額と地方法人
税による税額が907：93の割合となるよう、
各対象会計年度の国際最低課税残余額に対す
る法人税の付加税としての地方法人税が創設
されています。

⑵　納税義務者
　内国法人は、各対象会計年度の国際最低課税
残余額に対する法人税を納める義務があります
（法法 4①）。
　ただし、公共法人については、その義務はな
いこととされています（法法 4②）。
　また、外国法人は、特定多国籍企業グループ
等に属する恒久的施設等（その所在地国が我が
国であるものに限ります。）を有する構成会社
等であるときは、各対象会計年度の国際最低課
税残余額に対する法人税を納める義務がありま
す（法法 4③）。

⑶　課税の範囲
　特定多国籍企業グループ等に属する構成会社
等である内国法人に対しては、各対象会計年度
の国際最低課税残余額について、各対象会計年
度の国際最低課税残余額に対する法人税を課す
ることとされています（法法 6の 3）。
　また、特定多国籍企業グループ等に属する恒
久的施設等（その所在地国が我が国であるもの
に限ります。）を有する構成会社等である外国
法人に対しては、各対象会計年度の国際最低課
税残余額について、各対象会計年度の国際最低
課税残余額に対する法人税を課することとされ
ています（法法 8の 2）。
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⑷　内国法人の法人税関係
①　国際最低課税残余額
イ　概要
　「国際最低課税残余額」は、次の順序に
より算出することとされています。
〇　まず、軽課税所得ルールの対象とされ
るグループ全体の「グループ国際最低課
税残余額」を算出します。これは、グル
ープ全体に係る基準税率に満たないとさ
れる「グループ国際最低課税額」から各
国・地域の所得合算ルールの対象となる
金額等を控除して算出します。
〇　次に、グループ国際最低課税残余額に
ついて、軽課税所得ルール導入国の構成

会社等の経済活動実体を表す配分ファク
ター（従業員等の数及び有形資産の額）
を用いて我が国に配分される「国内グル
ープ国際最低課税残余額」を算出します。
〇　最後に、我が国に配分された国内グル
ープ国際最低課税残余額について、我が
国の納税義務者である構成会社等の従業
員等の数及び有形資産の額を用いて、各
納税義務者に帰せられる「国際最低課税
残余額」を算出します。

（注）　各種投資会社等は、その課税の中立性

を維持するため、各対象会計年度の国際

最低課税残余額に対する法人税の対象か

ら除外することとされています。

ロ　用語の意義
　各対象会計年度の国際最低課税残余額に
対する法人税においては、特定多国籍企業
グループ等のグループ国際最低課税残余額
のうち、我が国に帰せられる金額（国内グ

ループ国際最低課税残余額）及び各納税義
務者に帰せられる金額（国際最低課税残余
額）のいずれを計算する場合においても、
構成会社等の従業員等の数及び有形資産の
額に基づき計算することとされていますの

国際最低課税残余額の計算フロー（軽課税所得ルールの適用イメージ）

日本のUTPR対象金額を計算
【国内グループ

国際最低課税残余額】

IIRとUTPRの
対象となる金額

UTPRの対象
となる金額

UTPR導入国
ごとに算出

UTPR納税義務者
（内国法人・外国
法人）ごとに算出

所在地国ごとに計算された実効税率が基準税率に満たない部分の金額の合計

【グループ国際最低課税額】　

グループ国際最低課税額からIIRの対象となった金額等を控除

【グループ国際最低課税残余額】

Ａ国のUTPR
対象金額を計算

※ Ｂ国（UTPR非導
入国）ではUTPR対
象金額は計算されな
い

（法法82の 3 ①）

（法法82の11②）

所在する構成会社等の
従業員等の数、有形資
産の額に応じて計算

構成会社等の従業員
等の数、有形資産の
額に応じて計算

Ｘ社
【国際最低
課税残余額】

（法法82の11①、
145の 2 ①）

Ｙ社
【国際最低
課税残余額】

（法法82の11①、
145の 2 ①）

国際最低
課税残余額

に相当するもの

国際最低
課税残余額

に相当するもの

Ａ国の配分ファク
ターに応じて計算

【日本】 【Ａ国】 【Ｂ国】

（法法82の11②）
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で、まず、それぞれの用語の意義を説明し
ます。
イ　従業員等の数
　「従業員等の数」は、法人税法第82条
第13号イ又はハ（定義）に掲げる構成会
社等（すなわち、会社等単位）の各対象
会計年度に係る従業員等（注 1）の数と
して勤務時間その他の事情を勘案して合
理的な方法により計算した数とされてい
ますが（注 2）、恒久的施設等を有する
構成会社等及びその恒久的施設等の従業
員等の数を計算する場合にあっては、そ
の計算した数をその構成会社等の次のⅰ
に掲げる金額及びその恒久的施設等（そ
の構成会社等の恒久的施設等が二以上あ
る場合には、その二以上の恒久的施設等
ごと）の次のⅱに掲げる金額に応じて按
分して得た数とされています（法規38の
50①）。
ⅰ　恒久的施設等を有する構成会社等の
その対象会計年度に係る特定計算書類
（注 3）に記載されたその構成会社等
の特定費用の額から次のⅱに掲げる金
額（その構成会社等の恒久的施設等が
二以上ある場合には、その二以上の恒
久的施設等の次のⅱに掲げる金額の合
計額）を控除した残額
ⅱ　恒久的施設等のその対象会計年度に
係る恒久的施設等計算書類（注 4）に
記載された特定費用の額

（注 1）　「従業員等」とは、従業員その他こ

れに類する者をいい（法法82の11①）、

「従業員に類する者」については、構

成会社等の通常の業務に従事する外

部職員（独立請負人）がこれに該当

するものと考えられます。
（注 2）　「合理的な方法により計算した数」

については、いわゆるフルタイム当

量に換算した従業員等の数がこれに

該当するものと考えられます。

（注 3）　「特定計算書類」とは、対象会計年

度に係る連結等財務諸表又はその作

成の基礎となる最終親会社等財務会

計基準（最終親会社等財務会計基準

に基づくことが実務上困難であると

認められる場合には、代用財務会計

基準）に従って作成された構成会社

等のその対象会計年度に係る個別財

務諸表をいいます。
（注 4）　「恒久的施設等計算書類」とは、法

人税法施行令第155条の16第 1 項第 2

号（当期純損益金額）に掲げる恒久

的施設等にあっては同号イ又はロの

個別財務諸表（その恒久的施設等に

つき同条第11項の規定の適用がある

場合には同項各号に定める個別財務

諸表）をいい、同条第 1 項第 3 号に

掲げる恒久的施設等にあっては同号

の規定により同号に定める金額を計

算することとした場合に作成される

こととなる個別財務諸表をいいます。

すなわち、恒久的施設等計算書類は、

恒久的施設等に係る当期純損益金額

を計算する際のその恒久的施設等の

個別財務諸表とされています。

ロ　有形資産の額
　「有形資産の額」は、構成会社等の各
対象会計年度に係る特定計算書類（恒久
的施設等の有形資産（現金及び現金同等
物を除きます。ロにおいて同じです。）
の額を計算する場合にあっては、その恒
久的施設等の恒久的施設等計算書類）の
作成の基礎となるその構成会社等が有す
る有形資産のその対象会計年度開始の時
の帳簿価額（その開始の時においてその
有形資産を有しない場合には、零）とそ
の対象会計年度終了の時の帳簿価額（そ
の終了の時においてその有形資産を有し
ない場合には、零）の平均額とされてい
ます（法規38の50②③）。
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ハ　グループ国際最低課税残余額
イ　概要
　「グループ国際最低課税残余額」とは、
特定多国籍企業グループ等のグループ国
際最低課税額から次に掲げる場合の区分
に応じそれぞれ次に定める金額の合計額
を控除した残額をいいます（法法82の11
②）。
ⅰ　構成会社等に係るグループ国際最低
課税額がある場合��特定多国籍企業
グループ等に属する構成会社等（ⅰに
おいて「対象構成会社等」といいま
す。）ごとの会社等別国際最低課税額
等（注）に係る国際最低課税額等（次
に掲げる場合のいずれかに該当する場
合には、構成会社等ごとの会社等別国
際最低課税額等）を合計した金額
ⅰ　その特定多国籍企業グループ等の
最終親会社等がその対象構成会社等
に係る各対象会計年度の国際最低課
税額に対する法人税又は外国におけ
るこれに相当する税を課することと
されている場合
ⅱ　その特定多国籍企業グループ等の
最終親会社等がその対象構成会社等
の所有持分を直接に有していない場
合であって、かつ、その最終親会社
等とその対象構成会社等との間に所
有持分の保有を通じて介在する他の
構成会社等がその対象構成会社等に
係る各対象会計年度の国際最低課税
額に対する法人税又は外国における
これに相当する税を課することとさ
れている場合（その最終親会社等と
その対象構成会社等との間に所有持
分の保有を通じた二以上の連鎖関係
がある場合には、その二以上の連鎖
関係のいずれにおいてもその対象構
成会社等に係る各対象会計年度の国
際最低課税額に対する法人税又は外

国におけるこれに相当する税を課す
ることとされている他の構成会社等
が介在する場合に限ります。）

（注）　「会社等別国際最低課税額等」とは、

会社等別国際最低課税額又は我が国

を所在地国とする構成会社等若しく

は共同支配会社等に係るこれに相当

するものをいいます（法法82の11②

一）。なお、「我が国を所在地国とす

る構成会社等若しくは共同支配会社

等に係るこれに相当するもの」につ

いては、法人税法施行令第155条の

36（会社等別国際最低課税額の計

算）の規定を準用することとされて

います（法令155の59⑥）。

　すなわち、各対象会計年度の国際最
低課税残余額に対する法人税は、グル
ープ国際最低課税額のうち所得合算ル
ールが適用されない残余額に課税する
ものであるため、構成会社等の会社等
別国際最低課税額等については、所得
合算ルールの対象となる金額（国際最
低課税額等）以外の金額が対象とされ
ますが、最終親会社等の所有持分に対
応する部分の課税が確保される場合に
は、各対象会計年度の国際最低課税残
余額に対する法人税の対象となる部分
の金額はないこととされています。
ⅱ　共同支配会社等に係るグループ国際
最低課税額がある場合��特定多国籍
企業グループ等に係る共同支配会社等
ごとの次に掲げる金額の合計額（その
合計額がその共同支配会社等の会社等
別国際最低課税額等を超える場合には、
その会社等別国際最低課税額等）を合
計した金額
ⅰ　その共同支配会社等の会社等別国
際最低課税額等に係る国際最低課税
額等
ⅱ　その共同支配会社等の会社等別国
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際最低課税額等のうちその特定多国
籍企業グループ等の最終親会社等に
帰せられない部分の金額
（注）　最終親会社等に帰せられない部

分の金額は、特定多国籍企業グル

ープ等に係る共同支配会社等の会

社等別国際最低課税額等から、そ

の特定多国籍企業グループ等の最

終親会社等のみに対しその共同支

配会社等に係る各対象会計年度の

国際最低課税額に対する法人税又

は外国におけるこれに相当する税

を課するものとして計算した場合

における国際最低課税額等を控除

した残額とされています（法令

155の59⑦）。

　すなわち、共同支配会社等の会社等
別国際最低課税額等については、上記
ⅰの構成会社等に係るグループ国際最
低課税額がある場合と同様に、所得合
算ルールの対象となる金額は各対象会
計年度の国際最低課税残余額に対する
法人税の対象から除外されますが、こ
れに加え、共同支配会社等は最終親会
社等との間に資本的支配力を通じた関
係がなく連結グループ内の会社等では
ないことを踏まえ、共同支配会社等の
会社等別国際最低課税額等のうち最終
親会社等に帰せられない部分の金額に
ついても各対象会計年度の国際最低課
税残余額に対する法人税の対象から除
外することとされています。

ロ　国際的な事業活動の初期段階における
適用免除
　各対象会計年度の国際最低課税残余額
に対する法人税は、各対象会計年度の国
際最低課税額に対する法人税とは異なり、
親会社等のみならず子会社等に対しても
課税する制度であることから、国際的な
事業活動の初期の段階にあるグループの

事務負担に鑑み、一定の適用免除基準が
設けられています。
　具体的には、特定多国籍企業グループ
等の対象会計年度（ロにおいて「判定対
象会計年度」といいます。）が、軽課税
所得ルールが全世界で最も早く施行され
たと国際的に認められる日（ロにおいて
「国際最低課税残余法人税等施行日」と
いいます。）以後最初に特定多国籍企業
グループ等に該当することとなった対象
会計年度開始の日（注 1）以後 5 年以内
に開始し、かつ、国際的な事業活動の初
期の段階にあるものとされる次に掲げる
要件の全てを満たす対象会計年度に該当
する場合には、その判定対象会計年度に
係るその特定多国籍企業グループ等のグ
ループ国際最低課税残余額は、零とする
こととされています（法法82の11③、法
令155の59⑧、法規38の50⑤）。
ⅰ　判定対象会計年度における上記ロの
特定多国籍企業グループ等に属する構
成会社等（各種投資会社等を除きます。
ロにおいて同じです。）の所在地国の
数が 6以下であること。
ⅱ　判定対象会計年度における次に掲げ
る金額の合計額が5,000万ユーロを本
邦通貨表示の金額に換算した金額以下
であること。
ⅰ　特定所在地国（注 2）以外の国又
は地域を所在地国とする上記ロの特
定多国籍企業グループ等に属する構
成会社等の有形資産の額の合計額
ⅱ　上記ロの特定多国籍企業グループ
等に属する無国籍構成会社等（各種
投資会社等を除きます。）の有形資
産の額（特定所在地国に所在する有
形資産（現金及び現金同等物を除き
ます。）に係るものを除きます。）の
合計額

（注 1）　特定多国籍企業グループ等が、所
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得合算ルールが全世界で最も早く施

行されたと国際的に認められる日

（令和 5年12月31日）から国際最低課

税残余法人税等施行日の前日までの

間に最初に開始した対象会計年度に

おいて特定多国籍企業グループ等に

該当する場合には、国際最低課税残

余法人税等施行日以後最初に開始し

た対象会計年度開始の日が本適用免

除基準の適用に係る対象会計年度の

始期とされます。なお、「国際最低課

税残余法人税等施行日」については、

OECDにおける議論等を踏まえ、今

後省令において規定する予定です。
（注 2）　「特定所在地国」とは、令和 5年12

月31日以後最初に上記ロの特定多国

籍企業グループ等が特定多国籍企業

グループ等に該当することとなった

対象会計年度において、その特定多

国籍企業グループ等に属する構成会

社等が所在地国とする国又は地域の

うち、その国又は地域を所在地国と

する構成会社等の有形資産の額の合

計額が最も多いものをいいます。

ニ　国内グループ国際最低課税残余額
イ　概要
　「国内グループ国際最低課税残余額」
とは、各対象会計年度に係る特定多国籍
企業グループ等のグループ国際最低課税
残余額に、その特定多国籍企業グループ
等に係る国内従業員等割合に100分の50
を乗じて計算した割合とその特定多国籍
企業グループ等に係る国内有形資産割合
に100分の50を乗じて計算した割合とを
合計した割合を乗じて計算した金額をい
います（法法82の11②）。
《算式》
国内グループ国際
最低課税残余額 ＝ グループ国際最低課税残余額

×
⎧
⎜
⎜
⎩

国内従
業員等
割合

× 50％ ＋
国内有
形資産
割合

× 50％
⎫
⎜
⎜
⎭

ⅰ　国内従業員等割合
　上記イでいう「国内従業員等割合」
とは、次のⅰに掲げる数のうちに次の
ⅱに掲げる数の占める割合をいいます
（法令155の59③）。
ⅰ　上記イの特定多国籍企業グループ
等に属する全ての構成会社等（その
所在地国が我が国又は我が国以外の
国若しくは地域の租税に関する法令
において各対象会計年度の国際最低
課税残余額に対する法人税に相当す
る税を課することとされている場合
におけるその国若しくは地域（その
法令の規定により、各対象会計年度
の国内グループ国際最低課税残余額
に相当する金額がないものとされる
場合（注）におけるその国又は地域
を除きます。ニにおいて「国際最低
課税残余額相当額課税国」といいま
す。）であるものに限るものとし、
各種投資会社等を除きます。）の従
業員等の数の合計数
（注）　モデルルールにおいては、各

国・地域に配分される軽課税所得

ルールの対象となる金額（UTPR

トップアップ税額）の各構成会社

等への配分方法及び課税方式は、

その国・地域の裁量に委ねられて

いるため、採用する課税方式によ

っては、その国・地域に配分され

たUTPRトップアップ税額の全部

をその課税年度で課税できないケ

ースが生じ得ます。モデルルール

上、そのように未課税部分の金額

がある国・地域に対しては翌課税

年度の新たなUTPRトップアップ

税額は配分されないこととされて
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おり、上記の「その法令の規定に

より、各対象会計年度の国内グル

ープ国際最低課税残余額に相当す

る金額がないものとされる場合」

はこのケースが想定されています。

ⅱ　上記イの特定多国籍企業グループ
等に属する全ての構成会社等（その
所在地国が我が国であるものに限る
ものとし、各種投資会社等を除きま
す。）の従業員等の数の合計数

ⅱ　国内有形資産割合
　上記イでいう「国内有形資産割合」
とは、次のⅰに掲げる金額のうちに次
のⅱに掲げる金額の占める割合をいい
ます（法令155の59④）。
ⅰ　上記イの特定多国籍企業グループ
等に属する全ての構成会社等（その
所在地国が我が国又は国際最低課税
残余額相当額課税国であるものに限
るものとし、各種投資会社等を除き
ます。）の有形資産の額の合計額
ⅱ　上記イの特定多国籍企業グループ
等に属する全ての構成会社等（その
所在地国が我が国であるものに限る
ものとし、各種投資会社等を除きま
す。）の有形資産の額の合計額

ロ　導管会社等がある場合の特例
　上記イのとおり、グループ国際最低課
税残余額は、構成会社等の従業員等の数
及び有形資産の額に応じて構成会社等の
所在地国に配分することとされています
が、最終親会社等その他一定のものを除
き、導管会社等の所在地国はないものと
されていますので、このような導管会社
等の従業員等の数及び有形資産の額は、
グループ国際最低課税残余額の配分にお
いては考慮されないこととなります。そ
こで、グループの経済活動実態を反映し
たグループ国際最低課税残余額の配分を
実現する観点から、特定多国籍企業グル

ープ等に属する構成会社等のうちに導管
会社等（各種投資会社等を除きます。ロ
において同じです。）がある場合におけ
る国内グループ国際最低課税残余額の計
算に関する特例が次のとおり措置されて
います（法法82の11⑤、法令155の59⑤
一・二）。
ⅰ　国内従業員等割合
　上記イⅰⅰに掲げる数には導管会社
等（その設立国が我が国であるもの又
は国際最低課税残余額相当額課税国で
あるもの（注）に限ります。）の従業
員等の数を含むものとし、上記イⅰⅱ
に掲げる数には導管会社等（その設立
国が我が国であるものに限ります。）
の従業員等の数を含むものとされてい
ます。
（注）　所在地国が国際最低課税残余額相

当額課税国であるものは除きます。

ⅱ　国内有形資産割合
　上記イⅱⅰに掲げる金額には導管会
社等（その設立国が我が国であるもの
又は国際最低課税残余額相当額課税国
であるもの（注）に限ります。）の有
形資産の額を含むものとし、上記イⅱ
ⅱに掲げる金額には導管会社等（その
設立国が我が国であるものに限りま
す。）の有形資産の額を含むものとさ
れています。
（注）　所在地国が国際最低課税残余額相

当額課税国であるものは除きます。

　また、導管会社等の設立国を所在地国
とする他の構成会社等がない場合又はそ
の設立国を所在地国とする他の構成会社
等の全てが各種投資会社等などの一定の
構成会社等（注）に該当する場合には、
導管会社等の設立国にグループ国際最低
課税残余額を配分したとしても基本的に
その設立国における課税は見込まれない
ことから、その導管会社等の従業員等の
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数及び有形資産の額はグループ国際最低
課税額の配分において考慮しないことと
する特例も措置されています（法令155
の59⑤三）。
（注）　次に掲げる構成会社等の区分に応じ

それぞれ次に定めるものとされていま

す（法規38の50④）。

ⅰ�　ⅱの構成会社等以外の構成会社等

��その構成会社等のうち各種投資

会社等又は導管会社等に該当するも

の

ⅱ�　恒久的施設等である構成会社等

��その構成会社等のうち各種投資

会社等の恒久的施設等に該当するも

の

ハ　会社等の収入等の一部につき特定収入
等がある場合の特例
　会社等について、その会社等の各対象
会計年度に係る収入等のうちに特定収入
等（法人税法第82条第 5号イ又はロに掲
げる収入等をいいます。ハにおいて同じ
です。）とその他の収入等（特定収入等
以外の収入等をいいます。ハにおいて同
じです。）がある場合には、特定収入等
のみを有する導管会社等とその他の収入
等のみを有する導管会社等以外の会社等
があるものとみなして、国内グループ国
際最低課税残余額の計算を行うものとさ
れています（法法82の11④）。

ホ　国際最低課税残余額
　「国際最低課税残余額」とは、特定多国
籍企業グループ等に属する構成会社等であ
る内国法人の各対象会計年度に係るその特
定多国籍企業グループ等の国内グループ国
際最低課税残余額に、その内国法人に係る
構成会社等別従業員等割合に100分の50を
乗じて計算した割合とその内国法人に係る
構成会社等別有形資産割合に100分の50を
乗じて計算した割合とを合計した割合を乗
じて計算した金額をいいます（法法82の11

①）。
《算式》
国際最低課
税残余額 ＝ 国内グループ国際最低課税残余額

×
⎧
⎜
⎜
⎩

構成会社
等別従業
員等割合

× 50％ ＋
構成会社
等別有形
資産割合

× 50％
⎫
⎜
⎜
⎭

イ　構成会社等別従業員等割合
　上記ホでいう「構成会社等別従業員等
割合」とは、次のⅰに掲げる数のうちに
次のⅱに掲げる数の占める割合をいいま
す（法令155の59①）。
ⅰ　上記ホの特定多国籍企業グループ等
に属する全ての構成会社等（その所在
地国が我が国であるものに限るものと
し、各種投資会社等を除きます。）の
従業員等の数の合計数
ⅱ　上記ホの特定多国籍企業グループ等
に属する構成会社等である内国法人
（その所在地国が我が国であるものに
限るものとし、各種投資会社等を除き
ます。）の従業員等の数

ロ　構成会社等別有形資産割合
　上記ホでいう「構成会社等別有形資産
割合」とは、次のⅰに掲げる金額のうち
に次のⅱに掲げる金額の占める割合をい
います（法令155の59②）。
ⅰ　上記ホの特定多国籍企業グループ等
に属する全ての構成会社等（その所在
地国が我が国であるものに限るものと
し、各種投資会社等を除きます。）の
有形資産の額の合計額
ⅱ　上記ホの特定多国籍企業グループ等
に属する構成会社等である内国法人
（その所在地国が我が国であるものに
限るものとし、各種投資会社等を除き
ます。）の有形資産の額

②　課税標準
　内国法人に対して課する各対象会計年度の
国際最低課税残余額に対する法人税の課税標
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準は、各対象会計年度の内国法人に係る課税
標準国際最低課税残余額とされています（法
法82の12①）。この各対象会計年度の内国法
人に係る課税標準国際最低課税残余額は、各
対象会計年度の国際最低課税残余額です（法
法82の12②）。
③　税額の計算
　内国法人に対して課する各対象会計年度の
国際最低課税残余額に対する法人税の額は、
各対象会計年度の内国法人に係る課税標準国
際最低課税残余額に90.7％の税率を乗じて計
算した金額です（法法82の13）。
④　申告及び納付等
イ　国際最低課税残余額に係る確定申告
イ　概要
　特定多国籍企業グループ等に属する内
国法人は、各対象会計年度終了の日の翌
日から 1年 3月以内に、税務署長に対し、
次に掲げる事項を記載した申告書を提出
しなければならないこととされています。
ただし、ⅰの金額がない場合は、その申
告書を提出することを要しません（法法
82の14①、法規38の51）。
ⅰ　その対象会計年度の課税標準である
内国法人に係る課税標準国際最低課税
残余額
ⅱ　ⅰの内国法人に係る課税標準国際最
低課税残余額につき上記③に基づいて
計算した法人税の額
ⅲ　ⅰ及びⅱに掲げる金額の計算の基礎
ⅳ　特定多国籍企業グループ等に属する
構成会社等である内国法人の名称、納
税地及び法人番号並びにその納税地と
本店又は主たる事務所の所在地とが異
なる場合には、その本店又は主たる事
務所の所在地
ⅴ　代表者の氏名
ⅵ　その対象会計年度の開始及び終了の
日
ⅶ　その他参考となるべき事項

ロ　提出期限に係る特例
　特定多国籍企業グループ等に属する内
国法人が、上記イによる申告書を最初に
提出すべき対象会計年度においてその申
告書を提出する場合（過去対象会計年度
においてその内国法人又はその特定多国
籍企業グループ等に属する構成会社等で
あった他の内国法人若しくは外国法人
（我が国を所在地国とする恒久的施設等
を有していたものに限ります。ロにおい
て同じです。）若しくはその特定多国籍
企業グループ等に係る共同支配会社等で
あった他の内国法人若しくは外国法人が
特定多国籍企業グループ等に係る報告事
項等の提供期限に係る特例（法法150の
3 ⑨）の適用を受けていなかった場合に
限ります。）には、その内国法人のその
最初に提出すべき対象会計年度終了の日
の翌日から 1年 6月以内に上記イによる
確定申告書を提出しなければならないこ
ととされています（法法82の14②）。
ハ　添付書類
　上記イの申告書には、次に掲げる書類
（これらの書類が電磁的記録（電子的方
式、磁気的方式その他人の知覚によって
は認識することができない方式で作られ
る記録であって、電子計算機による情報
処理の用に供されるものをいいます。ハ
において同じです。）で作成され、又は
これらの書類の作成に代えてこれらの書
類に記載すべき情報を記録した電磁的記
録の作成がされている場合には、これら
の電磁的記録に記録された情報の内容を
記載した書類）を添付しなければならな
いこととされています（法法82の14③、
法規38の52①）。
ⅰ　その対象会計年度の内国法人の属す
る特定多国籍企業グループ等の最終親
会社等に係る連結等財務諸表
ⅱ　その対象会計年度のⅰの内国法人の
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個別財務諸表（上記①ロイ（注 3）の
個別財務諸表をいいます。）
ⅲ　ⅱに掲げるものに係る勘定科目内訳
明細書
ⅳ　その他参考となるべき事項を記載し
た書類
　ただし、特定多国籍企業グループ等に
属する内国法人が提出したその対象会計
年度に係る法人税法第82条の 6 第 1 項
（国際最低課税額に係る確定申告）又は
第82条の22第 1 項（国内最低課税額に係
る確定申告）の規定による申告書に上記
ⅰからⅳまでに掲げる書類の添付があっ
た場合には、その内国法人が提出したそ
の対象会計年度に係る上記イによる申告
書にその書類（その添付があったものに
限ります。）の添付があったものとみな
すこととされています（法規38の52②）。

ロ　電子情報処理組織による申告
イ　制度の概要
　特定法人である内国法人は、各対象会
計年度の国際最低課税残余額に対する法
人税の申告については、国際最低課税残
余額確定申告書又はその申告書に係る修
正申告書及び添付書類に記載すべきもの
とされ、又は記載されている事項を、電
子情報処理組織を使用する方法により提
供することにより、行わなければならな
いこととされています（法法82の15）。
（注）　「国際最低課税残余額確定申告書」と

は、国際最低課税残余額に係る確定申

告書（法法82の14①）をいい、その申

告書に係る期限後申告書を含みます。

ロ　対象法人
　特定法人である内国法人が、電子申告
の義務化の対象とされています（法法82
の15①）。特定法人とは、次の法人をい
うこととされています（法法82の 7 ②）。
ⅰ　その対象会計年度開始の時における
資本金の額又は出資金の額が 1億円を

超える法人
ⅱ　相互会社
ⅲ　投資法人
ⅳ　特定目的会社
（注）　人格のない社団等及び法人課税信託

に係る受託法人は、特定法人に該当し

ないこととされています（法法 3、法

令14の 6 ⑥）。

ハ　対象書類
　次の書類が電子情報処理組織を使用す
る方法による提供の義務化の対象とされ
ています。
ⅰ　国際最低課税残余額確定申告書
ⅱ　ⅰの申告書に係る修正申告書
ⅲ　法人税法又は国税通則法第18条第 3
項若しくは第19条第 4項の規定により
ⅰ及びⅱの申告書に添付すべきものと
されている書類

ニ　電子情報処理組織を使用する方法
　電子情報処理組織を使用する方法は、
具体的には、次の事項の区分に応じそれ
ぞれ次の方法とされています。
ⅰ　上記ハⅰ及びⅱの申告書（以下「納
税申告書」といいます。）に記載すべ
きものとされている事項（以下「申告
書記載事項」といいます。）��電子
情報処理組織を使用して、申告書記載
事項を入力して送信する方法により提
供することとされています（法規38の
53において準用する法規38の48②一）。
（注 1）　「電子情報処理組織」とは、国

税庁の使用に係る電子計算機とそ

の申告をする内国法人の使用に係

る電子計算機とを電気通信回線で

接続した電子情報処理組織をいい

ます（法法82の15①）。具体的には、

e-Taxによる電子申告を行うこと

となります。電子計算機には入出

力装置を含むこととされており、

CPUを搭載しない端末についても
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対象となります。「内国法人の使

用に係る電子計算機」とされてい

る点について、民法の代理関係規

定に基づき代理人も当然に含まれ

ることと解されますので、税理士

等による電子申告も可能です。
（注 2）　電子情報処理組織を使用して行

う申告書記載事項の提供について

は、国税関係法令に係る情報通信

技術を活用した行政の推進等に関

する省令第 5 条第 1 項の定めると

ころによることとされています

（法規38の53において準用する法

規38の48③）。具体的には、e-Tax

ソフト又はこれと同様の機能を有

するプログラムを用いて、国税庁

の使用に係る電子計算機と電気通

信回線を通じて通信できる機能を

備えた電子計算機から、申告書記

載事項並びに識別符号及び暗証符

号を入力して、電子署名を行い、

電子証明書と併せて送信すること

により、行わなければならないこ

ととされています。下記ⅱⅰ又は

ⅱにより電子情報処理組織を使用

して行う添付書類記載事項の提供

についても同様です。

ⅱ　上記ハⅲの書類に記載すべきものと
され、又は記載されている事項（以下
「添付書類記載事項」といいます。）
��ⅰ又はⅱに掲げる方法のいずれか
により提供することとされています
（法規38の53において準用する法規38
の48②二）。また、ⅲに掲げる方法に
より行うこともできることとされてい
ます（法法82の15①ただし書、法規38
の53において準用する法規38の48④）。
ⅰ　電子情報処理組織を使用して、添
付書類記載事項を入力して送信する
方法

ⅱ　添付書類記載事項が記載された書
類をスキャナにより読み取る方法そ
の他これに類する方法により作成し
た電磁的記録を、電子情報処理組織
を使用して送信する方法（ⅰに掲げ
る方法につき国税庁の使用に係る電
子計算機において用いることができ
ない場合に限ります。）
（注 1）　「電磁的記録」とは、情報通

信技術を活用した行政の推進等

に関する法律第 3 条第 7 号に規

定する電磁的記録をいい、具体

的には、電子的方式、磁気的方

式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作

られる記録であって、電子計算

機による情報処理の用に供され

るものをいいます。
（注 2）　電磁的記録は、添付書類記載

事項が記載された書類をスキャ

ナにより読み取る方法その他こ

れに類する方法により、次の要

件を満たすように読み取り、又

は作成したものに限ることとさ

れています。
　　　ａ�　解像度が25.4mm当たり200

ドット以上であること。

　　　ｂ�　白色から黒色までの階調が

256階調以上であること。

ⅲ　添付書類記載事項の電磁的記録を
記録した光ディスク又は磁気ディス
クを提出する方法
（注）　電磁的記録をスキャナにより読

み取る方法その他これに類する方

法により作成した場合には、その

電磁的記録は、上記ⅱ（注 2）ａ

及びｂの要件を満たすように読み

取り、又は作成したものに限るこ

ととされています。

ホ　事前届出

─�586�─

――国際課税関係の改正――



　電子情報処理組織を使用して申告書記
載事項又は添付書類記載事項を提供しよ
うとする場合における届出その他の手続
については、国税関係法令に係る情報通
信技術を活用した行政の推進等に関する
省令第 4条第 1項から第 3項まで、第 6
項及び第 7項の規定の例によることとさ
れています（法規38の53において準用す
る法規38の48①）。
ヘ　ファイル形式
　申告書記載事項又は添付書類記載事項
を上記ニⅰ又はⅱの方法により送信し、
又は提出する場合におけるその送信又は
提出に関するファイル形式については、
国税庁長官が定めることとされています
（法規38の53において準用する法規38の
48⑤）。
ト　電子申告の効果
　上記ニの方法により行われた各対象会
計年度の国際最低課税残余額に対する法
人税の申告については、申告書記載事項
が記載された納税申告書により、又はこ
れに添付書類記載事項が記載された添付
書類を添付して行われたものとみなして、
次の法令の規定を適用することとされて
います（法法82の15②、法令155の60）。
ⅰ　法人税法（これに基づく命令、すな
わち法人税法施行令及び法人税法施行
規則を含みます。）
ⅱ　国税通則法（第124条を除きます。）
ⅲ　地方法人税法
ⅳ　その他各対象会計年度の国際最低課
税残余額に対する法人税の申告に関す
る法令

チ　到達時期
　上記ニⅰ又はⅱⅰ若しくはⅱの方法に
より行われた各対象会計年度の国際最低
課税残余額に対する法人税の申告は、国
税庁の使用に係る電子計算機に備えられ
たファイルへの記録がされた時に税務署

長に到達したものとみなすこととされて
います（法法82の15③）。
リ　本人確認等
　内国法人が上記ニⅰ又はⅱⅰ若しくは
ⅱの方法により電子情報処理組織を使用
して申告書記載事項又は添付書類記載事
項を提供する場合には、その内国法人は、
国税通則法第124条の規定による名称及
び法人番号の記載に代えて、国税関係法
令に係る情報通信技術を活用した行政の
推進等に関する省令第 6条第 1項（第 4
号に係る部分を除きます。）の規定の例
により、その名称を明らかにしなければ
ならないこととされています（法法82の
15④、法規38の53において準用する法規
38の48⑥）。具体的には、電子署名を行
い、その電子署名に係る電子証明書を併
せて送信すること又は識別符号及び暗証
番号を入力して申告を行うこととされて
います。
ヌ　その他
　上記のほか、電子情報処理組織の使用
に係る手続に関し必要な事項及び手続の
細目については、別に定めるところによ
ることとされています（法規38の53にお
いて準用する法規38の48⑦）。国税関係
法令に係る情報通信技術を活用した行政
の推進等に関する省令第13条と同様です。

ハ　電子情報処理組織による申告が困難であ
る場合の特例
イ　特例の内容
　特定法人である内国法人が、電気通信
回線の故障、災害その他の理由により電
子情報処理組織を使用することが困難で
あると認められる場合で、かつ、書面に
よる納税申告書の提出をすることができ
ると認められる場合において、書面によ
り納税申告書を提出することについて納
税地の所轄税務署長の承認を受けたとき
は、その税務署長が指定する期間内に行
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う各対象会計年度の国際最低課税残余額
に対する法人税の申告については、書面
により行うことができることとされてい
ます（法法82の16①）。
ロ　特例を受けるための手続等
　上記イの承認を受けようとする内国法
人は、上記イの適用を受けることが必要
となった事情、上記イの税務署長の指定
を受けようとする期間及び次の事項を記
載した申請書を、その指定を受けようと
する期間の開始の日の15日前までに、納
税地の所轄税務署長に提出しなければな
らないこととされています（法法82の16
②において準用する法法82の 8 ②、法規
38の54において準用する法規38の49①）。
ⅰ　申請をする内国法人の名称、納税地
及び法人番号
ⅱ　代表者の氏名
ⅲ　電気通信回線の故障、災害その他の
理由により電子情報処理組織を使用す
ることが困難である事情が生じた日
ⅳ　その他参考となるべき事項
　また、上記の申請書には、電気通信回
線の故障、災害その他の理由により電子
情報処理組織を使用することが困難であ
ることを明らかにする書類を添付するこ
ととされています（法法82の16②におい
て準用する法法82の 8 ②、法規38の54に
おいて準用する法規38の49②）。
　なお、災害等の理由が生じた日が国際
最低課税残余額に係る確定申告書の提出
期限の15日前の日以後である場合におい
て、その提出期限がその指定を受けよう
とする期間内の日であるときは、上記の
申請書の提出期限は、その指定を受けよ
うとする期間の開始の日とされています。
　税務署長は、上記の申請書の提出があ
った場合において、その申請に係る上記
イの適用を受けることが必要となった事
情が相当でないと認めるときは、その申

請を却下することができることとされて
います（法法82の16②において準用する
法法82の 8 ③）。
　税務署長は、上記の申請書の提出があ
った場合において、その申請につき承認
又は却下の処分をするときは、その申請
をした内国法人に対し、書面によりその
旨を通知することとされています（法法
82の16②において準用する法法82の 8
④）。
　上記の申請書の提出があった場合にお
いて、その申請書に記載した上記イの税
務署長の指定を受けようとする期間の開
始の日までに承認又は却下の処分がなか
ったときは、その日においてその承認が
あったものと、その記載された期間を上
記イの期間として上記イの税務署長の指
定があったものと、それぞれみなすこと
とされています（法法82の16②において
準用する法法82の 8 ⑤）。すなわち、み
なし承認の制度が設けられています。
ハ　承認の取消し
　税務署長は、上記イの適用を受けてい
る内国法人につき、電子情報処理組織を
使用することが困難でなくなったと認め
る場合には、上記イの承認を取り消すこ
とができることとされています。この場
合において、その取消しの処分があった
ときは、その処分のあった日の翌日以後
の期間につき、その処分の効果が生ずる
ものとされています（法法82の16②にお
いて準用する法法82の 8 ⑥）。
　税務署長は、上記の取消しの処分をす
るときは、その処分に係る内国法人に対
し、書面によりその旨を通知することと
されています（法法82の16②において準
用する法法82の 8 ⑦）。
ニ　取り止め
　上記イの適用を受けている内国法人は、
各対象会計年度の国際最低課税残余額に
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対する法人税の申告につき上記イの適用
を受けることをやめようとするときは、
その旨及び次の事項を記載した届出書を
納税地の所轄税務署長に提出しなければ
ならないこととされています。この場合
において、その届出書の提出があったと
きは、その提出があった日の翌日以後の
期間については、上記イの承認の処分は、
その効力を失うものとされています（法
法82の16②において準用する法法82の 8
⑧、法規38の54において準用する法規38
の49③）。
ⅰ　届出をする内国法人の名称、納税地
及び法人番号
ⅱ　代表者の氏名
ⅲ　上記イの承認を受けた日又はその承
認があったものとみなされた日
ⅳ　上記イの適用をやめようとする理由
ⅴ　その他参考となるべき事項

ニ　国際最低課税残余額に係る確定申告によ
る納付
　国際最低課税残余額に係る確定申告書を
提出した内国法人は、その申告書に記載し
た上記イイⅱの金額があるときは、その申
告書の提出期限までに、その金額に相当す
る法人税を国に納付しなければならないこ
ととされています（法法82の17）。
ホ　前対象会計年度の法人税額等の更正等に
伴う更正の請求の特例
　国税通則法第23条による更正の請求は、
法定申告期限から 5年以内に限り行うこと
ができることとされていますが、決定を受
けた事業年度等に係る税額等については、
原則、更正の請求をすることができないこ
ととされています。
　そこで、この国税通則法の特例として、
国際最低課税残余額確定申告書に記載すべ
き内国法人に係る課税標準国際最低課税残
余額若しくはその内国法人に係る課税標準
国際最低課税残余額につき法令の規定を適

用して計算した法人税の額又は地方法人税
法第24条の 4第 3項（国際最低課税額等に
係る特定基準法人税額に係る確定申告）の
規定による申告書（その申告書に係る期限
後申告書を含みます。）に記載すべき課税
標準国際最低課税法人税額（内国法人に係
る課税標準国際最低課税残余額に係るもの
に限ります。）若しくはその課税標準国際
最低課税法人税額につき法令の規定を適用
して計算した地方法人税の額につき、修正
申告書を提出し、又は更正若しくは決定を
受け、その修正申告書の提出又は更正若し
くは決定に伴い、その修正申告書又は更正
若しくは決定に係る対象会計年度後の各対
象会計年度で決定を受けた対象会計年度に
係る内国法人に係る課税標準国際最低課税
残余額につき法令の規定を適用して計算し
た法人税の額（その金額につき修正申告書
の提出又は更正があった場合には、その申
告又は更正後の金額。ホにおいて「申告書
記載税額」といいます。）が過大となる場
合には、その修正申告書を提出した日又は
その更正若しくは決定の通知を受けた日の
翌日から 2月以内に限り、税務署長に対し、
その申告書記載税額につき更正の請求をす
ることができることとされています。
　この場合においては、更正請求書には、
国税通則法第23条第 3項に規定する事項の
ほか、その修正申告書を提出した日又はそ
の更正若しくは決定の通知を受けた日を記
載しなければなりません（法法82の18）。

⑤　更正
イ　更正の理由付記
　内国法人の各対象会計年度の国際最低課
税残余額に対する法人税の課税標準の更正
をする場合には、その更正に係る更正通知
書にその更正の理由を付記しなければなら
ないこととされました（法法130②）。
　各対象会計年度の国際最低課税残余額に
対する法人税は国際的協調のもと導入され
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るものであること等から、その更正に当た
っては慎重な手続が必要であると考えられ
るため、上記の改正が行われたものです。
（注）　各対象会計年度の国際最低課税残余額

に対する法人税の納税義務者は、特定多

国籍企業グループ等に属する法人である

ことから、その要件からすれば、各対象

会計年度の国際最低課税残余額に対する

法人税の納税義務者は、各事業年度の所

得に対する法人税における青色申告法人

に求められる程度の帳簿書類は備えてい

ると考えられます。

　また、各対象会計年度の国際最低課税

残余額に対する法人税の納税義務者は、

特定多国籍企業グループ等に属する法人

とされていますが、その課税標準は基本

的にその特定多国籍企業グループ等に属

する構成会社等又は共同支配会社等のう

ち実効税率が基準税率に満たない国等に

所在するもののその満たない部分に相当

する金額の残額であることから、各対象

会計年度の国際最低課税残余額に対する

法人税の課税標準の計算に際し、基本的

には納税義務者ではない他の会社等（構

成会社等又は共同支配会社等）の帳簿書

類に記載される事項を用いることとなり

ます。

　このように、青色申告制度の前提とな

る帳簿書類は備えているものの、他の会

社等の帳簿書類に記載される事項を用い

て課税標準の計算を行うこととなること

から、各対象会計年度の国際最低課税額

に対する法人税については青色申告制度

が設けられていないことも踏まえ、各対

象会計年度の国際最低課税残余額に対す

る法人税は、青色申告制度をそのまま適

用することはせず、青色申告制度に基づ

く各措置のうち必要なものを適用するこ

ととされました。

ロ　推計による更正

　内国法人の各対象会計年度の国際最低課
税残余額に対する法人税の課税標準は、推
計による更正の対象外とされました（法法
131）。
　推計課税は、帳簿書類が全く保存されて
いないような場合等が想定されていますが、
各対象会計年度の国際最低課税残余額に対
する法人税の課税標準の計算は、各対象会
計年度の国際最低課税額に対する法人税と
同様、基本的には納税義務者ではない他の
会社等（構成会社等又は共同支配会社等）
の帳簿書類に記載される事項を用いること
となり、納税義務者の帳簿書類に記載され
る事項を用いることは相対的に少ないと考
えられることから、上記の改正が行われた
ものです。
ハ　帳簿書類の検査
　内国法人の各対象会計年度の国際最低課
税残余額に対する法人税については、調査
に際しその備え付けられた帳簿書類を検査
するものとする措置の対象外とされました
（法法150の 2 ②）。
　各対象会計年度の国際最低課税残余額に
対する法人税の課税標準の計算は、各対象
会計年度の国際最低課税額に対する法人税
と同様、基本的には納税義務者ではない他
の会社等（構成会社等又は共同支配会社
等）の帳簿書類に記載される事項を用いる
こととなり、納税義務者の帳簿書類に記載
される事項を用いることは相対的に少ない
と考えられることから、上記の改正が行わ
れたものです。
（注）　上記のほか、各対象会計年度の国際最

低課税残余額に対する法人税は、青色申

告制度が設けられていないことから、そ

の内国法人の帳簿書類を調査し、その調

査によりその課税標準又は欠損金額の計

算に誤りがあると認められる場合に限り

課税標準又は欠損金額を更正することが

できることとする措置（法法130①）の対
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象外とされています。

⑸　外国法人の法人税関係
①　国際最低課税残余額
　「国際最低課税残余額」とは、特定多国籍
企業グループ等に属する恒久的施設等（その
所在地国が我が国であるものに限ります。①
において同じです。）を有する構成会社等で
ある外国法人の各対象会計年度に係るその特
定多国籍企業グループ等の国内グループ国際
最低課税残余額に、その外国法人に係る構成
会社等別従業員等割合に100分の50を乗じて
計算した割合とその外国法人に係る構成会社
等別有形資産割合に100分の50を乗じて計算
した割合とを合計した割合を乗じて計算した
金額をいいます（法法145の 2 ①）。
《算式》
国際最低課
税残余額 ＝ 国内グループ国際最低課税残余額

×
⎧
⎜
⎜
⎩

構成会社
等別従業
員等割合

× 50％ ＋
構成会社
等別有形
資産割合

× 50％
⎫
⎜
⎜
⎭

イ　構成会社等別従業員等割合
　上記①でいう「構成会社等別従業員等割
合」とは、次のイに掲げる数のうちに次の
ロに掲げる数の占める割合をいいます（法
令207①）。
イ　上記①の特定多国籍企業グループ等に
属する全ての構成会社等（その所在地国
が我が国であるものに限るものとし、各
種投資会社等を除きます。）の従業員等
の数の合計数
ロ　上記①の特定多国籍企業グループ等に
属する構成会社等である外国法人（各種
投資会社等を除きます。）の恒久的施設
等の従業員等の数

ロ　構成会社等別有形資産割合
　上記①でいう「構成会社等別有形資産割
合」とは、次のイに掲げる金額のうちに次
のロに掲げる金額の占める割合をいいます

（法令207②）
イ　上記①の特定多国籍企業グループ等に
属する全ての構成会社等（その所在地国
が我が国であるものに限るものとし、各
種投資会社等を除きます。）の有形資産
の額の合計額
ロ　上記①の特定多国籍企業グループ等に
属する構成会社等である外国法人（各種
投資会社等を除きます。）の恒久的施設
等の有形資産の額

②　課税標準
　外国法人に対して課する各対象会計年度の
国際最低課税残余額に対する法人税の課税標
準は、各対象会計年度の外国法人に係る課税
標準国際最低課税残余額とされています（法
法145の 3 ①）。この各対象会計年度の外国法
人に係る課税標準国際最低課税残余額は、各
対象会計年度の国際最低課税残余額です（法
法145の 3 ②）。
③　税額の計算
　外国法人に対して課する各対象会計年度の
国際最低課税残余額に対する法人税の額は、
各対象会計年度の外国法人に係る課税標準国
際最低課税残余額に90.7％の税率を乗じて計
算した金額です（法法145の 4 ）。
④　申告及び納付等
イ　国際最低課税残余額に係る確定申告
イ　概要
　特定多国籍企業グループ等に属する外
国法人は、各対象会計年度終了の日の翌
日から 1年 3月以内に、税務署長に対し、
次に掲げる事項を記載した申告書を提出
しなければならないこととされています。
ただし、ⅰの金額がない場合は、その申
告書を提出することを要しません（法法
145の 5 において準用する法法82の14①、
法規61の 9 ）。
ⅰ　その対象会計年度の課税標準である
外国法人に係る課税標準国際最低課税
残余額
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ⅱ　ⅰの外国法人に係る課税標準国際最
低課税残余額につき上記③に基づいて
計算した法人税の額
ⅲ　ⅰ及びⅱに掲げる金額の計算の基礎
ⅳ　特定多国籍企業グループ等に属する
構成会社等である外国法人の名称、納
税地、本店又は主たる事務所の所在地
及び法人番号並びにその納税地と国内
にある事務所、事業所その他これらに
準ずるもの（ⅳにおいて「事務所等」
といいます。）のうち主たるものの所
在地とが異なる場合には、その国内に
ある主たる事務所等の所在地
ⅴ　代表者の氏名及び恒久的施設等（そ
の所在地国が我が国であるものに限り
ます。）を通じて行う事業の経営の責
任者の氏名
ⅵ　その対象会計年度の開始及び終了の
日
ⅶ　その他参考となるべき事項
ロ　提出期限に係る特例
　特定多国籍企業グループ等に属する外
国法人が、上記イによる申告書を最初に
提出すべき対象会計年度においてその申
告書を提出する場合（過去対象会計年度
においてその外国法人又はその特定多国
籍企業グループ等に属する構成会社等で
あった内国法人若しくは他の外国法人
（我が国を所在地国とする恒久的施設等
を有していたものに限ります。ロにおい
て同じです。）若しくはその特定多国籍
企業グループ等に係る共同支配会社等で
あった内国法人又は他の外国法人が特定
多国籍企業グループ等に係る報告事項等
の提供期限に係る特例（法法150の 3
⑨）の適用を受けていなかった場合に限
ります。）には、その外国法人のその最
初に提出すべき対象会計年度終了の日の
翌日から 1年 6月以内に上記イによる確
定申告書を提出しなければならないこと

とされています（法法145の 5 において
準用する法法82の14②）。
ハ　添付書類
　上記イの申告書には、次に掲げる書類
（これらの書類が電磁的記録（電子的方
式、磁気的方式その他人の知覚によって
は認識することができない方式で作られ
る記録であって、電子計算機による情報
処理の用に供されるものをいいます。ハ
において同じです。）で作成され、又は
これらの書類の作成に代えてこれらの書
類に記載すべき情報を記録した電磁的記
録の作成がされている場合には、これら
の電磁的記録に記録された情報の内容を
記載した書類）を添付しなければならな
いこととされています（法法145の 5 に
おいて準用する法法82の14③、法規61の
10①）。
ⅰ　その対象会計年度の外国法人の属す
る特定多国籍企業グループ等の最終親
会社等に係る連結等財務諸表
ⅱ　その対象会計年度のⅰの外国法人の
個別財務諸表（上記⑷①ロイ（注 3）
の個別財務諸表をいいます。）
ⅲ　その対象会計年度のⅰの外国法人の
恒久的施設等（その所在地国が我が国
であるものに限ります。）の恒久的施
設等計算書類（上記⑷①ロイ（注 4）
の恒久的施設等計算書類をいいます。）
ⅳ　ⅱ及びⅲに掲げるものに係る勘定科
目内訳明細書
ⅴ　その他参考となるべき事項を記載し
た書類
　ただし、特定多国籍企業グループ等に
属する外国法人が提出したその対象会計
年度に係る国内最低課税額に係る確定申
告書に上記ⅰからⅴまでに掲げる書類の
添付があった場合には、その外国法人が
提出したその対象会計年度に係る国際最
低課税残余額に係る確定申告書にその書
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類（その添付があったものに限ります。）
の添付があったものとみなすこととされ
ています（法規61の10②）。

ロ　国際最低課税残余額に係る確定申告によ
る納付
　国際最低課税残余額に係る確定申告書を
提出した外国法人は、その申告書に記載し
た上記イイⅱの金額があるときは、その申
告書の提出期限までに、その金額に相当す
る法人税を国に納付しなければならないこ
ととされています（法法145の 5 において
準用する法法82の17）。
ハ　前対象会計年度の法人税額等の更正等に
伴う更正の請求の特例
　国際最低課税残余額確定申告書に記載す
べき外国法人に係る課税標準国際最低課税
残余額若しくはその外国法人に係る課税標
準国際最低課税残余額につき法令の規定を
適用して計算した法人税の額又は地方法人
税法第24条の 4第 3項（国際最低課税額等
に係る特定基準法人税額に係る確定申告）
の規定による申告書（その申告書に係る期
限後申告書を含みます。）に記載すべき課
税標準国際最低課税法人税額（外国法人に
係る課税標準国際最低課税残余額に係るも
のに限ります。）若しくはその課税標準国
際最低課税法人税額につき法令の規定を適
用して計算した地方法人税の額につき、修
正申告書を提出し、又は更正若しくは決定
を受け、その修正申告書の提出又は更正若
しくは決定に伴い、その修正申告書又は更
正若しくは決定に係る対象会計年度後の各
対象会計年度で決定を受けた対象会計年度
に係る外国法人に係る課税標準国際最低課
税残余額につき法令の規定を適用して計算
した法人税の額（その金額につき修正申告
書の提出又は更正があった場合には、その
申告又は更正後の金額。ハにおいて「申告
書記載税額」といいます。）が過大となる
場合には、その修正申告書を提出した日又

はその更正若しくは決定の通知を受けた日
の翌日から 2月以内に限り、税務署長に対
し、その申告書記載税額につき更正の請求
をすることができることとされています。
　この場合においては、更正請求書には、
国税通則法第23条第 3項に規定する事項の
ほか、その修正申告書を提出した日又はそ
の更正若しくは決定の通知を受けた日を記
載しなければなりません（法法145の 5 に
おいて準用する法法82の18）。

⑤　更正
イ　更正の理由付記
　外国法人の各対象会計年度の国際最低課
税残余額に対する法人税の課税標準の更正
をする場合には、内国法人と同様に、その
更正に係る更正通知書にその更正の理由を
付記しなければならないこととされました
（法法147において準用する法法130②）。
ロ　推計による更正
　外国法人の各対象会計年度の国際最低課
税残余額に対する法人税の課税標準は、内
国法人と同様に、推計による更正の対象外
とされました（法法147において準用する
法法131）。
ハ　帳簿書類の検査
　外国法人の各対象会計年度の国際最低課
税残余額に対する法人税については、内国
法人と同様に、調査に際しその備え付けら
れた帳簿書類を検査するものとする措置の
対象外とされました（法法150の 2 ②）。

（注）　上記のほか、外国法人の各対象会計年度

の国際最低課税残余額に対する法人税は、

内国法人と同様に青色申告制度が設けられ

ていないことから、その外国法人の帳簿書

類を調査し、その調査によりその課税標準

又は欠損金額の計算に誤りがあると認めら

れる場合に限り課税標準又は欠損金額を更

正することができることとする措置（法法

147において準用する法法130①）の対象外

とされています。
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⑹　その他
　各対象会計年度の国際最低課税残余額に対す
る法人税は、同族会社等の行為又は計算の否認
（法法132）及び組織再編成に係る行為又は計算
の否認（法法132の 2 ）の対象となります。

⑺　罰則
　今般の改正において、各対象会計年度の国際
最低課税残余額に対する法人税が創設されまし
たが、この「各対象会計年度の国際最低課税残
余額に対する法人税」は、特定多国籍企業グル
ープ等に属する内国法人及び恒久的施設等を有
する外国法人に対して新たな法人税の納税義務
を課すものであるため、法人税法におけるこれ
までの罰則を踏まえ、次の罰則が定められまし
た。
①　偽りその他不正の行為により、上記⑷④イ
イⅱの法人税の額又は上記⑸④イイⅱの法人
税の額につき法人税を免れた場合には、法人
の代表者、代理人、使用人その他の従業者で
その違反行為をした者は、10年以下の拘禁刑
若しくは1,000万円以下の罰金に処し、又は
これを併科することとされています（法法
159①）。なお、ほ脱額が1,000万円を超える
場合には、情状によりほ脱額以下とすること
ができることとされています（法法159②）。
②　国際最低課税残余額に係る確定申告書をそ
の提出期限までに提出しないことにより、上
記⑷④イイⅱの法人税の額又は上記⑸④イイ
ⅱの法人税の額につき法人税を免れた場合に
は、法人の代表者、代理人、使用人その他の
従業者でその違反行為をした者は、 5年以下
の拘禁刑若しくは500万円以下の罰金に処し、
又はこれを併科することとされています（法
法159③）。なお、ほ脱額が500万円を超える
場合には、情状によりほ脱額以下とすること
ができることとされています（法法159④）。
③　正当な理由がなくて国際最低課税残余額に
係る確定申告書をその提出期限までに提出し
なかった場合には、法人の代表者、代理人、

使用人その他の従業者でその違反行為をした
者は、 1年以下の拘禁刑又は50万円以下の罰
金に処することとされています。ただし、情
状により、その刑を免除することができるこ
ととされています（法法160）。

（注）　法人の代表者等が、その法人の業務に関し

てこれらの違反行為をしたときは、両罰規定

の対象とされます（法法163）。

⑻　適用関係
　上記の改正は、法人（人格のない社団等を含
みます。）の令和 8 年 4 月 1 日以後に開始する
対象会計年度の国際最低課税残余額に対する法
人税について適用することとされています（改
正法附則13）。

2 　特定基準法人税額に対する地方法人税
の見直し

　法人税法における「各対象会計年度の国際最低
課税残余額に対する法人税」の創設に伴い、地方
法人税法においても新たな地方法人税が創設され
ました。
　具体的には、各対象会計年度の国際最低課税額
に対する法人税の付加税である「特定基準法人税
額に対する地方法人税」を見直し、その課税の対
象に特定多国籍企業グループ等に属する構成会社
等である法人の各対象会計年度の国際最低課税残
余額に対する法人税の額（附帯税の額を除きま
す。）が追加されるとともに、その名称が「国際
最低課税額等に係る特定基準法人税額に対する地
方法人税」に改められる等の改正が行われました。

⑴　改正前の制度の概要
①　納税義務、課税の対象
　法人税を納める義務がある法人は、地方法
人税を納める義務があることとされています
（地法法 4）。
　また、特定多国籍企業グループ等に属する
内国法人の各課税対象会計年度の特定基準法
人税額には、特定基準法人税額に対する地方
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法人税を課することとされています（旧地法
法 5②）。
②　特定基準法人税額
　「特定基準法人税額」とは、国際最低課税
額確定申告書を提出すべき内国法人の法人税
の課税標準である各対象会計年度の課税標準
国際最低課税額につき、法人税法その他の法
人税の税額の計算に関する法令の規定により
計算した法人税の額（附帯税の額を除きま
す。）をいいます（旧地法法 6②）。
③　課税対象会計年度
　特定基準法人税額に対する地方法人税の課
税期間は「課税対象会計年度」とされていま
す。ここでいう「課税対象会計年度」とは、
内国法人の各対象会計年度をいいます（旧地
法法 7②）。
④　課税標準
　特定基準法人税額に対する地方法人税の課
税標準は、各課税対象会計年度の課税標準特
定法人税額とされています（旧地法法24の 2
①）。
　各課税対象会計年度の課税標準特定法人税
額は、各課税対象会計年度の特定基準法人税
額とされています（旧地法法24の 2 ②）。
⑤　税額の計算
　特定基準法人税額に対する地方法人税の額
は、各課税対象会計年度の課税標準特定法人
税額に93／907の税率を乗じて計算した金額
とされています（旧地法法24の 3 ）。
⑥　申告及び納付等
イ　特定基準法人税額に係る確定申告
　特定多国籍企業グループ等に属する内国
法人（国際最低課税額確定申告書を提出す
べき内国法人に限ります。）は、各課税対
象会計年度終了の日の翌日から 1年 3月以
内（一定の場合には、 1年 6月以内）に、
税務署長に対し、その課税対象会計年度の
課税標準である課税標準特定法人税額、そ
の課税標準特定法人税額につき上記⑤に基
づいて計算した地方法人税の額その他一定

の事項を記載した申告書を提出しなければ
ならないこととされています（旧地法法24
の 4 、旧地法規 7の 2）。
ロ　電子情報処理組織による申告
　特定法人である内国法人が提出する上記
イの申告書（その申告書に係る期限後申告
書を含みます。）又はこれらの申告書に係
る修正申告書及び添付書類に記載すべきも
のとされ、又は記載されている事項を、電
子情報処理組織を使用する方法により提供
することにより、行わなければならないこ
ととされています（旧地法法24の 5 、旧地
法令13の 2 、旧地法規 7の 3）。
ハ　電子情報処理組織による申告が困難であ
る場合の特例
　上記ロの内国法人が各対象会計年度の国
際最低課税額に対する法人税の電子申告が
困難である場合の特例の承認（法法82の 8
①）を受けている場合には、その承認に係
る税務署長が指定する期間内に行う特定基
準法人税額に対する地方法人税の申告につ
いては、書面により行うことができること
とされています（旧地法法24の 6 ）。
ニ　特定基準法人税額に係る確定申告による
納付
　上記イの申告書を提出した内国法人は、
その申告書に記載した課税標準特定法人税
額につき法令の規定を適用して計算した地
方法人税の額があるときは、その申告書の
提出期限までに、その金額に相当する地方
法人税を国に納付しなければならないこと
とされています（旧地法法24の 7 ）。
ホ　更正の請求の特例
　国際最低課税額確定申告書に記載すべき
課税標準国際最低課税額又は法人税の額に
つき修正申告書を提出し、又は更正若しく
は決定を受けた場合において、その修正申
告書の提出又は更正若しくは決定に伴い、
その修正申告書又は更正若しくは決定に係
る対象会計年度後の各課税対象会計年度で
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決定を受けた課税対象会計年度に係る課税
標準特定法人税額につき法令の規定を適用
して計算した地方法人税の額（その金額に
つき修正申告書の提出又は更正があった場
合には、その申告又は更正後の金額）が過
大となるときは、その修正申告書を提出し
た日又はその更正若しくは決定の通知を受
けた日の翌日から 2月以内に限り、税務署
長に対し、その申告書記載税額につき更正
の請求をすることができることとされてい
ます（旧地法法24の 8 ）。

⑵　改正の内容
①　課税の対象
　特定多国籍企業グループ等に属する構成会
社等である法人の各課税対象会計年度の国際
最低課税額等に係る特定基準法人税額には、
国際最低課税額等に係る特定基準法人税額に
対する地方法人税を課することとされました
（地法法 5②）。
②　国際最低課税額等に係る特定基準法人税額
　「国際最低課税額等に係る特定基準法人税
額」とは、次に掲げる法人の区分に応じそれ
ぞれ次に定める金額をいうこととされました
（地法法 6②）。
イ　国際最低課税額確定申告書を提出すべき
内国法人��その内国法人の法人税の課税
標準である各対象会計年度の課税標準国際
最低課税額につき、法人税法その他の法人
税の税額の計算に関する法令の規定により
計算した法人税の額（附帯税の額を除きま
す。）
ロ　国際最低課税残余額確定申告書を提出す
べき法人��その法人の法人税の課税標準
である各対象会計年度の内国法人に係る課
税標準国際最低課税残余額又は外国法人に
係る課税標準国際最低課税残余額につき、
法人税法その他の法人税の税額の計算に関
する法令の規定により計算した法人税の額
（附帯税の額を除きます。）

　すなわち、上記イに定める金額は各対象会
計年度の国際最低課税額に対する法人税の付
加税たる地方法人税の課税の対象となる金額
であり、上記ロに定める金額は各対象会計年
度の国際最低課税残余額に対する法人税の付
加税たる地方法人税の課税の対象となる金額
です。また、これに伴いその名称が「特定基
準法人税額」から「国際最低課税額等に係る
特定基準法人税額」に改められました。
③　課税対象会計年度
　「課税対象会計年度」とは、法人の各対象
会計年度をいうこととされました（地法法 7
②）。
④　課税標準
　国際最低課税額等に係る特定基準法人税額
に対する地方法人税の課税標準は、各課税対
象会計年度の課税標準国際最低課税法人税額
とされました（地法法24の 2 ①）。
　各課税対象会計年度の課税標準国際最低課
税法人税額は、各課税対象会計年度の国際最
低課税額等に係る特定基準法人税額とされま
した（地法法24の 2 ②）。
⑤　税額の計算
　国際最低課税額等に係る特定基準法人税額
に対する地方法人税の額は、各課税対象会計
年度の課税標準国際最低課税法人税額に93／
907の税率を乗じて計算した金額とされまし
た（地法法24の 3 ）。
⑥　申告及び納付等
イ　国際最低課税額等に係る特定基準法人税
額に係る確定申告
イ　国際最低課税額確定申告書を提出すべ
き内国法人に係る確定申告に係る提出期
限の見直し
　各対象会計年度の国際最低課税残余額
に対する法人税及び各対象会計年度の国
内最低課税額に対する法人税の創設に伴
い、国際最低課税額確定申告書を提出す
べき内国法人に係る確定申告に係る提出
期限の特例は、その課税対象会計年度開
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始の日前に開始した課税対象会計年度に
おいてその内国法人又はその特定多国籍
企業グループ等に属する構成会社等であ
った他の内国法人若しくは外国法人（我
が国を所在地国とする恒久的施設等を有
していたものに限ります。イ及びロⅱに
おいて同じです。）若しくはその特定多
国籍企業グループ等に係る共同支配会社
等であった他の内国法人若しくは外国法
人が特定多国籍企業グループ等に係る報
告事項等に係る提供期限の特例（法法
150の 3 ⑨）の適用を受けていなかった
場合に限って適用することができること
とされました（地法法24の 4 ②）。
ロ　国際最低課税残余額確定申告書を提出
すべき法人に係る確定申告
ⅰ　概要
　特定多国籍企業グループ等に属する
法人（国際最低課税残余額確定申告書
を提出すべき法人に限ります。）は、
各課税対象会計年度終了の日の翌日か
ら 1年 3月以内に、税務署長に対し、
次に掲げる事項を記載した申告書を提
出しなければならないこととされまし
た（地法法24の 4 ③、地法規 7の 3）。
ⅰ　その課税対象会計年度の課税標準
である課税標準国際最低課税法人税
額（上記②ロに定める国際最低課税
額等に係る特定基準法人税額に係る
ものに限ります。）
ⅱ　ⅰに掲げる課税標準国際最低課税
法人税額につき上記⑤に基づいて計
算した地方法人税の額
ⅲ　ⅰ及びⅱに掲げる金額の計算の基
礎
ⅳ　特定多国籍企業グループ等に属す
る構成会社等である上記ⅰの法人の
名称、納税地及び法人番号並びにそ
の納税地と本店又は主たる事務所の
所在地とが異なる場合には、その本

店又は主たる事務所の所在地
ⅴ　代表者の氏名（外国法人にあって
は、代表者の氏名及び恒久的施設等
（その所在地国が我が国であるもの
に限ります。）を通じて行う事業の
経営の責任者の氏名）
ⅵ　その課税対象会計年度の開始及び
終了の日
ⅶ　その他参考となるべき事項
ⅱ　提出期限に係る特例
　特定多国籍企業グループ等に属する
法人が、上記ⅰによる申告書を最初に
提出すべき課税対象会計年度において
その申告書を提出する場合（その課税
対象会計年度開始の日前に開始した課
税対象会計年度においてその法人又は
その特定多国籍企業グループ等に属す
る構成会社等であった他の内国法人若
しくは外国法人若しくはその特定多国
籍企業グループ等に係る共同支配会社
等であった他の内国法人若しくは外国
法人が特定多国籍企業グループ等に係
る報告事項等に係る提供期限の特例
（法法150の 3 ⑨）の適用を受けていな
かった場合に限ります。）には、その
法人のその最初に提出すべき課税対象
会計年度終了の日の翌日から 1年 6月
以内に上記ⅰによる確定申告書を提出
しなければならないこととされました
（地法法24の 4 ④）。

ロ　電子情報処理組織による申告
　国際最低課税額確定申告書を提出すべき
内国法人に係る確定申告と同様に、特定法
人である内国法人が提出する上記イロⅰの
申告書（その申告書に係る期限後申告書を
含みます。）又はこれらの申告書に係る修
正申告書及び添付書類に記載すべきものと
され、又は記載されている事項を、電子情
報処理組織を使用する方法により提供する
ことにより、行わなければならないことと
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されました（地法法24の 5 ）。
ハ　電子情報処理組織による申告が困難であ
る場合の特例
　上記ロの内国法人が各対象会計年度の国
際最低課税残余額に対する法人税の電子申
告が困難である場合の特例の承認（法法82
の16①）を受けている場合には、その承認
に係る税務署長が指定する期間内に行う国
際最低課税額等に係る特定基準法人税額に
対する地方法人税の申告（上記イロⅰに係
るものに限ります。）については、書面に
より行うことができることとされました
（地法法24の 6 二）。
ニ　国際最低課税残余額確定申告書を提出す
べき法人の国際最低課税額等に係る特定基
準法人税額に係る確定申告による納付
　上記イロⅰの申告書を提出した法人は、
その申告書に記載した課税標準国際最低課
税法人税額（上記②ロに定める国際最低課
税額等に係る特定基準法人税額に係るもの
に限ります。）につき法令の規定を適用し
て計算した地方法人税の額があるときは、
その申告書の提出期限までに、その金額に
相当する地方法人税を国に納付しなければ
ならないこととされました（地法法24の 7
②）。
ホ　更正の請求の特例
　国際最低課税残余額確定申告書に記載す
べき課税標準国際最低課税残余額又は法人
税の額につき修正申告書を提出し、又は更
正若しくは決定を受けた場合において、そ
の修正申告書の提出又は更正若しくは決定
に伴い、その修正申告書又は更正若しくは
決定に係る対象会計年度後の各課税対象会
計年度で決定を受けた課税対象会計年度に
係る課税標準国際最低課税法人税額（上記
②ロに定める国際最低課税額等に係る特定
基準法人税額に係るものに限ります。）に
つき法令の規定を適用して計算した地方法
人税の額（その金額につき修正申告書の提

出又は更正があった場合には、その申告又
は更正後の金額）が過大となるときは、そ
の修正申告書を提出した日又はその更正若
しくは決定の通知を受けた日の翌日から 2
月以内に限り、税務署長に対し、その地方
法人税の額につき更正の請求をすることが
できることとされました（地法法24の 8 ②）。

⑦　更正の理由付記
　国際最低課税額等に係る特定基準法人税額
に対する地方法人税の課税標準の更正をする
場合には、その更正に係る更正通知書にその
更正の理由を付記しなければならないことと
されました（地法法27⑤）。
⑧　罰則
イ　偽りその他不正の行為により、上記⑥イ
ロⅰⅱの地方法人税の額につき地方法人税
を免れた場合には、法人の代表者、代理人、
使用人その他の従業者でその違反行為をし
た者は、10年以下の拘禁刑若しくは1,000
万円以下の罰金に処し、又はこれを併科す
ることとされています（地法法33①）。な
お、ほ脱額が1,000万円を超える場合には、
情状によりほ脱額以下とすることができる
こととされています（地法法33②）。
ロ　上記⑥イロⅰの申告書をその提出期限ま
でに提出しないことにより、上記⑥イロⅰ
ⅱの地方法人税の額につき地方法人税を免
れた場合には、法人の代表者、代理人、使
用人その他の従業者でその違反行為をした
者は、 5 年以下の拘禁刑若しくは500万円
以下の罰金に処し、又はこれを併科するこ
ととされています（地法法33③）。なお、
ほ脱額が500万円を超える場合には、情状
によりほ脱額以下とすることができること
とされています（地法法33④）。
ハ　正当な理由がなくて上記⑥イロⅰの申告
書をその提出期限までに提出しなかった場
合には、法人の代表者、代理人、使用人そ
の他の従業者でその違反行為をした者は、
1年以下の拘禁刑又は50万円以下の罰金に
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処することとされています。ただし、情状
により、その刑を免除することができるこ
ととされています（地法法34）。

（注）　法人の代表者等が、その法人の業務に関

してこれらの違反行為をしたときは、両罰

規定の対象とされます（地法法37）。

⑶　適用関係
　上記⑵の改正は、法人（人格のない社団等を
含みます。）の令和 8 年 4 月 1 日以後に開始す
る課税対象会計年度の国際最低課税額等に係る
特定基準法人税額に対する地方法人税について
適用し、内国法人の同日前に開始した課税対象
会計年度の特定基準法人税額に対する地方法人
税については、従前どおりとされています（改
正法附則20）。

3 　特定多国籍企業グループ等報告事項等
の提供制度の見直し

⑴　改正前の制度の概要
①　特定多国籍企業グループ等報告事項等の提
供
　特定多国籍企業グループ等に属する構成会
社等である内国法人（その所在地国が我が国
でないものを除きます。⑴において同じで
す。）は、その特定多国籍企業グループ等の
各対象会計年度に係る特定多国籍企業グルー
プ等報告事項等を、その各対象会計年度終了
の日の翌日から 1年 3月以内に、電子情報処
理組織を使用する方法（e-Tax）により、そ
の内国法人の納税地の所轄税務署長に提供し
なければならないこととされています（旧法
法150の 3 ①）。
②　特定多国籍企業グループ等報告事項等の提
供義務の免除
　上記①により特定多国籍企業グループ等報
告事項等を提供しなければならないこととさ
れる内国法人であっても、特定多国籍企業グ
ループ等の最終親会社等（指定提供会社等を
指定した場合には、指定提供会社等）の所在

地国の税務当局がその特定多国籍企業グルー
プ等の各対象会計年度に係る特定多国籍企業
グループ等報告事項等（その特定多国籍企業
グループ等に属する構成会社等である内国法
人が上記①により提供することとされている
ものの全部を含むものに限ります。）に相当
する情報の提供を我が国に対して行うことが
できると認められる一定の場合に該当すると
きは、特定多国籍企業グループ等報告事項等
の提供を要しないこととされています（旧法
法150の 3 ③、旧法令212③）。
③　最終親会社等届出事項の提供
　上記②により特定多国籍企業グループ等報
告事項等の提供を要しないこととされる内国
法人は、特定多国籍企業グループ等のその提
供を要しないこととされる各対象会計年度に
係る最終親会社等届出事項を、その各対象会
計年度終了の日の翌日から 1年 3月以内に、
電子情報処理組織を使用する方法（e-Tax）
により、その内国法人の納税地の所轄税務署
長に提供しなければならないこととされてい
ます（旧法法150の 3 ④）。
④　特定多国籍企業グループ等報告事項等の提
供期限の特例
　特定多国籍企業グループ等に属する構成会
社等である内国法人が最初に特定多国籍企業
グループ等報告事項等又は最終親会社等届出
事項を提供しなければならないこととされる
場合（その対象会計年度前のいずれかの対象
会計年度においてその特定多国籍企業グルー
プ等に属する構成会社等であった他の内国法
人が特定多国籍企業グループ等報告事項等又
は最終親会社等届出事項を提供しなければな
らないこととされていた場合を除きます。）
には、特定多国籍企業グループ等報告事項等
及び最終親会社等届出事項等の提供期限を各
対象会計年度終了の日の翌日から 1年 6月以
内に延長することとされています（旧法法
150の 3 ⑥）。
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⑵　改正の内容
　今般の改正において、各対象会計年度の国際
最低課税残余額に対する法人税が創設されたこ
とに伴い、本制度の提供義務者の範囲に一定の
外国法人が追加されたほか、本制度により提供
すべき事項（⑵において「報告事項等」といい
ます。）として国内グループ国際最低課税残余
額に関する事項が追加されるとともに、報告事
項等の名称がグループ国際最低課税額等報告事
項等に改められる等の見直しが行われました。
具体的な改正の内容は次のとおりです。
①　提供義務者の範囲の見直し
　報告事項等の提供義務者の範囲に、特定多
国籍企業グループ等に属する恒久的施設等
（その所在地国が我が国であるものに限りま
す。）を有する構成会社等である外国法人が
追加されるとともに、その提供義務者につい
て「グループ国際最低課税額等報告対象法
人」ということとされました（法法150の 3
①）。
②　報告事項等の見直し
　報告事項等に次の事項及びその参考となる
べき事項が追加されるとともに、その名称が
「グループ国際最低課税額等報告事項等」に
改められました（法法150の 3 ①）。
イ　法人税法第82条の11第 3 項（国際最低課
税残余額）の規定（国際的な事業活動の初
期段階における適用免除）の適用の有無そ
の他のグループ国際最低課税残余額に関す
る事項（法規68⑤二ニ）
ロ　特定多国籍企業グループ等の国内グルー
プ国際最低課税残余額及びその計算の基礎
となるべき事項（法規68⑥一ヘ）

③　提供義務者の区分等の見直し
　本制度においては、提供義務者の全てが提
供することとされているグループに関する基
本的事項（法規68⑤）以外の事項については、
提供義務者である構成会社等の区分（最終親
会社等、中間親会社等・被部分保有親会社等、
指定提供内国法人）に応じた情報の提供を求

めることとされていますが、各対象会計年度
の国際最低課税残余額に対する法人税の創設
に伴い、提供義務者の区分及びその区分に応
じた報告事項等について次の見直しが行われ
ました。
イ　最終親会社等は本制度において提供する
こととされている事項の全てを提供するこ
ととされていますが、全ての事項を提供す
べき最終親会社等は内国法人に限ることと
されました（法規68⑥一）。したがって、
我が国に恒久的施設等を有する外国法人が
最終親会社等に該当する場合であっても、
その外国法人はこの区分に該当せず、本制
度により提供することとされている事項の
全てについては提供する必要はありません。
（注）　法人税法第82条の11第 3 項の規定（国

際的な事業活動の初期段階における適用

免除）の適用がある場合において、国別

実効税率等の計算の基礎となる構成会社

等又は共同支配会社等に係る各対象会計

年度の国際最低課税額に対する法人税又

は外国におけるこれに相当する税を課す

ることとされるものがないときにおける

その構成会社等又は共同支配会社等の所

在地国等に係る報告事項等については、

一定の事項のみとする簡素化措置が設け

られました（法規68⑦三）。

ロ　中間親会社等又は被部分保有親会社等は、
本制度において提供することとされている
全ての事項のうちその中間親会社等又は被
部分保有親会社等の国際最低課税額の計算
に必要となる部分に限って提供することと
されていますが、この区分に該当する中間
親会社等又は被部分保有親会社等は内国法
人に限ることとされるとともに、提供すべ
き事項は中間親会社等又は被部分保有親会
社等の国際最低課税額及び国際最低課税残
余額の計算に必要となる部分に限ることと
されました（法規68⑥二）。
ハ　上記イ及びロの構成会社等以外の構成会
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社等（各種投資会社等及び指定提供法人
（注）を除きます。）は、本制度において提
供することとされている全ての事項のうち
その構成会社等の国際最低課税残余額の計
算に必要な部分に限って提供することとさ
れました（法規68⑥三）。すなわち、この
区分には、今般の改正において創設された
各対象会計年度の国際最低最低課税残余額
に対する法人税のみが課されることとなる
我が国に恒久的施設等を有する外国法人等
が該当することとなります。
（注）　「指定提供法人」とは、特定多国籍企業

グループ等の最終親会社等以外のいずれ

か一のグループ国際最低課税額等報告対

象法人で、その特定多国籍企業グループ

等の法人税法第150条の 3 第 1 項（特定多

国籍企業グループ等に係る報告事項等の

提供）の規定により提供する事項に相当

する事項をそのグループ国際最低課税額

等報告対象法人の納税地の所轄税務署長

に提供するものとしてその最終親会社等

が指定したものをいいます（法規68⑥四）。

ニ　指定提供法人は、次に掲げる場合の区分
に応じそれぞれ次に定める事項を提供する
こととされました（法規68⑥四）。
イ　財務大臣と特定多国籍企業グループ等
の最終親会社等の所在地国の権限ある当
局との間に適格当局間合意がある場合
��本制度において提供することとされ
ている全ての事項
ロ　イに掲げる場合以外の場合��指定提
供法人に係る上記ロ及びハに定める事項
並びに財務大臣との間に適格当局間合意
がある権限ある当局の国又は地域におけ
る特定多国籍企業グループ等に係る上記
ロ及びハに定める事項に相当する事項

（注）　「適格当局間合意」とは、グループ国際

最低課税額等報告事項等及びグループ国

内最低課税額報告事項等又はこれらに相

当する情報を相互に提供するための財務

大臣と我が国以外の国又は地域の権限あ

る当局との間のグループ国際最低課税額

等報告事項等及びグループ国内最低課税

額報告事項等又はこれらに相当する情報

の提供時期、提供方法その他の細目に関

する合意であって、グループ国際最低課

税額等報告事項等の提供期限において現

に効力を有するものをいいます（法規68

⑥四イ）。

④　提供義務者が複数ある場合の特例において
提供することとされる事項の見直し
　報告事項等の提供義務者が複数ある場合に
おいて、所定の方法により、その提供義務者
のうちいずれか一の法人がこれらの法人を代
表して報告事項等を提供する法人の名称その
他の事項をその一の法人の納税地の所轄税務
署長に提供したときは、その代表して提供す
るものとされた法人以外の法人の提供義務を
免除する特例（法法150の 3 ②）が措置され
ていますが、各対象会計年度の国際最低課税
残余額に対する法人税の創設に伴い、この
「代表して報告事項等を提供する法人の名称
その他の事項」の見直しが行われ、本特例の
適用に当たって提供しなければならないこと
とされる事項は、報告事項等を代表して提供
する法人及び本特例の適用があるとしたなら
ば報告事項等の提供を要しないこととされる
法人に関する次に掲げる事項とすることとさ
れました（法規68⑩）。
イ　これらの法人のうち内国法人については、
その内国法人の内国法人届出事項（内国法
人の名称、納税地及び法人番号並びに代表
者の氏名（法人番号を有しない内国法人に
あっては、名称及び納税地並びに代表者の
氏名）をいいます。）
ロ　これらの法人のうち外国法人については、
その外国法人の外国法人届出事項（外国法
人の名称、納税地、本店又は主たる事務所
の所在地及び法人番号並びに恒久的施設等
（その所在地国が我が国であるものに限り
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ます。ロにおいて同じです。）を通じて行
う事業の経営の責任者の氏名（法人番号を
有しない外国法人にあっては、名称、納税
地及び本店又は主たる事務所の所在地並び
に恒久的施設等を通じて行う事業の経営の
責任者の氏名）をいいます。）

（注）　最終親会社等届出事項の提供義務者が複

数ある場合の特例において提供することと

される事項についても上記と同様の改正が

行われています（法法150の 3 ⑧、法規68⑲）。

詳細については、下記二Ⅲ㈤をご参照くだ

さい。

⑤　報告事項等の提供期限の特例の見直し
　最初に特定多国籍企業グループ等の各対象
会計年度に係るグループ国際最低課税額等報
告事項等、グループ国内最低課税額報告事項
等又は最終親会社等届出事項を提供しなけれ
ばならないこととされる対象会計年度前のい
ずれかの対象会計年度においてその特定多国
籍企業グループ等に属する構成会社等であっ
た他の法人又はその特定多国籍企業グループ
等に係る共同支配会社等であった他の法人が
グループ国際最低課税額等報告事項等、グル
ープ国内最低課税額報告事項等又は最終親会

社等届出事項を提供しなければならないこと
とされていた場合には、本特例の適用を受け
ることができないこととされました（法法
150の 3 ⑨）。
（注）　今般の改正において、報告事項等の名称

が「特定多国籍企業グループ等報告事項等」

から「グループ国際最低課税額等報告事項

等」に改められましたが、改正前後におい

て異なる提供制度ではないことから、過去

の対象会計年度において本特例の適用によ

り特定多国籍企業グループ等報告事項等の

提供の期限が 1 年 6 月に延長されている特

定多国籍企業グループ等については、再び

本特例を適用することができないことに留

意する必要があります。

⑶　適用関係
　上記の改正は、令和 8年 4月 1日以後に開始
する対象会計年度に係るグループ国際最低課税
額等報告事項等について適用し、同日前に開始
した対象会計年度に係る特定多国籍企業グルー
プ等報告事項等については、従前どおりとされ
ています（改正法附則19①）。

二　各対象会計年度の国内最低課税額に対する法人税の創設等

Ⅰ　各対象会計年度の国内最低課税額
に対する法人税の創設

㈠　導入の経緯及び制度の概要

1　グローバル・ミニマム課税の経緯

　令和 3年（2021年）10月に、OECD/G20「BEPS
包 摂 的枠組み」（Inclusive� Framework� on�
BEPS）の最終合意において、市場国への新たな
課税権の配分（第 1の柱）とグローバル・ミニマ
ム課税（第 2の柱）の「 2本の柱」からなる解決
策が最終的に合意されるに至りました。この最終

合意において、グローバル・ミニマム課税は、
「コモン・アプローチ」と位置付けられています。
これは、BEPS 包摂的枠組みへの各参加国は、必
ずしも国内で同制度を採用することを要求されな
い一方、採用する場合には、モデル・ルールやコ
メンタリーのほか合意された各執行ガイダンス等
に定められた結果に整合する形で制度を実施・運
用することが求められるというものです。
　グローバル・ミニマム課税は、次の 3つのルー
ルから構成されています。
　①�　所得合算ルール（IIR：Income� Inclusion�

Rule）
②　軽課税所得ルール（UTPR：Undertaxed�
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Profits�Rule）
　③�　国内ミニマム課税（QDMTT：Qualified�

Domestic�Minimum�Top-up�Tax）
　我が国におけるグローバル・ミニマム課税の対
応として、これらのルールのうち、所得合算ルー
ルについて、令和 5年度税制改正において法制化
が行われています。残されていた 2 つのルール
（軽課税所得ルール及び国内ミニマム課税）につ
いては、継続して導入に際する検討・議論等が行
われてきており、今般の令和 7年度税制改正にお
いては、これらの 2つのルールについて法制化が
行われました。

2 　国内ミニマム課税の制度の概要及び特
徴

　国際的な活動を行う企業グループ（MNEグル
ープ）に属する会社等について、その所在地国に
おける実効税率が最低税率（15％）を下回る場合
に、その所在地国において当該会社等に対して、
その税負担が最低税率に至るまで課税する仕組み
です。
　グローバル・ミニマム課税においては、所在地
国の国内ミニマム課税が適格国内ミニマム課税に
該当する場合には、GloBE ルール（所得合算ル
ール及び軽課税所得ルール）における課税額の計
算上、その国内ミニマム課税の額を控除すること
が認められています。国内ミニマム課税は他国に
よる GloBE ルールの適用を防止する点で、国外
への財源流出を防ぐ機能を有する仕組みとして、
国際的に議論されてきたことがこの点に伺えます。
なお、国内ミニマム課税が適格国内ミニマム課税
とされるためには、基本的には GloBE ルールと
同様に税額が計算される制度である必要がありま
す。
　さらに、国内ミニマム課税のうちQDMTTセ
ーフ・ハーバーの要件を満たす制度を導入してい
る国については、他国から見たその導入している
国（導入国）を所在地国とする会社等に係る最低
税率に満たない部分の金額はゼロとみなされます。
すなわち、他国の現地法令における導入国の実効

税率の計算が一律不要になるというメリットがあ
ります。このメリットを享受するためにも、我が
国で導入する国内ミニマム課税は、QDMTTセ
ーフ・ハーバーとして認められるための水準を満
たす制度として法制化が行われています。

3 　国内法における税額計算の流れ

　国内ミニマム課税による基準税率（15％）に至
るまでの部分に係る金額は、一般に国内トップア
ップ税額と呼ばれています。その金額の計算は、
基本的には GloBE ルールにおけるトップアップ
税額（Top-up�Tax）と同様に行われます。ここ
でいう国内トップアップ税額はブレンディング方
式により国内グループ単位で計算されるため、各
国・地域単位で計算される金額といえます。この
金額の各会社等への配分については、モデル・ル
ールでは各国の裁量に委ねられています。
　我が国において国内ミニマム課税を法人に対す
る税として措置するにあたり、国内トップアップ
税額の配分について、国内グループ単位で算出さ
れた実効税率（国内実効税率）が15％に満たない
要因を生じさせた会社等に対して行うこととして
います。具体的には、個社単位で算出した実効税
率が基準税率を下回る構成会社等・共同支配会社
等、つまり、調整後対象租税額（個社単位の国内
実効税率の算式の分子）が個別計算所得等の金額
（個社単位の実効税率の算式の分母）に基準税率
（15％）を乗じた金額に至らない部分の金額を有
するものを国内ミニマム課税の対象とし、その至
らない部分の金額を配分ファクターとしています。

4 　地方法人税

　一般に地方税は、地方公共団体が地域の実情に
即した行政サービスを提供するために必要な経費
を賄うものであり、地域住民がその能力と受益に
応じて負担しあうものという性格を持つものとさ
れています。このことから、地方税は、地方公共
団体が提供する行政サービスについて、その地域
の住民等がその受けた利益に応じた税負担をする
べきという応益性の原則を持つものと説明されて
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います。
　国内ミニマム課税は、我が国を所在地国とする
構成会社等・共同支配会社等である法人が獲得す
る所得を基に課税する仕組であり、応益性が観念
できること等を踏まえ、国・地方の法人課税の税

率（法人実効税率29.74％の内訳）の比率を基に
法人税による税額と地方法人税による税額が
753：247の比率となるよう、新たに特定基準法人
税額に対する地方法人税が創設されています。

国内ミニマム課税（QDMTT: Qualified Domestic Minimum Top-up Tax）の概要

子会社Ａ

実効税率計算

子会社Ｂ 子会社Ｃ

（日本に最終親会社等がある多国籍企業グループのイメージ）

最終親会社 現地の軽課税所得ルールにおける
日本の実効税率等の計算が一律不要に日本

（国際合意に沿った国内ミニマム課税を導入）

Ｘ国 Ｙ国 Ｚ国

■ 国内ミニマム課税（QDMTT: Qualified Domestic Minimum Top-up Tax）は、多国籍企業グループに
属する自国内の会社等について、他国の所得合算ルール/軽課税所得ルールに優先し、国内の実効税率
が最低税率15％に至るまで課税する仕組み。

■ 国際合意に沿った国内ミニマム課税を導入していれば、他国から見た自国内の会社等に係る15％に満
たない部分の金額（上乗せ税額）はゼロとみなされる。

■ 他国において軽課税所得ルールに係る税務申告が必要になる場合でも、現地法令に基づいて求められ
る自国の実効税率や上乗せ税額の計算は一律に不要になる。

実効税率計算 実効税率計算
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㈡　納税義務者

　内国法人は、各対象会計年度の国内最低課税額
に対する法人税を納める義務があります（法法 4
①）。
　ただし、公共法人については、その義務はない
こととされています（法法 4②）。
　また、外国法人は、特定多国籍企業グループ等
に属する恒久的施設等（その所在地国が我が国で
あるものに限ります。㈡において同じです。）を
有する構成会社等であるとき又は特定多国籍企業
グループ等に係る恒久的施設等を有する共同支配
会社等であるときは、各対象会計年度の国内最低
課税額に対する法人税を納める義務があります
（法法 4③）。

㈢　課税の範囲

　特定多国籍企業グループ等に属する構成会社等
である内国法人又は特定多国籍企業グループ等に
係る共同支配会社等である内国法人に対しては、

各対象会計年度の国内最低課税額について、各対
象会計年度の国内最低課税額に対する法人税を課
することとされています（法法 6の 4）。
　また、特定多国籍企業グループ等に属する恒久
的施設等（その所在地国が我が国であるものに限
ります。㈢において同じです。）を有する構成会
社等である外国法人又は特定多国籍企業グループ
等に係る恒久的施設等を有する共同支配会社等で
ある外国法人に対しては、各対象会計年度の国内
最低課税額について、各対象会計年度の国内最低
課税額に対する法人税を課することとされていま
す（法法 8の 3）。

㈣　内国法人の法人税関係

1　国内最低課税額

⑴　概要
　「国内最低課税額」とは、次に掲げる内国法
人の区分に応じそれぞれ次に定める金額をいい
ます（法法82の19①）。

我が国のIIRにおける国際最低課税額とQDMTTにおける国内最低課税額との比較

我が国に所在す
る構成会社等の
帰責性（注 5）
に応じて配賦

Ａ国に所在する
構成会社等の個
別計算所得金額
等に応じて配賦

親会社等の持
分割合（帰属
割合）に応じ
て配賦

親会社等の持
分割合（帰属
割合）に応じ
て配賦

Ｂ国に所在する
構成会社等の個
別計算所得金額
等に応じて配賦

我が国のQDMTTによる課税額
（国内最低課税額）の計算フロー

我が国のIIRによる課税額
（国際最低課税額）の計算フロー

国・地域ご
とに算出

構成会社等
ごとに算出

＜日本＞

【構成会社等Ａ】 【構成会社等Ｂ】 【構成会社等α】 【構成会社等β】

日本【親会社等】

国際最低課税額
（※）親会社等ごとに算出

【構成会社等ｘ】 【構成会社等ｙ】

国内最低課税額 国内最低課税額 会社等別
国際最低課税額

会社等別
国際最低課税額

会社等別
国際最低課税額

会社等別
国際最低課税額

・当期国別国際最低課税額
・再計算国別国際最低課税額
・未分配所得国際最低課税額

・永久差異調整に係る国別国際最低課税額

・当期国別国際最低課税額
・再計算国別国際最低課税額
・未分配所得国際最低課税額

・永久差異調整に係る国別国際最低課税額

＜Ａ国＞ ＜Ｂ国＞

・当期グループ国内最低課税額（注 1）
・再計算グループ国内最低課税額（注 2）
・未分配所得国内最低課税額（注 3）

・永久差異調整に係るグループ国内最低課税額（注 4）

（注 1）　IIRにおける我が国に係る当期国別国際最低課税額に相当する金額
（注 2）　IIRにおける我が国に係る再計算国別国際最低課税額に相当する金額
（注 3）　IIRにおける我が国に係る未分配所得国際最低課税額に相当する金額
（注 4）　IIRにおける我が国に係る永久差異調整に係る国別国際最低課税額に相当する金額
（注 5）　調整後対象租税相当額が個別計算所得等の金額に基準税率を乗じた金額を下回る部分の金額等の割合に応じて配賦

グループ国際最低課税額
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①　各対象会計年度において特定多国籍企業グ
ループ等に属する構成会社等（その所在地国
が我が国であるものに限ります。①において
同じです。）である内国法人又は過去対象会
計年度においてその特定多国籍企業グループ
等に属する構成会社等であった内国法人でそ
の対象会計年度においてその構成会社等でな
いもの　その対象会計年度における構成会社
等に係る国内最低課税額
②　各対象会計年度において特定多国籍企業グ
ループ等に係る共同支配会社等（その所在地
国が我が国であるものに限ります。②におい
て同じです。）である内国法人又は過去対象
会計年度においてその特定多国籍企業グルー
プ等に係る共同支配会社等であった内国法人
でその対象会計年度においてその共同支配会
社等でないもの　その対象会計年度における
共同支配会社等に係る国内最低課税額

⑵　構成会社等に係る国内最低課税額
①　概要
　上記⑴①でいう「構成会社等に係る国内最
低課税額」とは、次に掲げる場合の区分に応
じそれぞれ次に定める金額をいいます（法法
82の19②）。
イ　各対象会計年度に係る特定多国籍企業グ
ループ等に係る国内実効税率（下記②イハ
参照。下記ロにおいて同じです。）が基準
税率を下回り、かつ、その対象会計年度に
おいてその特定多国籍企業グループ等に係
る国内グループ純所得の金額（我が国に係
る国別グループ純所得の金額をいいます。
以下同じです。）がある場合　上記⑴①に
掲げる内国法人に係る次に掲げる金額の合
計額（過去対象会計年度においてその特定
多国籍企業グループ等に属する構成会社等
（その所在地国が我が国であるものに限り
ます。）であった内国法人でその対象会計
年度においてその構成会社等でないものに
あっては、ロに掲げる金額の合計額）

イ　その対象会計年度の「当期グループ国
内最低課税額に係る帰属額」
ロ　過去対象会計年度ごとの「再計算グル
ープ国内最低課税額に係る帰属額」
ハ　その対象会計年度の上記⑴①に掲げる
内国法人（各種投資会社等に限ります。）
に係る「未分配所得国内最低課税額」

ロ　各対象会計年度に係る特定多国籍企業グ
ループ等に係る国内実効税率が基準税率以
上であり、かつ、その対象会計年度におい
てその特定多国籍企業グループ等に係る国
内グループ純所得の金額がある場合　上記
⑴①に掲げる内国法人に係る次に掲げる金
額の合計額（過去対象会計年度においてそ
の特定多国籍企業グループ等に属する構成
会社等（その所在地国が我が国であるもの
に限ります。）であった内国法人でその対
象会計年度においてその構成会社等でない
ものにあっては、イに掲げる金額の合計額）
イ　過去対象会計年度ごとの「再計算グル
ープ国内最低課税額に係る帰属額」
ロ　その対象会計年度の上記⑴①に掲げる
内国法人（各種投資会社等に限ります。）
に係る「未分配所得国内最低課税額」

ハ　各対象会計年度に係る特定多国籍企業グ
ループ等に係る国内グループ純所得の金額
がない場合　上記⑴①に掲げる内国法人に
係るイ及びロに掲げる金額の合計額（その
対象会計年度に係る国内グループ調整後対
象租税額（下記②イハⅰ参照）が零を下回
る場合のその下回る額がその対象会計年度
の我が国に係る特定国別調整後対象租税額
（下記⑤イ参照）を超える場合にあっては
次に掲げる金額の合計額とし、過去対象会
計年度においてその特定多国籍企業グルー
プ等に属する構成会社等（その所在地国が
我が国であるものに限ります。）であった
内国法人でその対象会計年度においてその
構成会社等でないものにあってはイに掲げ
る金額の合計額とします。）
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イ　過去対象会計年度ごとの「再計算グル
ープ国内最低課税額に係る帰属額」
ロ　その対象会計年度の上記⑴①に掲げる
内国法人（各種投資会社等に限ります。）

に係る「未分配所得国内最低課税額」
ハ　その対象会計年度の「永久差異調整に
係るグループ国内最低課税額に係る帰属
額」

②　当期グループ国内最低課税額に係る帰属額
イ　概要
　上記①でいう「当期グループ国内最低課
税額に係る帰属額」とは、その対象会計年
度の当期グループ国内最低課税額（イに掲
げる金額からロに掲げる金額を控除した残
額にハに掲げる割合を乗じて計算した金額
をいいます。下記③において同じです。）
に、帰属割合を乗じて計算した金額をいい
ます（法法82の19②一イ）。
イ　国内グループ純所得の金額
ロ　我が国に係る実質ベース所得除外額
（注）　ここでいう「我が国に係る実質ベー

ス所得除外額」は、給与適用除外額

（その所在地国を我が国とする全ての構

成会社等のその対象会計年度に係る一

定の給与額の合計額の 5 ％相当額）と

有形資産適用除外額（その所在地国を

我が国とする全ての構成会社等のその

対象会計年度に係る一定の有形資産の

帳簿価額の合計額の 5 ％相当額）との

合計額をいいます（以下同じです。）。

　また、各対象会計年度の国際最低課

税額に対する法人税と同様に、実体を

有する経済活動を行う企業については

早急な投資先の変更が困難であること

（注 1）　国内実効税率は国内グループ純所得の金額がある場合にのみ計算する（ゼロ止まり）。
（注 2）　過去対象会計年度において特定多国籍企業グループ等に属する構成会社等（その所在地国が我が国であるものに限る。）であった内国法人

で当期において当該特定多国籍企業グループ等に属していないものにあっては、「再計算グループ国内最低課税額」のうちその内国法人に帰
せられる金額の合計額（共同支配会社等も同様）

（注 3）　永久差異調整に係るグループ国内最低課税額は、選択により、翌期以降に繰り越すことにより、ないものとみなすことができる（法法82
の19⑬⑮）。

構成会社等に係る国内最低課税額（法法82の19①一、②）

国内実効税率（注 1 ）

有

無

国
内
グ
ル
ー
プ
純
所
得
の
金
額

有

無

国
内
グ
ル
ー
プ
純
所
得
の
金
額

下記のうち内国法人に帰せられる
金額の合計額（注 2 ）
 ①当期グループ国内最低課税額
 ②再計算グループ国内最低課税額
 ③未分配所得国内最低課税額

【 2 項 1 号】

下記のうち内国法人に帰せられる金額の合計額（注 2 ）
 ①再計算グループ国内最低課税額
 ②未分配所得国内最低課税額
 ③永久差異調整に係るグループ国内最低課税額（注 3 ）

【 2 項 3 号】

下記のうち内国法人に帰せられる
金額の合計額（注 2 ）
 ①再計算グループ国内最低課税額
 ②未分配所得国内最低課税額

【 2 項 2 号】

下記のうち内国法人に帰せられる
金額の合計額（注 2 ）
 ①当期グループ国内最低課税額
 ②再計算グループ国内最低課税額
 ③未分配所得国内最低課税額

【 5 項 1 号】

下記のうち内国法人に帰せられる金額の合計額（注 2 ）
 ①再計算グループ国内最低課税額
 ②未分配所得国内最低課税額
 ③永久差異調整に係るグループ国内最低課税額（注 3 ）

【 5 項 3 号】

下記のうち内国法人に帰せられる
金額の合計額（注 2 ）
 ①再計算グループ国内最低課税額
 ②未分配所得国内最低課税額

【 5 項 2 号】

15%以上15%未満

国内実効税率（注 1 ）

15%以上15%未満

共同支配会社等に係る国内最低課税額（法法82の19①二、⑤）

【概要】

 国内最低課税額とは、次の内国法人の区分に応じて次に定める金額をいう（法法82の19①）。

①　特定多国籍企業グループ等に属する構成会社等（その所在地国が我が国であるものに限る。）である内国法人又は過去対象会計年度において

　当該構成会社等であった内国法人で当期において当該構成会社等でないもの・・・構成会社等に係る国内最低課税額

②　特定多国籍企業グループ等に係る共同支配会社等（その所在地国が我が国であるものに限る。）である内国法人又は過去対象会計年度において、

　当該共同支配会社等であった内国法人で当期において当該共同支配会社等でないもの・・・共同支配会社等に係る国内最低課税額

 構成会社等（共同支配会社等）に係る国内最低課税額とは、国内実効税率及び国内グループ純所得の金額に応じて下記の図のように場合分けされ

 て計算される（法法82の19②⑤）。
（注 1）　共同支配会社等グループについては、事業体の類型としては同じであっても、直接の資本関係がなければ、さらに区別し

て計算する。
（注 2）　外国法人に係る国内最低課税額については、内国法人に係る国内最低課税額の規定に準じて計算する。

国内最低課税額
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を踏まえ、令和 8 年中に開始する対象

会計年度においては、その一定の給与

額の合計額に乗じる割合は9.4% 、その

一定の有形資産の帳簿価額の合計額に

乗じる割合は7.4% とし、それぞれ 7 年

間で 5 ％に逓減する経過措置が適用さ

れます（令和 5年改正法附則14⑤⑥）。

ハ　基準税率からその対象会計年度に係る
国内実効税率（ⅰに掲げる金額（その対
象会計年度に係るⅰに掲げる金額が零を
超え、かつ、その対象会計年度において
国内グループ純所得の金額がある場合に
おいて、過去対象会計年度のうちにｉに
掲げる金額が零を下回るものがあるとき
は、グループ繰越額を控除した残額とし、
その対象会計年度に係るⅰに掲げる金額
が零を下回る場合には零とします。）が
ⅱに掲げる金額のうちに占める割合をい
います。ハにおいて同じです。）を控除
した割合
ⅰ　国内グループ調整後対象租税額（我
が国を所在地国とする全ての構成会社
等のその対象会計年度に係る国内調整
後対象租税額の合計額をいいます。ハ
及び下記③において同じです。）
ⅱ　国内グループ純所得の金額
（注）　ここでいう「グループ繰越額」は、

上記ハの過去対象会計年度の次に掲げ

る区分に応じそれぞれ次に定める金額

の合計額（その対象会計年度開始の日

前に開始した対象会計年度において国

内グループ調整後対象租税額から控除

されたものを除きます。）とされます

（法令155の63）。

ⅰ�　国内グループ純所得の金額がある

過去対象会計年度　その過去対象会

計年度に係る国内グループ調整後対

象租税額が零を下回る部分の金額

（負の国内グループ調整後対象租税

額）

　�　すなわち、GloBE ルールと同様に、

国内実効税率の計算上、負の国内グ

ループ調整後対象租税額を認識しな

いこととされています。その結果、

負の国内グループ調整後対象租税額

が生じた対象会計年度において負の

国内実効税率が認識されることはあ

りません。ただし、翌対象会計年度

以後の対象会計年度（国内グループ

調整後対象租税額が零を超え、かつ、

国内グループ純所得の金額があるも

のに限ります。）における国内実効税

率の計算において、国内グループ調

整後対象租税額から負の国内グルー

プ調整後対象租税額を控除すること

とされています。

ⅱ�　国内グループ純所得の金額がない

過去対象会計年度（その過去対象会

計年度に係る永久差異調整に係るグ

ループ国内最低課税額につきその金

額を零とする特例（法法82の19⑬）

の適用を受けた場合におけるその過

去対象会計年度に限ります。）　本特

例を適用しないで計算した場合のそ

の過去対象会計年度に係る永久差異

調整に係るグループ国内最低課税額

　�　すなわち、GloBE ルールと同様に、

永久差異調整に係るグループ国内最

低課税額を零とする特例が措置され

ています。ただし、翌対象会計年度

以後の対象会計年度（国内グループ

調整後対象租税額が零を超え、かつ、

国内グループ純所得の金額があるも

のに限ります。）における国内実効税

率の計算において、国内グループ調

整後対象租税額から、本特例を適用

しないで計算した場合のその過去対

象会計年度に係る永久差異調整に係

るグループ国内最低課税額を控除す

ることとされています。
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（※ 1 ）　我が国のIIRと同様に、特定多国籍企業グループ等における我が国に係る給与適用除外額及び有形資産適用除外額の計算の負
担を考慮して、特定多国籍企業グループ等の選択により、これらの除外額を零とすることができる（法法82の19⑫）。

（※ 2 ）　我が国のIIRと同様に、令和 8 年に開始する対象会計年度においては9.4％とし、 7 年間で 5 ％に逓減する（令 5 改正法附則14
⑤）。

（※ 3 ）　我が国のIIRと同様に、令和 8 年に開始する対象会計年度においては7.4％とし、 7 年間で 5 ％に逓減する（令 5 改正法附則14
⑥）。

（※ 4 ）　我が国のIIRと同様に、国内実効税率の計算を行う場合において、国内調整後対象租税額の合計額が零を下回る場合には、ゼ
ロとして取り扱う（法法82の19②－イ⑶）。

（※ 5 ）　我が国のIIRと同様に、永久差異調整に関する繰越額がある場合には、その控除を行う（ゼロどまり）（法法82の19②一イ⑶） 。

②　「給与適用除外額」　＝　我が国で業務を行う一定の従業員の一定の給与の金額　×　 5 ％（※ 2 ）

③　「有形資産適用除外額」　＝　我が国にある一定の有形資産の帳簿価額　×　 5 ％（※ 3 ）

④　「国内実効税率」　＝
我が国に所在する全ての構成会社等の国内調整後対象租税額の合計額（※ 4 、 5 ）

国内グループ純所得の金額

①  「国内グループ純所得の金額」　＝ －我が国に所在する構成会社等の
個別計算所得金額の合計額

我が国に所在する構成会社等の
個別計算損失金額の合計額

【概要】

【計算式】

「当期グループ国内最低課税額」

　 ＝　（①「国内グループ純所得の金額」　－　「②給与適用除外額＋③有形資産適用除外額」 （※１））×（基準税率（15%） － ④国内実効税率）

「国内グループ純所得の金額があり、かつ、国内実効税率が15%未満である場合」に生ずる原則的な「当期グループ国内最低課税額」は、
以下の計算式によって計算される。

（注）　計算方法は、各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税（我が国のIIR）における当期国別国際最低課税額（法法82の 3 ②一イ）
と同様

当期グループ国内最低課税額

当期グループ国内最低課税額に係る内国法⼈に帰せられる割合（基本型）

【概要】
当期グループ国内最低課税額は、多国籍企業グループ等の我が国における実効税率（国内実効税率）が基準税率（15％）に満たない場合に、
国内グループ純所得の金額から我が国に係る実質ベースの所得除外額を控除した残額にその基準税率に満たない税率を乗じて計算される。
上記により計算された当期グループ国内最低課税額は、「国内調整後対象租税額が個別基準税額（個別計算所得等の金額に基準税率を乗じた
金額）を下回る場合のその下回る部分の金額」に基づき計算した割合で各構成会社等に配分される。

＜事例❶＞

UPE

・個別計算所得等の金額：100
・国内調整後対象租税額：10

＜国内＞

＜国外＞

・個別計算所得等の金額：200
・国内調整後対象租税額：20

CE A社 CE B社

＜事例❷＞

UPE

・個別計算所得等の金額：100
・国内調整後対象租税額：20

＜国内＞

＜国外＞

・個別計算所得等の金額：100
・国内調整後対象租税額：0

CE A社 CE B社

項目 金額 項目 金額

国内グループ純所得の金額 300
国内グループ調整後対象租税額 30
国内実効税率 10%
当期グループ国内最低課税額 15（＝300×（15％ー10％）） 10（＝200×（15％ー10％））

Ａ社 Ｂ社 Ａ社 Ｂ社
個別基準税額に満たない金額 5（＝100×15％ー 10）

5（＝15× 5 /15）

10（＝200×15％ー 20） 15（＝100×15％ー 0 ）

10（＝15×10/15） 10（＝10×15/15）

帰属割合 5/15 10/15 15/15
国内最低課税額

国内グループ純所得の金額 200
国内グループ調整後対象租税額 20
国内実効税率 10%
当期グループ国内最低課税額

個別基準税額に満たない金額 なし

帰属割合 ー

国内最低課税額 ー

（※）　国内調整後対象租税額が個別基準税額を下回る場合のその下回る部分の金額に基づき配分

（※） （※）
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ロ　帰属割合
イ　概要
　上記イにおける「帰属割合」とは、各
対象会計年度に係るⅰに掲げる金額がそ
の対象会計年度に係るⅱに掲げる金額の
うちに占める割合とされます（法令155
の62①）。
ⅰ　上記⑴①に掲げる内国法人（上記⑴
①の特定多国籍企業グループ等に属す
る構成会社等（その所在地国が我が国
であるものに限ります。）であるもの
に限ります。）の国内調整後対象租税
額（その対象会計年度においてグルー
プ繰越控除額がある場合には、そのグ

ループ繰越控除額に係る繰越控除帰属
額を減算した金額。ⅱにおいて同じで
す。）が個別基準税額（個別計算所得
等の金額に基準税率（15％）を乗じて
計算した金額をいいます。以下同じで
す。）を下回る場合のその下回る部分
の金額
ⅱ　ⅰの特定多国籍企業グループ等に属
する構成会社等（その所在地国が我が
国であるものに限ります。）の国内調
整後対象租税額が個別基準税額を下回
る場合のその下回る部分の金額の合計
額

〇  「国内実効税率」は、次の計算式によって計算。

【計算式】 我が国を所在地国とする全ての構成会社等
の国内調整後対象租税額の合計額

国内グループ純所得の金額

繰越控除の対象となる金額（過去対象会計年度において控除されたものを除く）

1 号 国内グループ純所得の金額がある過去対象会計年度（法法82の19②一イ、⑤一イ）
⇒　「負の国内グループ調整後対象租税額の絶対値」（法令155の63一、155の72一）

⇒　「永久差異調整に係るグループ国内最低課税額」をゼロとする特例（法法82の19⑬⑮）を適用しないで計算した場合における
      「永久差異調整に係るグループ国内最低課税額」（法令155の63二、155の72二）

国内グループ純所得の金額がない過去対象会計年度（法法82の19②三ハ、⑤三ハ）2 号

繰越控除制度の概要

【グループ
繰越控除額】－

「国内実効税率」　＝　

〇　現地税法とGloBEルールとの永久差異（期間の経過によっても解消しない差異）により欠損金に係る繰延税金資産が発
生し、負の国内グループ調整後対象租税額が生じた場合、将来の国内実効税率が過大になる可能性がある。

〇　この問題を解消するため、次に掲げる過去対象会計年度の区分に応じ、それぞれ次に定める金額の合計（ 1 号＋ 2 号）を、
翌期以降（国内グループ純所得の金額がある場合に限る。）の国内グループ調整後対象租税額から繰越控除する（ゼロどま
り）仕組み。

（注）　各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税（我が国のIIR）と同様の仕組み（法法82の 3 ②一イ⑶、④一イ⑶）。

繰越控除の対象となる過去対象会計年度に係る国内グループ調整後対象租税額
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ロ　用語の意義
　ロにおいて、次に掲げる用語の意義は、

それぞれ次に定めるところによることと
されています（法令155の62②）。

（※）　繰越対象帰属額を毎期管理する事務負担に鑑み、繰越対象帰属額に基づき計算される割合に準ずる割合で配分することも認められる。

【概要】
IIRと同様に、過去に負の国内グループ調整後対象租税額がある場合には、その零を下回る部分の国内グループ調整後対象租税額は、翌期
以降に繰り越され、国内グループ純所得の金額がある対象会計年度の国内グループ調整後対象租税額から控除（ゼロどまり）することと
される（法法82の19②一イ⑶、⑤一イ⑶）。
当期に繰り越された過去の零を下回る部分の国内グループ調整後対象租税額のうち、当期の国内グループ調整後対象租税額から控除され
た金額（グループ繰越控除額）はグループレベルで算出されることから、そのグループ繰越控除額を各構成会社等に配分したうえで、個
社に帰せられる割合（帰属割合）を計算する。
具体的には、そのグループ繰越控除額の各構成会社等への配分額（繰越控除帰属額）を各構成会社等の国内調整後対象租税額から減算し
て、帰属割合を計算する（法令155の62①、155の71①）。
なお、その繰越控除帰属額の計算に当たっては、過去の零を下回る部分の国内グループ調整後対象租税額の各構成会社等への配分額（繰
越対象帰属額）に基づき配分する（※）（法令155の62②二、155の71②二） 。

＜過去対象会計年度＞

15について過去対象会
計年度で課税（国内グループ純所得の

金額×基準税率）

（国内グループ純所得の
金額×基準税率）

グループ繰越控除額10に
相当する金額について当
期で課税

翌期以降の国内グ
ループ調整後対象
租税額から繰越控除

（※）過去対象会計年度の零を下回る部分の国内グループ調整後対象
　  租税額10を控除（グループ繰越控除額）

△10について翌期以降に繰越し
のうえ、国内グループ純所得の
金額がある対象会計年度の国内
グループ調整後対象租税額から
控除

「零を下回る部分の国内グループ調整後対象租税額10」
を各構成会社等に配分（繰越対象帰属額）

グループ繰越控除額を繰越対象帰属額に基づき各構成会社等に
配分し、 その配分額（繰越控除帰属額）を国内調整後対象租税
額から減算したうえで、 帰属割合を計算

15

0 15

5

0

・国内グループ純所得の金額         100
・国内グループ調整後対象租税額  △10

△10

＜当期＞

・国内グループ純所得の金額         100
・国内グループ調整後対象租税額      5（＝15ーグループ繰越控除額10）

当期グループ国内最低課税額に係る内国法⼈に帰せられる割合（グループ繰越控除額がある場合）

＜過去対象会計年度＞

UPE

・個別計算所得等の金額：200
・国内調整後対象租税額：0

＜国内＞

＜国外＞

・個別計算所得等の金額：△100
・国内調整後対象租税額：△30

項目 金額

Ａ社 Ｂ社

国内グループ純所得の金額 100

国内グループ調整後対象租税額 △30

国内実効税率 0 %（＝ 0 /100）

当期グループ国内最低課税額

個別基準税額に満たない金額 30
（＝200×15％ー 0 ）

15
（＝△100×15％－△30）

帰属割合 30/45 15/45

当期国内最低課税額 10
（＝15×30/45）

5
（＝15×15/45）

繰越控除額 30（△30の絶対値）

配分割合 30/45 15/45

繰越対象帰属額 20
（＝30×30/45）

10
（＝30×15/45）

＜当期＞

UPE

・個別計算所得等の金額：100
・国内調整後対象租税額：15

＜国内＞

＜国外＞

・個別計算所得等の金額：100
・国内調整後対象租税額：0

項目 金額

Ａ社 Ｂ社

国内グループ純所得の金額 200

国内グループ調整後対象租税額 15

グループ繰越控除額 15

繰越控除帰属額 10（＝15×20/30） 5（＝15×10/30）

最終的な国内調整後対象租税額 5（＝15－10） △ 5（＝ 0 － 5 ）

国内実効税率 0 %（＝（15－15）/200）

当期グループ国内最低課税額

個別基準税額に満たない金額 10
（＝100×15％ー 5 ）

20
（＝100×15％－△ 5 ）

帰属割合 10/30 20/30

当期国内最低課税額 10
（＝30×10/30）

20
（＝30×20/30）

繰越対象帰属額 10
（＝20－当期使用分10）

5
（＝10－当期使用分 5 ）

CE A社 CE B社 CE A社 CE B社

15（＝100×（15％ー 0 ％））

30（＝200×（15％ー 0 ％））
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ⅰ　グループ繰越控除額　グループ繰越
額のうち、上記イハにおいて国内グル
ープ調整後対象租税額から控除された
金額をいいます。
ⅱ　繰越控除帰属額　特定多国籍企業グ
ループ等に属する構成会社等（その所
在地国が我が国であるものに限りま
す。）の上記イハの対象会計年度に係
るグループ繰越控除額にその対象会計
年度に係るⅰに掲げる金額がその対象
会計年度に係るⅱに掲げる金額のうち
に占める割合又はこれに準ずる割合を
乗じて計算した金額をいいます。
ⅰ　その構成会社等の繰越対象帰属額
ⅱ　その特定多国籍企業グループ等に
属する全ての構成会社等（その所在
地国が我が国であるものに限りま
す。）の繰越対象帰属額の合計額

（注）　「これに準ずる割合」とは、その

構成会社等の上記ⅱの対象会計年度

に係る繰越対象帰属額に準ずる金額

として合理的な方法により計算した

金額が上記ⅱの全ての構成会社等の

その対象会計年度に係る繰越対象帰

属額に準ずる金額としてその合理的

な方法により計算した金額の合計額

のうちに占める割合とされます（法

規38の56）。

ⅲ　繰越対象帰属額　特定多国籍企業グ
ループ等に属する構成会社等（その所
在地国が我が国であるものに限りま
す。）の次に掲げる過去対象会計年度
の区分に応じそれぞれ次に定める金額
の合計額（過去対象会計年度において
グループ繰越控除額がある場合には、
そのグループ繰越控除額に係るその構
成会社等の繰越控除帰属額の合計額を
控除した残額）をいいます。
ⅰ　国内グループ純所得の金額がある
過去対象会計年度　国内グループ調

整後対象租税額が零を下回る部分の
金額（負の国内グループ調整後対象
租税額）にその過去対象会計年度に
係るａに掲げる金額がその過去対象
会計年度に係るｂに掲げる金額のう
ちに占める割合を乗じて計算した金
額
ａ�　その構成会社等（その過去対象
会計年度においてその特定多国籍
企業グループ等に属していた構成
会社等（その過去対象会計年度に
おいてその所在地国が我が国であ
ったものに限ります。）に限りま
す。）の国内調整後対象租税額が
個別基準税額を下回る場合のその
下回る部分の金額

ｂ�　その過去対象会計年度において
その特定多国籍企業グループ等に
属していた構成会社等（その過去
対象会計年度においてその所在地
国が我が国であったものに限りま
す。）の国内調整後対象租税額が
個別基準税額を下回る場合のその
下回る部分の金額の合計額

ⅱ　国内グループ純所得の金額がない
過去対象会計年度（その過去対象会
計年度に係る永久差異調整に係るグ
ループ国内最低課税額を零とする特
例（法法82の19⑬）の適用を受けた
場合におけるその過去対象会計年度
に限ります。）　本特例を適用しない
で計算した場合のその過去対象会計
年度に係る永久差異調整に係るグル
ープ国内最低課税額に係る帰属額

ハ　国内調整後対象租税額
　国内調整後対象租税額は、次に掲げる金
額がないものとして計算した場合における
構成会社等（その所在地国が我が国である
ものに限ります。ハにおいて同じです。）
の調整後対象租税額とされます（法令155
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の61、法規38の55）。
イ　その構成会社等が恒久的施設等である
場合における本店等から受ける被配分当
期対象租税額及び被配分繰延対象租税額
（法令155の35③一、法規38の28④一）
ロ　その構成会社等の親会社等が外国子会
社合算税制等の適用を受ける場合におけ
るその親会社等から受ける被配分当期対
象租税額及び被配分繰延対象租税額（法
令155の35③四、法規38の28④四）
ハ　その構成会社等がハイブリッド事業体

である場合における構成員から受ける被
配分当期対象租税額及び被配分繰延対象
租税額（法令155の35③五イ、法規38の
28④五）
ニ　その構成会社等の親会社等（その所在
地国が我が国でないものに限ります。）
に対して利益の配当を行った場合におけ
るその親会社等から配分を受ける一定の
金額（源泉徴収の方法により課されるも
のを除きます。）（法令155の35③六）

【概要】

構成会社等Ａ
（本店）

構成会社等Ｂ
（恒久的施設等）

【QDMTTにおける「被配分当期対象租税額・被配分繰延対象租税額」の取扱いの例】

＜日本＞

＜X国＞
税率：15％ 所得80

所得20
税　 0

所得100（80＋20）×15％＝　15

我が国のIIRでは、例えば、我が国に恒久的施設等（構成会社等Ｂ）を有する構成会社等Ａが、その所在地国（Ｘ国）でその構成会社等Ｂ
に帰属する所得に対応する部分について課税を受ける場合、その課税額（被配分当期対象租税額・被配分繰延対象租税額）は、その構成
会社等Ｂに帰属する所得に応じてその構成会社等Ｂに配分される（法令155の35②一、③一等）。

他方、QDMTTは、我が国に所在する全ての構成会社等の租税負担割合について最低税率に至るまでの課税を確保することを目的とした
制度であり、QDMTTを実施する我が国に第一次課税権が認められる。そのため、Ｘ国により構成会社等Ａに課された被配分当期対象租
税額・被配分繰延対象租税額を構成会社等Ｂに配分してしまうと、我が国で課されるQDMTTが減少するという問題が生じる。

以上を踏まえ、国内最低課税額の計算上、我が国以外の国・地域で課された一定の被配分当期対象租税額・被配分繰延対象租税額（次ペー
ジ参照）を我が国の構成会社等に配分しないこととする（ないものとする）。

左記のケースでは、本来、我が国がQDMTTにより課税
すべき金額は 3（＝20×15％）である。

しかし、被配分当期対象租税額 3（＝20×15％）を構
成会社等Ｂに配分してしまうと、Ｘ国で課される税額
の影響で我が国のQDMTTの課税額がゼロとなる。その
ため、QDMTTでは、配分しないこととする（ないもの
とする）。

国内調整後対象租税額
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③　再計算グループ国内最低課税額に係る帰属
額
イ　概要
　上記①でいう「再計算グループ国内最低

課税額に係る帰属額」とは、過去対象会計
年度ごとの再計算グループ国内最低課税額
に過去帰属割合を乗じて計算した金額をい
います（法法82の19②一ロ）。

（注）被配分繰延対象租税額についても同様の取扱い

国内調整後対象租税額の計算上、ないものとされる被配分当期対象租税額とは、我が国を所在地国とする構成会社等の所得に対して、我が国
だけではなく、その持分保有者等の国又は地域において、その持分保有者等に対して課税される金額をいい、具体的には以下の図のとおり。

恒久的施設等（法令155の35③一）

構成会社等
（会社等）

全世界所得課税
＜日本＞

＜日本＞ ＜日本＞

＜日本＞

所有

所有 所有

所有構成会社等
（恒久的施設等）

恒久的施設等の個別計算所得等の金額に対応する金額

被配分当期対象租税額

⇒QDMTTではないものとされる（法令155の61①一） ⇒QDMTTではないものとされる（法令155の61①ニ）

⇒QDMTTではないものとされる（法令155の61①三） ⇒QDMTTではないものとされる（法令155の61①四）（注 1 , 2 ）

構成員課税型会社等（法令155の35③五イ） 配当の支払を行う子会社等（法令155の35③六）

配分可能当期対象租税額

配分可能当期対象租税額

他の構成会社等
（構成員）

構成会社等
（注）

構成員の益金の額に算入された金額に対応する金額

被配分当期対象租税額 被配分当期対象租税額

被配分当期対象租税額

（注）　会社等（除外会社等を除く）のう
ち、その所在地国と構成員の所在地
国の双方で課税が行われるもの

（注 1）　子会社等の所在地国（我が国）で課される「源泉徴収税額」については、QDMTTにおいても
子会社等に配分される。

（注 2）　構成会社等と他の構成会社等が異なる国・地域の場合に限る（同一の国・地域の場合はQDMTT
においても子会社等に配分される。）。

利益の配当の額に対応する金額

配分可能当期対象租税額

配分可能当期対象租税額

構成会社等
他の構成会社等
（親会社等）

他の構成会社等
（子会社等）

構成会社等
（親会社等）

外国子会社合算税制等により益金の額に算入された金額に対応する金額

利益の配当

外国子会社合算税制等の適用を受ける外国子会社等（法令155の35③四）

再計算グループ国内最低課税額

（進行年度Ｙ）（Ｙ- 2 年度） （Ｙ- 1 年度）

税額の減少による
修正の発生

① Ｙ- 2 年度の対象租税の金額の減少が
　生じたため国内実効税率を再計算

② Ｙ- 2 年度の国内実効税率の再計算によって
 Ｙ- 2 年度の当期グループ国内最低課税額が増加する
 場合、進行年度Ｙにおいて再計算グループ国内最低
　課税額を計算

（イメージ）過年度の再計算が必要となる場合

【概要】

事後の対象会計年度（当期）において、過去対象会計年度に係る対象租税の額が減少した場合等に、その過去対象会計年度に係る国内実
効税率を再計算した結果、当初よりも当期グループ国内最低課税額の金額が増加した場合のその差額が、再計算グループ国内最低課税額
として計算される。

（注）　計算方法は、各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税（我が国のIIR）における再計算国別国際最低課税額（法法82の 3 ②一
　　ロ）と同様

─�614�─

――国際課税関係の改正――



ロ　再計算グループ国内最低課税額
　過去対象会計年度に係る次に掲げる金額
がある場合において、その過去対象会計年
度に係る再計算当期グループ国内最低課税
額からその過去対象会計年度に係る当期グ
ループ国内最低課税額を控除した残額（そ
の対象会計年度開始の日前に開始した各対
象会計年度において既にその過去対象会計
年度に係る再計算グループ国内最低課税額
とされた金額（以下「グループ調整済額」
といいます。）がある場合には、その残額
からそのグループ調整済額を控除した残
額）とされます（法令155の64①）。
イ　その過去対象会計年度に係る納付すべ
き対象租税の額（国内調整後対象租税額
に含まれていたものに限ります。）がそ
の過去対象会計年度後の対象会計年度に
おいて減少した場合におけるその減少し
た金額
ロ　その過去対象会計年度に係る当期純損
益金額に係る当期法人税等の額（国内調
整後対象租税額に含まれていたものに限
ります。）のうちその過去対象会計年度
終了の日の翌日から 3年を経過する日ま
でに納付されなかった金額が100万ユー
ロを本邦通貨表示の金額に換算した金額
を超える場合におけるその納付されなか
った金額
ハ　適用税率の引下げにより過去対象会計
年度の国内調整後対象租税額に係る繰延
税金負債につきその過去対象会計年度後
の対象会計年度において計上された繰延
税金負債に相当する金額（引下げ後の適
用税率が基準税率を下回る場合における
その金額に限ります。）
ニ　取戻繰延税金負債に相当する金額（次
に掲げる金額に係る部分の金額及び所有
持分の移転により特定多国籍企業グルー
プ等に属しないこととなった構成会社等
に係る金額を除きます。）

ⅰ　法人税又は法人税に相当する税に関
する法令における有形資産に対する償
却の方法を定める規定により損金の額
に算入される金額
ⅱ　国等の認可（これに準ずるものを含
みます。）を要する不動産の使用又は
天然資源の開発に関する費用の額その
他これらに相当する費用の額
ⅲ　研究開発費の額その他これに相当す
る費用の額
ⅳ　施設又は設備の廃止又は修復に要す
ると認められる費用の額その他これら
に類する費用の額
ⅴ　資産又は負債を時価により評価した
価額がその評価した時の直前の帳簿価
額を超え、又は下回る場合におけるそ
の超える部分の金額又はその下回る部
分の金額で利益の額としている金額
ⅵ　会計機能通貨とその会計機能通貨以
外の通貨との間の為替相場の変動によ
る利益の額
ⅶ　保険会社等（会社等であって、保険
業法第 2条第 2項に規定する保険会社
若しくはこれに準ずるもの又は我が国
以外の国若しくは地域におけるこれら
に相当するものをいいます。）に係る
次に掲げる金額
イ　保険契約に基づく将来の債務の履
行に備えるために準備金として繰り
入れた金額のうち法人税又は法人税
に相当する税に関する法令の規定に
より損金の額に算入される金額
ロ　保険契約を締結するために要した
費用（これに準ずるものを含みま
す。）の額

ⅷ　会社等の所在地国にある有形資産を
譲渡した場合において、特定の資産の
買換えの場合の課税の特例（措法65の
7 ）若しくはこれに準ずる規定又は我
が国以外の国若しくは地域の租税に関
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する法令におけるこれらの規定に相当
する規定の適用を受けるときにおける
その譲渡に係る利益の額その他これに
類する利益の額
ⅸ　ⅰからⅷまでに掲げる金額に係る会
計処理の変更に伴い発生する費用の額
又は利益の額

ホ　過去対象会計年度（ホにおいて「還付
所得過去対象会計年度」といいます。）

後の対象会計年度（ホにおいて「欠損過
去対象会計年度」といいます。）におい
て欠損の金額がある場合において、欠損
金の繰戻還付に係る還付金の額（その還
付所得過去対象会計年度に係るものに限
ります。）があるときにおけるその欠損
過去対象会計年度の法規38の28③三ロに
掲げる金額に相当する金額

再計算グループ国内最低課税額

〇  当期に、過去対象会計年度に係る国内調整後対象租税額が「増加」した場合

⇒  当期の対象租税の額として取り扱う（法令155の35②二ニ）。

〇  当期に、過去対象会計年度に係る国内調整後対象租税額が「減少」した場合（①～④までの金額がある場合に限る）

⇒  ①～④の金額がある場合には、国内最低課税額が生ずる可能性があるため、過去対象会計年度に係る「再計算グループ
　国内最低課税額」の対象として取り扱う（原則）（法令155の64①、155の73①）。

過去対象会計年度の国内調整後対象租税額に変動が生じた場合の処理

①　過去対象会計年度に係る納付すべき対象租税の額（国内調整後対象租税額に含まれていたものに限る。）が当該過去対象会計年度後の
　対象会計年度において減少した場合における当該減少した金額（法令155の64①一）

②　過去対象会計年度に係る当期対象租税額（国内調整後対象租税額に含まれていたものに限る。）のうち当該過去対象会計年度終了の日
　の翌日から 3 年を経過する日までに納付されなかった金額が100万ユーロ相当額を超える場合における当該納付されなかった金額（法令
　155の64①二）

○  趣旨
　過去対象会計年度において計上された当期対象租税額のうち100万ユーロ相当額を超える金額がある場合に、当該対象会計年度の末日か
ら 3年以内に支払われないときは、過去対象会計年度の当期対象租税額から除外することにより、実効税率等の再計算を行う。
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【Y2における「再計算」】

（例）　・Y1で発生した個別計算所得100に対して、適用税率15％として繰延税金負債（DTL）15を計上

会計処理 法人税等調整額15 ／繰延税金負債（DTL）15

・Y2において、適用税率が10％に引下げ

Y2

Y1

会計処理 繰延税金負債（DTL）5 ／法人税等調整額 5

【調整】 上記の処理をないものとする。

【調整】 繰延税金負債（DTL）5 ／法人税等調整額 5

Y1における法人税等調
整額の減少として扱う

③　適用税率の引下げ等により過去対象会計年度に計上された法人税等調整額が過大となった場合におけるその過大であった金額（法令155の
　64①三、法規38の57①）

○  趣旨

適用税率の引下げにより過去対象会計年度に計上された法人税等調整額が過大になった場合には、再計算ルールにより調整する。

5 対象会計年度を経てもなお取り崩されない繰延税金負債に係る法人税等調整額については、過大に計上されたものであったとして
再計算ルールにより調整する。

Y1

（例）　・構成会社等（我が国の税率20％）は、Y1に個別計算所得金額100及び法人税20が発生。
・Y2において、個別計算損失金額100が発生。Y1の法人税20に対して繰戻還付20を受ける。

【Y1】

損失100、法人税▲20（還付）会計処理

Y2
①法人税▲20（還付）をないものとする。
②みなし繰延税金資産15／法人税等調整額15
⇒　調整後対象租税額　▲15
　　　（▲20＋20（①）＋▲15（②））

≪調整≫

所得100、法人税20会計処理Y1 所得100、法人税20会計処理

Y1
①　法人税▲20（還付）を計上
②　法人税等調整額15／みなし繰延税金資産15
　⇒　調整後対象租税額15
　　　　　（20＋▲20（①）＋15（②））

≪調整≫

【Y2】

【Y2における「再計算」】

④　過去対象会計年度後の対象会計年度において欠損の金額がある場合において、欠損金の繰戻還付に係る還付金の額があるときにおける当
　該対象会計年度におけるみなし繰延税金資産相当額（法令155の64①四、法規38の57①）

所得
100

税20

損失
100

還付
△20

繰戻

○　趣旨
　欠損金の繰戻還付を受けた場合、欠損金が生じた対象会計年度において繰延税金資産が認識される。この繰延税金資産相当額を過去対象会計
年度に係る再計算ルールにおいて調整する。

還付所得
過去対象会計年度

欠損の金額がある
対象会計年度

法規38の28③三ロ

法令155の
35②二ホ

再計算
法令155の64②三イ

（①四）

再計算
法令155の64②
三イ（①一）
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ハ　再計算当期グループ国内最低課税額
　再計算当期グループ国内最低課税額とは、
過去対象会計年度（その過去対象会計年度
の特定多国籍企業グループ等に係る再計算
国内実効税率が基準税率を下回り、かつ、
その過去対象会計年度においてその特定多
国籍企業グループ等に係るイに掲げる金額
がある場合におけるその過去対象会計年度
に限ります。）に係るイに掲げる金額から
ロに掲げる金額を控除した残額にハに掲げ
る割合を乗じて計算した金額をいいます
（法令155の64②）。
イ　再計算国内グループ純所得の金額（ⅰ
に掲げる金額からⅱに掲げる金額を控除
した残額をいいます。以下同じです。）
ⅰ　我が国を所在地国とする全ての構成
会社等のその過去対象会計年度に係る
再計算個別計算所得金額の合計額
ⅱ　我が国を所在地国とする全ての構成

会社等のその過去対象会計年度に係る
再計算個別計算損失金額の合計額

ロ　その過去対象会計年度に係る我が国に
係る実質ベース所得除外額
ハ　基準税率から再計算国内実効税率（そ
の過去対象会計年度に係るⅰに掲げる金
額（その過去対象会計年度に係るⅰに掲
げる金額が零を超え、かつ、その過去対
象会計年度において再計算国内グループ
純所得の金額がある場合において、その
過去対象会計年度開始の日前に開始した
各対象会計年度のうちにⅰに掲げる金額
が零を下回るものがあるときは、再計算
グループ繰越額を控除した残額とし、そ
の過去対象会計年度に係るⅰに掲げる金
額が零を下回る場合には零とします。）
がⅱに掲げる金額のうちに占める割合を
いいます。）を控除した割合
ⅰ　再計算国内グループ調整後対象租税

再計算グループ国内最低課税額

「再計算グループ国内最低課税額」＝
過去対象会計年度に係る

「再計算当期グループ国内最低課税額」

【 1 項】

－
グループ調整済額

（過年度において「再計算グループ
国内最低課税額」とされた金額）

－

（※）過去対象会計年度について、①②のいずれも満たす場合に限る。
　　①  再計算国内実効税率＜15％
　　②  再計算国内グループ純所得の金額があること

「再計算当期グループ国内最低課税額」

再計算グループ国内調整後対象租税額（注 3 ）
（「再計算国内調整後対象租税額【※ 2 】」の合計）

再計算国内グループ純所得の金額

我が国における「再計算個別計算所得金額（注 1 ）」の合計
－

我が国における「再計算個別計算損失金額（注 2 ）」の合計

（注 3）過年分から繰り越された負の再計算国内調整後対象租税額
がある場合にはその金額を控除した残額とし、再計算グルー
プ国内調整後対象租税額がゼロを下回る場合にはゼロとする。

＝　（「再計算国内グループ純所得の金額」－「我が国に係る実質ベースの所得除外額」）×（15％－「再計算国内実効税率」）

【 2 項】

過去対象会計年度に係る
「当期グループ国内最低課税額」

（注 1）再計算個別計算所得等の金額【※ 1】が零を超える場
合の額

（注 2）再計算個別計算所得等の金額【※ 1】が零以下である
場合の額

構成会社等の過去対象会計年度に係る個別計算所得等の金額をいう。

なお、当該対象会計年度後の対象会計年度において当期純損益金額が過大又は過少であることが判明した場合には、その訂正をした又はその
訂正をしたならば算出されることとなる当期純損益金額に基づいた個別計算所得等の金額をいう。

【※ 1 】再計算個別計算所得等の金額（法令155の40②一イ）

【※ 2 】再計算国内調整後対象租税額（法令155の64②三イ）

＝　「国内調整後対象租税額」　＋　 1 項 4 号の金額　－　 1 項 1 号～ 3 号までの金額
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額（我が国を所在地国とする全ての構
成会社等のその過去対象会計年度に係
る再計算国内調整後対象租税額（構成
会社等の過去対象会計年度に係る国内
調整後対象租税額に上記ロホに掲げる
金額を加算した金額から上記ロイから
ニまでに掲げる金額を減算した金額を
いいます。以下同じです。）の合計額
をいいます。）
ⅱ　再計算国内グループ純所得の金額
（注 1）　ここでいう「再計算グループ繰越

額」は、その過去対象会計年度開始

の日前に開始した各対象会計年度の

次に掲げる区分に応じそれぞれ次に

定める金額の合計額（同日前に開始

した対象会計年度において国内グル

ープ調整後対象租税額から控除され

たもの（その開始した対象会計年度

において再計算国内グループ調整後

対象租税額から控除された金額があ

る場合には、その金額）を除きま

す。）とされます（法規38の57②）。
　　　ⅰ�　再計算国内グループ純所得の金

額がある対象会計年度　その対象

会計年度に係る再計算国内グルー

プ調整後対象租税額が零を下回る

部分の金額

　　　ⅱ�　再計算国内グループ純所得の金

額がない対象会計年度（その対象

会計年度に係る永久差異調整に係

るグループ国内最低課税額を零と

する特例（法法82の19⑬）の適用

を受けた場合におけるその対象会

計年度に限ります。）　本特例を適

用しないで計算した場合のその対

象会計年度に係る永久差異調整に

係るグループ国内最低課税額
（注 2）　上記②イハⅱ（注）の対象会計年

度開始の日前に開始した対象会計年

度において、上記（注 1）により再

計算国内グループ調整後対象租税額

から控除された金額がある場合にお

ける上記②イハⅱ（注）ⅰ又はⅱに

定める金額の合計額から除かれる金

額は、その再計算国内グループ調整

後対象租税額から控除された金額と

されています（法規38の57③）。
（注 3）　不動産の譲渡に係る再計算グルー

プ国内最低課税額の特例
　　　ⅰ�　概要

　　　　�　特定多国籍企業グループ等に属

する構成会社等（その所在地国が

我が国であるものに限ります。ⅰ

において同じです。）の各対象会計

年度に係る国内利益超過額がある

場合において、その特定多国籍企

業グループ等のその対象会計年度

（（注 3）において「適用対象会計

年度」といいます。）に係るグルー

プ国内最低課税額報告事項等（そ

の構成会社等及び我が国を所在地

国とする他の構成会社等に係る再

計算グループ国内最低課税額並び

にその構成会社等及び当該他の構

成会社等の個別計算所得等の金額

の計算につき本特例の適用を受け

ようとする旨を含むものに限りま

す。ⅰにおいて同じです。）の提供

があるとき又は我が国以外の国若

しくは地域の租税に関する法令を

執行する当局にそのグループ国内

最低課税額報告事項等に相当する

事項の提供があるとき（法人税法

第150条の 3第 6項の規定の適用が

ある場合（ 1において「提供義務

免除規定の適用がある場合」とい

います。）に限ります。）は、その

適用対象会計年度の直前の 4 対象

会計年度の各対象会計年度（（注

3）において「調整対象会計年
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度」といいます。）に係る年度別損

失充当額若しくは年度別利益配分

額がある場合には、過去対象会計

年度に係る上記ロイからホまでに

掲げる金額があるか否かにかかわ

らず、その調整対象会計年度につ

いて、次のとおり、再計算グルー

プ国内最低課税額の計算を行うこ

ととされています（法令155の65）。
　　　　ａ�　その調整対象会計年度に係る

年度別損失充当額と年度別利益

配分額との合計額をその特定多

国籍企業グループ等のその調整

対象会計年度に係る上記ハイの

残額に加算することとされてい

ます（法令155の65①）。
　　　　ｂ�　その過去対象会計年度が調整

対象会計年度である場合には、

その過去対象会計年度に係る再

計算国内グループ調整後対象租

税額は、我が国を所在地国とす

る全ての構成会社等のその過去

対象会計年度及びその過去対象

会計年度前の調整対象会計年度

に係る繰延税金資産（個別計算

損失金額に係るものに限りま

す。）を有する場合において、そ

の繰延税金資産（その構成会社

等のその過去対象会計年度及び

その調整対象会計年度に係る会

社等別損失充当額に対応する部

分の金額に限ります。）に係る繰

延対象租税額を含まないものと

して計算したその再計算調整後

対象租税額の合計額とされてい

ます（法規38の58において準用

する法規38の33①）。
　　　ⅱ　定義

　　　　�　（注 3）において、次に掲げる用

語の意義は、それぞれ次に定める

ところによることとされています

（法令155の65②）。
　　　　ａ�　国内利益超過額　適用対象会

計年度の我が国に係る国別利益

額からその適用対象会計年度の

我が国に係る国別損失額を控除

した残額をいいます。

　　　　ｂ�　年度別損失充当額　我が国に

係る国別利益額が我が国に係る

国別損失額を下回る調整対象会

計年度（（注 3）において「損失

対象会計年度」といいます。）に

係る国内損失超過額（その損失

対象会計年度の我が国に係る国

別損失額から我が国に係る国別

利益額を控除した残額をいいま

す。ｂにおいて同じです。）から、

その国内損失超過額のうち過去

対象会計年度において上記ⅰａ

により上記ハイの残額に加算さ

れた金額を控除した残額をいい

ます。
　　　　ｃ�　年度別利益配分額　適用対象

会計年度に係る国内利益超過額

から損失対象会計年度に係る年

度別損失充当額の合計額を控除

した残額を 5 で除して計算した

金額をいいます。
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不動産の譲渡に係る再計算グループ国内最低課税額の特例

【本特例選択時の構成会社等に対する国単位での適用イメージ】
　次の 2 ステップでY5年（適用対象会計年度）の国内利益超過額を調整対象会計年度に配分する
① Y5年の国内利益超過額を国内損失超過額のある調整対象会計年度（損失対象会計年度）に配分し、当該国内損失超過額に充当（法令155の65①②二④）
② ①の充当後の残額を 5 で除した金額（年度別利益配分額）を適用対象会計年度及び調整対象会計年度に配分（法令155の25①、155の65①②三）

Y1
（損失対象会計年度）
法令155の65（再計算）

Y2
（損失対象会計年度）
法令155の65（再計算）

Y3
（調整対象会計年度）
法令155の65（再計算）

Y4
（調整対象会計年度）
法令155の65（再計算）

Y5
（当期（適用対象会計年度））

法令155の25

①による配分

②による配分

（②適用後） （①適用後） （②適用後）

↑譲渡益

↓譲渡損

本規定は、不動産の譲渡益については、数年間にわたって蓄積されてきた価値の増加分であるという前提に基づいて、その所在地国にある不動産の譲渡
益（グループ外の者に譲渡したことによるものに限る。）が生じた場合（国単位の合計）に、当該譲渡益を当期（適用対象会計年度）及び過去 4 対象会
計年度（調整対象会計年度）の 5 対象会計年度にわたって配分することを可能にするものである。
適用対象会計年度の国内利益超過額を調整対象会計年度に配分することで、その調整対象会計年度の所得が増加することから、その調整対象会計年度に
係る国内実効税率を再計算することとなる。
なお、本特例はQDMTTに係る規定であるため、本特例の適用を受けようとする旨の記載があるグループ国内最低課税額報告事項等の提供を要件に、その適
用が認められる。

規定の趣旨

選択規定 国別 5 年選択

国内利益超過額

年度別
利益配分額

年度別
利益配分額

年度別
利益配分額

年度別
利益配分額

年度別
利益配分額

国内損失
超過額

年度別
損失充当額

国内損失
超過額

年度別
損失充当額

＜我が国＞

（特例適用前）（①適用後） （特例適用前）（①適用後）（②適用後） （特例適用前） （②適用後） （特例適用前）（①適用後）（②適用後） （特例適用前）（①適用後）

不動産の譲渡に係る再計算グループ国内最低課税額の特例

制度の概要

選択規定 国別 5年選択

【法令155の25】
法令155の25では、まず当期の会社等別利益額又は会社等別損失額を、当期の特例適用前個別計算所得等の金額から除外
その上で、法令155の65で計算された国別の概念である年度別利益配分額が当期（適用対象会計年度）に配分される。
法令155の25では、この年度別利益配分額の会社等への配分額を規定
具体的には以下のとおり。
1  会社等別利益額がある場合（ 1号）
　会社等別利益額を特例適用前個別計算所得等の金額から減算し、年度別利益配分額に以下の割合を乗じて計算した金額を特例適
用前個別計算所得等の金額に加算する。

構成会社等の当該対象会計年度に係る会社等別利益額【法令155の41第 2 項 1 号】
当該対象会計年度に係る国別利益額【法令155の41第 2 項第 1号】

2  会社等別損失額がある場合（ 2号）
会社等別損失額を特例適用前個別計算所得等の金額に加算する。

【法令155の65】
本特例の適用を受けようとする旨の記載があるグループ国内最低課税額報告事項等の提供を要件に、その適用が認められる（第 1項）。
適用対象会計年度の国内利益超過額を国内損失超過額のある調整対象会計年度（※）に配分し、当該国内損失超過額に充当（年度別損失充当額）
（第 2項第 2号）

（※ 1）　調整対象会計年度とは、適用対象会計年度の直前の 4対象会計年度をいう。
（※ 2）　損失対象会計年度に係る年度別損失充当額の合計額が適用対象会計年度の国内利益超過額を超える場合の年度別損失充当額は、最も古い
　　　損失対象会計年度の年度別損失充当額から順次に当該国内利益超過額に充てるものとした場合に、当該国内利益超過額に充てられることと
　　　なる金額（第４項）

上記の充当後の国内利益超過額の残額を適用対象会計年度と調整対象会計年度に等しく配分（年度別利益配分額）（第 2項第 3号）
適用対象会計年度の国内利益超過額を過去対象会計年度である調整対象会計年度に配分することで、その調整対象会計年度の所得が増加するこ
とから実効税率を再計算することとなる（第１項の規定により読み替えられた法令155の64）。
法人税法施行令第155条の24の適用を受ける不動産の譲渡を行った場合には、同条に規定する譲渡等利益額又は譲渡等損失額（同条の規定の選
択時の帳簿価額に基づき計算された譲渡損益額）に基づき、年度別利益配分額を計算する（第 3項）
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ニ　過去帰属割合
イ　概要
　上記イにおける「過去帰属割合」とは、
過去対象会計年度に係るⅰに掲げる金額
がその過去対象会計年度に係るⅱに掲げ
る金額のうちに占める割合とされます
（法令155の66①）。
ⅰ　上記⑴①に掲げる内国法人（その過
去対象会計年度において上記⑴①の特
定多国籍企業グループ等に属する構成
会社等（その所在地国が我が国である
ものに限ります。）であったものに限
ります。）の再計算国内調整後対象租
税額（その過去対象会計年度において
再計算グループ繰越控除額がある場合
には、その再計算グループ繰越控除額
に係る再計算繰越控除帰属額を減算し
た金額。ニにおいて同じです。）が再
計算個別基準税額（再計算個別計算所
得等の金額に基準税率を乗じて計算し
た金額をいいます。以下同じです。）
を下回る場合のその下回る部分の金額

（その過去対象会計年度に係る当期グ
ループ国内最低課税額に係る帰属額又
はその過去対象会計年度に係るグルー
プ調整済額に係る再計算グループ国内
最低課税額に係る帰属額がある場合に
は、これらの金額の合計額を控除した
残額）
ⅱ　その過去対象会計年度においてⅰの
特定多国籍企業グループ等に属してい
た構成会社等（その過去対象会計年度
においてその所在地国が我が国であっ
たものに限ります。）の再計算国内調
整後対象租税額が再計算個別基準税額
を下回る場合のその下回る部分の金額
（その過去対象会計年度に係る当期グ
ループ国内最低課税額に係る帰属額又
はその過去対象会計年度に係るグルー
プ調整済額に係る再計算グループ国内
最低課税額に係る帰属額がある場合に
は、これらの金額の合計額を控除した
残額）の合計額

不動産の譲渡に係る再計算グループ国内最低課税額の特例

損失対象会計年度の年度別損失充当額の合計額が適用対象会計年度の国内利益超過額を超える場合

Y1
年度別損失充当額

Y2
年度別損失充当額

Y3
年度別損失充当額

Y4
年度別損失充当額

Y5
国内利益超過額

Y1
年度別損失充当額

Y2
年度別損失充当額

Y3
年度別損
失充当額

各調整対象会計年度の再計算国内グループ純所得の金額として加算

国内利益超過額を限度として、年度別損失
充当額を最も古いものから順次に充てるも
のとした場合に、当該国内利益超過額に充
てられることとなる金額を限度とする。
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再計算グループ国内最低課税額に係る配分方法（内国法⼈に帰せられる割合）①

＜Year1＞
UPE

・個別計算所得等の金額：100
・国内調整後対象租税額：15

＜国内＞

＜国外＞

・個別計算所得等の金額：100
・国内調整後対象租税額：15（⇒10）

＜Year3＞
UPE

・個別計算所得等の金額：200
・国内調整後対象租税額：30

＜国内＞

＜国外＞

・個別計算所得等の金額：0
・国内調整後対象租税額：0

【概要】
再計算グループ国内最低課税額は、過去対象会計年度に係る多国籍企業グループ等の我が国における実効税率（国内実効税率）を再計
算した結果、当初よりも当期グループ国内最低課税額の金額が増加した場合のその差額として生じるものである。
再計算グループ国内最低課税額について、「再計算国内調整後対象租税額（再計算後のその過去対象会計年度に係る国内調整後対象租
税額）がその過去対象会計年度に係る個別基準税額を下回る部分の金額を勘案して計算した内国法人に帰せられる割合（過去帰属割合）」
に基づき配分された金額が、当該内国法人の国内最低課税額となる。

項目 金額

Ａ社 Ｂ社

5（＝200×（15％ー 12.5％））

5なし
（＝100×15％ー 10）

5（＝5×5/5）

再計算国内グループ純所得の金額 200

25

12.5％

再計算国内グループ調整後対象租税額

再計算国内実効税率

再計算グループ国内最低課税額

再計算個別基準税額に満たない金額

過去帰属割合

再計算国内最低課税額

―

―

5/5

CE A社 CE B社 CE A社 CE B社

再計算グループ国内最低課税額に係る配分方法（内国法⼈に帰せられる割合）②

項目 金額 項目 金額

国内グループ純所得の金額
国内グループ調整後対象租税額

国内実効税率

当期グループ国内最低課税額

再計算国内グループ純所得の金額

再計算国内グループ調整後対象租税額

15（＝200×（15％ー 7.5％））

10

5（＝15－10）

再計算国内実効税率

再計算当期グループ国内最低課税額

Y1に係る当期グループ国内最低課税額

再計算グループ国内最低課税額

200
20

10%

200
15

7.5%

10（＝200×（15％ー 10％））

Ａ社

Ａ社

―

―

10
（＝100×15％ー 5 ）

―

―

10/10

10（＝10×10/10）

なし個別基準税額に満たない金額

帰属割合

国内最低課税額
再計算個別基準税額に満たない金額 なし

（＝100×15％－
（ 5 ＋10））

5
（＝100×15％ー 10）

過去帰属割合

再計算国内最低課税額

UPE

＜国内＞

＜国外＞

＜Year1＞

・個別計算所得等の金額：100
・国内調整後対象租税額：5

・個別計算所得等の金額：100
・国内調整後対象租税額：15 （⇒10）

UPE

＜国内＞

＜国外＞

＜Year3＞

・個別計算所得等の金額：200
・国内調整後対象租税額：30

・個別計算所得等の金額： 0
・国内調整後対象租税額： 0

【概要】

再計算グループ国内最低課税額は、過去対象会計年度に係る多国籍企業グループ等の我が国における実効税率（国内実効税率）を再計算した結果、
当初よりも当期グループ国内最低課税額の金額が増加した場合のその差額として生じるものである。
再計算グループ国内最低課税額について、「再計算国内調整後対象租税額（再計算後のその過去対象会計年度に係る国内調整後対象租税額）がその過
去対象会計年度に係る個別基準税額を下回る部分の金額を勘案して計算した内国法人に帰せられる割合（過去帰属割合）」に基づき配分された金額が、
当該内国法人の国内最低課税額となる。

Ｂ社

Ｂ社

5/5

5（＝5×5/5）

CE A社 CE B社 CE A社 CE B社

─�623�─

――国際課税関係の改正――



ロ　用語の定義
　ニにおいて、次に掲げる用語の意義は、
それぞれ次に定めるところによることと
されています（法令155の66②）。
ⅰ　再計算グループ繰越控除額　再計算
グループ繰越額のうち上記ハハにおい
て控除された金額をいいます。
ⅱ　再計算繰越控除帰属額　特定多国籍
企業グループ等に属していた構成会社
等（その過去対象会計年度においてそ
の所在地国が我が国であったものに限
ります。）の上記ハハの過去対象会計
年度に係る再計算グループ繰越控除額
にその過去対象会計年度に係るⅰに掲
げる金額がその過去対象会計年度に係
るⅱに掲げる金額のうちに占める割合
又はこれに準ずる割合を乗じて計算し
た金額とされます（法規38の59①）。
ⅰ　その構成会社等の再計算繰越対象
帰属額
ⅱ　その過去対象会計年度においてそ
の特定多国籍企業グループ等に属し
ていた全ての構成会社等（その過去
対象会計年度においてその所在地国
が我が国であったものに限ります。）
の再計算繰越対象帰属額の合計額

（注）　「これに準ずる割合」とは、その

構成会社等の上記ⅱの過去対象会計

年度に係る再計算繰越対象帰属額に

準ずる金額として合理的な方法によ

り計算した金額が上記ⅱの全ての構

成会社等のその過去対象会計年度に

係る再計算繰越対象帰属額に準ずる

金額としてこれと同一の合理的な方

法により計算した金額の合計額のう

ちに占める割合とされます（法規38

の59③において準用する法規38の

56）。

ⅲ　再計算繰越対象帰属額　上記ハハの
過去対象会計年度において特定多国籍

企業グループ等に属していた構成会社
等（その過去対象会計年度においてそ
の所在地国が我が国であったものに限
ります。）のその過去対象会計年度開
始の日前に開始した各対象会計年度の
次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定
める金額の合計額（同日前に開始した
対象会計年度においてグループ繰越控
除額がある場合には、そのグループ繰
越控除額に係るその構成会社等の繰越
控除帰属額（その開始した対象会計年
度において再計算グループ繰越控除額
がある場合には、その再計算グループ
繰越控除額に係るその構成会社等の再
計算繰越控除帰属額）の合計額を控除
した残額）をいいます（法規38の59②）。
ⅰ　再計算国内グループ純所得の金額
がある対象会計年度　その対象会計
年度に係る再計算国内グループ調整
後対象租税額が零を下回る部分の金
額にその対象会計年度に係るａに掲
げる金額がその対象会計年度に係る
ｂに掲げる金額のうちに占める割合
を乗じて計算した金額
ａ�　その構成会社等（その対象会計
年度においてその特定多国籍企業
グループ等に属していた構成会社
等（その対象会計年度においてそ
の所在地国が我が国であったもの
に限ります。）に限ります。）の再
計算国内調整後対象租税額が再計
算個別基準税額を下回る場合のそ
の下回る部分の金額

ｂ�　その対象会計年度においてその
特定多国籍企業グループ等に属し
ていた構成会社等（その対象会計
年度においてその所在地国が我が
国であったものに限ります。）の
再計算国内調整後対象租税額が再
計算個別基準税額を下回る場合の
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その下回る部分の金額の合計額
ⅱ　再計算国内グループ純所得の金額
がない対象会計年度（その対象会計
年度に係る永久差異調整に係るグル
ープ国内最低課税額を零とする特例
（法法82の19⑬）の適用を受けた場
合におけるその対象会計年度に限り
ます。）　本特例を適用しないで計算
した場合のその構成会社等のその対
象会計年度に永久差異調整に係るグ
ループ国内最低課税額に係る帰属額

（注）　グループ繰越控除額がある上記②

ロロⅲの過去対象会計年度において

再計算グループ繰越控除額がある場

合における上記②ロロⅲⅰ又はⅱに

定める金額の合計額から控除される

その過去対象会計年度に係る繰越控

除帰属額は、その過去対象会計年度

に係る再計算グループ繰越控除額に

係る構成会社等の再計算繰越控除帰

属額とされています（法規38の59④）。

ホ　合併により解散した場合等の特例
　特定多国籍企業グループ等に属する構成
会社等（その所在地国が我が国であるもの
に限ります。）であった内国法人が過去対
象会計年度において合併により解散した場
合又は過去対象会計年度においてその内国
法人の残余財産が確定した場合において、
各対象会計年度におけるその内国法人に係
る再計算グループ国内最低課税額に係る帰
属額があるときは、その金額は、再計算グ
ループ国内最低課税額を過去対象会計年度
ごとに計算する場合におけるその過去対象
会計年度におけるその内国法人の構成会社
等に係る国内最低課税額に含むものとされ
ています（法法82の19③、法令155の69）。

再計算グループ国内最低課税額に係る配分方法（内国法⼈に帰せられる割合）③

UPE

＜国内＞

＜国外＞

CE A CE B

UPE

＜国内＞

＜国外＞

CE A CE B

項目 金額

再計算国内グループ純所得の金額
Year3において既に消滅しているCE Aにつ
いて算出された金額 5 については、Year1
の国内最低課税額に含むものとする。

200

再計算国内グループ調整後対象租税額 20

再計算国内実効税率 10%

再計算グループ国内最低課税額 10（＝200×（15％ー 10％））

再計算個別基準税額に満たない金額

過去帰属割合

再計算国内最低課税額

【制度の概要】

再計算グループ国内最低課税額は、基本的には、進行期である当期にグループに属している構成会社等（当該グループに係る共同支配会社
等を含む。）に対して課税を行うことを前提としている。
そのため、過去対象会計年度においてグループに属していた構成会社等のうち、当期において既に消滅している構成会社等（例：当期前に
残余財産の確定した構成会社等、当期前に合併により解散した構成会社等）に係る配分金額（国内最低課税額）については、当期において
課税することができない。
したがって、当期において既に消滅している構成会社等に係る再計算グループ国内最低課税額に係る国内最低課税額については、再計算グ
ループ国内最低課税額に係る過去対象会計年度の国内最低課税額に含むものとする。

＜Year1＞ ＜Year3＞

・個別計算所得等の金額：200
・国内調整後対象租税額：30

5
（＝100×15％ー 10）

5
（＝100×15％ー 10）

・個別計算所得等の金額：100
・国内調整後対象租税額：15 （⇒10）

Year 2 に残余財産
の確定

・個別計算所得等の金額：100
・国内調整後対象租税額：15 （⇒10）

Ａ社

5/10 5/10

Ｂ社

5（＝10×5/10）5（＝10×5/10）
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④　未分配所得国内最低課税額
　上記①でいう「未分配所得国内最低課税
額」とは、その対象会計年度の上記⑴①に掲
げる内国法人（各種投資会社等に限ります。）
に係る未分配所得国内最低課税額をいいます
（法法82の19②一ハ）。
　ここでいう未分配所得国内最低課税額は、
上記⑴①に掲げる内国法人（上記⑴①の特定

多国籍企業グループ等に属する構成会社等
（その所在地国が我が国であるものであって、
かつ、対象各種投資会社等であるものに限り
ます。）であるものに限ります。）の各対象会
計年度に係る各対象株主等に係る法人税法施
行令第155条の42第 1 項に規定する株主等別
未分配額の合計額とされます（法令155の67）。

⑤　永久差異調整に係るグループ国内最低課税
額に係る帰属額
イ　概要
　上記①でいう「永久差異調整に係るグル
ープ国内最低課税額に係る帰属額」とは、
その対象会計年度に係る国内グループ調整

後対象租税額が零を下回る場合のその下回
る額からその対象会計年度の我が国に係る
特定国別調整後対象租税額（イの金額から
ロの金額を控除した残額に基準税率を乗じ
て計算した金額をいいます。）を控除した
残額に、帰属割合を乗じて計算した金額を

未分配所得国内最低課税額

【構成会社等Ｂの適用要件（法令155の31②一）】
　 構成会社等Ｂが、各種投資会社等からの利益の配当に係る所得に15%以上の税率で課税されること。
　 構成会社等Ｂが各種投資会社等ではないこと。
　 特定多国籍企業グループ等報告事項等において、本規定の選択をしていること。
　 なお、本規定の選択は、持分保有者ごとに適用。

【各種投資会社等IEへの効果（法令155の31①二）】
　 本規定が適用されたＢの持分に対応する個別計算所得等の金額及び調整後対象租税額は、当該各種投
　 資会社等に係る実効税率計算から除外される。

【構成会社等Ｂへの効果（法令155の31①一）】
　 原則、構成会社等から受けた利益の配当は個別計算所得等の金額の計算に含まれないところ、本規定
　 の適用を受けている各種投資会社等からの利益の配当はＢの個別計算所得等の金額の計算に加算され
　 る。
　 特定対象租税金額（各種投資会社等が支払った対象租税のうち、各種投資会社等からの分配に関して
　 Ｂの税額計算において控除が認められる金額）は、Ｂの個別計算所得等の金額及び調整後対象租税額
　 に加算される。

（注）計算方法は、各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税（我が国のIIR）における未分配所得国際最低課税額（法法82の 3 ②一
　 ハ）と同様

【制度の概要】

構成会社等
Ａ

50%
課税分配法
適用なし

50%
課税分配法

適用有

構成会社等
Ｂ

各種投資会社等
IE

控除対象会計年度

Y1年度
（判定対象会計年度）

【IE】
　 Y1でIEの特例適用前
　 個別計算所得等の金額
　 400のうちＢの持分割
　 合50%を乗じて計算し
　 た200に法令155の31適
　 用
　 この200はIEの実効税
　 率計算から除外

Y2年度 Y3年度 Y4年度
（当期の対象会計年度）

200
400

100

課税分配法（法令155の31）は、特定多国籍企業グループ等が各種投資会社等を通じて得た所得について、実効税率の計算上、各種投資会社
等の所得としてではなく、各種投資会社等からの分配を受けた構成会社等（各種投資会社等を除く）の所得として取り扱うことができる選
択規定。
本規定は、各種投資会社等からの分配に対してその持分を有する構成会社等がその所在地で基準税率（15%）以上の税率で課税される場合
に選択できる。
本規定の適用により、各種投資会社等が 4年以内に所得の分配を行う限り、各種投資会社等に係る国内最低課税額を減少させることができ
るが、分配しきれなかった場合には、その分配しきれなかった残額に15%を乗じる等して計算した金額が各種投資会社等に係る国内最低課
税額（未分配所得国内最低課税額）とされる。

【未分配所得国内最低課税額】
　 判定対象会計年度の 3期後の対象会計
　 年度（当期）の末日における未分配所
　 得額に、構成会社等Ｂの持分割合及び
　 基準税率（15%）を順次乗じて計算し
　 た金額が未分配所得国内最低課税額と
　 なる。

【未分配所得額の控除項目】
　 以下の金額が、未分配所得額を減少さ
　 せる。
  1．各種投資会社等の対象租税
  2．控除対象会計年度における株主（各
　　 種投資会社等である構成会社等を除
　　 く）への利益の配当及びこれに類す
　　 るもの
  3．控除対象会計年度に生じた各種投資
　　 会社等の損失（特例適用前個別計算
　　 所得等の金額のうち零を下回るもの）
  4．繰り越された損失（判定対象会計年
　　 度前に未分配所得額を控除してもな
　　 お残った特例適用前個別計算所得等
　　 の金額のうち零を下回るもの）

100

【IE】
　 Y2で利益の配当200を
　 支払（そのうちBへの
　 利益の配当は100）

【B】
　 この利益の配当100を
　 Ｂの特例適用前個別
　 計算所得等の金額に
　 加算

【IE】
　 Y3でIEに損失100発
　 生

【IE】
　 Y4の末日時点の残額（未分
　 配所得額）100にＢの持分割
　 合50%及び基準税率15%を
　 乗じて計算した額7.5がY4に
　 おけるIEの未分配所得国内
　 最低課税額となる
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いいます（法法82の19②三ハ）。
イ　その所在地国を所在地国とする全ての
構成会社等のその対象会計年度に係る個
別計算損失金額の合計額
ロ　その所在地国を所在地国とする全ての
構成会社等のその対象会計年度に係る個
別計算所得金額の合計額

ロ　帰属割合
　上記イにおける「帰属割合」とは、各対
象会計年度に係るイに掲げる金額がその対
象会計年度に係るロに掲げる金額のうちに
占める割合とされます（法令155の68）。

イ　上記⑴①に掲げる内国法人（特定多国
籍企業グループ等に属する構成会社等
（その所在地国が我が国であるものに限
ります。）であるものに限ります。）の国
内調整後対象租税額が個別基準税額を下
回る場合のその下回る部分の金額
ロ　イの特定多国籍企業グループ等に属す
る構成会社等（その所在地国が我が国で
あるものに限ります。）の国内調整後対
象租税額が個別基準税額を下回る場合の
その下回る部分の金額の合計額

国内グループ調整後対象租税額が零を下回る一定の場合における内国法⼈に帰せられる割合

【国内税率が基準税率（15％）を超えるケース】

国内税率
30％

△15 △15
会計上

（QDMTT）
の損失
△100

繰延
税金資産
△30

△15

税務上の損失
△100

会計上
（QDMTT）
の損失
△100

税務上の損失
△120

繰延
税金資産
△18

△ 3

【永久差異調整に係るグループ国内最低課税額が生じるケース】
国内税率
30％

（15％を上限として繰
延税金資産を計算）

将来の調整後対象租税額を増加さ
せ、実効税率が高く算出されるため、
当期あるいは取崩年度において課税
（適切な実効税率計算の確保）

調整後対象租税額は、主に、一般的な法人税である「当期対象租税額」と税効果会計による繰延税金資産・繰延税金負債である「法
人税等調整額」から構成される。
法人税等調整額の計算上、基準税率を超える税率で算出された繰延税金資産は基準税率により算出されたものとされる。
そのため、国内税率が基準税率（15％）を超える場合であっても、基本的に会計上（QDMTT）の損失と税務上の損失が同額
である限りにおいては、15％を超える繰延税金資産は算出されない。したがって、永久差異調整に係るグループ国内最低課税
額は生じない。

繰延税金資産は税務上の損失に基づき計算されることから、例えば、税務上のみ認められる損失により会計上（QDMTT）の
損失よりも税務上の損失が大きい場合には、会計上（QDMTT）の損失に15％を乗じた金額を超える繰延税金資産が算出される。
この超える部分の繰延税金資産は、将来の調整後対象租税額を増加させ、実効税率が高く算出される効果を有するため、当期
あるいは繰延税金資産を取り崩す年度において課税を行うこととされている。

【国内税率が基準税率（15％）を超えるケース】

【永久差異調整に係るグループ国内最低課税額が生じるケース】

QDMTT上、基準税率（15％）によ
り算出されたものとされる。
そのため、15％を超える繰延税金
資産は算出されない
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⑶　グルーピング特例
　構成会社等に係る国内最低課税額は、特定多
国籍企業グループ等に属する全ての構成会社等
（その所在地国が我が国であるものに限りま
す。）単位でその計算を行うことが原則です。
　ただし、特定多国籍企業グループ等に属する
構成会社等（その所在地国が我が国であるもの
に限ります。）のうちに次に掲げる構成会社等
（⑶において「特定構成会社等」といいます。）
がある場合には、特定構成会社等と特定構成会
社等以外の構成会社等とに区分して、それぞれ
の特定構成会社等（我が国にその特定構成会社
等（②の特定構成会社等に限ります。）のみで
構成される企業集団がある場合にはその企業集
団に属する他の特定構成会社等を含むものとし、
我が国にその特定構成会社等（③の特定構成会
社等に限ります。）以外の他の特定構成会社等
（③の特定構成会社等に限ります。）がある場合
には当該他の特定構成会社等を含みます。）ご
とに、構成会社等に係る国内最低課税額に係る

規定（法法82の19②③）を適用することとされ
ています（法法82の19④において準用する法法
82の 3 ③）。
①　被少数保有構成会社等（②及び③を除きま
す。）
②　被少数保有親構成会社等（③を除きます。）
又は被少数保有子構成会社等（③を除きま
す。）
③　各種投資会社等
（注 1）　複数の被少数保有親構成会社等（その所

在地国が我が国であるものに限ります。）に

係るサブグループに属する被少数保有子構

成会社等（その所在地国が我が国であるも

のに限ります。）がある場合には、それぞれ

のサブグループごとに、本特例の適用を行

います。
（注 2）　複数の各種投資会社等（その所在地国が

我が国であるものに限ります。）がある場合

には、それらを一つのグループとして、本

特例の適用を行います。

国内グループ調整後対象租税額が零を下回る一定の場合における内国法⼈に帰せられる割合
（永久差異調整に係るグループ国内最低課税額に係る配分割合）

UPE

・個別計算損失金額：▲200
・国内調整後対象租税額：▲35

＜国内＞

＜国外＞

・個別計算損失金額：　100
・国内調整後対象租税額： 0

CE A CE B

国内調整後対象租税額が個別基準税額
を下回る場合のその下回る部分の金額
に基づき配分

項目 金額

Ａ社

5
（＝▲200×15％－▲35）

5/20

5
（＝20× 5 /20）

15
（＝100×15％ー 0 ）

15/20

15
（＝20×15/20）

▲100
▲35

▲15（＝▲100×15％）

20（＝35－15）

Ｂ社

国内グループ純所得の金額
国内グループ調整後対象租税額

特定国別調整後対象租税額

永久差異調整に係るグループ国内最
低課税額

個別基準税額に満たない金額

帰属割合

国内最低課税額

【概要】

永久差異調整に係るグループ国内最低課税額は、国内グループ調整後対象租税額が零を下回る場合のその下回る額から我が国に係る特

定国別調整後対象租税額（国単位のグループ純損失の金額に基準税率を乗じて計算した金額をいう。）を控除した残額として計算される。

永久差異調整に係るグループ国内最低課税額について、「国内調整後対象租税額が個別基準税額（個別計算所得等の金額に基準税率を

乗じた金額）を下回る部分の金額の割合」に基づき計算した割合で各構成会社等に配分される。
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⑷　各種投資会社等に係る国内最低課税額の計算
の特例
①　概要
　各対象会計年度の国際最低課税額に対する
法人税においては、GloBE ルールに沿って、
各種投資会社等の収入が一般的に事業体レベ
ルで課税されないというその特殊性から、各
種投資会社等の個別計算所得等の金額等につ
いて、最終親会社等が有するその各種投資会
社等に対する持分に係る部分に限定した上で、
国際最低課税額の計算を行うこととされてい
ます。
　今般、国内ミニマム課税（QDMTT）の国
内法制化を行ったところですが、GloBE ル
ールと基本的に同様に計算することとされて
いるため、各対象会計年度の国内最低課税額
に対する法人税についても同様の仕組みを措
置しています。
②　具体的な内容

イ　構成会社等（その所在地国が我が国であ
るものに限ります。②において同じです。）
が各種投資会社等に該当する場合には、そ
の構成会社等の各対象会計年度に係る個別
計算所得等の金額、国内調整後対象租税額
（被配分当期対象租税額及び被配分繰延対
象租税額を除きます。）及び我が国に係る
実質ベース所得除外額には、これらの金額
にその構成会社等に係る最終親会社等以外
の者に帰せられる割合をそれぞれ乗じて計
算した金額を含まないものとして、国内実
効税率及び当期グループ国内最低課税額に
係る帰属額の計算を行うこととされていま
す（法令155の78①、法規38の65①）。
ロ　構成会社等が各種投資会社等に該当する
場合には、その構成会社等の過去対象会計
年度に係る再計算個別計算所得等の金額、
再計算国内調整後対象租税額（その過去対
象会計年度に係る被配分当期対象租税額及

特殊な事業体の国内実効税率及び国内最低課税額の計算

【概要】
〇  原則、国内実効税率は、我が国に所在する全ての構成会社等の所得、税額を合算して計算。
〇  しかし、以下の特殊な事業体の国内実効税率は、通常の構成会社等とは区別して、同一類型のグループごとに合算して計算（法法82の19④）。
　    被少数保有構成会社等グループ（被少数保有親構成会社等及びその被少数保有子構成会社等）
　    各種投資会社等
〇  被少数保有構成会社等グループについては、事業体の類型としては同じであっても、直接の資本関係がなければ、さらに区別して計算する。
〇  被少数保有共同支配会社等グループ、共同支配会社等である各種投資会社等についても、上記と同様（法法82の19⑦）。

UPE

MOPE

MO
Sub

CE1

日本 実効税率
5 %

実効税率
12%

実効税率
15%

実効税率
10%

実効税率
10%

実効税率
5 %

実効税率
8 %

実効税率
7 %

実効税率
10%

実効税率
5 %

実効税率
5 %

Ａ国

CE2 JV1 JV3

JV4

JV5 JV6

JV2
（IE）

CE3

MOCE

原則

UPE　   ：最終親会社等
CE　　  ：構成会社等
MOCE   ：被少数保有構成会社等
MOPE   ：被少数保有親構成会社等
MO Sub：被少数保有子構成会社等

IE 　　　   ：各種投資会社等
JV　　　   ：共同支配会社等
MOJV　　 ：被少数保有共同支配会社等
MOJV PE  ：被少数保有親共同支配会社等
MOJV Sub：被少数保有子共同支配会社等

MOJV

MOJV
PE

MOJV 
Sub

所在地国が同一であっても、特殊な事業体については、それぞれサブグループに分けて、実効税率を計算

IE1 IE2

IE3
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び被配分繰延対象租税額を除きます。）及
び我が国に係る実質ベース所得除外額には、
これらの金額にその構成会社等に係る最終
親会社等以外の者に帰せられる割合をそれ
ぞれ乗じて計算した金額を含まないものと
して、再計算国内実効税率及び再計算グル
ープ国内最低課税額に係る帰属額の計算を
行うこととされています（法令155の78②、
法規38の65①）。

⑸　適用免除基準
①　収入金額等に関する適用免除基準
イ　概要
　特定多国籍企業グループ等に属する構成
会社等（その所在地国が我が国であるもの
に限るものとし、各種投資会社等を除きま
す。）である内国法人が各対象会計年度に
おいて次に掲げる要件の全てを満たす場合
には、その対象会計年度のその内国法人に
係る当期グループ国内最低課税額は、零と
する特例が設けられています（法法82の19
⑧、法令155の79①において準用する法令
155の55）。
イ　収入金額要件
　次に掲げる金額の合計額を適用対象会
計年度（本特例の適用を受けようとする
対象会計年度をいいます。①において同
じです。）及び直前 2 対象会計年度（そ
の適用対象会計年度の直前の 2対象会計
年度をいいます。①において同じです。）
の数で除して計算した金額が1,000万ユ
ーロを本邦通貨表示の金額に換算した金
額に満たないこと。
ⅰ　特定多国籍企業グループ等に属する
我が国を所在地国とする全ての構成会
社等（各種投資会社等を除きます。）
のその適用対象会計年度に係る収入金
額（その収入金額につき利益の配当の
額その他に関する一定の調整を加えた
金額（注 2）（その期間が 1 年でない

対象会計年度にあっては、その金額を
その対象会計年度の月数で除し、これ
に12を乗じて計算した金額）に限りま
す。ⅱにおいて同じです。）の合計額
ⅱ　ⅰの全ての構成会社等のその直前 2
対象会計年度に係る収入金額の合計額

ロ　所得金額要件
　適用対象会計年度に係る所在地国所得
等の金額（ⅰに掲げる金額からⅱに掲げ
る金額を減算した金額をいいます。ロに
おいて同じです。）と直前 2 対象会計年
度に係る所在地国所得等の金額の合計額
をその適用対象会計年度及びその直前 2
対象会計年度の数で除して計算した金額
が100万ユーロを本邦通貨表示の金額に
換算した金額に満たないこと。
ⅰ　特定多国籍企業グループ等に属する
我が国を所在地国とする全ての構成会
社等（各種投資会社等を除きます。）
の各対象会計年度に係る個別計算所得
金額（その期間が 1年でない対象会計
年度にあっては、その個別計算所得金
額をその対象会計年度の月数で除し、
これに12を乗じて計算した金額）の合
計額
ⅱ　ⅰの全ての構成会社等の各対象会計
年度に係る個別計算損失金額（その期
間が 1年でない対象会計年度にあって
は、その個別計算損失金額をその対象
会計年度の月数で除し、これに12を乗
じて計算した金額）の合計額

（注 1）　上記イⅰ及びロの月数は、暦に従

って計算し、 1 月に満たない端数を

生じたときは、これを 1 月とするこ

ととされています（法令155の79①に

おいて準用する法令155の55④）。
（注 2）　収入金額要件に係る収入金額は、

各対象会計年度の国際最低課税額に

対する法人税における収入金額に関

する適用免除基準と同様に計算する
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こととされています（法規38の66① において準用する法規38の44①②）。

ロ　適用要件
　本特例は、特定多国籍企業グループ等の
各対象会計年度に係るグループ国内最低課
税額報告事項等（上記⑴①に掲げる内国法
人について本特例の適用を受けようとする
旨を含むものに限ります。ロにおいて同じ
です。）の提供がある場合又は我が国以外
の国若しくは地域の租税に関する法令を執
行する当局にそのグループ国内最低課税額
報告事項等に相当する事項の提供がある場
合（提供義務免除規定の適用がある場合に
限ります。）に限り、適用することとされ
ています（法法82の19⑪）。
ハ　連結除外構成会社等に係る簡便計算特例
　特定多国籍企業グループ等の各対象会計
年度に係るグループ国内最低課税額報告事

項等（我が国を所在地国とする構成会社等
が連結除外構成会社等（下記②参照。ハに
おいて同じです。）である場合に、その連
結除外構成会社等に係る次に掲げる金額の
計算につき簡便計算特例の適用を受けよう
とする旨を含むものに限ります。ハにおい
て同じです。）の提供がある場合又は我が
国以外の国若しくは地域の租税に関する法
令を執行する当局にそのグループ国内最低
課税額報告事項等に相当する事項の提供が
ある場合（提供義務免除規定の適用がある
場合に限ります。）には、その連結除外構
成会社等に係る次に掲げる金額は、それぞ
れ次に定める金額とすることとされていま
す（法令155の79①において準用する法令
155の55③）。

収⼊⾦額等に係る適用免除基準

概　要

適用要件

〇  仮に国内実効税率が15%未満であったとしても15％に至らない部分の金額が僅少であると考えられる一定の場合において、
　特定多国籍企業グループ等の選択（本規定を受けようとする旨の記載があるグループ国内最低課税額報告事項等の提供が要
　件）により、当期グループ国内最低課税額を零とする（法法82の19⑧⑪⑮）。
※ 各種投資会社等については、収入金額等に係る適用免除基準の適用が無い。

〇  収入金額等に係る適用免除基準は、以下の要件のいずれも満たす場合に適用することができる。　
  ① 3 年平均で計算される我が国の一定の収入が、1,000万ユーロ未満であること
  ② 3 年平均で計算される我が国の一定の所得が、100万ユーロ未満であること
 ※  被少数保有構成会社等又は被少数保有共同支配会社等は、国内実効税率の計算では区別されるが、収入金額等に係る適用
　免除基準の要件の判定では区別されない。

UPE

日本

Ａ国

JV1

JV3

JV2CE1 CE2

CE3

MOPE

MO Sub

MOCE
IE1

共同支配会社等については、国内実効税率計算と同様、
収入金額等に係る適用免除基準の要件も区別して判定

・国内実効税率計算上区別される被少数保有構成会社等も適用免除基準の要件の判定時には我が
 国の他の通常の構成会社等と併せて判定。
・適用免除基準の要件を満たせば、これら全ての構成会社等の当期グループ国内最低課税額が零
 となる。

各種投資会社等は、適用免除基準の適用無

IE2

UPE　　：最終親会社等
CE　　  ：構成会社等
IE　　　 ：各種投資会社等

MOCE  ：被少数保有構成会社等
MOPE   ：被少数保有親構成会社等
MO Sub：被少数保有子構成会社等
JV　　  ：共同支配会社等
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イ　収入金額要件の判定に係る適用対象会
計年度に係る収入金額　その適用対象会
計年度に係る国別報告事項（租税特別措
置法第66条の 4の 4第 1項に規定する国
別報告事項をいいます。以下同じです。）
又はこれに相当する事項として所轄税務
署長等（租税特別措置法第66条の 4の 4
第 1項若しくは第 2項に規定する所轄税
務署長又は我が国以外の国若しくは地域
の租税に関する法令を執行する当局をい
います。ハ及び下記②において同じで
す。）に提供された我が国に係る収入金
額（その連結除外構成会社等に係る部分
に限るものとし、その期間が 1年でない
対象会計年度にあっては、その収入金額
をその対象会計年度の月数で除し、これ
に12を乗じて計算した金額とされます。
ハにおいて「調整後収入金額」といいま
す。）（その国別報告事項又はこれに相当
する事項が提供されない場合にあっては、
その国別報告事項又はこれに相当する事
項として最終親会社等の所在地国に提供
されるものとした場合におけるその連結
除外構成会社等の我が国に係る調整後収
入金額。ハにおいて同じです。）
ロ　収入金額要件の判定に係る直前 2対象
会計年度に係る収入金額　その直前 2対
象会計年度に係る国別報告事項又はこれ
に相当する事項として所轄税務署長等に
提供された我が国に係る調整後収入金額
ハ　所得金額要件に係る各対象会計年度に
係る個別計算所得金額　その対象会計年
度に係る国別報告事項又はこれに相当す
る事項として所轄税務署長等に提供され
た我が国に係る調整後収入金額が零を超
える場合におけるその超える部分の金額
ニ　所得金額要件に係る各対象会計年度に
係る個別計算損失金額　次に掲げる場合
の区分に応じそれぞれ次に定める額
ⅰ　その対象会計年度に係る国別報告事

項又はこれに相当する事項として所轄
税務署長等に提供された我が国に係る
調整後収入金額が零である場合　零
ⅱ　その対象会計年度に係る国別報告事
項又はこれに相当する事項として所轄
税務署長等に提供された我が国に係る
調整後収入金額が零を下回る場合　そ
の下回る部分の金額

（注）　イの月数は、暦に従って計算し、 1 月

に満たない端数を生じたときは、これを

1月とすることとされています（法令155

の79①において準用する法令155の55④）。

②　連結除外構成会社等に関する適用免除基準
イ　概要
　特定多国籍企業グループ等に属する構成
会社等（その所在地国を我が国とする構成
会社等のうちに連結除外構成会社等が含ま
れるものに限ります。）である内国法人が
各対象会計年度において次に掲げる要件の
いずれかを満たす場合には、その対象会計
年度のその内国法人に係る当期グループ国
内最低課税額は、零とすることとされてい
ます（法法82の19⑨、法令155の79②にお
いて準用する法令155の55⑤⑥）。
イ　実効税率要件
　ｉに掲げる金額がⅱに掲げる金額（零
を超えるものに限ります。）のうちに占
める割合が15％以上であること。
ⅰ　次に掲げる金額の合計額
⒤　我が国を所在地国とする全ての構
成会社等（連結除外構成会社等を除
きます。）のその対象会計年度に係
る国内調整後対象租税額の合計額
ⅱ　その対象会計年度に係る国別報告
事項又はこれに相当する事項として
所轄税務署長等に提供された我が国
に係る発生税額に係る事項に係る金
額（連結除外構成会社等に係る部分
に限ります。②において「調整後税
額」といいます。）（その国別報告事
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項又はこれに相当する事項が提供さ
れない場合にあっては、その国別報
告事項又はこれに相当する事項とし
て最終親会社等の所在地国に提供さ
れるものとした場合におけるその連
結除外構成会社等の我が国に係る調
整後税額）

ⅱ　次に掲げる金額の合計額
⒤　我が国を所在地国とする全ての構
成会社等（連結除外構成会社等を除
きます。）のその対象会計年度に係
る個別計算所得金額の合計額からそ
の対象会計年度に係る個別計算損失
金額の合計額を減算した金額
ⅱ　その対象会計年度に係る国別報告
事項又はこれに相当する事項として
所轄税務署長等に提供された我が国
に係る収入金額（連結除外構成会社
等に係る部分に限ります。ⅱにおい
て「調整後収入金額」といいます。）
（その国別報告事項又はこれに相当
する事項が提供されない場合にあっ
ては、その国別報告事項又はこれに
相当する事項として最終親会社等の
所在地国に提供されるものとした場
合におけるその連結除外構成会社等
の我が国に係る調整後収入金額）

ロ　通常利益要件
　上記イⅱに掲げる金額がその対象会計
年度のその内国法人に係る我が国に係る

実質ベース所得除外額以下であること。
ロ　適用要件
　本特例は、特定多国籍企業グループ等の
各対象会計年度に係るグループ国内最低課
税額報告事項等（上記⑴①に掲げる内国法
人について本特例の適用を受けようとする
旨を含むものに限ります。ロにおいて同じ
です。）の提供がある場合又は我が国以外
の国若しくは地域の租税に関する法令を執
行する当局にそのグループ国内最低課税額
報告事項等に相当する事項の提供がある場
合（提供義務免除規定の適用がある場合に
限ります。）に限り、適用することとされ
ています（法法82の19⑪）。
　また、上記イの連結除外構成会社等は、
特定多国籍企業グループ等の各対象会計年
度に係るグループ国内最低課税額報告事項
等（我が国を所在地国とする構成会社等が
連結除外構成会社等である場合に、その連
結除外構成会社等について本特例の適用を
受けようとする旨を含むものに限ります。
ロにおいて同じです。）の提供がある場合
又は我が国以外の国若しくは地域の租税に
関する法令を執行する当局にそのグループ
国内最低課税額報告事項等に相当する事項
の提供がある場合（提供義務免除規定の適
用がある場合に限ります。）におけるその
連結除外構成会社等に限るものとされてい
ます（法令155の79②において準用する法
令155の55⑦）。
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⑹　我が国に係る実質ベース所得除外額の特例
　特定多国籍企業グループ等の各対象会計年度
に係るグループ国内最低課税額報告事項等（我
が国に係る実質ベース所得除外額の計算につき
本特例の適用を受けようとする旨を含むものに
限ります。⑹において同じです。）の提供があ
る場合又は我が国以外の国若しくは地域の租税

に関する法令を執行する当局にそのグループ国
内最低課税額報告事項等に相当する事項の提供
がある場合（提供義務免除規定の適用がある場
合に限ります。）には、その対象会計年度の我
が国に係る実質ベース所得除外額は、零とする
こととされています（法法82の19⑫）。

【要件①】　簡素な実効税率要件

簡便計算による実効税率（下記算式により算出）が15%以上であること。

【要件①】の分母の金額が、法法82の19②一イ⑵によって算出される国内グループ純所得の金額から控除する金額以下であること。

我が国を所在地国とする全ての構成会社等の国内調整後対象租税額の合計額

国内グループ純所得の金額
簡便計算による

実効税率 ＝

我が国を所在地国とする全ての構成会
社等（連結除外構成会社等を除く。）
の国内調整後対象租税額の合計額

国別報告事項（CbCR）として提供さ
れた我が国に係る発生税額（連結除外

構成会社等に係る部分に限る。）
＋

我が国を所在地国とする全ての構成会社等
（連結除外構成会社等を除く。）の個別計算
所得金額の合計額から個別計算損失金額の

合計額を減算した金額

国別報告事項（CbCR）として提供された
我が国に係る収入金額（連結除外構成会社

等に係る部分に限る。）
＋

【要件②】　通常利益要件

（注 1 ）各種投資会社等又は被少数保有構成会社等は、国内実効税率の計算と同様に、以下の要件の判定においても、通常の構成会社等又は共
同支配会社等と区別される（法法82の19⑩）。

（注 2 ）共同支配会社等については、 その発生税額や収入金額がCbCRに記載されないことから、連結除外構成会社等に係る適用免除基準の適用
はない。

【概要】

〇  連結除外構成会社等について、その国別報告事項（CbCR）に記載された「発生税額」と「収入金額」を用いた以下の要件の

 判定を行い、そのいずれかの要件を満たす場合において、特定多国籍企業グループ等の選択（本規定を受けようとする旨の記載

 があるグループ国内最低課税額報告事項等の提供が要件）により、当期グループ国内最低課税額を零とする（法法82の19⑨⑪）。

連結除外構成会社等に係る適用免除基準
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⑺　永久差異調整に係るグループ国内最低課税額
に係る特例
　特定多国籍企業グループ等の各対象会計年度
に係るグループ国内最低課税額報告事項等（永
久差異調整に係るグループ国内最低課税額の計
算につき本特例の適用を受けようとする旨を含
むものに限ります。⑺において同じです。）の
提供がある場合又は我が国以外の国若しくは地

域の租税に関する法令を執行する当局にそのグ
ループ国内最低課税額報告事項等に相当する事
項の提供がある場合（提供義務免除規定の適用
がある場合に限ります。）には、その対象会計
年度の永久差異調整に係るグループ国内最低課
税額は、零とすることとされています（法法82
の19⑬）。

給与適用除外額及び有形資産適用除外額をゼロとする特例

（※ 1 ）我が国のIIRと同様に、令和 8 年に開始する対象会計年度においては9.4％とし、 7 年間で 5 ％に逓減する（令 5 改正法附則14⑤）。
（※ 2 ）我が国のIIRと同様に、令和 8 年に開始する対象会計年度においては7.4％とし、 7 年間で 5 ％に逓減する（令 5 改正法附則14⑥）。
（※ 3 ）我が国のIIRと同様に、国内実効税率の計算を行う場合において、国内調整後対象租税額の合計額がゼロを下回る場合には、ゼロとして取
　　　り扱う（法法82の19②一イ⑶）。

（※ 4 ）我が国のIIRと同様に、永久差異調整に関する繰越額がある場合には、その控除を行う（ゼロどまり）（法法82の19②一イ⑶） 。

【概要】

【計算式】

①  「国内グループ純所得の金額」　＝

②　「給与適用除外額」　＝　我が国で業務を行う一定の従業員の一定の給与の金額　×　 5 ％（※ 1 ）

③　「有形資産適用除外額」　＝　我が国にある一定の有形資産の帳簿価額　×　 5 ％（※ 2 ）

④　「国内実効税率」　＝
我が国に所在する全ての構成会社等の国内調整後対象租税額の合計額（※ 3 , 4 ）

国内グループ純所得の金額

我が国に所在する構成会社等の
個別計算所得金額の合計額

我が国に所在する構成会社等の
個別計算損失金額の合計額

特定多国籍企業グルー
プ等の選択によりゼロ
とすることができる。

－

「当期グループ国内最低課税額」　
　　＝　（①「国内グループ純所得の金額」　－　「②給与適用除外額＋③有形資産適用除外額」 ）×（基準税率（15%）　－　④国内実効税率）

当期グループ国内最低課税額の計算に当たっては、国内グループ純所得の金額から我が国に係る給与適用除外額（我が国で業務

を行う一定の従業員の一定の給与の金額）及び有形資産適用除外額（我が国にある一定の有形資産の帳簿価額）を控除する。

ただし、特定多国籍企業グループ等における我が国に係る給与適用除外額及び有形資産適用除外額の計算の負担を考慮して、特

定多国籍企業グループ等の選択（本規定を受けようとする旨の記載があるグループ国内最低課税額報告事項等の提供が要件）に

より、これらの除外額をゼロとすることができる。

─�635�─

――国際課税関係の改正――



⑻　国際的な事業活動の初期段階における適用免
除
①　概要
　今般の改正において創設された各対象会計
年度の国際最低課税残余額に対する法人税
（UTPR）において、国際的な事業活動の初
期段階における適用免除が措置されています
（法法82の11③）。これは、各対象会計年度の
国際最低課税額に対する法人税とは異なり、
親会社等のみならず子会社等に対しても課税
する制度であることから、国際的な事業活動
の初期の段階にあるグループの事務負担に配
慮された仕組みです。
　これに伴い、ガイダンスに沿って、各対象
会計年度の国内最低課税額に対する法人税
（QDMTT）においても「国際的な事業活動
の初期段階における適用免除」が措置されて
います。これは、UTPR に係る「国際的な
事業活動の初期段階における適用免除」によ
ってその特定多国籍企業グループ等に対する

UTPR 課税が適用免除とされているにもか
かわらず、我が国がQDMTTを適用して我
が国を所在地国とする内国法人等に対して課
税することとなれば、UTPR に係る「国際
的な事業活動の初期段階における適用免除」
が措置されている趣旨を否定することになっ
てしまうためです。
　ただし、QDMTT は外国による IIR・
UTPR 課税を防止する機能を有する仕組み
でもあることから、外国によって、我が国を
所在地国とする構成会社等又は共同支配会社
等についてグループ単位で算出された基準税
率に満たない金額に対して IIR を課すること
とされている場合には、我が国の財源流出を
防止するため、QDMTTに係る「国際的な
事業活動の初期段階における適用免除」は適
用されないこととされています。
②　具体的内容
　特定多国籍企業グループ等の対象会計年度
（②において「判定対象会計年度」といいま

「永久差異調整に係るグループ国内最低課税額」をゼロとする特例

【永久差異調整に係るグループ国内最低課税額が生じるケース】 国内税率　30％
（15％を上限として
繰延税金資産を計算）

会計上
（QDMTT）
の損失
△100

税務上の損失
△120△15

△ 3

【原則】

【永久差異調整に係るグループ国内最低課税額（原則）】
　調整後対象租税額は、主に、一般的な法人税である「当期対象租税額」と税効果会計による繰延税金資産・繰延税金負債である「法人税等
　調整額」から構成される。
　繰延税金資産は税務上の損失に基づき計算されるため、例えば、税務上のみ認められる損失により会計上（QDMTT）の損失よりも税務上
　の損失が大きい場合には、会計上（QDMTT）の損失に15％を乗じた金額を超える繰延税金資産が算出される。
　この超える部分の繰延税金資産は、将来の調整後対象租税額を増加させ、実効税率が高く算出される効果を有するため、当期（繰延税金資
　産が発生した年度）に課税を行うこととされている（永久差異調整に係るグループ国内最低課税額）。

【特例の概要】　
　しかし、国内グループ純所得がない場合であっても国内最低課税額が発生すること等を考慮して、繰延税金資産が発生した対象会計年度で
　は本規定により「永久差異調整に係るグループ国内最低課税額」をゼロとし、翌期以降において課税（繰越控除）を行うことが認められている。
　本規定は、その適用を受けようとする旨の記載があるグループ国内最低課税額報告事項等の提供がある場合に限り適用する。

将来の調整後対象租税額を増加させ、
実効税率が高く算出されるため、当
期あるいは取崩年度において課税（適
切な実効税率計算の確保）

【特例】

当期に発生した「永久差異調整に係るグループ
国内最低課税額」を本規定によりゼロとする
（翌期以降に課税）。
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す。）が、法人税法第82条の11第 3 項各号に
掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める対
象会計年度開始の日以後 5年以内に開始し、
かつ、同項に規定する政令で定める対象会計
年度に該当する場合（その特定多国籍企業グ
ループ等に属する構成会社等（その所在地国
が我が国であるものに限ります。）又はその
特定多国籍企業グループ等に係る共同支配会
社等（その所在地国が我が国であるものに限

ります。）のいずれかに係る最終親会社等、
中間親会社等又は被部分保有親会社等が外国
における各対象会計年度の国際最低課税額に
対する法人税に相当する税を課することとさ
れている場合を除きます。）には、その判定
対象会計年度に係るその特定多国籍企業グル
ープ等に属する上記⑴①に掲げる内国法人の
国内最低課税額は、零とすることとされてい
ます（法法82の19⑭）。

⑼　共同支配会社等に係る国内最低課税額
　共同支配会社等に係る国内最低課税額は、基
本的に構成会社等に係る国内最低課税額と同様
に計算することとされています（法法82の19⑤
～⑦⑮）。
　なお、次の点については構成会社等に係る国
内最低課税額と取扱いが異なりますので留意を
要します。
①　例えば、その所在地国を我が国とする 2つ
の共同支配会社等がある場合において、これ

らの共同支配会社等が同一の資本系統に属し
ていないときは、それぞれ区分して共同支配
会社等に係る国内最低課税額を計算すること
とされています。
②　共同支配会社等に係る国内最低課税額の計
算において、次に掲げる特例は適用されませ
ん。
イ　収入金額に関する適用免除基準における
連結除外構成会社等に係る簡便計算特例
ロ　連結除外構成会社等に関する適用免除基

QDMTTに係る国際的な事業活動の初期段階における適用免除

【制度趣旨・背景】

【概要】

UTPRにおける
国際的な事業活動の初期
段階における適用免除

【我が国（軽課税国）】

【Ｘ国（UTPR導入国）】

構成会社等
Ａ社

構成会社等
Ｂ社

QDMTTにおける
国際的な事業活動の初期
段階における適用免除

各対象会計年度の国際最低課税残余額に対する法人税（UTPR）は、各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税（IIR）とは異なり各
子会社等に対しても課税する制度であることから、国際的な事業活動の初期の段階にあるグループの事務負担に鑑み、UTPRの適用を免除
することとされている（法法82の11③）。
各対象会計年度の国内最低課税額に対する法人税（QDMTT）においても、同趣旨により、国際的な事業活動の初期の段階にあるグループ
に対して、同様の適用免除規定を措置する必要がある。
ただし、QDMTTは外国によるIIR・UTPR課税を防止する機能を有することから、外国でIIRを課することとされている場合には、我が国の
財源流出を防止するため、QDMTTに係る本適用免除の例外とする。

特定多国籍企業グループ等の対象会計年度が、特定多国籍企業グループ等に該当することとなった最初の対象会計年度開始の日以後 5 年以
内に開始し、かつ、国際的な事業活動の初期の段階として定められた一定の対象会計年度に該当する場合には、 当該特定多国籍企業グルー
プ等に属する内国法人の国内最低課税額は、零とする（法法82の19⑭）。
ただし、同じグループの我が国に所在する構成会社等又は共同支配会社等のいずれかに対して、外国でIIRを課することとされている場合に
は、QDMTTに係る本適用免除は適用しない。

【改正事項】
UTPRと同様に、「国際的な事業活動の初期段階
における適用免除」を措置。

UTPR課税を行わない

Ｘ国における国際的な事業
活動の初期段階における適
用免除によりUTPR課税は
行われない

QDMTT課税を行わない

ただし、外国で我が国の同一グループに属する
CE・JVに対してIIRを課することとされている
場合には、本適用免除は適用しない。
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準

⑽　会社等の収入等の一部につき特定収入等があ
る場合の特例
　会社等について、その会社等の各対象会計年
度に係る収入等のうちに特定収入等（法人税法
第82条第 5号イ又はロに掲げる収入等をいいま
す。⑽において同じです。）とその他の収入等
（特定収入等以外の収入等をいいます。⑽にお
いて同じです。）がある場合には、特定収入等
のみを有する導管会社等とその他の収入等のみ
を有する導管会社等以外の会社等があるものと
みなして、国内最低課税額の計算を行うものと
されています（法法82の19⑯）。

⑾　移行期間CbCRセーフ・ハーバー
　GloBE ルールと同様に、一定の期間におい
てのみ適用が認められる「移行期間 CbCR セ
ーフ・ハーバー」が定められています。
　これは、国内実効税率が基準税率以上である
可能性が高いと認められる場合に、国内実効税
率及び国内最低課税額の計算を不要とする仕組

みで、特定多国籍企業グループ等が提供を行う
国別報告事項（Country�by�Country�Report：
CbCR）に記載された情報を用いてその計算を
行うものです。
　なお、移行期間 CbCR セーフ・ハーバーは、
我が国単位でその判定を行うこととされます。
例えば、被少数保有構成会社等は、グループ国
内最低課税額の計算ではグルーピング特例によ
り我が国を所在地国とする他の構成会社等（被
少数保有構成会社等を除きます。）とは別々に
計算を行うこととされていますが、移行期間
CbCRセーフ・ハーバーでは別々に区分するこ
となくその判定を行います。
　また、移行期間 CbCR セーフ・ハーバーは、
特定多国籍企業グループ等に属する構成会社等
だけでなく、特定多国籍企業グループ等に係る
共同支配会社等についてもその適用が認められ
ます。ただし、国別報告事項には、共同支配会
社等に関する情報の記載はありませんので、別
途の簡素化されたセーフ・ハーバーが措置され
ています。
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①　構成会社等に係る移行期間CbCRセーフ・
ハーバー
　上記⑴①に掲げる内国法人（対象外構成会
社等を除きます。①において同じです。）が
令和 8年 4月 1日から同年12月31日までの間
に開始する対象会計年度（令和10年 6 月30日
までに終了するものに限ります。）において
イからハまでの要件のいずれかを満たす場合
には、その対象会計年度のその内国法人に係
る構成会社等に係る国内最低課税額は、零と
することとされています（改正法附則18①）。
（注）　対象外構成会社等とは、次に掲げる構成

会社等をいいます（改正法令附則17①）。

イ�　各種投資会社等である構成会社等に対

する所有持分を有する他の構成会社等の

うちに我が国をその所在地国としないも

のがある場合におけるその各種投資会社

等である構成会社等（ロ又はハに該当す

るものを除きます。）

ロ�　各種投資会社等に係る当期純損益金額

の特例（法令155の17①一）の適用を受け

る各種投資会社等である構成会社等

ハ�　課税分配法の適用を受ける各種投資会

社等に係る個別計算所得等の金額の計算

の特例（法令155の31①二）の適用を受け

る各種投資会社等である構成会社等

イ　デミニマス要件
　次に掲げる要件の全てを満たすことをい
います（改正法附則18①一）。
イ　収入要件
　その対象会計年度に係る国別報告事項
（連結等財務諸表を基礎として作成され
たものに限ります。①において同じで
す。）又はこれに相当する事項として所
轄税務署長等（租税特別措置法第66条の
4の 4第 1項若しくは第 2項に規定する
所轄税務署長又は我が国以外の国若しく
は地域の租税に関する法令を執行する当

QDMTTに係る移⾏期間CbCRセーフ・ハーバー

各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税（IIR）では、制度導入直後の軽減策としての「移行期間CbCRセーフ・ハーバー」が措置さ
れている（令和 5 年改正法附則14）。そのため、基本的にIIRと同様に基準税率に満たない部分の金額を計算する必要がある各対象会計年度の
国内最低課税額に対する法人税（QDMTT）においても、同様のセーフ・ハーバー（適用免除基準）を設ける。
具体的には、令和 8 年12月31日以前に開始する対象会計年度（令和10年 6 月30日以前に終了するものに限る。）においては、①デミニマス要
件、②簡素な実効税率要件、又は③通常利益要件のいずれかを満たす場合には、法人の国内最低課税額を零とすることができる。
これらの要件の判定においては、本制度の対象となる特定多国籍企業グループ等の大部分が国別報告事項（CbCR：Country-by-Country 
Report）の提出義務を負っていることを踏まえ、CbCRデータが使用されている。

（※）各種投資会社等の所得・租税についてはその株主（オーナー）の所在地国のCbCRにも記載される可能性がある（二重計上）。そのため、各種投資会社
等及びその株主（オーナー）の所得・租税が、同一の所在地国に計上される場合には二重計上される可能性がないため、その各種投資会社等はQDMTTに
係る移行期間CbCRセーフ・ハーバーの適用を受けることができる。

各種投資会社等である構成会社等に対する所有持分を有する他の構成会社等のうちに当該各種投資会社等である構成会社等の所在地国をその所在地国としな
いものがある場合（※）における当該構成会社等（対象外構成会社等）は、QDMTTに係る移行期間CbCRセーフ・ハーバーの適用を受けることができない。

以下の要件のいずれかを満たす場合には、国内最低課税額（法法82の19①に定める金額）を零とする。
なお、本セーフ・ハーバーは、グループ国内最低課税額報告事項等において本セーフ・ハーバーを適用する選択を行った場合にのみ適用することができ、また、
過去において、IIRにおける移行期間CbCRセーフ・ハーバーの適用を受けなかった対象会計年度があった場合には、その対象会計年度以後は、適用すること
ができない。

適用対象外となる構成会社等

要件

①  デミニマス要件 【附則18①一】
次の要件の全てを満たすこと。

次の計算式による簡素な実効税率が17％以上であること。

　適格CbCRにおける我が国の税引前当期利益の額に一定の調整を加えた金額が、法法82の19④の規定を適用しないで計算した場合の法法82の19②一イ⑵に
よって算出される実質ベースの所得除外額（CbCRにおける事業が行われる国又は地域とその所在地国が我が国である構成会社等に係る金額に限る。）以下
であること。

簡素な実効税率　＝
連結等財務諸表に係る法人税等及び法人税等調整額の我が国の合計額

適格CbCRにおける税引前当期利益の額に一定の調整を加えた金額※
※法法82の19②一の国内実効税率と同様、分母が零を超えるものに限り、計算する。

適格CbCRにおける我が国の収入金額が1,000万ユーロ未満であること。
適格CbCRにおける我が国の税引前当期利益の額に一定の調整を加えた金額が100万ユーロ未満であること。

【附則18①二】

【附則18①三】

②　簡素な実効税率要件

③　通常利益要件
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局をいいます。①において同じです。）
に提供された我が国に係る収入金額（注
2）（その国別報告事項又はこれに相当
する事項が提供されない場合にあっては、
その国別報告事項又はこれに相当する事
項として最終親会社等の所在地国に提供
されるものとした場合における我が国に
係るその収入金額）が1,000万ユーロを
本邦通貨表示の金額に換算した金額に満
たないこと。
（注 1）　移行期間CbCRセーフ・ハーバー

で用いることのできる国別報告事項

は、「連結等財務諸表を基礎として作

成されたもの」に限定されています。

したがって、例えば内部管理会計の

データを使用して作成された国別報

告事項は除外されます。
（注 2）　その特定多国籍企業グループ等に

属する構成会社等（その内国法人に

係る特定多国籍企業グループ等に属

する構成会社等（その所在地国が我

が国であるものに限るものとし、対

象外構成会社等を除きます。（注 2）

において同じです。）のうちに、その

持分が譲渡することを目的として保

有されていることにより、各対象会

計年度に係る国別報告事項又はこれ

に相当する事項として提供された構

成会社等の所在地国に係る収入金額

にその収入金額が含まれないその構

成会社等がある場合には、次に掲げ

る場合の区分に応じそれぞれ次に定

める金額を加算します（改正法規附

則 8 ①において準用する令和 5 年改

正法規附則 3①②）。
　　ⅰ　構成会社等が最終親会社等財務

会計基準又は代用財務会計基準に

従って個別財務諸表を作成してい

る場合　その個別財務諸表に記載

された売上金額、収入金額その他

の収益の額の合計額

　　ⅱ　上記ⅰに掲げる場合以外の場合

　構成会社等が最終親会社等財務

会計基準に従って個別財務諸表を

作成するとしたならば作成される

こととなる個別財務諸表に記載さ

れることとなる売上金額、収入金

額その他の収益の額の合計額

ロ　利益要件
　その対象会計年度に係る国別報告事項
又はこれに相当する事項として所轄税務
署長等に提供された我が国に係る税引前
当期利益の額（その税引前当期利益の額
の計算において、5,000万ユーロ相当額
を超える時価評価損に係る金額がある場
合には、その金額を含まないものとして
計算した金額。ロ及び下記ロロにおいて
「調整後税引前当期利益の額」といいま
す。）（その国別報告事項又はこれに相当
する事項が提供されない場合にあっては、
その国別報告事項又はこれに相当する事
項として最終親会社等の所在地国に提供
されるものとした場合における我が国に
係る調整後税引前当期利益の額）が100
万ユーロを本邦通貨表示の金額に換算し
た金額に満たないこと。

ロ　簡素な実効税率要件
　イに掲げる金額がロに掲げる金額（零を
超えるものに限ります。）のうちに占める
割合が17％以上であることをいいます（改
正法附則18①二、改正法規附則 8①におい
て準用する令和 5年改正法規附則 3④⑤）。
イ　その対象会計年度に係る我が国を国別
報告事項に係る国又は地域（租税特別措
置法第66条の 4の 4第 1項の事業が行わ
れる国又は地域をいいます。）とする全
ての構成会社等（無国籍構成会社等及び
対象外構成会社等を除きます。）の連結
等財務諸表に記載された法人税の額及び
法人税等調整額（当期純損益金額に係る
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ものに限ります。）の合計額（その合計
額のうちにⅰ又はⅱに掲げる金額が含ま
れている場合には、これらの金額を除き
ます。）の合計額
ⅰ　対象租税以外の租税の額
ⅱ　不確実な税務処理に係る法人税等の
額及び不確実な税務処理に係る繰延税
金資産又は繰延税金負債について計上
された法人税等調整額

ロ　その対象会計年度に係る国別報告事項
又はこれに相当する事項として所轄税務
署長等に提供された我が国に係る調整後
税引前当期利益の額（その国別報告事項
又はこれに相当する事項が提供されない
場合にあっては、その国別報告事項又は
これに相当する事項として最終親会社等
の所在地国に提供されるものとした場合
における我が国に係る調整後税引前当期
利益の額）

ハ　通常利益要件
　上記ロロに掲げる金額がその対象会計年
度のその内国法人に係るグルーピング特例
（法法82の19④）を適用しないで計算した
場合の我が国に係る実質ベース所得除外額
（その対象会計年度に係る国別報告事項又
はこれに相当する事項に係る国又は地域
（租税特別措置法第66条の 4 の 4 第 1 項の
事業が行われる国又は地域をいいます。）
とその所在地国が我が国である構成会社等
（対象外構成会社等を除きます。）に係るも
のに限ります。）以下であることをいいま
す（改正法附則18①三）。

②　適用要件
　上記①の特例は、次に掲げる要件の全てを
満たす場合に限り、適用することとされてい

ます（改正法附則18②）。
イ　上記①の内国法人に係る特定多国籍企業
グループ等の各対象会計年度に係るグルー
プ国内最低課税額報告事項等（その内国法
人について上記①の特例の適用を受けよう
とする旨を含むものに限ります。イにおい
て同じです。）の提供があること又は我が
国以外の国若しくは地域の租税に関する法
令を執行する当局にそのグループ国内最低
課税額報告事項等に相当する事項の提供が
あること（提供義務免除規定の適用がある
場合に限ります。）。
ロ　上記①の特例の適用を受けようとする対
象会計年度開始の日前に開始したいずれの
対象会計年度（我が国において令和 6年 4
月 1日以後に上記イの特定多国籍企業グル
ープ等が特定多国籍企業グループ等に該当
した場合におけるその該当した対象会計年
度及び「各対象会計年度の国際最低課税額
に対する法人税」（IIR）における移行期間
CbCRセーフ・ハーバーの規定（令和 5年
改正法附則14①）に相当する我が国以外の
国又は地域の租税に関する法令の規定が施
行されている国又は地域においてその施行
の日以後に上記イの特定多国籍企業グルー
プ等が特定多国籍企業グループ等に該当し
た場合におけるその該当した対象会計年度
に限ります。）においても、我が国につき
各対象会計年度の国際最低課税額に対する
法人税（IIR）における移行期間 CbCR セ
ーフ・ハーバー（これに相当する我が国以
外の国又は地域の租税に関する法令の規定
を含みます。）の適用を受けて国際最低課
税額又は外国におけるこれに相当するもの
の計算が行われていること。
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QDMTTに係る移⾏期間CbCRセーフ・ハーバーの適用

構成会社等、共同支配会社等は、その所在地国が我が国であっても、それぞれ別々に要件該当性を判定（共同支配会社等につ
いては資本系統によってさらに区別）。

Y2において、同一所在地国のグループ 1
やグループ 3 がセーフ・ハーバーの適用を
受けられない場合でも、グループ 2 はセー
フ・ハーバーの適用を受けることができる。

Ａ国

グループ 1
Y2：適用不可

Y2
Y1

Y2
Y1

非該当
非該当該当

ー ー
ー有

Y2
Y1 該当

該当 該当
有
有

Y2：適用不可Y2：適用可
グループ 2 グループ 3

UPE
UPE : 最終親会社等
CE：構成会社等
JV：共同支配会社等

JV1 JV2

JV3

CE1 CE2

CE3

日本

要件 選択 要件 選択 要件 選択

QDMTTに係る移⾏期間CbCRセーフ・ハーバーの適用要件

【適用要件を満たす例】
～R 6 . 3 .31

（外国におけるIIRの適用）

～R 6 . 3 .31
（外国におけるIIRの適用）

IIR

QDMTT

外国のIIRにおける移行期間CbCR
セーフ・ハーバー（令和 5年改正
法附則14相当）を適用

IIRにおける移行期間CbCRセーフ
・ハーバー（令和 5年改正法附則
14）を適用

IIRにおける移行期間CbCRセーフ
・ハーバー（令和 5年改正法附則
14）を適用 グループ国内最低課税額

報告事項等において選択

R 6 . 4 . 1 ～
（我が国においてIIR導入）

R 6 . 4 . 1 ～
（我が国においてIIR導入）

R 7 . 4 . 1 ～

R 7 . 4 . 1 ~

R 8 . 4 . 1 ～ R 8 .12.31までの間に開始
（我が国においてQDMTT導入）

R8. 4 . 1 ～ R8.12.31までの間に開始
（我が国においてQDMTT導入）

IIR

QDMTT

外国のIIRにおける移行期間CbCRセ
ーフ・ハーバー（令和 5年改正法附
則14相当）の適用を受けていない

特定多国籍企業グループ等に該当
しない

特定多国籍企業グループ等に該当
しない グループ国内最低課税額

（QDMTT）に係る
CbCRセーフ・ハーバーの選択不可

【適用要件を満たさない例】

　各対象会計年度の国内最低課税額に対する法人税（QDMTT）における移行期間CbCRセーフ・ハーバーは、次に掲げる要件の全てを満たす場合に限り、適
　用される。
①　本セーフ・ハーバーを受けようとする旨の記載があるグループ国内最低課税額報告事項等の提供がある場合
②　本セーフ・ハーバーの適用を受けようとする対象会計年度開始の日前に開始したいずれの対象会計年度（特定多国籍企業グループ等に該当した場合にお
　けるその該当した対象会計年度に限る。）においても、各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税（IIR）における移行期間CbCRセーフ・ハーバー（外
　国におけるこれに相当するものを含む。）の適用を受けていること。
　よって、過去において、IIRにおける移行期間CbCRセーフ・ハーバーの適用を受けなかった対象会計年度がある場合には、当期において、①デミニマス要件、
　②簡素な実効税率要件、又は③通常利益要件のいずれかを満たす場合であっても、本セーフ・ハーバーの適用を受けることができない。
　なお、本セーフ・ハーバーは、令和 8 年12月31日までに開始する対象会計年度に限り、適用できることとされている。一般的に、特定多国籍企業グループ
　等の対象会計年度が 1 年未満であることは想定されないため、上記②の要件に「過去において本セーフ・ハーバーの適用を受けていること」は含めないこ
　ととする。
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③　共同支配会社等に係る移行期間 CbCR セ
ーフ・ハーバー
　上記⑴②に掲げる内国法人（対象外共同支
配会社等を除きます。③において同じです。）
が、令和 8年 4月 1日から同年12月31日まで
の間に開始する対象会計年度（令和10年 6 月
30日までに終了するものに限ります。）にお
いてイからハまでの要件のいずれかを満たす
場合には、その対象会計年度のその内国法人
に係る共同支配会社等に係る国内最低課税額
は、零とすることとされています（改正法附
則18③）。
　国別報告事項には、共同支配会社等に係る
情報は記載されていません。そのため、共同
支配会社等に係る移行期間 CbCR セーフ・
ハーバーでは、構成会社等であれば国別報告
事項に記載された情報を用いるとされている
ところを連結等財務諸表に記載された情報を
用いて計算を行う仕組みが採用されています。
　なお、共同支配会社等の所在地国にその共
同支配会社等に係るサブグループとは別のサ
ブグループに属する他の共同支配会社等があ
る場合には、これらのサブグループごとに移
行期間 CbCR セーフ・ハーバーの判定を行
います。
　また、例えば、各サブグループのうちに被
少数保有共同支配会社等がある場合において、
グループ国内最低課税額の計算ではグルーピ
ング特例により我が国を所在地国とする他の
共同支配会社等（被少数保有共同支配会社等
を除きます。）と別々にその計算を行うこと
とされていますが、移行期間CbCRセーフ・
ハーバーではそのように別々に区分すること
なくその判定を行います。
（注）　対象外共同支配会社等とは、次に掲げる

共同支配会社等をいいます（改正法令附則

17⑤）。

イ�　各種投資会社等である共同支配会社等

に対する所有持分を有するその共同支配

会社等に係る他の共同支配会社等のうち

に我が国をその所在地国としないものが

ある場合におけるその各種投資会社等で

ある共同支配会社等（ロ又はハに該当す

るものを除きます。）

ロ�　各種投資会社等に係る当期純損益金額

の特例（法令155の17⑦において準用する

法令155の17①一）の適用を受ける各種投

資会社等である共同支配会社等

ハ�　課税分配法の適用を受ける各種投資会

社等に係る個別計算所得等の金額の特例

（法令155の31⑥において準用する法令155

の31①二）の適用を受ける各種投資会社

等である共同支配会社等

イ　デミニマス要件
　次に掲げる要件の全てを満たすことをい
います（改正法附則18③一）。
イ　収入要件
　その対象会計年度に係るその内国法人
及びその内国法人に係る他の共同支配会
社等（その所在地国が我が国であるもの
に限るものとし、対象外共同支配会社等
を除きます。以下③において同じです。）
の連結等財務諸表に記載された共同支配
会社等又はその共同支配会社等に係る他
の共同支配会社等の売上金額、収入金額
その他の収益の額の合計額が1,000万ユ
ーロを本邦通貨表示の金額に換算した金
額に満たないこと。
ロ　利益要件
　その対象会計年度に係るその内国法人
及びその内国法人に係る他の共同支配会
社等の連結等財務諸表に記載された共同
支配会社等又はその共同支配会社等に係
る他の共同支配会社等の税引前当期純利
益の額の合計額からその連結等財務諸表
に記載された共同支配会社等又はその共
同支配会社等に係る他の共同支配会社等
の税引前当期純損失の額の合計額を控除
した金額（その金額の計算において、
5,000万ユーロ相当額を超える時価評価
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損に係る金額がある場合には、その金額
を含まないものとして計算した金額。下
記ロロにおいて「調整後税引前当期利益
の額」といいます。）が100万ユーロを本
邦通貨表示の金額に換算した金額に満た
ないこと。

ロ　簡素な実効税率要件
　イに掲げる金額がロに掲げる金額（零を
超えるものに限ります。）のうちに占める
割合が17％以上であることをいいます（改
正法附則18③二）。
イ　その対象会計年度に係るその内国法人
及びその内国法人に係る他の共同支配会
社等の連結等財務諸表における法人税等
の額及び法人税等調整額（当期純損益金
額に係るものに限ります。）の合計額
（その合計額のうちに、ⅰ又はⅱの金額
が含まれている場合には、これらの金額
を除きます。）の合計額
ⅰ　対象租税以外の租税の額
ⅱ　不確実な税務処理に係る法人税等の
額及び不確実な税務処理に係る繰延税
金資産又は繰延税金負債について計上
された法人税等調整額

ロ　その対象会計年度に係るその内国法人
及びその内国法人に係る他の共同支配会
社等の調整後税引前当期利益の額

ハ　通常利益要件
　上記ロロに掲げる金額がその対象会計年
度のその内国法人に係るグルーピング特例
（法法82の19⑦）を適用しないで計算した
場合の我が国に係る実質ベース所得除外額
以下であることをいいます（改正法附則18
③三）。

④　適用要件
　上記③の特例は、次に掲げる要件の全てを
満たす場合に限り、適用することとされてい
ます（改正法附則18④）。
イ　上記③の内国法人に係る特定多国籍企業
グループ等の各対象会計年度に係るグルー

プ国内最低課税額報告事項等（その内国法
人について上記③の特例の適用を受けよう
とする旨を含むものに限ります。イにおい
て同じです。）の提供があること又は我が
国以外の国若しくは地域の租税に関する法
令を執行する当局にそのグループ国内最低
課税額報告事項等に相当する事項の提供が
あること（提供義務免除規定の適用がある
場合に限ります。）。
ロ　上記③の特例の適用を受けようとする対
象会計年度開始の日前に開始したいずれの
対象会計年度（我が国において令和 6年 4
月 1日以後に上記イの特定多国籍企業グル
ープ等が特定多国籍企業グループ等に該当
した場合におけるその該当した対象会計年
度及び「各対象会計年度の国際最低課税額
に対する法人税」（IIR）における移行期間
CbCRセーフ・ハーバー（令和 5年改正法
附則14③）に相当する我が国以外の国又は
地域の租税に関する法令の規定が施行され
ている国又は地域においてその施行の日以
後に上記イの特定多国籍企業グループ等が
特定多国籍企業グループ等に該当した場合
におけるその該当した対象会計年度に限り
ます。）においても、我が国において上記
③の内国法人又はその内国法人に係る他の
共同支配会社等につき各対象会計年度の国
際最低課税額に対する法人税（IIR）にお
ける移行期間 CbCR セーフ・ハーバーの
規定（これに相当する我が国以外の国又は
地域の租税に関する法令の規定を含みま
す。）の適用を受けて国際最低課税額又は
外国におけるこれに相当するものの計算が
行われていること。

2 　課税標準

　内国法人に対して課する各対象会計年度の国内
最低課税額に対する法人税の課税標準は、各対象
会計年度の内国法人に係る課税標準国内最低課税
額とされています（法法82の20①）。この各対象

─�644�─

――国際課税関係の改正――



会計年度の内国法人に係る課税標準国内最低課税
額は、各対象会計年度の国内最低課税額です（法
法82の20②）。

3 　税額の計算

　内国法人に対して課する各対象会計年度の国内
最低課税額に対する法人税の額は、各対象会計年
度の内国法人に係る課税標準国内最低課税額に
75.3％の税率を乗じて計算した金額です（法法82
の21）。

4 　申告及び納付等

⑴　国内最低課税額に係る確定申告
①　概要
　上記 1 ⑴に掲げる内国法人（⑴において
「申告対象法人」といいます。）は、各対象会
計年度終了の日の翌日から 1年 3月以内に、
税務署長に対し、次に掲げる事項を記載した
申告書を提出しなければならないこととされ
ています。ただし、イの金額がない場合は、
その申告書を提出することを要しません（法
法82の22①、法規38の68）。
イ　その対象会計年度の課税標準である内国
法人に係る課税標準国内最低課税額
ロ　イの内国法人に係る課税標準国内最低課
税額につき上記 3に基づいて計算した法人
税の額
ハ　イ及びロに掲げる金額の計算の基礎
ニ　申告対象法人の名称、納税地及び法人番
号並びにその納税地と本店又は主たる事務
所の所在地とが異なる場合には、その本店
又は主たる事務所の所在地
ホ　代表者の氏名
ヘ　その対象会計年度の開始及び終了の日
ト　その他参考となるべき事項
②　提出期限に係る特例
　申告対象法人が、上記①による申告書を最
初に提出すべき対象会計年度においてその申
告書を提出する場合（過去対象会計年度にお
いてその申告対象法人又はその申告対象法人

の特定多国籍企業グループ等に属する構成会
社等であった他の内国法人若しくは外国法人
（我が国を所在地国とする恒久的施設等を有
していたものに限ります。②において同じで
す。）若しくはその特定多国籍企業グループ
等に係る共同支配会社等であった他の内国法
人若しくは外国法人が特定多国籍企業グルー
プ等に係る報告事項等の提供期限に係る特例
（法法150の 3 ⑨）の適用を受けていなかった
場合に限ります。）には、その申告対象法人
のその最初に提出すべき対象会計年度終了の
日の翌日から 1年 6月以内に上記①による確
定申告書を提出しなければならないこととさ
れています（法法82の22②）。
③　添付書類
　上記①の申告書には、次に掲げる書類（こ
れらの書類が電磁的記録（電子的方式、磁気
的方式その他人の知覚によっては認識するこ
とができない方式で作られる記録であって、
電子計算機による情報処理の用に供されるも
のをいいます。③において同じです。）で作
成され、又はこれらの書類の作成に代えてこ
れらの書類に記載すべき情報を記録した電磁
的記録の作成がされている場合には、これら
の電磁的記録に記録された情報の内容を記載
した書類）を添付しなければならないことと
されています（法法82の22③、法規38の69）。
イ　その対象会計年度の特定多国籍企業グル
ープ等の最終親会社等に係る連結等財務諸
表の作成の基礎となる申告対象法人（その
特定多国籍企業グループ等に属する構成会
社等（その所在地国が我が国であるものに
限ります。）である内国法人に限ります。
ホにおいて同じです。）の財産及び損益の
状況を記載した計算書類
ロ　その対象会計年度の特定多国籍企業グル
ープ等に係る共同支配親会社等の連結等財
務諸表の作成の基礎となる申告対象法人
（その特定多国籍企業グループ等に係る共
同支配会社等（その所在地国が我が国であ
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るものに限ります。）である内国法人に限
ります。ヘにおいて同じです。）の財産及
び損益の状況を記載した計算書類
ハ　その対象会計年度前の対象会計年度に係
るイ及びロに掲げるものに表示すべき事項
の修正の内容
ニ　イ又はロに掲げるものに係る勘定科目内
訳明細書
ホ　申告対象法人が最終親会社等である場合
には、次に掲げる書類
イ　その対象会計年度のその申告対象法人
に係る連結等財務諸表
ロ　その対象会計年度前の対象会計年度に
係るイに掲げる書類に表示すべき事項の
修正の内容
ハ　イに掲げる書類に係る勘定科目内訳明
細書

ヘ　申告対象法人が共同支配親会社等である
場合には、次に掲げる書類
イ　その対象会計年度のその申告対象法人
に係る連結等財務諸表
ロ　その対象会計年度前の対象会計年度に
係るイに掲げる書類に表示すべき事項の
修正の内容
ハ　イに掲げる書類に係る勘定科目内訳明
細書

ト　その他参考となるべき事項を記載した書
類

⑵　電子情報処理組織による申告
①　制度の概要
　特定法人である内国法人は、各対象会計年
度の国内最低課税額に対する法人税の申告に
ついては、国内最低課税額確定申告書又はそ
の申告書に係る修正申告書及び添付書類に記
載すべきものとされ、又は記載されている事
項を、電子情報処理組織を使用する方法によ
り提供することにより、行わなければならな
いこととされています（法法82の23）。
（注）　「国内最低課税額確定申告書」とは、国内

最低課税額に係る確定申告書（法法82の22

①）をいい、その申告書に係る期限後申告

書を含みます。

②　対象法人
　特定法人である内国法人が、電子申告の義
務化の対象とされています（法法82の23①）。
特定法人とは、次の法人をいうこととされて
います（法法82の 7 ②）。
イ　その対象会計年度開始の時における資本
金の額又は出資金の額が1億円を超える法人
ロ　相互会社
ハ　投資法人
ニ　特定目的会社
（注）　人格のない社団等及び法人課税信託に係

る受託法人は、特定法人に該当しないこと

とされています（法法 3、法令14の 6 ⑥）。

③　対象書類
　次の書類が電子情報処理組織を使用する方
法による提供の義務化の対象とされています。
イ　国内最低課税額確定申告書
ロ　イの申告書に係る修正申告書
ハ　法人税法又は国税通則法第18条第 3項若
しくは第19条第 4項の規定によりイ及びロ
の申告書に添付すべきものとされている書
類

④　電子情報処理組織を使用する方法
　電子情報処理組織を使用する方法は、具体
的には、次の事項の区分に応じそれぞれ次の
方法とされています。
イ　上記③イ及びロの申告書（以下「納税申
告書」といいます。）に記載すべきものと
されている事項（以下「申告書記載事項」
といいます。）��電子情報処理組織を使
用して、申告書記載事項を入力して送信す
る方法により提供することとされています
（法規38の70において準用する法規38の48
②一）。
（注 1）　電子情報処理組織とは、国税庁の使

用に係る電子計算機とその申告をする

内国法人の使用に係る電子計算機とを
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電気通信回線で接続した電子情報処理

組織をいいます（法法82の23①）。具体

的には、e-Taxによる電子申告を行う

こととなります。電子計算機には入出

力装置を含むこととされており、CPU

を搭載しない端末についても対象とな

ります。「内国法人の使用に係る電子計

算機」とされている点について、民法

の代理関係規定に基づき代理人も当然

に含まれることと解されますので、税

理士等による電子申告も可能です。
（注 2）　電子情報処理組織を使用して行う申

告書記載事項の提供については、国税

関係法令に係る情報通信技術を活用し

た行政の推進等に関する省令第 5 条第

1 項の定めるところによることとされ

ています（法規38の70において準用す

る法規38の48③）。具体的には、e-Tax

ソフト又はこれと同様の機能を有する

プログラムを用いて、国税庁の使用に

係る電子計算機と電気通信回線を通じ

て通信できる機能を備えた電子計算機

から、申告書記載事項並びに識別符号

及び暗証符号を入力して、電子署名を

行い、電子証明書と併せて送信するこ

とにより、行わなければならないこと

とされています。下記ロイ又はロによ

り電子情報処理組織を使用して行う添

付書類記載事項の提供についても同様

です。

ロ　上記③ハの書類に記載すべきものとされ、
又は記載されている事項（以下「添付書類
記載事項」といいます。）���イ又はロに
掲げる方法のいずれかにより提供すること
とされています（法規38の70において準用
する法規38の48②二）。また、ハに掲げる
方法により行うこともできることとされて
います（法法82の23①ただし書、法規38の
70において準用する法規38の48④）。
イ　電子情報処理組織を使用して、添付書

類記載事項を入力して送信する方法
ロ　添付書類記載事項が記載された書類を
スキャナにより読み取る方法その他これ
に類する方法により作成した電磁的記録
を、電子情報処理組織を使用して送信す
る方法（イに掲げる方法につき国税庁の
使用に係る電子計算機において用いるこ
とができない場合に限ります。）
（注 1）　電磁的記録とは、情報通信技術を

活用した行政の推進等に関する法律

第 3 条第 7 号に規定する電磁的記録

をいい、具体的には、電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によって

は認識することができない方式で作

られる記録であって、電子計算機に

よる情報処理の用に供されるものを

いいます。
（注 2）　電磁的記録は、添付書類記載事項

が記載された書類をスキャナにより

読み取る方法その他これに類する方

法により、次の要件を満たすように

読み取り、又は作成したものに限る

こととされています。
　　ⅰ　解像度が25.4mm当たり200ドッ

ト以上であること。

　　ⅱ　白色から黒色までの階調が256

階調以上であること。

ハ　添付書類記載事項の電磁的記録を記録
した光ディスク又は磁気ディスクを提出
する方法
（注）　電磁的記録をスキャナにより読み取

る方法その他これに類する方法により

作成した場合には、その電磁的記録は、

上記ロ（注 2）ⅰ及びⅱの要件を満た

すように読み取り、又は作成したもの

に限ることとされています。

⑤　事前届出
　電子情報処理組織を使用して申告書記載事
項又は添付書類記載事項を提供しようとする
場合における届出その他の手続については、
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国税関係法令に係る情報通信技術を活用した
行政の推進等に関する省令第 4条第 1項から
第 3項まで、第 6項及び第 7項の規定の例に
よることとされています（法規38の70におい
て準用する法規38の48①）。
⑥　ファイル形式
　申告書記載事項又は添付書類記載事項を上
記④イ又はロの方法により送信し、又は提出
する場合におけるその送信又は提出に関する
ファイル形式については、国税庁長官が定め
ることとされています（法規38の70において
準用する法規38の48⑤）。
⑦　電子申告の効果
　上記④の方法により行われた各対象会計年
度の国内最低課税額に対する法人税の申告に
ついては、申告書記載事項が記載された納税
申告書により、又はこれに添付書類記載事項
が記載された添付書類を添付して行われたも
のとみなして、次の法令の規定を適用するこ
ととされています（法法82の23②、法令156）。
イ　法人税法（これに基づく命令、すなわち
法人税法施行令及び法人税法施行規則を含
みます。）
ロ　国税通則法（第124条を除きます。）
ハ　地方法人税法
ニ　その他各対象会計年度の国内最低課税額
に対する法人税の申告に関する法令

⑧　到達時期
　上記④イ又はロイ若しくはロの方法により
行われた各対象会計年度の国内最低課税額に
対する法人税の申告は、国税庁の使用に係る
電子計算機に備えられたファイルへの記録が
された時に税務署長に到達したものとみなす
こととされています（法法82の23③）。
⑨　本人確認等
　内国法人が上記④イ又はロイ若しくはロの
方法により電子情報処理組織を使用して申告
書記載事項又は添付書類記載事項を提供する
場合には、その内国法人は、国税通則法第
124条の規定による名称及び法人番号の記載

に代えて、国税関係法令に係る情報通信技術
を活用した行政の推進等に関する省令第 6条
第 1 項（第 4 号に係る部分を除きます。）の
規定の例により、その名称を明らかにしなけ
ればならないこととされています（法法82の
23④、法規38の70において準用する法規38の
48⑥）。具体的には、電子署名を行い、その
電子署名に係る電子証明書を併せて送信する
こと又は識別符号及び暗証番号を入力して申
告を行うこととされています。
⑩　その他
　上記のほか、電子情報処理組織の使用に係
る手続に関し必要な事項及び手続の細目につ
いては、別に定めるところによることとされ
ています（法規38の70において準用する法規
38の48⑦）。国税関係法令に係る情報通信技
術を活用した行政の推進等に関する省令第13
条と同様です。

⑶　電子情報処理組織による申告が困難である場
合の特例
①　特例の内容
　特定法人である内国法人が、電気通信回線
の故障、災害その他の理由により電子情報処
理組織を使用することが困難であると認めら
れる場合で、かつ、書面による納税申告書の
提出をすることができると認められる場合に
おいて、書面により納税申告書を提出するこ
とについて納税地の所轄税務署長の承認を受
けたときは、その税務署長が指定する期間内
に行う各対象会計年度の国内最低課税額に対
する法人税の申告については、書面により行
うことができることとされています（法法82
の24①）。
②　特例を受けるための手続等
　上記①の承認を受けようとする内国法人は、
上記①の適用を受けることが必要となった事
情、上記①の税務署長の指定を受けようとす
る期間及び次の事項を記載した申請書を、そ
の指定を受けようとする期間の開始の日の15

─�648�─

――国際課税関係の改正――



日前までに、納税地の所轄税務署長に提出し
なければならないこととされています（法法
82の24②において準用する法法82の 8 ②、法
規38の71において準用する法規38の49①）。
イ　申請をする内国法人の名称、納税地及び
法人番号
ロ　代表者の氏名
ハ　電気通信回線の故障、災害その他の理由
により電子情報処理組織を使用することが
困難である事情が生じた日
ニ　その他参考となるべき事項
　また、上記の申請書には、電気通信回線の
故障、災害その他の理由により電子情報処理
組織を使用することが困難であることを明ら
かにする書類を添付することとされています
（法法82の24②において準用する法法82の 8
②、法規38の71において準用する法規38の49
②）。
　なお、災害等の理由が生じた日が国内最低
課税額に係る確定申告書の提出期限の15日前
の日以後である場合において、その提出期限
がその指定を受けようとする期間内の日であ
るときは、上記の申請書の提出期限は、その
指定を受けようとする期間の開始の日とされ
ています。
　税務署長は、上記の申請書の提出があった
場合において、その申請に係る上記①の適用
を受けることが必要となった事情が相当でな
いと認めるときは、その申請を却下すること
ができることとされています（法法82の24②
において準用する法法82の 8 ③）。
　税務署長は、上記の申請書の提出があった
場合において、その申請につき承認又は却下
の処分をするときは、その申請をした内国法
人に対し、書面によりその旨を通知すること
とされています（法法82の24②において準用
する法法82の 8 ④）。
　上記の申請書の提出があった場合において、
その申請書に記載した上記①の税務署長の指
定を受けようとする期間の開始の日までに承

認又は却下の処分がなかったときは、その日
においてその承認があったものと、その記載
された期間を上記①の期間として上記①の税
務署長の指定があったものと、それぞれみな
すこととされています（法法82の24②におい
て準用する法法82の 8 ⑤）。すなわち、みな
し承認の制度が設けられています。
③　承認の取消し
　税務署長は、上記①の適用を受けている内
国法人につき、電子情報処理組織を使用する
ことが困難でなくなったと認める場合には、
上記①の承認を取り消すことができることと
されています。この場合において、その取消
しの処分があったときは、その処分のあった
日の翌日以後の期間につき、その処分の効果
が生ずるものとされています（法法82の24②
において準用する法法82の 8 ⑥）。
　税務署長は、上記の取消しの処分をすると
きは、その処分に係る内国法人に対し、書面
によりその旨を通知することとされています
（法法82の24②において準用する法法82の 8
⑦）。
④　取り止め
　上記①の適用を受けている内国法人は、各
対象会計年度の国内最低課税額に対する法人
税の申告につき上記①の適用を受けることを
やめようとするときは、その旨及び次の事項
を記載した届出書を納税地の所轄税務署長に
提出しなければならないこととされています。
この場合において、その届出書の提出があっ
たときは、その提出があった日の翌日以後の
期間については、上記①の承認の処分は、そ
の効力を失うものとされています（法法82の
24②において準用する法法82の 8 ⑧、法規38
の71において準用する法規38の49③）。
イ　届出をする内国法人の名称、納税地及び
法人番号
ロ　代表者の氏名
ハ　上記①の承認を受けた日又はその承認が
あったものとみなされた日
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ニ　上記①の適用をやめようとする理由
ホ　その他参考となるべき事項

⑷　国内最低課税額に係る確定申告による納付
　国内最低課税額に係る確定申告書を提出した
内国法人は、その申告書に記載した上記⑴①ロ
の金額があるときは、その申告書の提出期限ま
でに、その金額に相当する法人税を国に納付し
なければならないこととされています（法法82
の25）。

⑸　前対象会計年度の法人税額等の更正等に伴う
更正の請求の特例
　国税通則法第23条による更正の請求は、法定
申告期限から 5年以内に限り行うことができる
こととされていますが、決定を受けた事業年度
等に係る税額等については、原則、更正の請求
をすることができないこととされています。
　そこで、この国税通則法の特例として、国内
最低課税額確定申告書に記載すべき内国法人に
係る課税標準国内最低課税額若しくはその内国
法人に係る課税標準国内最低課税額につき法令
の規定を適用して計算した法人税の額又は地方
法人税法第24条の11第 1 項（国内最低課税額に
係る特定基準法人税額に係る確定申告）の規定
による申告書（その申告書に係る期限後申告書
を含みます。）に記載すべき課税標準国内最低
課税法人税額若しくはその課税標準国内最低課
税法人税額につき法令の規定を適用して計算し
た地方法人税の額につき、修正申告書を提出し、
又は更正若しくは決定を受け、その修正申告書
の提出又は更正若しくは決定に伴い、その修正
申告書又は更正若しくは決定に係る対象会計年
度後の各対象会計年度で決定を受けた対象会計
年度に係る内国法人に係る課税標準国内最低課
税額につき法令の規定を適用して計算した法人
税の額（その金額につき修正申告書の提出又は
更正があった場合には、その申告又は更正後の
金額。⑸において「申告書記載税額」といいま
す。）が過大となる場合には、その修正申告書

を提出した日又はその更正若しくは決定の通知
を受けた日の翌日から 2月以内に限り、税務署
長に対し、その申告書記載税額につき更正の請
求をすることができることとされています。
　この場合においては、更正請求書には、国税
通則法第23条第 3項に規定する事項のほか、そ
の修正申告書を提出した日又はその更正若しく
は決定の通知を受けた日を記載しなければなり
ません（法法82の26）。

5 　更正

⑴　更正の理由付記
　内国法人の各対象会計年度の国内最低課税額
に対する法人税の課税標準の更正をする場合に
は、その更正に係る更正通知書にその更正の理
由を付記しなければならないこととされました
（法法130②）。
　各対象会計年度の国内最低課税額に対する法
人税は国際的協調のもと導入されるものである
こと等から、その更正に当たっては慎重な手続
が必要であると考えられるため、上記の改正が
行われたものです。
（注）　各対象会計年度の国内最低課税額に対する

法人税の納税義務者は、特定多国籍企業グル

ープ等に属する法人等であることから、その

要件からすれば、各対象会計年度の国内最低

課税額に対する法人税の納税義務者は、各事

業年度の所得に対する法人税における青色申

告法人に求められる程度の帳簿書類は備えて

いると考えられます。

　また、各対象会計年度の国内最低課税額に

対する法人税の納税義務者は、特定多国籍企

業グループ等に属する法人等とされています

が、その課税標準は、国内実効税率が基準税

率を下回る場合のその下回る部分に相当する

国内グループ純所得の金額を基礎として算出

されることから、各対象会計年度の国内最低

課税額に対する法人税の課税標準の計算に際

し、納税義務者のほか、その納税義務者では

ない国内の他の会社等（構成会社等又は共同
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支配会社等）の帳簿書類に記載される事項も

用いることとなります。

　このように、青色申告制度の前提となる帳

簿書類は備えているものの、他の会社等の帳

簿書類に記載される事項も用いて課税標準の

計算を行うこととなることから、各対象会計

年度の国際最低課税額に対する法人税につい

ては青色申告制度が設けられていないことも

踏まえ、各対象会計年度の国内最低課税額に

対する法人税は、青色申告制度をそのまま適

用することはせず、青色申告制度に基づく各

措置のうち必要なものを適用することとされ

ました。

⑵　推計による更正
　内国法人の各対象会計年度の国内最低課税額
に対する法人税の課税標準は、推計による更正
の対象外とされました（法法131）。
　推計課税は、帳簿書類が全く保存されていな
いような場合等が想定されていますが、特定多
国籍企業グループ等において、各対象会計年度
の国内最低課税額に対する法人税の課税標準の
計算の前提となる連結等財務諸表の基礎となる
帳簿書類の保存が全くされていないという状況
は少ないと考えられること、及びその課税標準
の計算は、納税義務者のほか、その納税義務者
ではない国内の他の会社等（構成会社等又は共
同支配会社等）の帳簿書類に記載される事項も
用いること等を踏まえ、上記の改正が行われた
ものです。

⑶　帳簿書類の検査
　普通法人等である内国法人の各対象会計年度
の国内最低課税額に対する法人税については、
調査に際しその備え付けられた帳簿書類を検査
するものとされています（法法150の 2 ②）。
　各対象会計年度の国内最低課税額に対する法
人税の課税標準の計算は、各対象会計年度の国
際最低課税額に対する法人税及び各対象会計年
度の国際最低課税残余額に対する法人税と異な

り、納税義務者の帳簿書類に記載される事項も
用いることとなり、その調査に際して納税義務
者の帳簿書類を検査することも想定されること
から、調査において帳簿書類を検査するものと
する措置の対象とされています。
（注）　なお、各対象会計年度の国内最低課税額に

対する法人税は、青色申告制度が設けられて

いないことから、その内国法人の帳簿書類を

調査し、その調査によりその課税標準又は欠

損金額の計算に誤りがあると認められる場合

に限り課税標準又は欠損金額を更正すること

ができることとする措置（法法130①）の対象

外とされています。

㈤　外国法人の法人税関係

1　国内最低課税額

⑴　概要
　「国内最低課税額」とは、次に掲げる外国法
人の区分に応じそれぞれ次に定める金額をいう
こととされています（法法145の 6 ①）。
①　各対象会計年度において特定多国籍企業グ
ループ等に属する恒久的施設等（その所在地
国が我が国であるものに限ります。 1におい
て同じです。）を有する構成会社等である外
国法人又は過去対象会計年度においてその特
定多国籍企業グループ等に属する恒久的施設
等を有する構成会社等であった外国法人でそ
の対象会計年度においてその構成会社等でな
いもの　その対象会計年度における構成会社
等の恒久的施設等に係る国内最低課税額
②　各対象会計年度において特定多国籍企業グ
ループ等に係る恒久的施設等を有する共同支
配会社等である外国法人又は過去対象会計年
度においてその特定多国籍企業グループ等に
係る恒久的施設等を有する共同支配会社等で
あった外国法人でその対象会計年度において
その共同支配会社等でないもの　その対象会
計年度における共同支配会社等の恒久的施設
等に係る国内最低課税額
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⑵　構成会社等の恒久的施設等に係る国内最低課
税額
　「構成会社等の恒久的施設等に係る国内最低
課税額」とは、上記⑴①に掲げる外国法人の恒
久的施設等につき、内国法人の各対象会計年度
に係る国内最低課税額に対する法人税に関する
規定（法法82の19②～④、⑧～⑭⑯⑰）に準じ
て計算した金額をいうこととされています（法
法145の 6 ②）。

⑶　共同支配会社等の恒久的施設等に係る国内最
低課税額
　「共同支配会社等の恒久的施設等に係る国内
最低課税額」とは、上記⑴②に掲げる外国法人
の恒久的施設等につき、内国法人の各対象会計
年度に係る国内最低課税額に対する法人税に関
する規定（法法82の19⑤～⑦の規定、⑮におい
て準用する⑧⑪～⑭の規定、⑯⑰の規定）に準
じて計算した金額をいうこととされています
（法法145の 6 ③）。

2 　課税標準

　外国法人に対して課する各対象会計年度の国内
最低課税額に対する法人税の課税標準は、各対象
会計年度の外国法人に係る課税標準国内最低課税
額とされています（法法145の 7 ①）。この各対象
会計年度の外国法人に係る課税標準国内最低課税
額は、各対象会計年度の国内最低課税額です（法
法145の 7 ②）。

3 　税額の計算

　外国法人に対して課する各対象会計年度の国内
最低課税額に対する法人税の額は、各対象会計年
度の外国法人に係る課税標準国内最低課税額に
75.3％の税率を乗じて計算した金額です（法法
145の 8 ）。

4 　申告及び納付等

⑴　国内最低課税額に係る確定申告
①　概要
　上記 1 ⑴に掲げる外国法人（ 4 において
「申告対象法人」といいます。）は、各対象会
計年度終了の日の翌日から 1年 3月以内に、
税務署長に対し、次に掲げる事項を記載した
申告書を提出しなければならないこととされ
ています。ただし、イの金額がない場合は、
その申告書を提出することを要しません（法
法145の 9 において準用する法法82の22①、
法規61の11）。
イ　その対象会計年度の課税標準である外国
法人に係る課税標準国内最低課税額
ロ　イの外国法人に係る課税標準国内最低課
税額につき上記 3に基づいて計算した法人
税の額
ハ　イ及びロに掲げる金額の計算の基礎
ニ　申告対象法人の名称、納税地、本店又は
主たる事務所の所在地及び法人番号並びに
その納税地と国内にある事務所、事業所そ
の他これらに準ずるもの（ニにおいて「事
務所等」といいます。）のうち主たるもの
の所在地とが異なる場合には、その国内に
ある主たる事務所等の所在地
ホ　代表者の氏名及び恒久的施設等（その所
在地国が我が国であるものに限ります。 4
において同じです。）を通じて行う事業の
経営の責任者の氏名
ヘ　その対象会計年度の開始及び終了の日
ト　その他参考となるべき事項
②　提出期限に係る特例
　申告対象法人が、上記①による申告書を最
初に提出すべき対象会計年度においてその申
告書を提出する場合（過去対象会計年度にお
いてその申告対象法人又はその申告対象法人
の特定多国籍企業グループ等に属する構成会
社等であった他の内国法人若しくは外国法人
（我が国を所在地国とする恒久的施設等を有
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していたものに限ります。②において同じで
す。）若しくはその特定多国籍企業グループ
等に係る共同支配会社等であった他の内国法
人若しくは外国法人が特定多国籍企業グルー
プ等に係る報告事項等の提供期限に係る特例
（法法150の 3 ⑨）の適用を受けていなかった
場合に限ります。）には、その申告対象法人
のその最初に提出すべき対象会計年度終了の
日の翌日から 1年 6月以内に上記①による確
定申告書を提出しなければならないこととさ
れています（法法145の 9 において準用する
法法82の22②）。
③　添付書類
　上記①の申告書には、次に掲げる書類（こ
れらの書類が電磁的記録（電子的方式、磁気
的方式その他人の知覚によっては認識するこ
とができない方式で作られる記録であって、
電子計算機による情報処理の用に供されるも
のをいいます。③において同じです。）で作
成され、又はこれらの書類の作成に代えてこ
れらの書類に記載すべき情報を記録した電磁
的記録の作成がされている場合には、これら
の電磁的記録に記録された情報の内容を記載
した書類）を添付しなければならないことと
されています（法法145の 9 において準用す
る法法82の22③、法規61の12）。
イ　その対象会計年度の特定多国籍企業グル
ープ等の最終親会社等に係る連結等財務諸
表の作成の基礎となる申告対象法人（その
特定多国籍企業グループ等に属する恒久的
施設等を有する構成会社等である外国法人
に限ります。）の財産及び損益の状況を記
載した計算書類
ロ　その対象会計年度の特定多国籍企業グル
ープ等に係る共同支配親会社等の連結等財
務諸表の作成の基礎となる申告対象法人
（その特定多国籍企業グループ等に係る恒
久的施設等を有する共同支配会社等である
外国法人に限ります。）の財産及び損益の
状況を記載した計算書類

ハ　その対象会計年度のイ及びロの申告対象
法人の恒久的施設等の法人税法施行令第
155条の16第 1 項第 2 号イ又はロの個別財
務諸表（同条第11項の規定の適用がある場
合には、同項各号に定める個別財務諸表）
ニ　その対象会計年度前の対象会計年度に係
るイからハまでに掲げるものに表示すべき
事項の修正の内容
ホ　イからハまでに掲げるものに係る勘定科
目内訳明細書
ヘ　その他参考となるべき事項を記載した書
類

⑵　国内最低課税額に係る確定申告による納付
　国内最低課税額に係る確定申告書を提出した
外国法人は、その申告書に記載した上記⑴①ロ
の金額があるときは、その申告書の提出期限ま
でに、その金額に相当する法人税を国に納付し
なければならないこととされています（法法
145の 9 において準用する法法82の25）。

⑶　前対象会計年度の法人税額等の更正等に伴う
更正の請求の特例
　国内最低課税額確定申告書に記載すべき外国
法人に係る課税標準国内最低課税額若しくはそ
の外国法人に係る課税標準国内最低課税額につ
き法令の規定を適用して計算した法人税の額又
は地方法人税法第24条の11第 1 項（国内最低課
税額に係る特定基準法人税額に係る確定申告）
の規定による申告書（その申告書に係る期限後
申告書を含みます。）に記載すべき外国法人に
係る課税標準国内最低課税法人税額若しくはそ
の課税標準国内最低課税法人税額につき法令の
規定を適用して計算した地方法人税の額につき、
修正申告書を提出し、又は更正若しくは決定を
受け、その修正申告書の提出又は更正若しくは
決定に伴い、その修正申告書又は更正若しくは
決定に係る対象会計年度後の各対象会計年度で
決定を受けた対象会計年度に係る外国法人に係
る課税標準国内最低課税額につき法令の規定を
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適用して計算した法人税の額（その金額につき
修正申告書の提出又は更正があった場合には、
その申告又は更正後の金額。⑶において「申告
書記載税額」といいます。）が過大となる場合
には、その修正申告書を提出した日又はその更
正若しくは決定の通知を受けた日の翌日から 2
月以内に限り、税務署長に対し、その申告書記
載税額につき更正の請求をすることができるこ
ととされています。
　この場合においては、更正請求書には、国税
通則法第23条第 3項に規定する事項のほか、そ
の修正申告書を提出した日又はその更正若しく
は決定の通知を受けた日を記載しなければなり
ません（法法145の 9 において準用する法法82
の26）。

5 　更正

⑴　更正の理由付記
　外国法人の各対象会計年度の国内最低課税額
に対する法人税の課税標準の更正をする場合に
は、内国法人と同様に、その更正に係る更正通
知書にその更正の理由を付記しなければならな
いこととされました（法法147において準用す
る法法130②）。

⑵　推計による更正
　外国法人の各対象会計年度の国内最低課税額
に対する法人税の課税標準は、内国法人と同様
に、推計による更正の対象外とされました（法
法147において準用する法法131）。

⑶　帳簿書類の検査
　普通法人等である外国法人の各対象会計年度
の国内最低課税額に対する法人税については、
内国法人と同様に、調査に際しその備え付けら
れた帳簿書類を検査するものとされています
（法法150の 2 ②）。
（注）　なお、外国法人の各対象会計年度の国内最

低課税額に対する法人税は、内国法人と同様

に青色申告制度が設けられていないことから、

その外国法人の帳簿書類を調査し、その調査

によりその課税標準又は欠損金額の計算に誤

りがあると認められる場合に限り課税標準又

は欠損金額を更正することができることとす

る措置（法法147において準用する法法130①）

の対象外とされています。

㈥　その他

　各対象会計年度の国内最低課税額に対する法人
税は、同族会社等の行為又は計算の否認（法法
132）及び組織再編成に係る行為又は計算の否認
（法法132の 2 ）の対象となります。

㈦　罰則

　今般の改正において、各対象会計年度の国内最
低課税額に対する法人税が創設されましたが、こ
の「各対象会計年度の国内最低課税額に対する法
人税」は、特定多国籍企業グループ等に属する内
国法人及び恒久的施設等を有する外国法人に対し
て新たな法人税の納税義務を課すものであるため、
法人税法におけるこれまでの罰則を踏まえ、次の
罰則が定められました。
1　偽りその他不正の行為により、上記㈣ 4⑴①
ロの法人税の額又は上記㈤ 4⑴①ロの法人税の
額につき法人税を免れた場合には、法人の代表
者、代理人、使用人その他の従業者でその違反
行為をした者は、10年以下の拘禁刑若しくは
1,000万円以下の罰金に処し、又はこれを併科
することとされています（法法159①）。なお、
ほ脱額が1,000万円を超える場合には、情状に
よりほ脱額以下とすることができることとされ
ています（法法159②）。
2　国内最低課税額に係る確定申告書をその提出
期限までに提出しないことにより、上記㈣ 4⑴
①ロの法人税の額又は上記㈤ 4⑴①ロの法人税
の額につき法人税を免れた場合には、法人の代
表者、代理人、使用人その他の従業者でその違
反行為をした者は、 5年以下の拘禁刑若しくは
500万円以下の罰金に処し、又はこれを併科す
ることとされています（法法159③）。なお、ほ
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脱額が500万円を超える場合には、情状により
ほ脱額以下とすることができることとされてい
ます（法法159④）。
3　正当な理由がなくて国内最低課税額に係る確
定申告書をその提出期限までに提出しなかった
場合には、法人の代表者、代理人、使用人その
他の従業者でその違反行為をした者は、 1年以
下の拘禁刑又は50万円以下の罰金に処すること
とされています。ただし、情状により、その刑
を免除することができることとされています
（法法160）。

（注）�　法人の代表者等が、その法人の業務に関して

これらの違反行為をしたときは、両罰規定の対

象とされます（法法163）。

㈧　適用関係

　上記の改正は、法人（人格のない社団等を含み
ます。）の令和 8 年 4 月 1 日以後に開始する対象
会計年度の国内最低課税額に対する法人税につい
て適用することとされています（改正法附則13）。

Ⅱ　国内最低課税額に係る特定基準法
人税額に対する地方法人税の創設

　法人税法における「各対象会計年度の国内最低
課税額に対する法人税」の創設に伴い、地方法人
税法においても新たな地方法人税として、「国内
最低課税額に係る特定基準法人税額に対する地方
法人税」が創設されました。
　我が国における国内ミニマム課税制度では、法
人税による課税と地方法人税による課税をあわせ
て実効税率が基準税率に達するまでの課税を確保
する仕組みが採用されています。

㈠　納税義務、課税の対象

　法人税を納める義務がある法人は、地方法人税
を納める義務があることとされています（地法法
4）。
　また、国内最低課税額に係る特定基準法人税額
に対する地方法人税の創設に伴い、その課税の対
象が明らかにされました。すなわち、地方法人税

は法人税の附加税であることから、特定多国籍企
業グループ等に属する構成会社等である法人又は
特定多国籍企業グループ等に係る共同支配会社等
である法人の各課税対象会計年度の国内最低課税
額に係る特定基準法人税額には、国内最低課税額
に係る特定基準法人税額に対する地方法人税を課
することとされています（地法法 5③）。

㈡　国内最低課税額に係る特定基準法
人税額

　この法律において「国内最低課税額に係る特定
基準法人税額」とは、国内最低課税額確定申告書
を提出すべき法人の法人税の課税標準である各対
象会計年度の内国法人に係る課税標準国内最低課
税額又は外国法人に係る課税標準国内最低課税額
につき、法人税法その他の法人税の税額の計算に
関する法令の規定により計算した法人税の額（附
帯税の額を除きます。）をいいます（地法法 6③）。

㈢　課税標準

　国内最低課税額に係る特定基準法人税額に対す
る地方法人税の課税標準は、各課税対象会計年度
の課税標準国内最低課税法人税額としています
（地法法24の 9 ①）。
　各課税対象会計年度の課税標準国内最低課税法
人税額は、各課税対象会計年度の国内最低課税額
に係る特定基準法人税額としています（地法法24
の 9 ②）。

㈣　税額の計算

　国内最低課税額に係る特定基準法人税額に対す
る地方法人税の額は、各課税対象会計年度の課税
標準国内最低課税法人税額に247/753の税率を乗
じて計算した金額です（地法法24の10）。
　我が国における国内ミニマム課税（QDMTT）
の導入にあたっては、法人税による課税と地方法
人税による課税とをあわせて実効税率が基準税率
に達するまでの課税を確保する仕組みが採用され
ています。そのため、国・地方の法人課税の税率
（法人実効税率29.74％の内訳）の比率を前提に法
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人税の税率と地方法人税の税率とが753：247の比
率となるよう、それぞれの税率が定められていま
す。すなわち、まず法人税によって75.3％（753
／1,000）の税率が課され、地方法人税はその課
された法人税額を基礎として計算することから、
地方法人税の税率は247／753としています。

㈤　申告及び納付等

1　国内最低課税額に係る特定基準法人税
額に係る確定申告

⑴　概要
　国内最低課税額確定申告書を提出すべき法人
（ 1において「申告対象法人」といいます。）は、
各課税対象会計年度終了の日の翌日から 1年 3
月以内に、税務署長に対し、次に掲げる事項を
記載した申告書を提出しなければならないこと
とされています（地法法24の11①、地法規 7の
5）。
①　その課税対象会計年度の課税標準である課
税標準国内最低課税法人税額
②　①に掲げる課税標準国内最低課税法人税額
につき上記㈣に基づいて計算した地方法人税
の額
③　①及び②に掲げる金額の計算の基礎
④　申告対象法人の名称、納税地及び法人番号
並びにその納税地と本店又は主たる事務所の
所在地とが異なる場合には、その本店又は主
たる事務所の所在地
⑤　代表者の氏名（外国法人にあっては、代表
者の氏名及び恒久的施設等（その所在地国が
我が国であるものに限ります。）を通じて行
う事業の経営の責任者の氏名）
⑥　その課税対象会計年度の開始及び終了の日
⑦　その他参考となるべき事項

⑵　提出期限に係る特例
　申告対象法人が、上記⑴による申告書を最初
に提出すべき課税対象会計年度においてその申
告書を提出する場合（その課税対象会計年度開

始の日前に開始した課税対象会計年度において
その申告対象法人又はその申告対象法人の特定
多国籍企業グループ等に属する構成会社等であ
った他の内国法人若しくは外国法人（我が国を
所在地国とする恒久的施設等を有していたもの
に限ります。⑵において同じです。）若しくは
その特定多国籍企業グループ等に係る共同支配
会社等であった他の内国法人若しくは外国法人
が特定多国籍企業グループ等に係る報告事項等
の提供期限に係る特例（法法150の 3 ⑨）の適
用を受けていなかった場合に限ります。）には、
その申告対象法人のその最初に提出すべき課税
対象会計年度終了の日の翌日から 1年 6月以内
に上記⑴による確定申告書を提出しなければな
らないこととされています（地法法24の11②）。

2 　電子情報処理組織による申告

　特定法人である内国法人が提出する上記 1 ⑴の
申告書（上記 1 ⑴の申告書に係る期限後申告書を
含みます。）又はこれらの申告書に係る修正申告
書及び添付書類に記載すべきものとされ、又は記
載されている事項を、電子情報処理組織を使用す
る方法により提供することにより、行わなければ
ならないこととされています（地法法24の12、地
法令13の 2 、地法規 7の 6）。
（注）　なお、電子申告の対象法人及び対象書類、電

子情報処理組織を使用する方法の意義、電子情

報処理組織を使用して申告書記載事項又は添付

書類記載事項を提供しようとする場合における

届出その他の手続、申告書記載事項又は添付書

類記載事項を電子情報処理組織を使用する方法

により送信し、又は提出する場合におけるその

送信又は提出に関するファイル形式並びに電子

申告の効果等については、各対象会計年度の国

内最低課税額に対する法人税の電子申告（法法

82の23）と同様の措置が講じられています。

3 　電子情報処理組織による申告が困難で
ある場合の特例

　上記 2の内国法人が各対象会計年度の国内最低
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課税額に対する法人税の電子申告が困難である場
合の特例の承認（法法82の24①）を受けている場
合には、その承認に係る税務署長が指定する期間
内に行う国内最低課税額に係る特定基準法人税額
に対する地方法人税の申告については、書面によ
り行うことができることとされています（地法法
24の13）。

4 　国内最低課税額に係る特定基準法人税
額に係る確定申告による納付

　上記 1 ⑴の申告書を提出した法人は、その申告
書に記載した課税標準国内最低課税法人税額につ
き法令の規定を適用して計算した地方法人税の額
があるときは、その申告書の提出期限までに、そ
の金額に相当する地方法人税を国に納付しなけれ
ばならないこととされています（地法法24の14）。

5 　更正の請求の特例

　地方法人税は法人税額を基礎として計算される
ため、ある対象会計年度の法人税の課税標準や税
額につき修正申告書の提出又は更正決定があった
場合には、その後の対象会計年度の法人税に影響
が及び、その結果、既に確定した地方法人税が過
大となることがあります。
　そこで、このような事情を考慮し、国内最低課
税額確定申告書に記載すべき課税標準国内最低課
税額又は法人税の額につき修正申告書を提出し、
又は更正若しくは決定を受けた場合において、そ
の修正申告書の提出又は更正若しくは決定に伴い、
その修正申告書又は更正若しくは決定に係る対象
会計年度後の各課税対象会計年度で決定を受けた
課税対象会計年度に係る課税標準国内最低課税法
人税額につき法令の規定を適用して計算した地方
法人税の額（その金額につき修正申告書の提出又
は更正があった場合には、その申告又は更正後の
金額）が過大となるときは、その修正申告書を提
出した日又はその更正若しくは決定の通知を受け
た日の翌日から 2月以内に限り、税務署長に対し、
その地方法人税の額につき更正の請求をすること
ができることとされています（地法法24の15）。

㈥　更正の理由付記

　国内最低課税額に係る特定基準法人税額に対す
る地方法人税の課税標準の更正をする場合には、
その更正に係る更正通知書にその更正の理由を付
記しなければならないこととされました（地法法
27⑤）。

㈦　罰則

1 　偽りその他不正の行為により、上記㈤ 1⑴②
の地方法人税の額につき地方法人税を免れた場
合には、法人の代表者、代理人、使用人その他
の従業者でその違反行為をした者は、10年以下
の拘禁刑若しくは1,000万円以下の罰金に処し、
又はこれを併科することとされています（地法
法33①）。なお、ほ脱額が1,000万円を超える場
合には、情状によりほ脱額以下とすることがで
きることとされています（地法法33②）。
2　国内最低課税額に係る特定基準法人税額に係
る確定申告書をその提出期限までに提出しない
ことにより、上記㈤ 1⑴②の地方法人税の額に
つき地方法人税を免れた場合には、法人の代表
者、代理人、使用人その他の従業者でその違反
行為をした者は、 5 年以下の拘禁刑若しくは
500万円以下の罰金に処し、又はこれを併科す
ることとされています（地法法33③）。なお、
ほ脱額が500万円を超える場合には、情状によ
りほ脱額以下とすることができることとされて
います（地法法33④）。
3　正当な理由がなくて国内最低課税額に係る特
定基準法人税額に係る確定申告書をその提出期
限までに提出しなかった場合には、法人の代表
者、代理人、使用人その他の従業者でその違反
行為をした者は、 1年以下の拘禁刑又は50万円
以下の罰金に処することとされています。ただ
し、情状により、その刑を免除することができ
ることとされています（地法法34）。

（注）�　法人の代表者等が、その法人の業務に関して

これらの違反行為をしたときは、両罰規定の対

象とされます（地法法37）。
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㈧　適用関係

　上記㈠から㈦までの改正は、法人（人格のない
社団等を含みます。）の令和 8 年 4 月 1 日以後に
開始する課税対象会計年度の国内最低課税額に係
る特定基準法人税額に対する地方法人税について
適用することとされています（改正法附則20）。

Ⅲ　グループ国内最低課税額報告事項
等の提供制度の創設

　今般の改正において、各対象会計年度の国内最
低課税額に対する法人税が創設されたことを踏ま
え、その租税債務の正確性を評価するために必要
な情報を税務当局に提供することを目的として、
グループ国内最低課税額報告事項等の提供制度が
創設されました。
（参考）　基本的な制度の仕組みは、グループ国際最

低課税額等報告事項等の提供制度と同じです。

また、グループ国内最低課税額報告事項等の

提供様式は、今後国税庁ホームページにおい

て公表される予定です。

㈠　グループ国内最低課税額報告事項
等の提供

　グループ国内最低課税額報告対象法人は、特定
多国籍企業グループ等の各対象会計年度に係るグ
ループ国内最低課税額報告事項等を、その各対象
会計年度終了の日の翌日から 1年 3月以内に、電
子情報処理組織を使用する方法（e-Tax）により、
そのグループ国内最低課税額報告対象法人の納税
地の所轄税務署長に提供しなければならないこと
とされました（法法150の 3 ④）。
（注 1）　グループ国内最低課税額報告事項等の提供

は、英語により行うこととされています（法

規68⑪）。
（注 2）　国内最低課税額確定申告書の提出を要しな

いこととされる対象会計年度であっても、グ

ループ国内最低課税額報告事項等は提供しな

ければならない点に留意する必要があります。

1 　提供義務者

　「グループ国内最低課税額報告対象法人」とは、
次に掲げる法人をいいます（法法150の 3 ④）。
⑴　特定多国籍企業グループ等に属する構成会社
等（その所在地国が我が国であるものに限りま
す。）である内国法人又は過去対象会計年度に
おいてその特定多国籍企業グループ等に属する
構成会社等（その所在地国が我が国であるもの
に限ります。）であった内国法人で報告対象会
計年度においてその構成会社等でないもの（そ
の報告対象会計年度に係る国内最低課税額を有
するものに限ります。）
⑵　特定多国籍企業グループ等に係る共同支配会
社等（その所在地国が我が国であるものに限り
ます。）である内国法人又は過去対象会計年度
においてその特定多国籍企業グループ等に係る
共同支配会社等（その所在地国が我が国である
ものに限ります。）であった内国法人で報告対
象会計年度においてその共同支配会社等でない
もの（その報告対象会計年度に係る国内最低課
税額を有するものに限ります。）
⑶　特定多国籍企業グループ等に属する恒久的施
設等（その所在地国が我が国であるものに限り
ます。 1において同じです。）を有する構成会
社等である外国法人又は過去対象会計年度にお
いてその特定多国籍企業グループ等に属する恒
久的施設等を有する構成会社等であった外国法
人で報告対象会計年度においてその構成会社等
でないもの（その報告対象会計年度に係る国内
最低課税額を有するものに限ります。）
⑷　特定多国籍企業グループ等に係る恒久的施設
等を有する共同支配会社等である外国法人又は
過去対象会計年度においてその特定多国籍企業
グループ等に係る恒久的施設等を有する共同支
配会社等であった外国法人で報告対象会計年度
においてその共同支配会社等でないもの（その
報告対象会計年度に係る国内最低課税額を有す
るものに限ります。）
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2 　グループ国内最低課税額報告事項等

　「グループ国内最低課税額報告事項等」とは、
次の⑴から⑷までに掲げる事項をいいます（法法
150の 3 ④一～三、改正法附則19②、法令214④⑤、
法規68⑫～⑯、改正法規附則 9③）。

⑴　グループに関する基本的事項
①　特定多国籍企業グループ等の最終親会社等
の名称その他最終親会社等に係る一定の事項
②　特定多国籍企業グループ等に属する構成会
社等又は特定多国籍企業グループ等に係る共
同支配会社等の名称その他構成会社等又は共
同支配会社等に係る一定の事項
（注）　既に所轄税務署長又は我が国以外の国若

しくは地域の税務当局に提供された当該事

項又はこれに相当する事項（法人税法第150

条の 3 第 3 項又は第 6 項の規定の適用があ

る場合（③において「提供義務免除規定の

適用がある場合」といいます。）に限りま

す。）のうち、最も新しい対象会計年度に係

るものから変更がない場合には、②に掲げ

る事項は提供する必要はありません。

③　特定多国籍企業グループ等に属する除外会
社等（最終親会社等を除きます。）の名称及
び類型
（注）　既に所轄税務署長又は我が国以外の国若

しくは地域の税務当局に提供された当該名

称及び類型又はこれらに相当する事項（提

供義務免除規定の適用がある場合に限りま

す。）のうち、最も新しい対象会計年度に係

るものから変更がない場合には、③に掲げ

る事項は提供する必要はありません。

④　その他参考となるべき事項

⑵　国内最低課税額に関する事項
①　特定多国籍企業グループ等に係る国内実効
税率及びその計算の基礎となる一定の事項
②　特定多国籍企業グループ等に係る構成会社
等に係る国内最低課税額若しくは共同支配会

社等に係る国内最低課税額又は構成会社等の
恒久的施設等に係る国内最低課税額若しくは
共同支配会社等の恒久的施設等に係る国内最
低課税額の計算の基礎となる一定の事項
③　その他参考となるべき事項
（注）　ただし、各種の適用免除基準又は移行期間

CbCRセーフ・ハーバーの適用がある場合には、

上記の事項に代えて一定の事項のみの提供を

求める簡素化措置が設けられています（法規

68⑭、改正法規附則 9③）。

⑶　各対象会計年度の国内最低課税額に対する法
人税において次の規定の適用を受けようとする
旨
①　法人税法第82条の 2第 1項（除外会社等に
関する特例）の規定
②　法人税法第82条の19第 8 項、第 9項、第12
項又は第13項（国内最低課税額）（これらの
規定（同条第 9 項を除きます。）を同条第15
項において準用する場合を含みます。③にお
いて同じです。）の規定
③　法人税法第145条の 6 第 2 項又は第 3 項
（国内最低課税額）の規定により同法第82条
の19第 8 項、第 9項、第12項又は第13項の規
定に準じて計算する場合における同条第 8項、
第 9項、第12項又は第13項の規定
④　所得税法等の一部を改正する法律（令和 7
年法律第13号）附則第18条第 1項（国内最低
課税額の計算に関する経過措置）（同条第 5
項において準用する場合を含みます。）又は
第 3項（同条第 6項において準用する場合を
含みます。）の規定
⑤　法人税法施行令第155条の17第 1 項（各種
投資会社等に係る当期純損益金額の特例）
（同条第 7 項において準用する場合を含みま
す。下記⑷②において同じです。）の規定
⑥　法人税法施行令第155条の20第 1 項（連結
等納税規定の適用がある場合の個別計算所得
等の金額の計算の特例）（同条第 6 項におい
て準用する場合を含みます。下記⑷③におい
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て同じです。）の規定
⑦　法人税法施行令第155条の23第 1 項（株式
報酬費用額に係る個別計算所得等の金額の計
算の特例）（同条第 7 項において準用する場
合を含みます。下記⑷④において同じです。）
の規定
⑧　法人税法施行令第155条の24第 1 項（資産
等の時価評価損益に係る個別計算所得等の金
額の計算の特例）（同条第 7 項において準用
する場合を含みます。下記⑷⑤において同じ
です。）の規定
⑨　法人税法施行令第155条の24の 2 第 1 項
（除外資本損益に係る個別計算所得等の金額
の計算の特例）（同条第 6 項において準用す
る場合を含みます。下記⑷⑥において同じで
す。）の規定
⑩　法人税法施行令第155条の26第 1 項（一定
のヘッジ処理に係る個別計算所得等の金額の
計算の特例）（同条第 5 項において準用する
場合を含みます。下記⑷⑦において同じで
す。）の規定
⑪　法人税法施行令第155条の27第 1 項（一定
の利益の配当に係る個別計算所得等の金額の
計算の特例）（同条第 5 項において準用する
場合を含みます。下記⑷⑧において同じで
す。）の規定
⑫　法人税法施行令第155条の28第 1 項（債務
免除等を受けた場合の個別計算所得等の金額
の計算の特例）（同条第 2 項において準用す
る場合を含みます。）の規定
⑬　法人税法施行令第155条の29第 1 項（資産
等の時価評価課税が行われた場合の個別計算
所得等の金額の計算の特例）（同条第 2 項に
おいて準用する場合を含みます。）の規定
⑭　法人税法施行令第155条の31第 1 項（各種
投資会社等に係る個別計算所得等の金額の計
算の特例）（同条第 6 項において準用する場
合を含みます。下記⑷⑨において同じです。）
の規定
⑮　法人税法施行令第155条の61第 2 項（構成

会社等に係る国内調整後対象租税額）（法人
税法第145条の 6 第 2 項の規定により準じて
計算する場合を含みます。）の規定
⑯　法人税法施行令第155条の65第 1 項（不動
産の譲渡に係る再計算グループ国内最低課税
額の特例）（法人税法第145条の 6第 2項の規
定により準じて計算する場合を含みます。）
の規定
⑰　法人税法施行令第155条の70第 2 項（共同
支配会社等に係る国内調整後対象租税額）に
おいて準用する同令第155条の61第 2 項（法
人税法第145条の 6 第 3 項の規定により準じ
て計算する場合を含みます。）の規定
⑱　法人税法施行令第155条の73第 2 項（共同
支配会社等に係る再計算グループ国内最低課
税額）において準用する同令第155条の65第
1 項（法人税法第145条の 6 第 3 項の規定に
より準じて計算する場合を含みます。）の規
定
⑲　法人税法施行令第155条の79第 1 項（収入
金額等に関する適用免除基準）において準用
する同令第155条の55第 3 項（収入金額等に
関する適用免除基準）（法人税法第145条の 6
第 2項の規定により準じて計算する場合を含
みます。）の規定
⑳　法人税法施行令第155条の79第 2 項におい
て準用する同令第155条の55第 5 項及び第 6
項（法人税法第145条の 6 第 2 項の規定によ
りこれらの規定に準じて計算する場合を含み
ます。）の規定
㉑　法人税法施行規則第38条の28第20項、第21
項又は第23項（調整後対象租税額の計算）の
規定
㉒　法人税法施行規則第38条の64第 1 項（国内
みなし繰延税金資産相当額がある場合におけ
る国内グループ調整後対象租税額等の計算の
特例）（法人税法第145条の 6第 2項の規定に
より準じて計算する場合を含みます。下記⑷
⑪において同じです。）の規定
㉓　法人税法施行規則第38条の64第 8 項におい
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て準用する同条第 1 項（法人税法第145条の
6第 3項の規定により準じて計算する場合を
含みます。下記⑷⑫において同じです。）の
規定

⑷　各対象会計年度の国内最低課税額に対する法
人税において次の規定の適用を受けることをや
めようとする旨
①　法人税法第82条の 2第 1項の規定
②　法人税法施行令第155条の17第 1 項の規定
③　法人税法施行令第155条の20第 1 項の規定
④　法人税法施行令第155条の23第 1 項の規定
⑤　法人税法施行令第155条の24第 1 項の規定
⑥　法人税法施行令第155条の24の 2 第 1 項の
規定
⑦　法人税法施行令第155条の26第 1 項の規定
⑧　法人税法施行令第155条の27第 1 項の規定
⑨　法人税法施行令第155条の31第 1 項の規定
⑩　法人税法施行規則第38条の28第21項又は第
23項の規定
⑪　法人税法施行規則第38条の64第 1 項の規定
⑫　法人税法施行規則第38条の64第 8 項におい
て準用する同条第 1項の規定

㈡　グループ国内最低課税額報告事項
等を提供すべき法人が複数ある場合
の特例

　グループ国内最低課税額報告事項等を提供しな
ければならないこととされる法人が複数ある場合
において、そのグループ国内最低課税額報告事項
等の提供対象となる各対象会計年度終了の日の翌
日から 1年 3月以内に電子情報処理組織を使用す
る方法（e-Tax）により、その法人のうちいずれ
か一の法人がこれらの法人を代表してグループ国
内最低課税額報告事項等を提供する法人の名称そ

の他の事項をその一の法人の納税地の所轄税務署
長に提供したときは、そのグループ国内最低課税
額報告事項等を代表して提供するものとされた法
人以外の法人は、そのグループ国内最低課税額報
告事項等を提供することを要しないこととされま
した（法法150の 3 ⑤）。
　すなわち、本特例の適用を受けることで、一の
特定多国籍企業グループ等に係るグループ国内最
低課税額報告事項等については、その提供義務の
ある法人のうちいずれか一の法人のみが提供すれ
ば足りることになります。
（注）　「代表してグループ国内最低課税額報告事項等

を提供する法人の名称その他の事項」とは、グ

ループ国内最低課税額報告事項等を代表して提

供する法人及び本特例の適用があるとしたなら

ばグループ国内最低課税額報告事項等の提供を

要しないこととされる法人に関する次の事項と

されています（法規68⑩⑰）。

1 �　これらの法人のうち内国法人については、

その内国法人の内国法人届出事項（内国法人

の名称、納税地及び法人番号並びに代表者の

氏名（法人番号を有しない内国法人にあっては、

名称及び納税地並びに代表者の氏名）をいい

ます。下記㈤（注 1）において同じです。）

2 �　これらの法人のうち外国法人については、

その外国法人の外国法人届出事項（外国法人

の名称、納税地、本店又は主たる事務所の所

在地及び法人番号並びに恒久的施設等（その

所在地国が我が国であるものに限ります。 2

において同じです。）を通じて行う事業の経営

の責任者の氏名（法人番号を有しない外国法

人にあっては、名称、納税地及び本店又は主

たる事務所の所在地並びに恒久的施設等を通

じて行う事業の経営の責任者の氏名）をいい

ます。下記㈤（注 1）において同じです。）
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㈢　グループ国内最低課税額報告事項
等の提供義務の免除

　上記㈠によりグループ国内最低課税額報告事項
等を提供しなければならないこととされる法人で
あっても、特定多国籍企業グループ等の最終親会
社等（指定提供会社等を指定した場合には、指定
提供会社等。㈢及び㈣において同じです。）の所
在地国の税務当局がその特定多国籍企業グループ
等の各対象会計年度に係るグループ国内最低課税
額報告事項等に相当する情報の提供を我が国に対
して行うことができると認められる場合に該当す
るときは、そのグループ国内最低課税額報告事項
等の提供を要しないこととされました（法法150
の 3 ⑥）。
（注）　「指定提供会社等」とは、特定多国籍企業グル

ープ等の最終親会社等以外のいずれか一の構成

会社等で、その特定多国籍企業グループ等のグ

ループ国際最低課税額等報告事項等に相当する

事項及びグループ国内最低課税額報告事項等に

相当する事項をその構成会社等の所在地国の租

税に関する法令を執行する当局に提供するもの

としてその最終親会社等が指定したものをいい

ます。

　ここで、「最終親会社等の所在地国の税務当局
がその特定多国籍企業グループ等の各対象会計年
度に係るグループ国内最低課税額報告事項等に相
当する情報の提供を我が国に対して行うことがで
きると認められる場合」とは、次の 1及び 2に掲
げる場合のいずれにも該当する場合とされていま
す（法令214⑥）。
1　対象となる各対象会計年度終了の日の翌日か
ら 1年 3月以内に、特定多国籍企業グループ等
の最終親会社等の所在地国の税務当局にその各
対象会計年度に係るグループ国内最低課税額報
告事項等に相当する事項の提供がある場合
2　財務大臣と特定多国籍企業グループ等の最終
親会社等の所在地国の権限ある当局との間の適
格当局間合意がある場合
（注）　「適格当局間合意」とは、グループ国際最低

課税額等報告事項等及びグループ国内最低課

税額報告事項等又はこれらに相当する情報を

グループ国内最低課税額報告事項等の提供制度

【構成会社等又は共同支配会社等による提供】

【構成会社等又は共同支配会社等による提供（e-Tax）】

日本の税務当局

グループ国内最低課
税額報告事項等

内国法人
（CE）

《特定多国籍企業グループ等》 《特定多国籍企業グループ等》

内国法人
（JV）

恒久的施設
等を有する
外国法人
（CE/JV）

内国法人
（CE）

内国法人
（JV）

恒久的施設
等を有する
外国法人
（CE/JV）

グループ国内最低課
税額報告事項等

グループ国内最低課
税額報告事項等

グループ国内最低課
税額報告事項等

グループ国内最低課
税額報告事項等

グループ国内最低課
税額報告事項等

代表して提供す
る法人等の情報

日本の税務当局

【提供義務者が複数ある場合の特例（e-Tax）】

　グループ国内最低課税額報告対象法人（注）は、グループ国内最低課税額報告事項等を、各対象会計年度終了の日の翌日から
1年 3ヵ月以内（一定の場合には 1年 6ヵ月以内）に、e-Taxにより所轄税務署長に提供しなければならない。
（注）　構成会社等・共同支配会社等である内国法人、構成会社等・共同支配会社等であった内国法人（国内最低課税額を有するものに限る。）
　　又は我が国に恒久的施設等を有する構成会社等・共同支配会社等である外国法人、我が国に恒久的施設等を有する構成会社等・共同支配
　　会社等であった外国法人（国内最低課税額を有するものに限る。）

【提供義務者が複数ある場合の特例】
　グループ国内最低課税額報告事項等の提供義務のある法人が複数ある場合において、これらの法人のうちいずれか一の法人
が、グループ国内最低課税額報告事項等を代表して提供する法人等に関する情報を所轄税務署長に提供したときは、その代表
して提供するものとされた法人以外の法人は、グループ国内最低課税額報告事項等を提供する必要はない。
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相互に提供するための財務大臣と我が国以外

の国又は地域の権限ある当局との間のグルー

プ国際最低課税額等報告事項等及びグループ

国内最低課税額報告事項等又はこれらに相当

する情報の提供時期、提供方法その他の細目

に関する合意であって、対象となる各対象会

計年度終了の日の翌日から 1 年 3 月を経過す

る日において現に効力を有するものをいいま

す。

　なお、特定多国籍企業グループ等に係る報告事
項等の提供期限が下記㈥の特例によって延長され
る対象会計年度にあっては、上記 1の「 1年 3月
以内」及び上記 2（注）の「 1 年 3 月を経過する
日」についても、それぞれ「 1年 6月以内」及び
「 1 年 6 月を経過する日」まで延長することとさ
れています（法令214⑦）。

㈣　最終親会社等届出事項の提供

　我が国以外の国又は地域においてグループ国内
最低課税額報告事項等に相当する事項を提供する
最終親会社等を適切に把握する観点から、上記㈢
によりグループ国内最低課税額報告事項等の提供
を要しないこととされるグループ国内最低課税額
報告対象法人は、特定多国籍企業グループ等のそ
の提供を要しないこととされる各対象会計年度に
係る最終親会社等届出事項を、その各対象会計年
度終了の日の翌日から 1年 3月以内に、電子情報
処理組織を使用する方法（e-Tax）により、その

グループ国内最低課税額報告対象法人の納税地の
所轄税務署長に提供しなければならないこととさ
れました（法法150の 3 ⑦）。
（注）　「最終親会社等届出事項」とは、特定多国籍企

業グループ等の最終親会社等の名称、所在地国、

本店若しくは主たる事務所の所在地又はその事

業が管理され、かつ、支配されている場所の所

在地（（注）において「本店等の所在地」といい

ます。）及び法人番号並びに代表者の氏名（法人

番号を有しない最終親会社等にあっては、名称、

所在地国及び本店等の所在地並びに代表者の氏

名）をいいます（法規68⑱）。

グループ国内最低課税額報告事項等の提供義務の免除

　次のいずれにも該当する場合には、グループ国内最低課税額報告対象法人のグループ国内最低課税額報告事項等の提供義務は
免除される。
①　各対象会計年度終了の日の翌日から 1年 3ヵ月以内（一定の場合には 1年 6ヵ月以内）に、最終親会社等（指定提供会社等
を指定した場合には指定提供会社等。以下同じ。）の所在地国の税務当局にその各対象会計年度に係るグループ国内最低課税
額報告事項等に相当する事項の提供がある場合

②　財務大臣と最終親会社等の所在地国の権限ある当局との間の適格当局間合意がある場合

日本の税務当局

※提供義務を免除

グループ国内最低課
税額報告対象法人

グループ国内最低課
税額報告対象法人

最終親会社等
指定提供会社等

《特定多国籍企業グループ等》

【要件②】
適格当局間合意があること
（情報交換のための環境整備）

【要件①】
我が国の提供期限までに最
終親会社等（指定提供会社
等）の所在地国の税務当局
にグループ国内最低課税額
報告事項等に相当する事項
の提供があること

外国の税務当局

グループ国内最低
課税額報告事項等

グループ国内最低
課税額報告事項等

グループ国内最低
課税額報告事項
等に相当する情報

適格当局間合意
（情報交換）

グループ国内最低
課税額報告事項
等に相当する事項
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㈤　最終親会社等届出事項を提供すべ
き法人が複数ある場合の特例

　上記㈣のとおり、グループ国内最低課税額報告
事項等の提供を要しないこととされる法人は最終
親会社等届出事項を提供しなければならないこと
とされていますが、最終親会社等届出事項を提供
しなければならないこととされる法人が複数ある
場合において、その最終親会社等届出事項の提供
対象となる各対象会計年度終了の日の翌日から 1
年 3月以内に、電子情報処理組織を使用する方法
（e-Tax）により、その法人のうちいずれか一の
法人がこれらの法人を代表して最終親会社等届出
事項を提供する法人の名称その他の事項をその一
の法人の納税地の所轄税務署長に提供したときは、
その最終親会社等届出事項を代表して提供するも
のとされた法人以外の法人は、その最終親会社等
届出事項を提供することを要しないこととされま
した（法法150の 3 ⑧）。
　すなわち、本特例の適用を受けることで、一の
特定多国籍企業グループ等に係る最終親会社等届
出事項については、その提供義務のある法人のう

ちいずれか一の法人のみが提供すれば足りること
になります。
（注 1）　「代表して最終親会社等届出事項を提供する

法人の名称その他の事項」とは、最終親会社

等届出事項を代表して提供する法人及び本特

例の適用があるとしたならば最終親会社等届

出事項の提供を要しないこととされる法人に

関する次の事項とされています（法規68⑲）。
　　　 1 �　これらの法人のうち内国法人については、

その内国法人の内国法人届出事項

　　　 2 �　これらの法人のうち外国法人については、

その外国法人の外国法人届出事項

（注 2）　最終親会社等届出事項は、法人税法第150条

の 3 第 3 項の規定によりグループ国際最低課

税額等報告事項等の提供義務を免除されるこ

ととなるグループ国際最低課税額等報告対象

法人も提供しなければならないこととされて

いるため、グループ国内最低課税額報告対象

法人又はグループ国際最低課税額等報告対象

法人のいずれの法人が「代表して最終親会社

等届出事項を提供する法人」であっても差し

支えありません。
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㈥　特定多国籍企業グループ等に係る
報告事項等の提供期限の特例

　特定多国籍企業グループ等に係る報告事項等と
して、グループ国際最低課税額等報告事項等（法
法150の 3 ①）、グループ国内最低課税額報告事項
等（法法150の 3 ④）及び最終親会社等届出事項
（法法150の 3 ⑦）並びにこれらを提供すべき法人
が複数ある場合の特例の適用を受ける際に提供し
なければならないこととされる事項（法法150の
3 ②⑤⑧）（㈥において「報告事項等」といいま
す。）がそれぞれ定められており、これらの報告
事項等の提供期限は各対象会計年度終了の日の翌
日から 1年 3月以内とされていますが、グループ
国際最低課税額等報告対象法人又はグループ国内
最低課税額報告対象法人が最初にグループ国際最
低課税額等報告事項等、グループ国内最低課税額
報告事項等又は最終親会社等届出事項を提供しな
ければならないこととされる場合には、報告事項
等を提供するために必要となる情報の準備に要す

る時間等を踏まえ、報告事項等の提供期限を各対
象会計年度終了の日の翌日から 1年 6月以内に延
長することとされています。ただし、その対象会
計年度前のいずれかの対象会計年度においてその
特定多国籍企業グループ等に属する構成会社等で
あった他の法人又はその特定多国籍企業グループ
等に係る共同支配会社等であった他の法人がグル
ープ国際最低課税額等報告事項等、グループ国内
最低課税額報告事項等又は最終親会社等届出事項
を提供しなければならないこととされていた場合
は本特例の適用はありません（法法150の 3 ⑨）。

㈦　罰則

　今般の改正において創設されたグループ国内最
低課税額報告事項等の提供制度の実効性を担保す
るため、次の罰則が定められました。
1　正当な理由がなくてグループ国内最低課税額
報告事項等をその提供の期限までに提供しなか
った場合には、法人の代表者、代理人、使用人
その他の従業者でその違反行為をした者は、 1

最終親会社等届出事項の提供

【構成会社等又は共同支配会社等による提供】

【構成会社等又は共同支配会社等による提供（e-Tax） 】

日本の税務当局

最終親会社
等届出事項

内国法人
（CE）

内国法人
（JV）

内国法人
（CE）

内国法人
（JV）

恒久的施設
等を有する
外国法人

（CE/JV）

恒久的施設
等を有する
外国法人

（CE/JV）

《特定多国籍企業グループ等》 《特定多国籍企業グループ等》

最終親会社
等届出事項

最終親会社
等届出事項

最終親会社
等届出事項

代表して提供す
る法人等の情報

最終親会社
等届出事項

最終親会社
等届出事項

【提供義務者が複数ある場合の特例（e-Tax） 】

日本の税務当局

【提供義務者が複数ある場合の特例】

　法人税法第150条の 3 第 3 項（グループ国際最低課税額等報告事項等の提供義務の免除）の規定によりグループ国際最低課
税額等報告事項等の提供義務が免除されるグループ国際最低課税額等報告対象法人又は同条第 6 項（グループ国内最低課税額
報告事項等の提供義務の免除）の規定によりグループ国内最低課税額報告事項等の提供義務が免除されるグループ国内最低課
税額報告対象法人は、最終親会社等届出事項を、各対象会計年度終了の日の翌日から 1 年 3 ヵ月以内（一定の場合には 1 年 6 ヵ
月以内）に、e-Taxにより所轄税務署長に提供しなければならない。

　最終親会社等届出事項の提供義務のある法人が複数ある場合において、これらの法人のうちいずれか一の法人が、最終親会
社等届出事項を代表して提供する法人等に関する情報を所轄税務署長に提供したときは、その代表して提供するものとされた
法人以外の法人は、最終親会社等届出事項を提供する必要はない。
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年以下の拘禁刑又は50万円以下の罰金に処する
こととされています。ただし、情状により、そ
の刑を免除することができることとされていま
す（法法160）。
2 　電子情報処理組織を使用する方法（e-Tax）
により偽りの事項を税務署長に提供した場合の
法人の代表者、代理人、使用人その他の従業者
でその違反行為をした者は、 1年以下の拘禁刑
又は50万円以下の罰金に処することとされてい
ます（法法162）。

（注）�　法人の代表者等が、その法人の業務に関して

これらの違反行為をしたときは、両罰規定の対

象とされます（法法163）。

㈧　適用関係

　上記の改正は、令和 8年 4月 1日以後に開始す
る対象会計年度に係るグループ国内最低課税額報
告事項等について適用することとされています
（改正法附則19①）。

三　各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税等の見直し

1 　各対象会計年度の国際最低課税額に対
する法人税の見直し

⑴　個別計算所得等の金額の計算
①　改正前の制度の概要
イ　概要
　国別実効税率等を算出するために、構成
会社等又は共同支配会社等の個別計算所得
等の金額を算出する必要があります。
　個別計算所得等の金額は、次に掲げる会
社等の区分に応じそれぞれ次に定めるもの
をいいます（法法82二十六、法令155の18
①）。
イ　構成会社等　構成会社等個別計算所得
等の金額（構成会社等の各対象会計年度
に係る当期純損益金額（下記ロをご参照
ください。）に加算調整額を加算した金
額から減算調整額を減算した金額（以下
「特例適用前個別計算所得等の金額」と
いいます。）をいい、個別計算所得等の
金額の計算の特例の適用がある場合には
その適用後の金額とされています。以下
同じです。）
ロ　共同支配会社等　共同支配会社等個別
計算所得等の金額（共同支配会社等の各
対象会計年度に係る当期純損益金額（下
記ロをご参照ください。）に加算調整額

を加算した金額から減算調整額を減算し
た金額をいい、個別計算所得等の金額の
計算の特例の適用がある場合にはその適
用後の金額とされています。以下同じで
す。）
　すなわち、個別計算所得等の金額は、当
期純損益金額を出発点として、その当期純
損益金額に所要の加算調整又は減算調整を
行うことにより計算される特例適用前個別
計算所得等の金額に対し、特定の業種のみ
に関係する調整や特定多国籍企業グループ
等の選択により適用することができる調整
を行うことにより計算することとされてい
ます。
ロ　当期純損益金額
イ　概要
　「当期純損益金額」は、会社等の当期
純損益金額と恒久的施設等の当期純損益
金額とに区別されて規定されており、
種々の調整を行うことにより決定されま
す（旧法令155の16）。
ｉ　会社等の当期純損益金額
　会社等の当期純損益金額は、具体的
には、各対象会計年度に係る特定連結
等財務諸表（構成会社等にあってはⅰ
に掲げる連結等財務諸表をいい、共同
支配会社等にあってはⅱに掲げる連結
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等財務諸表をいいます。以下同じで
す。）の作成の基礎となる構成会社等
又は共同支配会社等の税引後当期純損
益金額をいいます（法法82二十六、旧
法令155の16①一）。
ⅰ　その構成会社等に係る最終親会社
等の連結等財務諸表
ⅱ　その共同支配会社等に係る共同支
配親会社等の連結等財務諸表
　ここでいう「税引後当期純損益金
額」とは、最終親会社等財務会計基
準（特定連結等財務諸表に係る会計
処理の基準をいいます。以下同じで
す。）（最終親会社等財務会計基準に
基づくことが実務上困難であると認
められる場合には、代用財務会計基
準（法令155の16②））に基づき計算
される構成会社等又は共同支配会社
等の当期純利益金額又は当期純損失
金額であって、特定連結等財務諸表
の作成において必要とされる一定の
会計処理が行われなかったものとし
たならば算出されることとなる金額
をいいます（法令155の16①一、法
規38の13①②）。

ⅱ　恒久的施設等の当期純損益金額
　恒久的施設等の当期純損益金額は、
次に掲げる恒久的施設等の区分に応じ
それぞれ次に定める金額とされていま
す。
ⅰ　恒久的施設等（ⅱに掲げるものを
除きます。）　次に掲げる場合の区分
に応じそれぞれ次に定める金額
ａ�　最終親会社等財務会計基準（最
終親会社等財務会計基準に基づく
ことが実務上困難であると認めら
れる場合には、代用財務会計基準。
ａにおいて同じです。）に従って
作成された恒久的施設等の各対象
会計年度に係る個別財務諸表（構

成会社等又は共同支配会社等ごと
の財産及び損益の状況を記載した
計算書類をいいます。以下同じで
す。）がある場合　その個別財務
諸表に係るその最終親会社等財務
会計基準に基づき計算された恒久
的施設等の当期純利益金額又は当
期純損失金額（以下「恒久的施設
等純損益金額」といいます。）（法
令155の16①二イ）

ｂ�　ａに掲げる場合以外の場合　最
終親会社等財務会計基準に従って
恒久的施設等の各対象会計年度に
係る個別財務諸表を作成するとし
たならば作成されることとなる個
別財務諸表に係るその最終親会社
等財務会計基準に基づき計算され
る恒久的施設等純損益金額（法令
155の16①二ロ）

ⅱ　法人税法第82条第 6号ニの恒久的
施設等　同号ニの他方の国において
その恒久的施設等を通じて行われる
同号ニの会社等の事業から生ずる収
益の額（その会社等の税引後当期純
損益金額の計算に用いられる会計処
理の基準に基づき計算される収益の
額で、その会社等の所在地国の租税
に関する法令においてその会社等の
所得の金額の計算上益金の額に算入
されないものに限ります。）からそ
の事業から生ずる費用の額（その会
社等の税引後当期純損益金額の計算
に用いられる会計処理の基準に基づ
き計算される費用の額で、その会社
等の所在地国の租税に関する法令に
おいてその会社等の所得の金額の計
算上損金の額に算入されないものに
限ります。）を減算した金額（法令
155の16①三）

ロ　独立企業間価格に基づく当期純損益金
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額の調整
ⅰ　所在地国が異なる構成会社等の間の
取引に対する独立企業間価格に基づく
調整
　各対象会計年度において構成会社等
又は共同支配会社等が、他の構成会社
等（その構成会社等の所在地国を所在
地国とするものを除きます。）又はそ
の共同支配会社等に係る他の共同支配
会社等（その共同支配会社等の所在地
国を所在地国とするものを除きます。）
との間で取引（資本等取引を除きます。
ロにおいて同じです。）を行った場合
において、次に掲げる場合に該当する
ときは、次に定めるところにより、そ
の対象会計年度以後の各対象会計年度
に係るその構成会社等又は共同支配会
社等の税引後当期純損益金額又は恒久
的施設等純損益金額を計算することと
されています（旧法令155の16③）。
ⅰ　その構成会社等又は共同支配会社
等の税引後当期純損益金額又は恒久
的施設等純損益金額の基礎となるそ
の取引に係る金額（ⅰにおいて「一
方の取引金額」といいます。）と当
該他の構成会社等又は他の共同支配
会社等の税引後当期純損益金額又は
恒久的施設等純損益金額の基礎とな
るその取引に係る金額（ⅰにおいて
「他方の取引金額」といいます。）の
いずれもが独立企業間価格（租税特
別措置法第66条の 4第 1項（国外関
連者との取引に係る課税の特例）に
規定する独立企業間価格又は我が国
以外の国若しくは地域の租税に関す
る法令の規定におけるこれに相当す
る金額をいいます。ⅰにおいて同じ
です。）と異なる場合　その取引は
独立企業間価格で行われたものとみ
なすこととされています。

ⅱ　一方の取引金額と他方の取引金額
のいずれかが独立企業間価格である
場合　その取引はその独立企業間価
格で行われたものとみなすこととさ
れています。
ⅲ　一方の取引金額と他方の取引金額
のいずれもが独立企業間価格であっ
て、これらの独立企業間価格が異な
る場合　その取引はこれらのいずれ
かの独立企業間価格で行われたもの
とみなすこととされています。

ⅱ　所在地国が同一の構成会社等の間の
取引に対する独立企業間価格相当額に
基づく調整
　また、各対象会計年度において構成
会社等（無国籍構成会社等を除きます。
下記②イロにおいて同じです。）又は
共同支配会社等（無国籍共同支配会社
等を除きます。下記②イロにおいて同
じです。）が、他の構成会社等（その
構成会社等の所在地国を所在地国とす
るものに限ります。）又はその共同支
配会社等に係る他の共同支配会社等
（その共同支配会社等の所在地国を所
在地国とするものに限ります。）との
間で行った資産の販売その他これに類
する取引により生じた損失の額を税引
後当期純損益金額又は恒久的施設等純
損益金額に係る損失の額としている場
合において、これらの取引に係る金額
が独立企業間価格相当額（これらの取
引を租税特別措置法第66条の 4第 1項
に規定する国外関連取引とみなして算
定した同項に規定する独立企業間価格
又は我が国以外の国若しくは地域の租
税に関する法令の規定におけるこれに
相当する金額をいいます。ⅱ及び下記
②イロにおいて同じです。）と異なる
ときは、これらの取引は独立企業間価
格相当額で行われたものとみなして、
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その対象会計年度に係るその構成会社
等又は共同支配会社等の税引後当期純
損益金額又は恒久的施設等純損益金額
を計算することとされています（旧法
令155の16④）。

ハ　導管会社等に係る当期純損益金額の特
例
ⅰ　非関連構成員に帰せられる導管会社
等の税引後当期純損益金額等の除外
　対象導管会社等（構成会社等である
導管会社等又は共同支配会社等である
導管会社等をいい、最終親会社等又は
共同支配親会社等を除きます。ハ及び
下記②ロにおいて同じです。）に対す
る所有持分を非関連構成員（他の構成
会社等以外の構成員又はその対象導管
会社等に係る他の共同支配会社等以外
の構成員をいいます。以下同じです。）
が直接又は間接に有する場合には、そ
の対象導管会社等の各対象会計年度に
係る税引後当期純損益金額及びその対
象導管会社等の恒久的施設等のその対
象会計年度に係る上記イⅱⅰａ又はｂ
に定める金額に次に掲げる割合の合計
割合をそれぞれ乗じて計算した金額を、
その対象導管会社等のその対象会計年
度に係る税引後当期純損益金額及びそ
の恒久的施設等のその対象会計年度に
係る上記イⅱⅰａ又はｂに定める金額
からそれぞれ減算することとされてい
ます（旧法令155の16⑬）。
ⅰ　その対象導管会社等に対する所有
持分を有するその非関連構成員のそ
の対象導管会社等に係る請求権割合
（法令155の10②に規定する請求権割
合をいいます。ⅱにおいて同じで
す。）
ⅱ　次に掲げる場合の区分に応じそれ
ぞれ次に定める割合（次に掲げる場
合のいずれにも該当する場合には、

次に定める割合の合計割合）
ａ�　その対象導管会社等の所有持分
を有する他の会社等（他の構成会
社等である導管会社等又はその対
象導管会社等に係る他の共同支配
会社等である導管会社等に限るも
のとし、最終親会社等又は共同支
配親会社等を除きます。ⅱ及び下
記②ロイにおいて同じです。）に
対する所有持分の全部又は一部を
その非関連構成員が有する場合
（その対象導管会社等の収入等が
当該他の会社等の所在する国又は
地域の租税に関する法令において
その構成員の収入等として取り扱
われる場合に限ります。）　その非
関連構成員の当該他の会社等に係
る請求権割合に当該他の会社等の
その対象導管会社等に係る請求権
割合を乗じて計算した割合（当該
他の会社等が 2以上ある場合には、
その 2以上の他の会社等につきそ
れぞれ計算した割合の合計割合）

ｂ�　その対象導管会社等と他の会社
等（その所有持分の全部又は一部
をその非関連構成員が有するもの
に限ります。ｂ及び下記②ロイⅱ
において同じです。）との間に 1
又は 2以上の会社等（他の構成会
社等である導管会社等又はその対
象導管会社等に係る他の共同支配
会社等である導管会社等に限りま
す。ｂ及び下記②ロイⅱにおいて
「介在会社等」といいます。）が介
在する場合であって、その非関連
構成員、当該他の会社等、介在会
社等及びその対象導管会社等が所
有持分の保有を通じて連鎖関係に
ある場合（その対象導管会社等の
収入等がその所有持分を有する介
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在会社等の所在する国又は地域の
租税に関する法令においてその構
成員の収入等と、介在会社等の収
入等がその所有持分を有する他の
介在会社等の所在する国又は地域
の租税に関する法令においてその
構成員の収入等と、介在会社等の
収入等がその所有持分を有する当
該他の会社等の所在する国又は地
域の租税に関する法令においてそ
の構成員の収入等として取り扱わ
れる場合に限ります。）　その非関
連構成員の当該他の会社等に係る
請求権割合、当該他の会社等の介
在会社等に係る請求権割合、介在
会社等の他の介在会社等に係る請
求権割合及び介在会社等のその対
象導管会社等に係る請求権割合を
順次乗じて計算した割合（その連
鎖関係が 2以上ある場合には、そ
の 2以上の連鎖関係につきそれぞ
れ計算した割合の合計割合）

ⅱ　被分配会社等に帰せられる導管会社
等の税引後当期純損益金額の配分
　対象導管会社等に対する所有持分を
他の構成会社等又はその対象導管会社
等に係る他の共同支配会社等（以下ⅱ
において「被分配会社等」といいま
す。）が直接又は間接に有する場合に
は、その対象導管会社等及びその被分
配会社等の各対象会計年度に係る税引
後当期純損益金額（法令155の16⑫又
は⑬の適用がある場合には、その適用
後の金額。ⅱにおいて同じです。）に
ついては、次によることとされていま
す（旧法令155の16⑭）。
ⅰ　その対象導管会社等のその対象会
計年度に係る税引後当期純損益金額
に次に掲げる割合の合計割合を乗じ
て計算した金額を、その対象導管会

社等のその対象会計年度に係る税引
後当期純損益金額から減算すること
とされています（旧法令155の16⑭
一）。
ａ�　その被分配会社等がその対象導
管会社等に対する所有持分を有す
る場合（その対象導管会社等の収
入等がその被分配会社等の所在す
る国又は地域の租税に関する法令
においてその構成員の収入等とし
て取り扱われる場合に限ります。）
におけるその被分配会社等のその
対象導管会社等に係る請求権割合
（会社等に対する所有持分を有す
る者がその所有持分に係る権利
（法令155の10②に規定する権利を
いいます。ａにおいて同じです。）
に基づき受けることができる金額
が、その会社等に対する所有持分
（その会社等が上記ⅰの適用を受
ける場合には、非関連構成員が直
接又は上記ⅰⅱａの他の会社等若
しくは上記ⅰⅱｂの他の会社等及
び介在会社等を通じて間接に有す
るその会社等に対する所有持分を
除きます。）に係る権利に基づき
受けることができる総額のうちに
占める割合をいいます。ｂ及び下
記②ロロにおいて同じです。）

ｂ�　次に掲げる場合の区分に応じそ
れぞれ次に定める割合（次に掲げ
る場合のいずれにも該当する場合
には、次に定める割合の合計割
合）

　⒜�　その対象導管会社等の所有持
分を有する他の会社等（他の構
成会社等である導管会社等又は
その対象導管会社等に係る他の
共同支配会社等である導管会社
等に限ります。ｂ及び下記②ロ
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ロにおいて同じです。）に対す
る所有持分の全部又は一部をそ
の被分配会社等が有する場合
（その対象導管会社等の収入等
がその所有持分を有する当該他
の会社等の所在する国又は地域
の租税に関する法令においてそ
の構成員の収入等として取り扱
われ、かつ、当該他の会社等の
収入等がその所有持分を有する
その被分配会社等の所在する国
又は地域の租税に関する法令に
おいてその構成員の収入等とし
て取り扱われる場合に限りま
す。）　その被分配会社等の当該
他の会社等に係る請求権割合に
当該他の会社等のその対象導管
会社等に係る請求権割合を乗じ
て計算した割合（当該他の会社
等が 2以上ある場合には、その
2以上の他の会社等につきそれ
ぞれ計算した割合の合計割合）

　⒝�　その対象導管会社等と他の会
社等（その所有持分の全部又は
一部をその被分配会社等が有す
るものに限ります。⒝及び下記
②ロロⅱにおいて同じです。）
との間に 1又は 2以上の会社等
（他の構成会社等である導管会
社等又はその対象導管会社等に
係る他の共同支配会社等である
導管会社等に限ります。⒝及び
下記②ロロⅱにおいて「介在会
社等」といいます。）が介在す
る場合であって、その被分配会
社等、当該他の会社等、介在会
社等及びその対象導管会社等が
所有持分の保有を通じて連鎖関
係にある場合（その対象導管会
社等の収入等がその所有持分を

有する介在会社等の所在する国
又は地域の租税に関する法令に
おいてその構成員の収入等と、
介在会社等の収入等がその所有
持分を有する他の介在会社等の
所在する国又は地域の租税に関
する法令においてその構成員の
収入等と、介在会社等の収入等
がその所有持分を有する当該他
の会社等の所在する国又は地域
の租税に関する法令においてそ
の構成員の収入等と、当該他の
会社等の収入等がその所有持分
を有するその被分配会社等の所
在する国又は地域の租税に関す
る法令においてその構成員の収
入等として取り扱われる場合に
限ります。）　その被分配会社等
の当該他の会社等に係る請求権
割合、当該他の会社等の介在会
社等に係る請求権割合、介在会
社等の他の介在会社等に係る請
求権割合及び介在会社等のその
対象導管会社等に係る請求権割
合を順次乗じて計算した割合
（その連鎖関係が 2 以上ある場
合には、その 2以上の連鎖関係
につきそれぞれ計算した割合の
合計割合）

ⅱ　上記ⅰの適用により対象導管会社
等の各対象会計年度に係る税引後当
期純損益金額から減算された金額を、
その被分配会社等のその対象会計年
度に係る税引後当期純損益金額に加
算することとされています（旧法令
155の16⑭二）。

ハ　個別計算所得等の金額の計算の特例
イ　個別計算所得等の金額の計算の特例の
趣旨
　個別計算所得等の金額は、特例適用前
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個別計算所得等の金額に対し、国際海運
業等の特定の業種にのみ適用される規定
及び特定多国籍企業グループ等の選択に
より適用することができる特例による調
整を加えることにより計算することとさ
れています（法令155の19～155の33）。
ロ　株式報酬費用額に係る個別計算所得等
の金額の計算の特例
　いわゆるストックオプション等の株式
報酬費用の取扱いに関して、財務会計上
と税務上とで異なる場合があります。例
えば、ストックオプションについて、財
務会計上、発行時の価額に基づいて計上
したストックオプションを権利行使期間
にわたって償却することにより費用計上
するのに対し、税務上、行使時の時価に
基づいて支払ったストックオプションの
価額を損金算入することとされている場
合、行使期間中に株式の時価が上昇すれ
ば、財務会計上の費用計上額よりも税務
上の損金算入額のほうが大きくなり、永
久差異が生じることになります。このよ
うな永久差異が生じ得ることを踏まえ、
特定多国籍企業グループ等の選択により、
株式報酬費用について、財務会計上の費
用ではなく、税務上の損金の額（法人税
等に係る株式報酬費用額）によって個別
計算所得等の金額を計算することができ
ることとされています（法令155の23）。
ハ　恒久的施設等を有する構成会社等に係
る個別計算所得等の金額の計算の特例
ｉ　恒久的施設等の特例適用前個別計算
所得等の金額が零を下回る場合におけ
る構成会社等個別計算所得等の金額の
計算
　恒久的施設等を有する構成会社等の
所在地国の租税に関する法令において、
その恒久的施設等に帰せられる所得に
ついてその構成会社等の所得として法
人税又は法人税に相当する税を課する

こととされている場合において、その
恒久的施設等の各対象会計年度に係る
特例適用前個別計算所得等の金額（一
定の個別計算所得等の金額の計算の特
例（法令155の19～155の29）の適用が
ある場合には、その適用後の金額。ハ
及び下記②ハにおいて同じです。）が
零を下回るときは、その構成会社等及
びその恒久的施設等のその対象会計年
度に係る構成会社等個別計算所得等の
金額の計算については、次によること
とされています（旧法令155の30①）。
ⅰ　その恒久的施設等のその特例適用
前個別計算所得等の金額が零を下回
る部分の金額をその構成会社等のそ
の対象会計年度に係る特例適用前個
別計算所得等の金額から減算する。
ⅱ　その恒久的施設等のその対象会計
年度に係る特例適用前個別計算所得
等の金額は、零とする。

ⅱ　恒久的施設等の特例適用前個別計算
所得等の金額が零を超える場合におけ
る構成会社等個別計算所得等の金額の
計算
　各対象会計年度における過去対象会
計年度において上記ⅰの適用がある場
合において、恒久的施設等のその対象
会計年度に係る特例適用前個別計算所
得等の金額が零を超えるときは、その
恒久的施設等を有する構成会社等及び
その恒久的施設等のその対象会計年度
に係る構成会社等個別計算所得等の金
額の計算については、次によることと
されています（法令155の30②）。
ⅰ　その恒久的施設等のその特例適用
前個別計算所得等の金額（過去対象
会計年度において上記ⅰⅰによりそ
の構成会社等の特例適用前個別計算
所得等の金額から減算された金額の
合計額（過去対象会計年度において
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既にその構成会社等の特例適用前個
別計算所得等の金額に加算された金
額の合計額を除きます。）を超える
場合には、その超える部分の金額を
控除した金額）をその構成会社等の
その対象会計年度に係る特例適用前
個別計算所得等の金額に加算する。
ⅱ　ⅰにより加算された金額をその恒
久的施設等のその対象会計年度に係
る特例適用前個別計算所得等の金額
から控除する。

（注）　恒久的施設等を有する共同支配会

社等及びその恒久的施設等の共同支

配会社等個別計算所得等の金額の計

算についても同様とされています

（法令155の30③）。

②　改正の内容
イ　当期純損益金額の決定における独立企業
間価格に基づく調整等の見直し
　令和 6 年（2024年） 6 月に OECD によ
り公表された執行ガイダンス 2において、
当期純損益金額の決定における独立企業間
価格に基づく調整等の詳細が明らかにされ
たことから、本執行ガイダンスに沿った改
正が行われました。
イ　所在地国が異なる構成会社等の間の取
引に対する独立企業間価格に基づく調整
の見直し
　所在地国が異なる構成会社等の間の取
引に対する独立企業間価格に基づく調整
は、以下の取引に対して適用することと
されました（法令155の16③）。
ⅰ　異なる国又は地域を所在地国とする
構成会社等の間の取引

ⅱ　異なる国又は地域を所在地国とする
共同支配会社等及びその共同支配会社
等に係る他の共同支配会社等の間の取
引
ⅲ　構成会社等及び共同支配会社等の間
の取引
ⅳ　共同支配会社等及び他の共同支配会
社等（その共同支配会社等に係る他の
共同支配会社等を除きます。）の間の
取引
　改正前は、上記ⅰ及びⅱの取引のみが
本調整の対象とされていました。これは、
多国籍企業グループ内の取引のうちクロ
スボーダー取引については、自国の課税
所得の海外への流出の対応策として、我
が国も含む多くの国又は地域において移
転価格税制が設けられており、その取引
が独立企業間価格で行われたものとみな
して課税所得を計算することとされてい
ることを踏まえ、本税制においても、こ
のようなクロスボーダー取引について、
同一の独立企業間価格で行われたものと
して当期純損益金額を計算するためです。
　しかし、本税制においては、構成会社
等と共同支配会社等は、同一の所在地国
であっても、その実効税率は異なるグル
ーピングで計算することとされています。
そのため、上記ⅰ及びⅱの取引に加え、
ⅲ及びⅳの取引が本調整の対象に加えら
れたことにより、実効税率の計算の異な
るグループ間で利益が移転されることで
生じ得る実効税率の歪みが是正されるこ
ととなります。
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ロ　所在地国が同一の構成会社等の間の取
引に対する独立企業間価格相当額に基づ
く調整の見直し
　改正前は、本調整は、資産を販売した
側に対してのみ適用することとされてい
ました。その結果、同一の取引に関して、
資産を販売した側と資産を購入した側と
で、異なる取引価格に基づき本税制にお
ける計算を行うこととなっており、両者
で不整合な状況となっていました。その
ため、資産を購入した側の帳簿価額に対
しても本調整を適用することとされまし
た。
　具体的には、各対象会計年度において
構成会社等又は共同支配会社等が、他の
構成会社等（その構成会社等の所在地国
を所在地国とするものに限ります。）又

はその共同支配会社等に係る他の共同支
配会社等（その共同支配会社等の所在地
国を所在地国とするものに限ります。）
との間で行った資産の販売その他これに
類する取引により生じた損失の額を税引
後当期純損益金額又は恒久的施設等純損
益金額に係る損失の額としている場合に
おいて、これらの取引に係る金額が独立
企業間価格相当額と異なるときは、これ
らの取引は独立企業間価格相当額で行わ
れたものとみなして、その対象会計年度
以後の各対象会計年度に係るその構成会
社等若しくは当該他の構成会社等又はそ
の共同支配会社等若しくは当該他の共同
支配会社等の税引後当期純損益金額又は
恒久的施設等純損益金額を計算すること
とされました（法令155の16④）。

所在地国が異なる構成会社等の間の取引に対する独⽴企業間価格に基づく調整の⾒直し

最終親会社等

構成会社等
Ｂ社

•  構成会社等と共同支配会社等は、同一の所在地国
   であっても、実効税率は異なるグルーピングで計
   算。
•  これらの会社等間の取引に独立企業間価格に基づ
   く調整が適用されることにより、異なるグループ
   間で利益が移転されることで生じる実効税率の歪
   みが是正される。
 （※）所在地国が異なる場合にも適用される。

取引を行った者 取引の相手方
本規定適用の有無

構成会社等 所在地国が異なる他の構成会社等 有

改正前

有

有 有

有

改正後

構成会社等 所在地国が同一の他の構成会社等 無

無

有無

有無

無

無 無

構成会社等 共同支配会社等

共同支配会社等

共同支配会社等

所在地国が異なる当該共同支配会社等に係る他の共同支配会社等

所在地国が同一の当該共同支配会社等に係る他の共同支配会社等

共同支配会社等 他の共同支配会社等
（当該共同支配会社等に係る他の共同支配会社等を除く）

共同支配会社等 構成会社等

•  これらの会社等間の取引に独立企業間価格
に基づく調整が適用されることにより、異
なるグループ間で利益が移転されることで
生じる実効税率の歪みが是正される。

 （※）所在地国が異なる場合にも適用される。

•  共同支配会社等と他の共同支配会社等（当
該共同支配会社等に係る他の共同支配会社
等を除く。）は、同一の所在地国であっても、
実効税率は異なるグルーピングで計算。

実効税率
のグループ

実効税率
のグループ

実効税率
のグループ

共同支配会社等
α2社

共同支配会社等
α1社

共同支配会社等
α3社

改正後

改正後

構成会社等
Ａ社

構成会社等
Ｃ社

共同支配会社等
β 社

Ｘ国

Ｙ国 Ｚ国
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ハ　株式報酬費用額に係る個別計算所得等
の金額の計算の特例の適用を受ける場合
における当期純損益金額に係る調整
　上記①ハロのとおり、株式報酬費用額
に係る個別計算所得等の金額の計算の特
例の適用を受ける場合には、株式報酬費
用について、財務会計上の費用ではなく、
税務上の損金によって個別計算所得等の
金額を計算することとされています。
　しかし、財務会計によっては、税務上
は損金とされる株式報酬費用について、
会計上は資産の帳簿価額に含まれる場合
があります（注）。このような場合には、
株式報酬費用について、会計ではなく、
税務に依拠するという本特例の趣旨に沿
って、その帳簿価額に株式報酬費用額が
含まれないものとして、当期純損益金額
を決定することとされました。
　具体的には、構成会社等又は共同支配
会社等が各対象会計年度において株式報
酬費用額に係る個別計算所得等の金額の
計算の特例の適用を受ける場合において、
その特例における法人税等に係る株式報
酬費用額に相当する金額が最終親会社等
財務会計基準における資産の帳簿価額に
含まれるときは、その資産の帳簿価額に
その相当する金額が含まれないものとみ

なして、その構成会社等又は共同支配会
社等のその対象会計年度に係る税引後当
期純損益金額又は恒久的施設等純損益金
額を計算することとされました（法規38
の15⑧）。
（注）　税務上は損金とされる株式報酬費用

について会計上はその帳簿価額に含ま

れる場合がある資産の例として、令和

6 年（2024年） 6 月にOECDにより公

表された執行ガイダンス 2 では、建物

（building）が挙げられています。

ロ　導管会社等に係る当期純損益金額の特例
の見直し
　令和 6 年（2024年） 6 月に OECD によ
り公表された執行ガイダンス 5において、
導管会社等に係る当期純損益金額の特例の
詳細が明らかにされたことから、本執行ガ
イダンスに沿った改正が行われました。
イ　非関連構成員に帰せられる導管会社等
の税引後当期純損益金額等の除外の見直
し
　上記①ロハｉのとおり、対象導管会社
等の所有持分を非関連構成員が保有して
いる場合には、対象導管会社等の各対象
会計年度に係る税引後当期純損益金額及
びその対象導管会社等の恒久的施設等の
その対象会計年度に係る上記①ロイⅱⅰ

所在地国が同一の構成会社等の間の取引に対する独⽴企業間価格相当額に基づく調整の⾒直し

最終親会社等

構成会社等
Ａ社

•   そのため、ALPと異なる価格で取引が行われた場合には、ALPで
    取引が行われたものとみなして税引後当期純損益金額等の計算を
    行うことにより、過大な損失の発生を防ぐ。

•   独立企業間価格相当額（ALP）で取引が行われていれば生じない
    損失が、取引価格を下げることによって発生。

無形資産
簿価： 1 億1000万

無形資産
簿価：1000万

→ 1 億1000万とする

ALP： 1 億1000万
取引価格：1000万

→ 1 億1000万とする
（従前どおり）

構成会社等
Ｂ社

【改正前】
所在地国が同一の構成会社等間の資産の販売に関して、その取引に関して損
失が生じた場合に、その取引が独立企業間価格で行われたものとみなして税
引後当期純損益金額等の計算を行う対象は、資産を販売した側だけであった。

【改正事項】
資産を購入した側も、本調整の対象とする。

譲渡

Ｘ国
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ａ又はｂに定める金額（以下「税引後当
期純損益金額等」といいます。）から、
非関連構成員が直接又は間接に保有する
請求権割合に対応する部分の金額を減額
することとされています。これは、対象
導管会社等の収入等が非関連構成員の収
入等として取り扱われることにより非関
連構成員が課税されたとしても、グルー
プ外の者であるから、その租税は実効税
率の計算に含まれないためです。
　改正前、上記①ロハｉⅱのとおり、非
関連構成員が対象導管会社等に対する所
有持分を間接に保有する場合には、次に
掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定
める場合に限り、本調整規定は適用する
こととされていました。
ⅰ　その対象導管会社等の所有持分を有
する他の会社等に対する所有持分の全
部又は一部をその非関連構成員が有す
る場合　その対象導管会社等の収入等
が当該他の会社等の所在する国又は地
域の租税に関する法令においてその構
成員の収入等として取り扱われる場合
ⅱ　その対象導管会社等と他の会社等と
の間に 1又は 2以上の介在会社等が介
在する場合であって、その非関連構成
員、当該他の会社等、介在会社等及び
その対象導管会社等が所有持分の保有
を通じて連鎖関係にある場合　その対
象導管会社等の収入等がその所有持分
を有する介在会社等の所在する国又は
地域の租税に関する法令においてその
構成員の収入等と、介在会社等の収入
等がその所有持分を有する他の介在会
社等の所在する国又は地域の租税に関
する法令においてその構成員の収入等

と、介在会社等の収入等がその所有持
分を有する当該他の会社等の所在する
国又は地域の租税に関する法令におい
てその構成員の収入等として取り扱わ
れる場合
　上記ⅰ又はⅱに掲げる場合に応じそれ
ぞれ上記ⅰ又はⅱに定める場合に該当し
ない場合（例えば、上記ⅰに掲げる場合
において、上記ⅰの対象導管会社等の収
入等が上記ⅰの他の会社等の所在する国
又は地域の租税に関する法令においてそ
の構成員の収入等として取り扱われない
とき）には、税引後当期純損益金額等の
うち非関連構成員の請求権割合に相当す
る金額は対象導管会社等の当期純損益金
額として残ることとなります。
　この場合、グループ外の者が所有持分
を保有することを原因として実効税率が
過少となり得ることから、令和 6 年
（2024年） 6 月に OECDにより公表され
た執行ガイダンス5.3において、非関連
構成員が、他の導管会社等（最終親会社
等又は共同支配親会社等を除きます。）
の連鎖を通じて間接に対象導管会社等の
所有持分を保有する場合には、他の導管
会社等が所在する国又は地域の租税に関
する法令の内容にかかわらず、その非関
連構成員の請求権割合に対応する金額を
対象導管会社等に係る税引後当期純損益
金額等から減額することとされました。
そのため、本執行ガイダンスに沿って、
上記ⅰ又はⅱに掲げる場合には、上記ⅰ
又はⅱに定める場合に該当するか否かに
かかわらず、本調整規定が適用されるこ
ととされました（法令155の16⑬二イロ）。
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ロ　被分配会社等に帰せられる導管会社等
の税引後当期純損益金額の配分の見直し
　導管会社等の収入等は、その設立国の
租税に関する法令において、その構成員
の収入等として取り扱われるため、一般
的には、導管会社等の所得につき、その
導管会社等自体に租税が課されることは
なく、その構成員に租税が課されること
となります。
　そのため、本税制においては、上記①
ロハⅰの調整規定のほか、上記①ロハⅱ
のとおり、基本的に所得とその所得につ
き課された租税は同一の会社等に係る実
効税率の計算で考慮されるべきであると
いう観点から、一定の場合、対象導管会
社等の税引後当期純損益金額を減算し、
その減算した金額を一定の構成員の税引
後当期純損益金額に加算する調整規定が
設けられています。
　しかし、その構成員が導管会社等であ
る場合もあり得ます。この場合には、そ
の構成員が所在する国又は地域の租税に
関する法令において対象導管会社の収入
等がその構成員の収入等として取り扱わ
れていたとしても、その導管会社等であ
る構成員には租税が課されておらず、対
象導管会社等の所得と対応する租税がな

いことが想定されます。そのため、令和
6 年（2024年） 6 月に OECD により公
表された執行ガイダンス5.2において、
対象導管会社等の税引後当期純損益金額
が配分される構成員の範囲から導管会社
等を除外することとされました。
　これに伴い、本執行ガイダンスに沿っ
て、この対象導管会社等の税引後当期純
損益金額が加算され得る構成員である
「被分配会社等」とは、「対象導管会社等
に対する所有持分を直接又は間接に有す
る他の構成会社等又はその対象導管会社
等に係る他の共同支配会社等（導管会社
等（最終親会社等又は共同支配親会社等
を除きます。）を除きます。）」をいうこ
ととされました（以下同じです。法令
155の16⑭）。すなわち、対象導管会社等
の所有持分を有する構成員が導管会社等
であり、その構成員の所有持分を有する
他の構成会社等又は共同支配会社等が導
管会社等以外の会社等である場合には、
対象導管会社等の税引後当期純損益金額
が加算され得る会社等とは、その構成員
ではなく、当該他の構成会社等又は共同
支配会社等を指すこととなります。
　また、改正前、上記①ロハⅱⅰｂのと
おり、被分配会社等が対象導管会社等に

非関連構成員に帰せられる導管会社等の税引後当期純損益⾦額等の除外の⾒直し
対象導管会社等の税引後当期純損益金額のうち、非関連構成員の持分割合に対応する部分の金額が減算される要件

MNEグループ

最終親会社等

他の導管会社等

･他の導管会社等が
所在する国・地域（Ａ
国）の法令において
は、対象導管会社等
の収入等がその構成
員の収入等として取
り扱われない。

対象導管会社等

非関連
構成員

所得（税引後当期純損益金額）
100のうち、非関連構成員の請求権
割合相当の20が減額されるか？ （※）なお、この例では、最終親会社等の所在する国・地域の法令が、他の会社等及び

　対象導管会社等の収入等をその構成員の収入等として取り扱っていれば、最終親会
　社等の請求権割合に相当する金額80（100×80%）は、対象導管会社等の税引後当期
　純損益金額から減算され、最終親会社等に加算される（14項）。

【改正前】
・他の導管会社等が所在する国・地域（Ａ国）の法令においては、対象導管会社等の収
入等がその構成員の収入等として取り扱われないことから、対象導管会社等の税引後
当期純損益金額のうち非関連構成員の請求権割合に対応する金額20（100×20%）は
減額されない。
・この課税されていない20が対象導管会社等の当期純損益金額とされ、実効税率が過少
となる。

【改正事項】
・非関連構成員は他の導管会社等を通じて対象導管会社等の所有持分を保有する場合に
は、他の導管会社等が所在する国・地域の法令の内容に関わらず、対象導管会社等の
税引後当期純損益金額から非関連構成員の請求権割合に対応する金額20が減額され
る。

80% 20%

Ａ国法令
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対する所有持分を間接に保有する場合に
は、次に掲げる場合の区分に応じそれぞ
れ次に定める場合に限り、本調整規定は
適用することとされていました。
ⅰ　その対象導管会社等の所有持分を有
する他の会社等に対する所有持分の全
部又は一部をその被分配会社等が有す
る場合　その対象導管会社等の収入等
がその所有持分を有する当該他の会社
等の所在する国又は地域の租税に関す
る法令においてその構成員の収入等と
して取り扱われ、かつ、当該他の会社
等の収入等がその所有持分を有するそ
の被分配会社等の所在する国又は地域
の租税に関する法令においてその構成
員の収入等として取り扱われる場合
ⅱ　その対象導管会社等と他の会社等と
の間に 1又は 2以上の介在会社等が介
在する場合であって、その被分配会社
等、当該他の会社等、介在会社等及び
その対象導管会社等が所有持分の保有
を通じて連鎖関係にある場合　その対
象導管会社等の収入等がその所有持分
を有する介在会社等の所在する国又は
地域の租税に関する法令においてその
構成員の収入等と、介在会社等の収入
等がその所有持分を有する他の介在会
社等の所在する国又は地域の租税に関
する法令においてその構成員の収入等
と、介在会社等の収入等がその所有持
分を有する当該他の会社等の所在する
国又は地域の租税に関する法令におい
てその構成員の収入等と、当該他の会
社等の収入等がその所有持分を有する
その被分配会社等の所在する国又は地
域の租税に関する法令においてその構
成員の収入等として取り扱われる場合
　上記ⅰ又はⅱに掲げる場合に応じそれ
ぞれ上記ⅰ又はⅱに定める場合に該当し
ない場合（例えば、上記ⅰに掲げる場合

において、上記ⅰの対象導管会社等の収
入等が上記ⅰの他の会社等の所在する国
又は地域の租税に関する法令においてそ
の構成員の収入等として取り扱われない
とき）には、税引後当期純損益金額のう
ち被分配会社等の請求権割合に相当する
金額は、対象導管会社等から被分配会社
等に配分されないこととなります。
　すなわち、改正前は、対象導管会社等
の直接の持分保有者（他の会社等）の所
在する国又は地域の法令の規定の内容が
本調整規定の適用要件の一つとされてい
ました。しかし、間接の持分保有者であ
る被分配会社等が所在する国又は地域の
法令が他の会社等及び対象導管会社等の
収入等をこれらの構成員の収入等として
取り扱っていれば、対象導管会社等の収
入等は、他の会社等を経由して、被分配
会社等の収入等とされることとなります。
これは、他の会社等が所在する国又は地
域の法令の規定の内容を本調整規定の適
用を受けるための要件として考慮する必
然性が必ずしもあるわけではありません。
　そのため、本執行ガイダンスにおいて、
被分配会社等が所在する国又は地域の租
税に関する法令が、他の会社等及び対象
導管会社等の収入等をこれらの会社等の
構成員の収入等として取り扱っていれば、
本特例を適用することとされました。そ
のため、本執行ガイダンスに沿った改正
が行われました。
　具体的には、上記ⅰに掲げる場合には
「その対象導管会社等の収入等がその被
分配会社等の所在する国又は地域の租税
に関する法令においてその対象導管会社
等の構成員の収入等として取り扱われ、
かつ、当該他の会社等の収入等が当該法
令においてその構成員の収入等として取
り扱われる場合」に、上記ⅱに掲げる場
合には「その対象導管会社等の収入等が
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その被分配会社等の所在する国又は地域
の租税に関する法令においてその対象導
管会社等の構成員の収入等と、介在会社
等の収入等が当該法令においてその構成
員の収入等と、当該他の会社等の収入等

が当該法令においてその構成員の収入等
として取り扱われる場合」に限り、本調
整規定は適用することとされました（法
令155の16⑭一ロ⑴⑵）。

ハ　恒久的施設等を有する構成会社等に係る
個別計算所得等の金額の計算の特例の見直
し
　恒久的施設等を有する構成会社等に係る
個別計算所得等の金額の計算の特例におい
ては、上記①ハハⅰⅰのとおり、恒久的施
設等を有する構成会社等の特例適用前個別
計算所得等の金額から、その恒久的施設等
の特例適用前個別計算所得等の金額が零を
下回る部分の金額を減算することとされて
います。その減算する金額は、GloBE ル
ールでは「恒久的施設等の損失が本店の国
内課税所得の計算上費用として取り扱われ
る範囲に限る。」とされていますが、その
計算方法の詳細（例えば、恒久的施設等が
複数ある場合の取扱い）について明らかに
されていませんでした。
　令和 6 年（2024年） 6 月に OECD によ
り公表された執行ガイダンス3.2において、
その計算方法が明らかにされたため、恒久
的施設等の特例適用前個別計算所得等の金
額が零を下回る場合における構成会社等個
別計算所得等の金額の計算について、本執

行ガイダンスに沿って、改正が行われまし
た。
　具体的には、恒久的施設等を有する構成
会社等の所在地国の租税に関する法令にお
いて、その恒久的施設等に帰せられる所得
についてその構成会社等の所得として法人
税又は法人税に相当する税を課することと
されている場合において、その恒久的施設
等の各対象会計年度に係る特例適用前個別
計算所得等の金額が零を下回るときは、そ
の構成会社等及びその恒久的施設等のその
対象会計年度に係る構成会社等個別計算所
得等の金額の計算については、次によるこ
ととされました（法令155の30①、法規38
の23の 2 ）。
イ　その恒久的施設等のその特例適用前個
別計算所得等の金額が零を下回る部分の
金額のうち、その構成会社等の所在地国
の租税に関する法令の規定によりその恒
久的施設等に帰せられる損失の金額のう
ちその構成会社等のその対象会計年度に
係る所得（その源泉がその所在地国にあ
るものに限ります。）の金額から減算さ

被分配会社等に帰せられる導管会社等の税引後当期純損益⾦額の配分の⾒直し

被分配会社等

他の導管会社等

対象導管会社等

【改正後の要件】
・被分配会社等が所在する国・地域（Ａ国）の
法令において、他の導管会社等及び対象導管会
社等の収入等がその構成員の収入等として取り
扱われること。

Ａ国法令

Ｂ国法令

Ａ国法令

【対象導管会社等の税引後当期純損益金額が減算され、その減算された金額が被分配会社等に加算される要件】

【改正事項】

1号
所得を減算

2号
所得を加算

【問題点】
対象導管会社等の収入等につき、被分配
会社等が租税を課されるかどうかに、
Ｂ国の法令は関係がない。

【改正前の要件】
・被分配会社等が所在する国・地域（Ａ国）
の法令において、他の導管会社等の収入
等がその構成員の収入等として取り扱わ
れること。

かつ
・他の導管会社等が所在する国・地域（Ｂ
国）の法令において、対象導管会社等の
収入等がその構成員の収入等として取り
扱われること。

• 　本特例の要件は、他の導管会社が所在する国・地域
（Ｂ国）が対象導管会社等をどのように取り扱うか
にかかわらず、被分配会社等が所在する国・地域（Ａ
国）が、他の導管会社等及び対象導管会社等をどの
ように取り扱うかによって判定されることとする。

• 　また、被分配会社等の範囲から導管会社等（最終親
会社等又は共同支配親会社等を除く。）を除外する。

─�679�─

――国際課税関係の改正――



れる金額に相当する金額としてその法令
の規定を勘案して合理的な方法により計
算した金額をその構成会社等のその対象
会計年度に係る特例適用前個別計算所得
等の金額から減算する。
ロ　上記イにより減算された金額をその恒
久的施設等のその対象会計年度に係る特
例適用前個別計算所得等の金額に加算す
る。
　例えば、複数の恒久的施設等を有する構

成会社等の所在地国の租税に関する法令に
おいて、外国税額控除が認められる金額の
範囲を決定する際の国外所得金額が、一方
の恒久的施設等の所得の金額から他方の恒
久的施設等の損失の金額を控除することに
より計算される場合には、上記イの合理的
な方法により計算した金額は、他方の恒久
的施設等の損失の金額が一方の恒久的施設
等の所得の金額を超える場合におけるその
超える金額になると考えられます。

⑵　調整後対象租税額の計算
①　改正前の制度の概要
イ　概要
　国別実効税率等を算出するために、構成
会社等又は共同支配会社等の調整後対象租
税額を算出する必要があります。
　調整後対象租税額は、国又は地域におけ
る実効税率の計算の分子とされる金額で、
対象租税の額に多くの調整を加えることに
より算出されます。
ロ　意義
　構成会社等又は共同支配会社等の各対象
会計年度に係る次に掲げる金額の合計額を
いいます（法法82三十、法令155の35①）。
イ　当期対象租税額
ロ　法人税等調整額（税効果会計（注）の
適用により計上される法人税等（法人税
その他利益に関連する金額を課税標準と

して課される租税をいいます。以下同じ
です。）の調整額をいいます。以下同じ
です。）について一定の調整を加えたと
ころにより計算した金額（以下「繰延対
象租税額」といいます。）（旧法規38の28
①②）
（注）　「税効果会計」とは、貸借対照表又は

連結貸借対照表に計上されている資産

及び負債の金額と課税所得の計算の結

果算定された資産及び負債の金額との

間に差異がある場合において、その差

異に係る法人税等の額を適切に期間配

分することにより、法人税等を控除す

る前の当期純利益の金額と法人税等の

額を合理的に対応させるための会計処

理をいいます（法規38の28①）。

ハ　特定連結等財務諸表の作成の基礎とな
る個別財務諸表（純資産の項目又はその

恒久的施設等を有する構成会社等に係る個別計算所得等の⾦額の計算の特例の⾒直し
【事例】
　 全世界所得課税を採用しているＸ国（税率20%）を所在地国とする構成会
　 社等（本店）は、Ｙ国及びＺ国にそれぞれPE A及びPE Bを有している。
　 本店のＸ国内の所得は100、PE Aは所得100、PE Bは損失100であり、その
　 結果Ｘ国における課税所得の総額は100（100＋100－100）となり、税額が
　 20とされた。
　 なお、Ｘ国の外税控除の控除限度額計算における国外所得金額が 0（100－
　 100）であるため、外税控除の適用はない。
   ※控除限度額は、「外税控除前の税額　×（国外所得金額/全世界所得）」で
　　計算

【本税制における計算：改正前】
　 PE Bの損失100が本店に配分され、本店の特例適用前個別計算所得等の金
　 額が 0 とされる。

【本税制における計算：改正後】
　 PE Bの損失100は本店に配分されず、本店の特例適用前個別計算所得等の
　 金額が100とされる。

構成会社等
（本店）

支店 
PE A

支店
PE B

所得：100

所得：100
Ｙ国税：15

損失：100

Ｘ国税制の課税所得の総額：100
税額：20（税率20%）

外税控除額： 0Ｘ国

Ｙ国 Ｚ国
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他の包括利益の項目に限ります。）に記
載された対象租税の額（その対象租税の
額の基礎とされた金額が個別計算所得等
の金額に含まれる場合に限ります。）（旧
法規38の28⑦）

ハ　当期対象租税額
　上記ロイの当期対象租税額とは、構成会
社等又は共同支配会社等の各対象会計年度
に係るイの金額にロの金額を加算した金額
からハの金額を減算した金額をいいます
（旧法令155の35②）。
イ　当期純損益金額に係る法人税等の額
（対象租税の額に限ります。以下「当期
法人税等の額」といいます。）に「被配
分当期対象租税額」を加算した金額
ロ　次に掲げる金額の合計額
ⅰ　当期純損益金額に係る費用の額に含
まれている対象租税の額
ⅱ　過去対象会計年度におけるハⅲに掲
げる金額のうちその対象会計年度にお
いて支払われた金額（その対象会計年
度におけるイ及びⅰに掲げる金額を除
きます。）
ⅲ　イの金額のうち当期法人税等の額の
計算上減算されている適格給付付き税
額控除額（注 1）又は適格適用者変更
税額控除額（注 2）
（注 1）　「適格給付付き税額控除額」とは、

国等から受ける給付付き税額控除

の額のうち、その国等の租税に関

する法令においてその給付付き税

額控除を受ける要件を満たすこと

となった日から起算して 4 年以内

に現金又はこれに相当するものに

よる支払が行われる部分の金額を

いいます（法令155の18②十二）。
（注 2）　「適格適用者変更税額控除額」

とは、国又は地域の租税に関する

法令において、税額控除を受ける

ことができる者と他の者との間の

取引に基づき、その税額控除を受

けることができる者がその税額控

除を受けることができる金額の全

部又は一部につきその適用を受け

ることができないこととなること

により、その適用を受けることが

できないこととなる金額に相当す

る額につき当該他の者が税額控除

を受けることが認められる一定の

税額控除の額をいいます（法令

155の18②十二、法規38の16⑩～

⑫）。

ⅳ　その対象会計年度において過去対象
会計年度に係る当期対象租税額が過少
であったことが判明した場合における
その過少であった部分の金額（当期法
人税等の額又は費用の額に含まれてい
ないものに限ります。）
ⅴ　その対象会計年度において過去対象
会計年度に係る当期対象租税額が過大
であったことが判明した場合における
その過大であった金額（当期法人税等
の額又は費用の額の計算上減算されて
いるものに限ります。）

ハ　次に掲げる金額の合計額
ⅰ　イの金額のうち構成会社等又は共同
支配会社等の個別計算所得等の金額以
外の金額に係る当期法人税等の額（ⅱ
からⅴまでの金額を除きます。）
ⅱ　イの金額のうち、還付を受け、又は
対象租税の額から控除された金額（適
格給付付き税額控除額及び適格適用者
変更税額控除額を除くものとし、当期
法人税等の額又は費用の額の計算上減
算されていない一定のものに限りま
す。）
ⅲ　イの金額のうち不確実な税務処理
（法人税又は法人税に相当する税に係
る所得の金額の計算上行われた処理に
不確実性がある場合におけるその処理
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をいいます。以下同じです。）に係る
法人税等の額（対象租税の額に限りま
す。）がある場合におけるその法人税
等の額（旧法規38の28⑩）
ⅳ　イの金額のうちその対象会計年度終
了の日から 3年以内に支払われること
が見込まれない金額（ⅲに掲げる金額
を除きます。）
ⅴ　イの金額のうち、個別計算所得等の
金額の計算につき法令第155条の41第
1 項又は第155条の44第 4 項（不動産
売却益の 5年均等特例）の規定の適用
を受ける金額（会社等別利益額）に対
応する部分の金額（旧法規38の28⑪）。　　

ニ　被配分当期対象租税額
　被配分当期対象租税額は、適切な実効税
率の計算を行うために、恒久的施設等をは
じめとした各種の当期純損益金額に対応す
る対象租税を配分するものです。
　上記ハイにおける被配分当期対象租税額
とは、次に掲げる場合の区分に応じそれぞ
れ次に定める金額をいいます（旧法令155
の35③）。
イ　構成会社等又は共同支配会社等が恒久
的施設等である場合　ⅰの金額からⅱの
金額を控除した残額（旧法令155の35③
一、旧法規38の29①）
ⅰ　その恒久的施設等を有する構成会社
等又は共同支配会社等の当期純損益金
額に係る対象租税の額（法人税等調整
額を除きます。ニにおいて同じです。）
（その構成会社等又は共同支配会社等
がその所在地国において外国税額控除
等（所得税法第95条（外国税額控除）
若しくは法人税法第69条（外国税額の
控除）の規定又は我が国以外の国若し
くは地域の租税に関する法令における
これらの規定に相当する規定をいいま
す。以下同じです。）の適用を受ける
場合には、その適用がないものとして

計算した場合の対象租税の額）のうち
その恒久的施設等の所得に係る部分の
金額としてその構成会社等又は共同支
配会社等の所在地国の租税に関する法
令の規定を勘案して合理的な方法によ
り計算した金額
ⅱ　ⅰの構成会社等又は共同支配会社等
がその所在地国において外国税額控除
等の適用を受ける金額のうちⅰの金額
に係る部分の金額としてその構成会社
等又は共同支配会社等の所在地国の租
税に関する法令の規定を勘案して合理
的な方法により計算した金額

ロ　構成会社等又は共同支配会社等が導管
会社等に係る当期純損益金額の特例（上
記⑴①ロハ及び②ロをご参照ください。）
により被分配会社等としてその特例の対
象導管会社等の税引後当期純損益金額の
配分を受ける場合　その対象導管会社等
の当期純損益金額に係る対象租税の額に
その構成会社等又は共同支配会社等のそ
の対象導管会社等に係る上記⑴①ロハⅱ
ⅰの合計割合を乗じて計算した金額（旧
法令155の35③二、旧法規38の29②）
ハ　構成会社等又は共同支配会社等が各種
投資会社等に係る当期純損益金額の特例
（注）により適用株主等としてその特例
の対象各種投資会社等の税引後当期純損
益金額の配分を受ける場合　その対象各
種投資会社等の当期純損益金額に係る対
象租税の額にその構成会社等又は共同支
配会社等のその対象各種投資会社等に係
るその特例の合計割合（法令155の17①
一（法令155の17⑦において準用する場
合を含みます。））を乗じて計算した金額
（旧法令155の35③三、旧法規38の29③）
（注）　「各種投資会社等に係る当期純損益金

額の特例」とは、各種投資会社等に対

する所有持分の保有者において、その

所有持分の時価の年次変動に対して課
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税される場合には、税務上、導管会社

等の収益又は費用がその構成員に帰属

することと類似の状況であることから、

特定多国籍企業グループ等の選択によ

り、各種投資会社等の税引後当期純損

益金額のうちその各種投資会社等に対

する所有持分を有する構成会社等又は

その各種投資会社等に係る他の共同支

配会社等に帰せられる金額をその構成

会社等又は当該他の共同支配会社等に

配分する特例をいいます（法令155の

17）。

ニ　構成会社等又は共同支配会社等の持分
を直接又は間接に有する他の構成会社等
又は共同支配会社等（ニにおいて「親会
社等」といいます。）が租税特別措置法
第66条の 6（内国法人の外国関係会社に
係る所得の課税の特例）若しくは第66条
の 9の 2（特殊関係株主等である内国法
人に係る外国関係法人に係る所得の課税
の特例）の規定又は我が国以外の国若し
くは地域の法令におけるこれらの規定に
相当する規定（以下「外国子会社合算税
制等」といいます。）の適用を受ける場
合　外国子会社合算税制等により構成会
社等又は共同支配会社等に係る親会社等
の益金の額に算入される金額の計算の基
礎とされるその構成会社等又は共同支配
会社等に係る所得の金額の次に掲げる区
分に応じそれぞれ次に定める金額を合計
した金額（旧法令155の35③四、旧法規
38の29④）
ⅰ　受動的所得の金額以外の所得の金額
　ⅰに掲げる金額からⅱに掲げる金額
を控除した残額にⅲに掲げる割合を乗
じて計算した金額
ⅰ　その親会社等の当期純損益金額に
係る対象租税の額（その親会社等が
その所在地国において外国税額控除
等の適用を受ける場合には、その適

用がないものとして計算した場合の
対象租税の額）のうち外国子会社合
算税制等によりその親会社等の益金
の額に算入される金額に係る部分の
金額としてその親会社等の所在地国
の租税に関する法令の規定を勘案し
て合理的な方法により計算した金額
ⅱ　その親会社等がその所在地国にお
いて外国税額控除等の適用を受ける
金額のうちⅰに掲げる金額に係る部
分の金額としてその親会社等の所在
地国の租税に関する法令の規定を勘
案して合理的な方法により計算した
金額
ⅲ　その構成会社等又は共同支配会社
等に係る受動的所得の金額以外の所
得の金額がその構成会社等又は共同
支配会社等に係る受動的所得の金額
以外の所得の金額及び受動的所得の
金額の合計額のうちに占める割合

ⅱ　受動的所得の金額　ⅰに掲げる金額
からⅱに掲げる金額を控除した残額に
ⅲに掲げる割合を乗じて計算した金額
（その金額がⅳに掲げる金額を超える
場合には、ⅳに掲げる金額）
ⅰ　ⅰⅰに掲げる金額
ⅱ　ⅰⅱに掲げる金額
ⅲ　その構成会社等又は共同支配会社
等に係る受動的所得の金額がその構
成会社等又は共同支配会社等に係る
受動的所得の金額及び受動的所得の
金額以外の所得の金額の合計額のう
ちに占める割合
ⅳ　その構成会社等又は共同支配会社
等の受動的所得の金額に、基準税率
から被配分当期対象租税額（受動的
所得の金額に係る部分に限ります。）
がないものとして計算した場合のそ
の構成会社等又は共同支配会社等の
所在地国に係る国別実効税率（その
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構成会社等又は共同支配会社等が無
国籍会社等である場合には、その構
成会社等又は共同支配会社等の無国
籍構成会社等実効税率又は無国籍共
同支配会社等実効税率）を控除した
割合を乗じて計算した金額
（注 1）　受動的所得の金額
　　　　構成会社等又は共同支配会社

等の個別計算所得等の金額に含

まれる次に掲げる金額のうち、

外国子会社合算税制等によりそ

の構成会社等又は共同支配会社

等に係る親会社等の益金の額に

算入される金額の計算の基礎と

されるものをいいます（旧法規

38の29⑤）。
　　　ａ�　支払を受ける利子（これに

相当するものを含みます。）

の額
　　　ｂ�　支払を受ける利益の配当

（これに相当するものを含み

ます。）の額
　　　ｃ�　支払を受ける資産の貸付け

による対価の額

　　　ｄ�　支払を受ける使用料の額

　　　ｅ�　保険契約であって年金を給

付する定めのあるものに基づ

いて支払を受ける年金の額

　　　ｆ�　ａからｅまでに掲げる金額

に係る利益の額（これに類す

る利益の額を含みます。）を

生じさせる資産につき、その

運用、保有、譲渡、貸付けそ

の他の行為により生ずる利益

の額（ａからｅまでに掲げる

金額に係る利益の額を除きま

す。）
（注 2）　受動的所得の金額に係る対象

租税の額の配分に対する制限を

受ける金額（各対象会計年度に

係る上記ⅱⅰに掲げる金額から

上記ⅱⅱに掲げる金額を控除し

た残額に上記ⅱⅲに掲げる割合

を乗じて計算した金額が上記ⅱ

ⅳに掲げる金額を超える場合に

おけるその超える部分の金額）

は、親会社等のその対象会計年

度に係る当期対象租税額に加算

することとされています（旧法

規38の29⑥）。

ホ　構成会社等又は共同支配会社等が（注
1）の要件の全てを満たす会社等である
場合　その構成会社等又は共同支配会社
等に対する所有持分を有する他の構成会
社等又は共同支配会社等（ホにおいて
「構成員」といいます。）の所在地国にお
ける租税に関する法令によりその構成員
の益金の額に算入される金額の計算の基
礎とされるその構成会社等又は共同支配
会社等に係る所得の金額の次に掲げる区
分に応じそれぞれ次に定める金額を合計
した金額（旧法令155の35③五、旧法規
38の29⑦）
ⅰ　受動的所得の金額以外の所得の金額
　ⅰに掲げる金額からⅱに掲げる金額
を控除した残額にⅲに掲げる割合を乗
じて計算した金額
ⅰ　その構成員の当期純損益金額に係
る対象租税の額（その構成員がその
所在地国において外国税額控除等の
規定の適用を受ける場合には、その
適用がないものとして計算した場合
の対象租税の額）のうちその構成員
の益金の額に算入される金額（その
構成会社等又は共同支配会社等の所
得に係る部分の金額に限ります。）
としてその構成員の所在地国の租税
に関する法令の規定を勘案して合理
的な方法により計算した金額
ⅱ　その構成員がその所在地国におい
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て外国税額控除等の適用を受ける金
額のうちⅰに掲げる金額に係る部分
の金額としてその構成員の所在地国
の租税に関する法令の規定を勘案し
て合理的な方法により計算した金額
ⅲ　その構成会社等又は共同支配会社
等に係る受動的所得の金額以外の所
得の金額がその構成会社等又は共同
支配会社等に係る受動的所得の金額
以外の所得の金額及び受動的所得の
金額の合計額のうちに占める割合

ⅱ　受動的所得の金額　ⅰに掲げる金額
からⅱに掲げる金額を控除した残額に
ⅲに掲げる割合を乗じて計算した金額
（その金額がⅳに掲げる金額を超える
場合には、ⅳに掲げる金額）
ⅰ　ⅰⅰに掲げる金額
ⅱ　ⅰⅱに掲げる金額
ⅲ　その構成会社等又は共同支配会社
等に係る受動的所得の金額がその構
成会社等又は共同支配会社等に係る
受動的所得の金額及び受動的所得の
金額以外の所得の金額の合計額のう
ちに占める割合
ⅳ　その構成会社等又は共同支配会社
等の受動的所得の金額に、基準税率
から被配分当期対象租税額（受動的
所得の金額に係る部分に限ります。）
がないものとして計算した場合のそ
の構成員の所在地国に係る国別実効
税率（その構成会社等又は共同支配
会社等が無国籍会社等である場合に
は、その構成会社等又は共同支配会
社等の無国籍構成会社等実効税率又
は無国籍共同支配会社等実効税率）
を控除した割合を乗じて計算した金
額

（注 1）　次の要件をいいます。
　　　ａ�　会社等の所在地国の租税に関す

る法令において法人税又は法人税

に相当する税を課することとされ

ること。

　　　ｂ�　会社等の構成員の所在する国又

は地域の租税に関する法令におい

てその会社等の収入等の全部がそ

の構成員の収入等として取り扱わ

れること。

（注 2）　受動的所得の金額
　　　　構成会社等又は共同支配会社等の

個別計算所得等の金額に含まれる上

記ニ（注 1）ａからｆまでに掲げる

金額のうち、その構成会社等又は共

同支配会社等の構成員が有するその

構成会社等又は共同支配会社等に対

する所有持分に応じて益金の額に算

入される金額の計算の基礎とされる

金額をいいます（旧法規38の29⑧）。
（注 3）　受動的所得の金額に係る対象租税

の額の配分に対する制限を受ける金

額（各対象会計年度に係る上記ⅱⅰ

に掲げる金額から上記ⅱⅱに掲げる

金額を控除した残額に上記ⅱⅲに掲

げる割合を乗じて計算した金額が上

記ⅱⅳに掲げる金額を超える場合に

おけるその超える部分の金額）は、

構成員のその対象会計年度に係る当

期対象租税額に加算することとされ

ています（旧法規38の29⑨）。

ヘ　構成会社等又は共同支配会社等の所有
持分を有する他の構成会社等又は共同支
配会社等（ヘにおいて「親会社等」とい
います。）に対して利益の配当を行った
場合　その親会社等の当期純損益金額に
係る対象租税の額（その親会社等が受け
る利益の配当を課税標準として課される
ものに限ります。）のうちその利益の配
当に係る部分の金額として合理的な方法
により計算した金額（旧法令155の35③
六、旧法規38の29⑩）
ト　構成会社等又は共同支配会社等の恒久
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的施設等の特例適用前個別計算所得等の
金額が零を下回る場合の特例（上記⑴①
ハハｉをご参照ください。旧法令155の
30①③）の適用を受けた対象会計年度後
において恒久的施設等の特例適用前個別
計算所得等の金額（零を超えるものに限
ります。）を構成会社等又は共同支配会
社等に加算調整を行う場合（上記⑴①ハ
ハⅱをご参照ください。旧法令155の30
②③）　その恒久的施設等の対象租税の
額のうちその加算調整によりその構成会
社等又は共同支配会社等の特例適用前個
別計算所得等の金額（一定の個別計算所
得等の金額の計算の特例（法令155の19
～155の29）の適用がある場合には、そ
の適用後の金額）に加算される金額に対
応する部分の金額とその加算される金額
にその構成会社等又は共同支配会社等の
所在地国の法人税又は法人税に相当する
税の税率（その税率が複数ある場合には、
最も高い税率）を乗じて計算した金額の
うちいずれか少ない金額
チ　課税分配法により適用株主等につき特
定配当金額及び特定対象租税金額の加算
調整（法令155の31①一⑥）の適用を受
ける場合　その加算された特定対象租税
金額

ホ　繰延対象租税額
イ　概要
　上記ロロの「繰延対象租税額」は、具
体的には、ⅰの金額にⅱの金額を加算し
た金額からⅲの金額を減算した金額をい
います（旧法規38の28③）。
ⅰ　調整後法人税等調整額（各対象会計
年度の当期純損益金額に係る法人税等
調整額を次に定めるところにより算出
した場合におけるその法人税等調整額
をいいます。）
ⅰ　その当期純損益金額に係る繰延税
金資産（税効果会計の適用により資

産として計上される金額をいいます。
以下同じです。）又は繰延税金負債
（税効果会計の適用により負債とし
て計上される金額をいいます。以下
同じです。）のうちに、基準税率を
上回る適用税率（繰延税金資産又は
繰延税金負債の計算に用いられた税
率をいいます。以下同じです。）に
より算出された繰延税金資産又は繰
延税金負債がある場合には、その繰
延税金資産又は繰延税金負債は基準
税率により算出されたものとします。
ⅱ　その当期純損益金額に係る繰延税
金資産（その対象会計年度における
個別計算損失金額に係るものに限り
ます。）のうちに、基準税率を下回
る適用税率により算出されたものが
ある場合には、その繰延税金資産は
その対象会計年度において基準税率
により算出されたものとすることが
できます。
ⅲ　その当期純損益金額に係る繰延税
金資産又は繰延税金負債のうちに、
個別計算所得等の金額に含まれない
収入等に係る繰延税金資産又は繰延
税金負債がある場合には、その繰延
税金資産又は繰延税金負債はないも
のとします。
ⅳ　その当期純損益金額に係る繰延税
金資産又は繰延税金負債のうちに、
不確実な税務処理に係る繰延税金資
産又は繰延税金負債がある場合には、
その繰延税金資産又は繰延税金負債
はないものとします。
ⅴ　その当期純損益金額に係る繰延税
金負債のうちに、他の構成会社等又
は他の共同支配会社等に対する所有
持分を有する場合における当該他の
構成会社等又は他の共同支配会社等
の利益剰余金に係る繰延税金負債
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（当該他の構成会社等又は他の共同
支配会社等から受ける利益の配当が
あった場合に取り崩されることとな
るものに限ります。）がある場合に
は、その繰延税金負債はないものと
します。
ⅵ　その当期純損益金額に係る繰延税
金資産の算定に当たり繰延税金資産
から控除された金額（いわゆる評価
性引当額）がある場合には、その金
額はないものとします。
ⅶ　その当期純損益金額に係る繰延税
金資産のうちに、その対象会計年度
後の対象会計年度における法人税等
の額を減少させる見込みに変更があ
ったことにより計上された繰延税金
資産がある場合には、その繰延税金
資産はないものとします。
ⅷ　その当期純損益金額に係る繰延税
金資産又は繰延税金負債のうちに、
適用税率の引上げ又は引下げにより
計上された繰延税金資産又は繰延税
金負債がある場合には、その繰延税
金資産又は繰延税金負債はないもの
とします。
ⅸ　その当期純損益金額に係る繰延税
金資産のうちに、繰越外国税額（法
人税法第69条第 3項（外国税額の控
除）に規定する繰越控除対象外国法
人税額又は我が国以外の国若しくは
地域におけるこれに相当するものを
いいます。以下同じです。）その他
その対象会計年度後の対象会計年度
の法人税等の額から控除されること
となる金額に係る繰延税金資産（特
定繰延税金資産を除きます。）があ
る場合には、その繰延税金資産はな
いものとします。
（注 1）　外国子会社合算税制等の適用

を受ける親会社等に欠損の金額

がある場合における繰延対象租

税額に係る特例
　　　　特定繰延税金資産とは、構成

会社等又は共同支配会社等の各

対象会計年度（外国子会社合算

税制等の適用を受けた対象会計

年度に限ります。）において生

じた特定欠損金額（外国子会社

合算税制等の適用がないものと

して計算した場合の欠損の金額

をいいます。（注 1）において

同じです。）があり、かつ、そ

の対象会計年度において益金の

額に算入される課税対象金額等

（租税特別措置法第66条の 6 第

1 項に規定する課税対象金額、

同条第 6 項に規定する部分課税

対象金額若しくは同条第 8 項に

規定する金融子会社等部分課税

対象金額若しくは同法第66条の

9 の 2 第 1 項に規定する課税対

象金額、同条第 6 項に規定する

部分課税対象金額若しくは同条

第 8 項に規定する金融関係法人

部分課税対象金額又は我が国以

外の国若しくは地域におけるこ

れらに相当するものをいいます。

以下同じです。）からその特定

欠損金額が控除された場合にお

いて、外国子会社合算税制等の

適用を受けた構成会社等又は共

同支配会社等に係る外国関係会

社等（同法第66条の 6 第 2 項第

1 号に規定する外国関係会社若

しくは同法第66条の 9 の 2 第 1

項に規定する外国関係法人又は

我が国以外の国若しくは地域の

租税に関する法令におけるこれ

らに相当するものをいいます。

以下同じです。）の所得に対し
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て課される税の額に係る繰越外

国税額に係る繰延税金資産（そ

の繰延税金資産がその特定欠損

金額に適用税率を乗じて計算し

た金額を上回る場合には、その

特定欠損金額に適用税率を乗じ

て計算した金額）をいいます

（旧法規38の28⑤）。
（注 2）　上記ⅰからⅸまでの調整のほ

か、移行対象会計年度前に計上

された繰延税金資産又は繰延税

金負債に係る調整規定が措置さ

れています（旧法規38の28③一）。

ⅱ　次に掲げる金額
ⅰ　過去対象会計年度において調整後
対象租税額から減算されたⅲⅲに係
る部分の金額に係る繰延税金負債の
うち、その対象会計年度において支
払われた部分に相当する金額
ⅱ　過去対象会計年度において「 5対
象会計年度後の対象会計年度終了の
日までに支払われることが見込まれ
ない部分に係る金額がある場合に係
る特例（下記ロをご参照くださ
い。）」により調整後対象租税額から
減算された金額に係る繰延税金負債
のうち、その対象会計年度において
支払われた部分に相当する金額
ⅲ　次に掲げる金額のうち、その対象
会計年度において支払われた部分に
相当する金額
ａ�　過去対象会計年度における再計
算国別調整後対象租税額（下記⑶
①（注 1）ハⅰをご参照くださ
い。）の計算において減算された
取戻繰延税金負債（下記⑶①ニを
ご参照ください。下記ｂにおいて
同じです。）

ｂ�　過去対象会計年度における再計
算調整後対象租税額（下記⑶①

（注 1）ハⅰをご参照ください。）
の計算において減算された取戻繰
延税金負債

ⅳ　その対象会計年度において取り崩
された繰延税金負債のうち、過去対
象会計年度の当期純損益金額に係る
繰延税金負債が適用税率の引上げに
より増加した場合（引上げ前の適用
税率が基準税率を下回る場合に限り
ます。）におけるその増加した繰延
税金負債（引上げ後の適用税率が基
準税率を上回る場合には、適用税率
が基準税率まで引き上げられたもの
とした場合に増加する繰延税金負債
として計算される金額）に相当する
金額

ⅲ　次に掲げる金額
ⅰ　その対象会計年度において生じた
欠損の金額についてその対象会計年
度後の対象会計年度における法人税
等の額を減少させることが見込まれ
ないことにより繰延税金資産が計上
されなかった場合において、その欠
損の金額がその対象会計年度後の対
象会計年度における法人税等の額を
減少させることが見込まれるとした
ならば計上されることとなる繰延税
金資産に相当する金額
ⅱ　その対象会計年度において生じた
欠損の金額がある場合において、欠
損金の繰戻還付（法人税法第80条
（欠損金の繰戻しによる還付）若し
くは第144条の13（欠損金の繰戻し
による還付）の規定又は我が国以外
の国若しくは地域の租税に関する法
令におけるこれらの規定に相当する
規定をいいます。以下同じです。）
に係る還付金の額がある場合におい
てその欠損の金額がその対象会計年
度後の対象会計年度に繰り越される
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としたならば計上されることとなる
繰延税金資産に相当する金額
ⅲ　所有持分の移転により特定多国籍
企業グループ等に属することとなっ
た構成会社等又は特定多国籍企業グ
ループ等に係る共同支配会社等に該
当することとなったもの（その特定
多国籍企業グループ等に係る共同支
配親会社等に係る共同支配会社等に
該当していたものがその特定多国籍
企業グループ等に係る他の共同支配
親会社等に係る共同支配会社等に該
当することとなった場合におけるそ
の共同支配会社等を含みます。）の
その属することとなり、又はその該
当することとなる前の過去対象会計
年度に計上された繰延税金負債に係
る繰延対象租税額のうち、その移転
の日を含む対象会計年度の 5対象会
計年度後の対象会計年度終了の日ま
でに取り崩されなかった繰延税金負
債に係る部分の金額（次に掲げる金
額に係る部分の金額を除きます。）
に相当する金額
ａ�　法人税又は法人税に相当する税
に関する法令における有形資産に
対する償却の方法を定める規定に
より損金の額に算入される金額
ｂ�　国等の認可（これに準ずるもの
を含みます。）を要する不動産の
使用又は天然資源の開発に関する
費用の額その他これらに相当する
費用の額
ｃ�　研究開発費の額その他これに相
当する費用の額
ｄ�　施設又は設備の廃止又は修復に
要すると認められる費用の額その
他これらに類する費用の額
ｅ�　資産又は負債を時価により評価
した価額がその評価した時の直前

の帳簿価額を超え、又は下回る場
合におけるその超える部分の金額
又はその下回る部分の金額で利益
の額としている金額

ｆ�　会計機能通貨とその会計機能通
貨以外の通貨との間の為替相場の
変動による利益の額

ｇ�　保険会社等（会社等であって、
保険業法第 2条第 2項（定義）に
規定する保険会社若しくはこれに
準ずるもの又は我が国以外の国若
しくは地域におけるこれらに相当
するものをいいます。）に係る次
に掲げる金額

　⒜�　保険契約に基づく将来の債務
の履行に備えるために準備金と
して繰り入れた金額のうち法人
税又は法人税に相当する税に関
する法令の規定により損金の額
に算入される金額

　⒝�　保険契約を締結するために要
した費用（これに準ずるものを
含みます。）の額

ｈ�　会社等の所在地国にある有形資
産を譲渡した場合において、特定
の資産の買換えの場合の課税の特
例（措法65の 7 ）若しくはこれに
準ずる規定又は我が国以外の国若
しくは地域の租税に関する法令に
おけるこれらの規定に相当する規
定の適用を受けるときにおけるそ
の譲渡に係る利益の額その他これ
に類する利益の額

ｉ�　ａからｈまでに掲げる金額に係
る会計処理の変更に伴い発生する
費用の額又は利益の額

ロ　 5対象会計年度後の対象会計年度終了
の日までに支払われることが見込まれな
い部分に係る金額がある場合に係る特例
　各対象会計年度の当期純損益金額に係
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る繰延税金負債（その対象会計年度にお
いて計上されたものに限ります。ロにお
いて同じです。）のうちにその対象会計
年度（ロにおいて「適用対象会計年度」
といいます。）の 5 対象会計年度後の対
象会計年度終了の日までに支払われるこ
とが見込まれない部分に係る金額がある
場合において、特定多国籍企業グループ
等の適用対象会計年度に係る特定多国籍
企業グループ等報告事項等（繰延対象租
税額の計算につき本特例の適用を受けよ
うとする旨を含むものに限ります。ロに
おいて同じです。）の提供があるとき、
又は我が国以外の国若しくは地域の租税
に関する法令を執行する当局にその特定
多国籍企業グループ等報告事項等に相当
する事項の提供があるとき（法人税法第
150条の 3 第 3 項（特定多国籍企業グル
ープ等報告事項等の提供）の規定の適用
がある場合（上記一 3⑴②をご参照くだ
さい。）に限ります。）は、その見込まれ
ない部分に係る金額に相当する金額を繰
延対象租税額から減算することとされて
います（旧法規38の28④）。
ハ　移行対象会計年度前の対象会計年度に
おいて計上された繰延税金資産又は繰延
税金負債がある場合の繰延対象租税額
　移行対象会計年度前の対象会計年度に
おいて計上された繰延税金資産又は繰延
税金負債がある場合における繰延対象租
税額（その繰延税金資産又は繰延税金負
債に係るものに限ります。）の計算につ
いては、上記イⅰ（ⅲからⅴまで、ⅷ及
びⅸに係る部分に限ります。）、ⅱ並びに
ⅲⅱ及びⅲの取扱い並びに上記ロの特例
は、適用しないこととされています。
　ただし、その計上された繰延税金資産
のうちに、個別計算所得等の金額に含ま
れない収入等に係る繰延税金資産（令和
3年12月 1 日以後に行われた取引に係る

ものに限ります。）がある場合における
その繰延税金資産については、この限り
ではありません（旧法規38の28⑥）。

②　改正の内容
イ　被配分当期対象租税額の見直し
イ　配分元となる対象租税の額等の見直し
　上記①ハのとおり、当期対象租税額は、
当期法人税等の額を基礎として、一定の
加算調整（上記①ハロの加算調整をいい
ます。イにおいて同じです。）と減算調
整（上記①ハハの減算調整をいいます。
イにおいて同じです。）を行うことによ
り算出されます。
　この加算調整又は減算調整は適切な実
効税率を算出するために行うものであり、
例えば、財務会計上、対象租税の額から
税額控除の額が控除されていない場合に
は、その控除された金額を減算する調整
を行うこととされています（上記①ハハ
ⅱをご参照ください。）。
　他方、被配分当期対象租税額として恒
久的施設等その他の構成会社等又は共同
支配会社等に対する配分元となる対象租
税の額については、上記①ニのとおり、
改正前は、この加算調整及び減算調整が
されていない「当期純損益金額に係る対
象租税の額」とされていました。
　しかし、適切な実効税率の計算のため
の加算調整及び減算調整を行うべきとい
う趣旨は、このような配分元となる対象
租税の額についても同様と考えられるこ
とから、令和 6 年（2024年） 6 月に
OECD により公表された執行ガイダン
ス3.1において、配分元となる対象租税
の額についても、一定の加算調整及び減
算調整を行うこととされました。そのた
め、本執行ガイダンスに沿った改正が行
われました。
　具体的には、この配分元となる対象租
税の額を「配分可能当期対象租税額」と
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した上で、配分可能当期対象租税額とは、
構成会社等又は共同支配会社等の当期対
象租税額（当期法人税等の額に係る部分
に限ります。）にその当期対象租税額に
係る上記①ハハⅰに掲げる金額を加算し
た金額をいうこととされました（法令
155の35③一～六）。
（注）　上記①ハハⅰの減算調整は、実効税

率の計算において所得と税とを対応さ

せるという趣旨から、個別計算所得等

の金額以外の金額に係る税を調整後対

象租税額から除外する調整を指します。

例えば、外国子会社合算税制等により

外国関係会社等の所得につき親会社等

に課された租税は、その外国関係会社

等の所得は親会社等の個別計算所得等

の金額には含まれないことから、親会

社等の当期対象租税額からは除外する

こととされています。しかし、被配分

当期対象租税額は、配分元の構成会社

等又は共同支配会社等の個別計算所得

等の金額には対応しない租税であって

も、他の構成会社等又は共同支配会社

等の個別計算所得等の金額に対応する

一定のものを当該他の構成会社等又は

共同支配会社等に配分することをその

趣旨としています。仮に、このような

税が、配分先となり得る他の構成会社

等又は共同支配会社等ではなく、配分

元の構成会社等又は共同支配会社等の

個別計算所得等の金額に対応しないこ

とを理由として配分可能当期対象租税

額から除外されるならば、その趣旨に

反することとなります。そのため、配

分可能当期対象租税額の計算において

は、本減算調整を行わず、足し戻す調

整を行うこととされています。ただし、

配分可能当期対象租税額のうち配分先

の他の構成会社等又は共同支配会社等

の所得に係る部分の金額が当該他の構

成会社等又は共同支配会社等の被配分

当期対象租税額となりますが、この所

得に係る部分の金額に当該他の構成会

社等又は共同支配会社等の個別計算所

得等の金額に含まれない収入等に係る

部分の金額がある場合には、この金額

を所得に係る部分の金額から減算しま

す（法規38の29①～⑥）。

ロ　構成員型課税に係る被配分当期対象租
税額の配分を受ける会社等の範囲の見直
し
　改正前は、上記①ニホ（注 1）ａのと
おり、上記①ニホに定める被配分当期対
象租税額（以下「構成員型課税に係る被
配分当期対象租税額」といいます。）の
配分を受けるためには、会社等の所在地
国の租税に関する法令において法人税又
は法人税に相当する税を課することとさ
れることが要件とされていたため、いわ
ゆる無税国を所在地国とする会社等は、
構成員型課税に係る被配分当期対象租税
額の配分を受けることができないことと
されていました。しかし、いわゆる無税
国を所在地国とする会社等であっても、
その会社等の所得につきその構成員がそ
の構成員の所在地国の租税に関する法令
により税を課されることはあり得ます。
そのため、OECDにより令和 6年（2024
年） 6 月に公表された執行ガイダンス
5.5において、いわゆる無税国を所在地
国とする会社等についても構成員型課税
に係る被配分当期対象租税額の配分を受
けることができることとされました。
　また、改正前は、導管会社等は、構成
員型課税に係る被配分当期対象租税額の
配分を受けることができないこととされ
ていました。これは、導管会社等に係る
当期純損益金額の特例により、導管会社
等がその被分配会社等が所在する国又は
地域の租税に関する法令において構成員
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型課税の対象とされている場合には、導
管会社等の税引後当期純損益金額を被分
配会社等に配分することによって、実効
税率の計算における所得と税とを対応さ
せることとしているためです。
　しかし、導管会社等であっても、その
被分配会社等が所在する国又は地域の租
税に関する法令において構成員型課税の
対象とされていない場合には、その税引
後当期純損益金額は被分配会社等に配分
されません。この場合において、その被
分配会社等を通じて間接にその導管会社
等の持分を有する他の構成会社等又は共
同支配会社等がその導管会社等の所得に
つきその所在する国又は地域で構成員型
課税により課税されることがあり得ます。
そのため、本執行ガイダンス5.6において、
このような一定の導管会社等について、
構成員型課税に係る被配分当期対象租税
額の配分を受けることができることとさ
れました。
（注）　導管会社等が、その被分配会社等が

所在する国又は地域の租税に関する法

令において構成員型課税の対象とされ

ている場合には、従前どおり、構成員

型課税に係る被配分当期対象租税額の

配分を受けることはできません。

　上記の執行ガイダンスに沿って、構成
員型課税に係る被配分当期対象租税額の
配分を受ける会社等の要件について改正
が行われました。
　具体的には、構成会社等又は共同支配
会社等が次に掲げる会社等のいずれかに
該当する場合におけるその構成会社等又
は共同支配会社等に対する所有持分を直
接又は間接に有する他の構成会社等又は
共同支配会社等（当該他の構成会社等又

は共同支配会社等が導管会社等に係る当
期純損益金額の特例（上記⑴①ロハ及び
②ロをご参照ください。）により対象導
管会社等の税引後当期純損益金額が配分
される場合（その構成会社等又は共同支
配会社等がその対象導管会社等に該当す
る場合に限ります。）又は各種投資会社
等に係る当期純損益金額の特例により各
種投資会社等の税引後当期純損益金額が
配分される場合（その構成会社等又は共
同支配会社等がその対象各種投資会社等
に該当する場合に限ります。）における
当該他の構成会社等又は共同支配会社等
を除きます。ロにおいて「対象会社等」
といいます。）の配分可能当期対象租税
額のうちその対象会社等の益金の額に算
入された金額に対応する部分の金額（下
記ニⅴをご参照ください。）について、
構成員型課税に係る被配分当期対象租税
額として、その構成会社等又は共同支配
会社等に配分することとされました（法
令155の35③五）。
ⅰ　導管会社等以外の会社等で次に掲げ
る要件の全て（その所在地国（我が国
を除きます。）に法人税に相当する税
が存在しない場合にあっては、ⅱに掲
げる要件）を満たすもの
ⅰ　会社等の所在地国の租税に関する
法令において法人税又は法人税に相
当する税を課することとされること。
ⅱ　会社等に対する所有持分を直接又
は間接に有する他の会社等の所在す
る国又は地域の租税に関する法令に
おいてその会社等の収入等の全部又
は一部が当該他の会社等の収入等と
して取り扱われること。

ⅱ　導管会社等
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ハ　対象導管会社等の親会社等が外国子会
社合算税制等の適用を受ける場合におけ
る被分配会社等に係る被配分当期対象租
税額等の見直し
　上記①ニロのとおり、被分配会社等に
該当する構成会社等又は共同支配会社等
が導管会社等に係る当期純損益金額の特
例により対象導管会社等の税引後当期純
損益金額の配分を受ける場合には、上記
①ニロに掲げる場合における被配分当期
対象租税額（以下「被分配会社等に係る
被配分当期対象租税額」といいます。）
の配分を受けることができることとされ
ています。
　この場合において、被分配会社等の持
分を保有する他の構成会社等又は共同支
配会社等が外国子会社合算税制等により
その配分元である対象導管会社等の所得
につき租税を課されており、その対象導
管会社等が上記①ニニに定める被配分当
期対象租税額（以下「外国子会社合算税
制等に係る被配分当期対象租税額」とい
います。）の配分を受けている場合も想
定されます。しかし、改正前は、この外
国子会社合算税制等に係る被配分当期対

象租税額を、さらにその被分配会社等に
配分することとはされていませんでした。
　令和 6 年（2024年） 6 月に OECD に
より公表された執行ガイダンス5.4にお
いて、このような対象導管会社等に配分
された外国子会社合算税制等に係る被配
分当期対象租税額は、被分配会社等に係
る被配分当期対象租税額の配分元の税に
含まれることとされ、さらにその被分配
会社等に配分することとされました。そ
のため、本執行ガイダンスに沿って、被
分配会社等に係る被配分当期対象租税額
の配分元の税である配分可能当期対象租
税額に、対象導管会社等に配分された外
国子会社合算税制等に係る被配分当期対
象租税額を加える改正が行われました
（法令155の35③二）。
（注）　上記①ニハに掲げる場合における被

配分当期対象租税額（以下「適用株主

等に係る被配分当期対象租税額」とい

います。）についても、同様に、適用株

主等に係る被配分当期対象租税額の配

分元の税である配分可能当期対象租税

額に、対象各種投資会社等に配分され

た外国子会社合算税制等に係る被配分

Ａ国

Ｂ社

Ａ社

Ｂ国

Ａ国

Ｂ国

Ｃ国

Ａ国：法人

Ａ国：構成員型課税
Ｂ国：構成員型課税

【事例 1：配分の対象外とされる構成員課税による租税
（法令155の35③五括弧書）】

法令155の16⑭
による所得の配分 Ａ国：構成員型課税

Ｂ国：法人
Ｃ国：構成員型課税

Ａ国：法人

Ａ国：構成員型課税
Ｂ国：法人

Ａ社

Ｃ社

Ｂ社

【事例 2：新たに配分の対象とされた構成員課税による租税
（法令155の35③五ロ）】

法令155の35③五
による所得の配分税 税

所得

所得

被分配会社等

導管会社等

導管会社等

【事例】
・導管会社等Ｃ社の直接の持分保有者Ｂ社の所在するＢ国で、Ｃ社は構
成員型課税の対象とされないため、法令155の16⑭による所得の配分
は行われない。
・しかし、間接の持分保有者Ａ社の所在するＡ国では、Ｂ社及びC社が
構成員型課税の対象とされるため、Ｃ社の所得につきＡ社が租税を支
払っている。
・そのため、Ａ社がＣ社の所得につき支払った租税は、Ａ社からＣ社に配
分される。

【事例】
・導管会社等Ｂ社の直接の持分保有者Ａ社の所
在するＡ国でＢ社は構成員型課税の対象とさ
れるため、法令155の16⑭による所得の配分
が行われる。

・そのため、Ａ社がＢ社の所得につき支払った
租税は、Ａ社からＢ社に配分されない。
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当期対象租税額を加えることとされて

います（法令155の35③三）。

　また、導管会社等に係る当期純損益金
額の特例における被分配会社等の持分を
保有する他の構成会社等又は共同支配会
社等が対象導管会社等の所得につき租税
が課される場合は、上記の外国子会社合
算税制等による場合だけではなく、構成
員型課税による場合も想定されます。そ
のため、本執行ガイダンス5.2において、
このような被分配会社等の持分を保有す
る他の構成会社等又は共同支配会社等が
対象導管会社等の所得につき課された租
税は、導管会社等に係る当期純損益金額
の特例により、その対象導管会社等の税
引後当期純損益金額が配分される被分配
会社等に配分することとされたことから、
本執行ガイダンスに沿って、改正が行わ
れました。
　具体的には、構成会社等又は共同支配
会社等（上記ロⅰ又はⅱに掲げる会社等
のいずれかに該当するものに限ります。）
に対する所有持分を有する他の構成会社
等又は共同支配会社等（上記ロの対象会
社等に該当するものに限ります。ハにお
いて「構成員等」といいます。）の所在
地国における租税に関する法令によりそ

の構成員等の益金の額に算入される金額
の計算の基礎とされるその構成会社等又
は共同支配会社等に係る所得の金額（そ
の構成会社等又は共同支配会社等が導管
会社等に係る当期純損益金額の特例によ
り対象導管会社等の税引後当期純損益金
額が配分される場合におけるその対象導
管会社等の所得の金額のうちその特例に
より加算される金額に係る部分の金額及
びその構成会社等又は共同支配会社等が
各種投資会社等に係る当期純損益金額の
特例により対象各種投資会社等の税引後
当期純損益金額が配分される場合におけ
るその対象各種投資会社等の所得の金額
のうちその特例により加算される金額に
係る部分の金額を含みます。）の金額に
係る一定の税について、構成員型課税に
係る被配分当期対象租税額として配分す
ることとされました（法規38の29⑤）。
　これらの改正により、外国子会社合算
税制等又は構成員型課税により対象導管
会社等の所得につき課された租税は、そ
の対象導管会社等の税引後当期純損益金
額が配分される被分配会社等に配分され
ることとなり、実効税率の計算において、
所得とその所得につき課された租税が対
応することとなります。
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ニ　被配分繰延対象租税額の創設に伴う対
応等
　上記イのとおり、令和 6年（2024年）
6 月に OECD により公表された執行ガ
イダンス3.1に沿って、被配分当期対象
租税額の配分元の対象租税の額である配
分可能当期対象租税額には配分元の構成
会社等又は共同支配会社等の個別計算所
得等の金額に含まれない収入等に係る部
分の金額が含まれることとされています。
一方、本執行ガイダンスでは、被配分当
期対象租税額には配分先の個別計算所得
等の金額に含まれない収入等に係る部分
の金額は含まれないこととされています。
これにより、配分先の構成会社等又は共
同支配会社等に係る実効税率の計算にお
いて、所得とその所得につき課される税
が対応することとなります。
　本執行ガイダンスに沿って、また、上
記イ～ハの改正及び被配分繰延対象租税

額（下記ロをご参照ください。）の創設
に伴い、被配分当期対象租税額の細目に
ついて次のとおり改正が行われました。
ⅰ　恒久的施設等に係る被配分当期対象
租税額
　「恒久的施設等に係る被配分当期対
象租税額」とは、構成会社等又は共同
支配会社等が恒久的施設等である場合
にⅰに掲げる金額からⅱに掲げる金額
を控除した残額をいうこととされまし
た（法規38の29①）。
ⅰ　恒久的施設等を有する構成会社等
又は共同支配会社等の配分可能当期
対象租税額（上記イの配分可能当期
対象租税額をいいます。下記ⅳから
ⅵまでにおいて同じです。）（その構
成会社等又は共同支配会社等がその
所在地国において外国税額控除等の
適用を受ける場合には、その適用が
ないものとして計算した場合の配分

Ｚ国

Ａ社

Ｂ社

Ｈ社

Ａ国

Ｂ国

Ｚ国：法人

Ｚ国：構成員型課税
Ａ国：法人

Ｚ国：構成員型課税
Ａ国：構成員型課税
Ｂ国：構成員型課税

被分配会社等

法令155の35③五・法規38の29⑤による税の配分

法令155の35③五
による税の配分

Ｚ国

Ａ社

Ｂ社

Ｈ社

Ａ国

Ｂ国

Ｚ国：法人

Ｚ国：法人
Ａ国：法人

Ｚ国：法人
Ａ国：構成員型課税
Ｂ国：構成員型課税

被分配会社等

法令155の35③二
による税の配分

法令155の35③四
による税の配分

法令155の35③二・四による税の配分

税

税

•　法令155の16⑭二に基づき、Ｂ社の所得は、Ａ
社に配分される。

•　Ｈ社が所在するＺ国の租税に関する法令にお
いて、Ａ社及びＢ社は構成員型課税の対象と
なる会社等であるから、Ｈ社は、Ｂ社の所得に
つき税が課されている。

•　このＨ社がＢ社の所得につき課された税は、
法令155の35③五・法規38の29⑤に基づき、Ｈ
社からＡ社に配分される。

•　その結果、実効税率の計算において、所得と
その所得につき課された租税が対応する。

所得

•　法令155の16⑭二に基づき、Ｂ社の所得は、Ａ社
に配分される。

•　Ｈ社が所在するＺ国の外国子会社合算税制等
により、Ｈ社は、Ｂ社の所得につき税が課され
ている。

•　このＨ社がＢ社の所得につき課された税は、
まず、法令155の35③四に基づきH社からＢ社
に配分され、その後、法令155の35③二に基づ
き、Ｂ社からＡ社に配分される。

•　その結果、実効税率の計算において、所得と
その所得につき課された租税が対応する。

導管会社等

導管会社等

所得
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可能当期対象租税額）のうちその恒
久的施設等の所得に係る部分の金額
（その金額にその恒久的施設等の個
別計算所得等の金額に含まれない収
入等に係る部分の金額がある場合に
は、その金額を減算した金額）とし
てその構成会社等又は共同支配会社
等の所在地国の租税に関する法令の
規定を勘案して合理的な方法により
計算した金額
ⅱ　ⅰの構成会社等又は共同支配会社
等がその所在地国において外国税額
控除等の適用を受ける金額のうちⅰ
の金額に係る部分の金額としてその
構成会社等又は共同支配会社等の所
在地国の租税に関する法令の規定を
勘案して合理的な方法により計算し
た金額

ⅱ　被分配会社等に係る被配分当期対象
租税額
　「被分配会社等に係る被配分当期対
象租税額」とは、被分配会社等に該当
する構成会社等又は共同支配会社等が
導管会社等に係る当期純損益金額の特
例により対象導管会社等の税引後当期
純損益金額の配分を受ける場合におけ
るその対象導管会社等の上記ハの配分
可能当期対象租税額にその構成会社等
又は共同支配会社等のその対象導管会
社等に係る上記⑴①ロハⅱⅰの合計割
合を乗じて計算した金額（その金額に
その構成会社等又は共同支配会社等の
個別計算所得等の金額に含まれない収
入等に係る部分の金額がある場合には、
その金額を減算した金額）をいうこと
とされました（法規38の29②）。
ⅲ　適用株主等に係る被配分当期対象租
税額
　「適用株主等に係る被配分当期対象
租税額」とは、構成会社等又は共同支

配会社等が各種投資会社等に係る当期
純損益金額の特例により適用株主等と
してその特例の対象各種投資会社等の
税引後当期純損益金額の配分を受ける
場合におけるその対象各種投資会社等
の上記ハ（注）の配分可能当期対象租
税額にその構成会社等又は共同支配会
社等のその対象各種投資会社等に係る
その特例の合計割合（法令155の17①
一（法令155の17⑦において準用する
場合を含みます。））を乗じて計算した
金額（その金額にその構成会社等又は
共同支配会社等の個別計算所得等の金
額に含まれない収入等に係る部分の金
額がある場合には、その金額を減算し
た金額）をいうこととされました（法
規38の29③）。
ⅳ　外国子会社合算税制等に係る被配分
当期対象租税額
　「外国子会社合算税制等に係る被配
分当期対象租税額」とは、外国子会社
合算税制等により構成会社等又は共同
支配会社等に係る親会社等（上記①ニ
ニの親会社等をいいます。以下ⅳにお
いて同じです。）の益金の額に算入さ
れる金額の計算の基礎とされるその構
成会社等又は共同支配会社等に係る所
得の金額の次に掲げる区分に応じそれ
ぞれ次に定める金額を合計した金額を
いうこととされました（法規38の29④）。
ⅰ　受動的所得の金額（下記ロイⅳ
（注 2）の受動的所得の金額をいい
ます。以下ⅳ及び下記ホⅱにおいて
同じです。）以外の所得の金額　ａ
に掲げる金額からｂに掲げる金額を
控除した残額
ａ�　その親会社等の配分可能当期対
象租税額（その親会社等がその所
在地国において外国税額控除等の
適用を受ける場合には、その適用
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がないものとして計算した場合の
配分可能当期対象租税額。下記ⅱ
ａにおいて同じです。）のうち外
国子会社合算税制等によりその親
会社等の益金の額に算入される金
額（その受動的所得の金額以外の
所得の金額に係る部分の金額に限
ります。）に係る部分の金額（そ
の金額にその構成会社等又は共同
支配会社等の個別計算所得等の金
額に含まれない収入等に係る部分
の金額がある場合には、その金額
を減算した金額）としてその親会
社等の所在地国の租税に関する法
令の規定を勘案して合理的な方法
により計算した金額
ｂ�　その親会社等がその所在地国に
おいて外国税額控除等の適用を受
ける金額のうちａに掲げる金額に
係る部分の金額としてその親会社
等の所在地国の租税に関する法令
の規定を勘案して合理的な方法に
より計算した金額

ⅱ　受動的所得の金額　ａに掲げる金
額からｂに掲げる金額を控除した残
額（その残額と下記ロイⅳ（注 4）
の受動的所得被配分繰延対象租税額
とを合計した金額が下記ロイⅳⅱｃ
の制限額を超える場合には、その制
限額のうちその残額に係る部分の金
額（注））
ａ�　その親会社等の配分可能当期対
象租税額のうち外国子会社合算税
制等によりその親会社等の益金の
額に算入される金額（その受動的
所得の金額に係る部分の金額に限
ります。）に係る部分の金額とし
てその親会社等の所在地国の租税
に関する法令の規定を勘案して合
理的な方法により計算した金額

ｂ�　その親会社等がその所在地国に
おいて外国税額控除等の適用を受
ける金額のうちａに掲げる金額に
係る部分の金額としてその親会社
等の所在地国の租税に関する法令
の規定を勘案して合理的な方法に
より計算した金額

（注）　上記①ニニⅱのとおり、改正前は、

外国子会社合算税制等に係る被配分

当期対象租税額のうち受動的所得の

金額に係る部分の金額は、上記の制

限額を限度とすることとされていま

した。被配分繰延対象租税額の創設

に伴い、外国子会社合算税制等に係

る被配分当期対象租税額のうち受動

的所得の金額に係る部分の金額と外

国子会社合算税制等に係る被配分繰

延対象租税額のうち受動的所得の金

額に係る部分の金額とを合計した金

額について、上記の制限額を限度と

することとされています。なお、上

記の制限額のうちに占める被配分当

期対象租税額に係る部分の金額及び

被配分繰延対象租税額に係る部分の

金額の内訳については、下記ロイⅳ

（注 5）をご参照ください。

ⅴ　構成員型課税に係る被配分当期対象
租税額
　「構成員型課税に係る被配分当期対
象租税額」とは、構成会社等又は共同
支配会社等（上記ロⅰ又はⅱに掲げる
会社等のいずれかに該当するものに限
ります。）に対する所有持分を有する
他の構成会社等又は共同支配会社等
（上記ロの対象会社等に該当するもの
に限ります。以下ⅴにおいて「構成員
等」といいます。）の所在地国におけ
る租税に関する法令によりその構成員
等の益金の額に算入される金額の計算
の基礎とされるその構成会社等又は共
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同支配会社等に係る所得の金額（その
構成会社等又は共同支配会社等が導管
会社等に係る当期純損益金額の特例に
より対象導管会社等の税引後当期純損
益金額が配分される場合におけるその
対象導管会社等の所得の金額のうちそ
の特例により加算される金額に係る部
分の金額及びその構成会社等又は共同
支配会社等が各種投資会社等に係る当
期純損益金額の特例により対象各種投
資会社等の税引後当期純損益金額が配
分される場合におけるその対象各種投
資会社等の所得の金額のうちその特例
により加算される金額に係る部分の金
額を含みます。）の次に掲げる区分に
応じそれぞれ次に定める金額を合計し
た金額とされました（法規38の29⑤）。
ⅰ　受動的所得の金額（下記ロイⅴ
（注 1）の受動的所得の金額をいい
ます。以下ⅴ及び下記ホⅲにおいて
同じです。）以外の所得の金額　ａ
に掲げる金額からｂに掲げる金額を
控除した残額
ａ�　その構成員等の配分可能当期対
象租税額（その構成員等がその所
在地国において外国税額控除等の
適用を受ける場合には、その適用
がないものとして計算した場合の
配分可能当期対象租税額。下記ⅱ
ａにおいて同じです。）のうちそ
の構成員等の益金の額に算入され
る金額（その受動的所得の金額以
外の所得の金額に係る部分の金額
に限ります。）に係る部分の金額
（その金額にその構成会社等又は
共同支配会社等の個別計算所得等
の金額に含まれない収入等に係る
部分の金額がある場合には、その
金額を減算した金額）としてその
構成員等の所在地国の租税に関す

る法令の規定を勘案して合理的な
方法により計算した金額

ｂ�　その構成員等がその所在地国に
おいて外国税額控除等の適用を受
ける金額のうちａに掲げる金額に
係る部分の金額としてその構成員
等の所在地国の租税に関する法令
の規定を勘案して合理的な方法に
より計算した金額

ⅱ　受動的所得の金額　ａに掲げる金
額からｂに掲げる金額を控除した残
額（その残額と下記ロイⅴ（注 3）
の受動的所得被配分繰延対象租税額
とを合計した金額が下記ロイⅴⅱｃ
の制限額を超える場合には、その制
限額のうちその残額に係る部分の金
額（注））
ａ�　その構成員等の配分可能当期対
象租税額のうちその構成員等の益
金の額に算入される金額（その受
動的所得の金額に係る部分の金額
に限ります。）に係る部分の金額
としてその構成員等の所在地国の
租税に関する法令の規定を勘案し
て合理的な方法により計算した金
額

ｂ�　その構成員等がその所在地国に
おいて外国税額控除等の適用を受
ける金額のうちａに掲げる金額に
係る部分の金額としてその構成員
等の所在地国の租税に関する法令
の規定を勘案して合理的な方法に
より計算した金額

（注）　上記①ニホⅱのとおり、改正前

は、構成員型課税に係る被配分当

期対象租税額のうち受動的所得の

金額に係る部分の金額は、上記の

制限額を限度とすることとされて

いました。被配分繰延対象租税額

の創設に伴い、構成員型課税に係
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る被配分当期対象租税額のうち受

動的所得の金額に係る部分の金額

と構成員型課税に係る被配分繰延

対象租税額のうち受動的所得の金

額に係る部分の金額とを合計した

金額について、上記の制限額を限

度とすることとされています。な

お、上記の制限額のうちに占める

被配分当期対象租税額に係る部分

の金額及び被配分繰延対象租税額

に係る部分の金額の内訳について

は、下記ロイⅴ（注 4）をご参照

ください。

ⅵ　利益の配当に係る被配分当期対象租
税額
　「利益の配当に係る被配分当期対象
租税額」とは、構成会社等又は共同支
配会社等の所有持分を有する他の構成
会社等又は共同支配会社等（ⅵにおい
て「親会社等」といいます。）に対し
て利益の配当を行った場合におけるそ
の親会社等の配分可能当期対象租税額
（その親会社等が受けるその利益の配
当を課税標準として課されるものに限
ります。）のうちその利益の配当に係
る部分の金額（その金額にその構成会
社等又は共同支配会社等の個別計算所
得等の金額に含まれない収入等に係る
部分の金額がある場合には、その金額
を減算した金額）として合理的な方法
により計算した金額をいうこととされ
ました（法規38の29⑥）。

ホ　特定法人税法に係る被配分当期対象租
税額の特例の創設
　令和 6 年（2024年） 6 月に OECD に
より公表された執行ガイダンス3.1にお
いて、例えば、一の恒久的施設等又は外
国子会社に係る所得につき課される税に
対して、他の恒久的施設等又は外国子会
社に係る所得につき課される外国税額の

控除を認めている法人税法等に係る税を
被配分当期対象租税額として配分する方
法の詳細が示されました。この新たな方
法では、配分元の構成会社等に複数の配
分先の構成会社等又は共同支配会社等
（例：恒久的施設等、外国子会社）があ
る場合に、その複数の配分先の被配分当
期対象租税額を一括して計算することと
されています。
　そのため、本執行ガイダンスに沿って、
このような法人税法等を「特定法人税
法」として位置付けた上で、配分元の構
成会社等又は共同支配会社等が特定法人
税法の規定の適用を受ける場合の一定の
被配分当期対象租税額について、その計
算方法の特例を創設する改正が行われま
した。
（注）　本特例は特定法人税法の規定の適用

を受ける場合が対象であるため、特定

法人税法以外の法人税法等の規定の適

用を受ける場合には本特例は適用され

ません。

　具体的には、配分会社等（上記①ニイ
の恒久的施設等を有する構成会社等若し
くは共同支配会社等、上記①ニニの親会
社等、上記ロの対象会社等又は上記①ニ
ヘの親会社等をいいます。ホにおいて同
じです。）が特定法人税法（注 1）の規
定の適用を受ける場合における恒久的施
設等に係る被配分当期対象租税額、外国
子会社合算税制等に係る被配分当期対象
租税額（特定外国子会社合算税制等（下
記ロイⅳの「特定外国子会社合算税制
等」をいいます。下記（注 2）ⅱにおい
て同じです。）に係るものを除きます。
ⅱにおいて同じです。）、構成員型課税に
係る被配分当期対象租税額又は利益の配
当に係る被配分当期対象租税額は、上記
ニⅰ及びⅳからⅵまでにかかわらず、次
に掲げる金額の区分に応じそれぞれ次に
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定める金額とされています（法規38の29
⑦）。
ⅰ　恒久的施設等に係る被配分当期対象
租税額　その配分会社等の特定配分可
能当期対象租税額（注 2）にⅰに掲げ
る金額がⅱに掲げる金額のうちに占め
る割合を乗じて計算した金額（その金
額にその恒久的施設等の個別計算所得
等の金額に含まれない収入等に係る部
分の金額がある場合には、その金額を
減算した金額）
ⅰ　その恒久的施設等に係る配分基準
額（注 3）

ⅱ　その配分会社等及びその配分会社
等に係る被配分会社等（次に掲げる
ものをいいます。ホにおいて同じで
す。）に係る配分基準額の合計額
（ホにおいて「合計配分基準額」と
いいます。）
ａ�　上記①ニイの恒久的施設等又は
上記①ニニからヘまでの構成会社
等若しくは共同支配会社等
ｂ�　その配分会社等がその特定法人
税法における外国税額控除等の適
用を受ける場合において、その外
国税額控除等に係る国外所得金額
等（法人税法第69条第 1項（外国
税額の控除）に規定する国外所得
金額又は我が国以外の国若しくは
地域の租税に関する法令における
これに相当するものをいいます。
ホにおいて同じです。）が生ずる
こととなるときにおけるａに掲げ
る構成会社等又は共同支配会社等
に準ずるもの

ⅱ　外国子会社合算税制等に係る被配分
当期対象租税額　外国子会社合算税制
等によりその配分会社等の益金の額に
算入される金額の計算の基礎とされる
外国関係会社等である構成会社等又は

共同支配会社等に係る所得の金額の次
に掲げる区分に応じそれぞれ次に定め
る金額を合計した金額
ⅰ　受動的所得の金額以外の所得の金
額　その配分会社等の特定配分可能
当期対象租税額にａに掲げる金額が
ｂに掲げる金額のうちに占める割合
を乗じて計算した金額（その金額に
その構成会社等又は共同支配会社等
の個別計算所得等の金額に含まれな
い収入等に係る部分の金額がある場
合には、その金額を減算した金額）
ａ�　その構成会社等又は共同支配会
社等に係る配分基準額（その受動
的所得の金額以外の所得の金額に
係る部分に限ります。）

ｂ�　合計配分基準額
ⅱ　受動的所得の金額　その配分会社
等の特定配分可能当期対象租税額に
ａに掲げる金額がｂに掲げる金額の
うちに占める割合を乗じて計算した
金額（その計算した金額と受動的所
得被配分繰延対象租税額とを合計し
た金額が下記ロイⅳⅱｃの制限額を
超える場合には、その制限額のうち
その計算した金額に係る部分の金
額）
ａ�　その構成会社等又は共同支配会
社等に係る配分基準額（その受動
的所得の金額に係る部分に限りま
す。）

ｂ�　合計配分基準額
ⅲ　構成員型課税に係る被配分当期対象
租税額　その配分会社等の所在地国に
おける租税に関する法令によりその配
分会社等の益金の額に算入される金額
の計算の基礎とされる上記ロの構成会
社等又は共同支配会社等に係る所得の
金額（その構成会社等又は共同支配会
社等が導管会社等に係る当期純損益金
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額の特例により対象導管会社等の税引
後当期純損益金額が配分される場合に
おけるその対象導管会社等の所得の金
額のうちその特例により加算される金
額に係る部分の金額及びその構成会社
等又は共同支配会社等が各種投資会社
等に係る当期純損益金額の特例により
対象各種投資会社等の税引後当期純損
益金額が配分される場合におけるその
対象各種投資会社等の所得の金額のう
ちその特例により加算される金額に係
る部分の金額を含みます。）の次に掲
げる区分に応じそれぞれ次に定める金
額を合計した金額
ⅰ　受動的所得の金額以外の所得の金
額　その配分会社等の特定配分可能
当期対象租税額にａに掲げる金額が
ｂに掲げる金額のうちに占める割合
を乗じて計算した金額（その金額に
その構成会社等又は共同支配会社等
の個別計算所得等の金額に含まれな
い収入等に係る部分の金額がある場
合には、その金額を減算した金額）
ａ�　その構成会社等又は共同支配会
社等に係る配分基準額（その受動
的所得の金額以外の所得の金額に
係る部分に限ります。）
ｂ�　合計配分基準額
ⅱ　受動的所得の金額　その配分会社
等の特定配分可能当期対象租税額に
ａに掲げる金額がｂに掲げる金額の
うちに占める割合を乗じて計算した
金額（その計算した金額と受動的所
得被配分繰延対象租税額とを合計し
た金額が下記ロイⅴⅱｃの制限額を
超える場合には、その制限額のうち
その計算した金額に係る部分の金
額）
ａ�　その構成会社等又は共同支配会
社等に係る配分基準額（その受動

的所得の金額に係る部分に限りま
す。）

ｂ�　合計配分基準額
ⅳ　利益の配当に係る被配分当期対象租
税額　次に掲げる金額の合計額（その
合計額に上記①ニヘの構成会社等又は
共同支配会社等の個別計算所得等の金
額に含まれない収入等に係る部分の金
額がある場合には、その金額を減算し
た金額）
ⅰ　その配分会社等の特定配分可能当
期対象租税額にａに掲げる金額がｂ
に掲げる金額のうちに占める割合を
乗じて計算した金額
ａ�　その構成会社等又は共同支配会
社等に係る配分基準額

ｂ�　合計配分基準額
ⅱ　配分可能当期対象租税額（その配
分会社等が受ける上記①ニヘの利益
の配当を課税標準として課されるも
のに限るものとし、特定配分可能当
期対象租税額を除きます。）のうち
その利益の配当に係る部分の金額と
して合理的な方法により計算した金
額

（注 1）　「特定法人税法」とは、法人税

又はこれに相当する税（ホにおい

て「法人税等」といいます。）に

関する法令のうち、配分会社等が

有する恒久的施設等の所得、その

配分会社等の益金の額に算入され

る会社等の所得若しくは会社等か

ら受けた利益の配当につき課され

る法人税等の額から、その配分会

社等が有する他の恒久的施設等の

所得、その配分会社等の益金の額

に算入される他の会社等の所得若

しくは他の会社等から受けた利益

の配当につき課されるその法人税

等以外の税の額を控除することが
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できることとされているもの又は

これに類するものをいいます（法

規38の29⑨一）。
（注 2）　「特定配分可能当期対象租税額」

とは、配分可能当期対象租税額の

うち配分会社等に適用される特定

法人税法に係る部分の金額（所得

税法第 2 条第 1 項第45号（定義）

に規定する源泉徴収の方法又は我

が国以外の国若しくは地域の租税

に関する法令におけるこれに類す

るものにより課される部分の金額

を除きます。）からその金額に係

る次に掲げる金額を控除した残額

をいいます（法規38の29⑨二）。
　　　ⅰ�　その配分会社等に係る特定調

整後国外所得金額等（注 4）以

外の所得の金額（適格給付付き

税額控除額又は適格適用者変更

税額控除額をその所得の金額に

係る益金の額としていない場合

にはこれらの金額をその所得の

金額に加算した金額とし、税額

控除の額（適格給付付き税額控

除額及び適格適用者変更税額控

除額を除きます。）をその所得

の金額に係る益金の額としてい

る場合にはその税額控除の額を

その所得の金額から減算した金

額とします。）のみについてそ

の特定法人税法の規定により税

が課されるとしたならば算出さ

れる税の額としてその特定法人

税法の規定を勘案して合理的な

方法により計算した金額
　　　ⅱ�　特定外国子会社合算税制等に

係る税の額

（注 3）　「配分基準額」とは、配分会社

等又は被配分会社等のⅰに掲げる

金額からⅱに掲げる金額を控除し

た残額をいいます（法規38の29⑨

三）。
　　ⅰ　その配分会社等又は被配分会

社等の調整後国外所得金額等

（注 5）のみについてその配分

会社等に適用される特定法人税

法の規定により税が課されると

したならば算出される税の額

（その配分会社等がその特定法

人税法における外国税額控除等

の適用を受ける場合には、その

適用がないものとして計算した

場合のその税の額）としてその

特定法人税法の規定を勘案して

合理的な方法により計算した金

額
　　ⅱ　その配分会社等又は被配分会

社等がⅰの特定法人税法におけ

る外国税額控除等の適用を受け

ることができるⅰの調整後国外

所得金額等につき課される税に

係る部分の金額（繰越外国税額

に係る部分の金額を除きます。）

（注 4）　「特定調整後国外所得金額等」

とは、特定法人税法における外国

税額控除等に係る国外所得金額等

を、その特定法人税法の規定を勘

案して、下記（注 5）のⅱからⅴ

までに定めるところにより算出し

た場合におけるその国外所得金額

等をいいます（法規38の29⑨五）。
（注 5）　「調整後国外所得金額等」とは、

特定法人税法における外国税額控

除等に係る国外所得金額等を配分

会社等又は被配分会社等ごとに、

その特定法人税法の規定を勘案し

て、次に定めるところにより算出

した場合におけるその国外所得金

額等をいいます（法規38の29⑨四）。
　　ⅰ　特定法人税法における課税所
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得の計算において被配分会社等

（上記ⅳの構成会社等又は共同

支配会社等を除きます。（注 5）

において同じです。）の所得の

金額と他の被配分会社等及び配

分会社等の所得の金額とを区分

しない場合には、その被配分会

社等の国外所得金額等に係る費

用の額はその被配分会社等の個

別計算所得等の金額に係る費用

の額を限度とします。
　　ⅱ　被配分会社等の個別計算所得

等の金額に含まれる収益の額が

その配分会社等の国外所得金額

等以外の所得の金額に含まれる

場合には、その収益の額はその

被配分会社等の国外所得金額等

に係る収益の額に含まれるもの

とします。

　　ⅲ　特定法人税法における外国税

額控除等に係る国外所得金額等

の計算において配分会社等が被

配分会社等に対して支払うその

配分会社等に係る費用の額がな

いものとみなされる場合におい

て、その費用の額に対応する収

益の額がその被配分会社等の個

別計算所得等の金額に含まれる

ときは、その収益の額はその被

配分会社等の国外所得金額等に

係る収益の額に含まれるものと

します。

　　ⅳ　特定法人税法における外国税

額控除等に係る国外所得金額等

の計算において被配分会社等が

配分会社等に対して支払うその

被配分会社等に係る費用の額が

ないものとみなされる場合にお

いて、その費用の額がその被配

分会社等の個別計算所得等の金

額に含まれるときは、その費用

の額はその被配分会社等の国外

所得金額等に係る費用の額に含

まれるものとします。

　　ⅴ　特定法人税法における外国税

額控除等に係る国外所得金額等

の計算において被配分会社等が

他の被配分会社等に対して支払

うその被配分会社等に係る費用

の額がないものとみなされる場

合において、その費用の額がそ

の被配分会社等の個別計算所得

等の金額に含まれ、かつ、その

費用の額に対応する収益の額が

当該他の被配分会社等の個別計

算所得等の金額に含まれるとき

は、その費用の額はその被配分

会社等の国外所得金額等に係る

費用の額に含まれ、かつ、その

収益の額は当該他の被配分会社

等の国外所得金額等に係る収益

の額に含まれるものとします。

　　　　被配分当期対象租税額の趣旨

は実効税率の計算における所得

とその所得につき課された租税

とを対応させることにあるため、

配分基準額等の算出の基礎とな

る調整後国外所得金額等の算出

においては、上記のとおり、個

別計算所得等の金額の算出に対

応した調整を行うこととしてい

ます。

（注 6）　上記ホⅰⅱｂのとおり、被配分

会社等には、特定多国籍企業グル

ープ等に属する構成会社等又は特

定多国籍企業グループ等に係る共

同支配会社等以外の会社等も含ま

れます。
（注 7）　なお、特定法人税法における外

国税額控除等が所得の種類その他
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の区分ごとに適用される場合にお

ける上記ⅰからⅳまでに定める金

額は、その区分ごとにその特定法

人税法の規定を勘案して合理的な

方法により計算するものとされて

います（法規38の29⑧）。

特定法人税法の規定の適用を受ける場合の被配分当期対象租税額の計算

❷  被配分会社等（例：恒久的施設等）の配分基準額

❸　配分会社等及び当該配分会社等に係る被配分会社等に
　　係る配分基準額の合計額（合計配分基準額）

配分会社等の
特定配分可能

当期対象租税額
被配分当期対象租税額❶

〈算式〉

配分基準額の計算

配分会社等又は被配分会社等の❶の金額から❷の金額を控除した残額
〈算式〉

当該配分会社等又は被配分会社等の一定の調整をした国外所得金額
等（調整後国外所得金額等）のみについて当該配分会社等に適用さ
れる特定法人税法の規定により税が課されるとしたならば算出され
る税の額（当該配分会社等が当該特定法人税法における外国税額控
除等の適用を受ける場合には、その適用がないものとして計算した
場合の当該税の額）として当該特定法人税法の規定を勘案して合理
的な方法により計算した金額

❶

当該配分会社等又は被配分会社等
が❶の特定法人税法における外国
税額控除等の適用を受けることが
できる❶の調整後国外所得金額等
につき課される税に係る部分の金
額（繰越外国税額に係る部分の金
額を除く。）

❷ 配分基準額

特定法⼈税法の規定の適用を受ける場合の被配分当期対象租税額の計算方法

配当

【 1 . 設例】

【 2 . 国・地域別の税制及び概要図】

配当

100％ 20％

使用料

配分会社等

被配分会社等 被配分会社等 被配分会社等 被配分会社等 被配分会社等

•　最終親会社等（UPE）の所在地国（Ｘ国）の税法は特定法人税法に該当し、税率20%。外税控除には控除限度額が設定されている。また、配
当に関して、間接外税控除制度を採用している。

•　UPEは、所在地国をＡ国とする恒久的施設等（PE） 1 を有し、Ａ社（構成会社等（CE）に該当）の持分の全てを保有している。Ａ社は、その
税引後利益の全額の配当をUPEに対し毎年行っている。この配当は、個別計算所得等の金額の計算からは除外されるが、Ｘ国税法における課税
所得には含まれる。Ａ国の税率は 5 ％、配当に対する源泉徴収税率は 5 ％である。

•　UPEは、所在地国をＢ国とするPE 2 を有し、グループ外のＢ社から使用料を受け取り、グループ外のＣ社の持分の20%を保有している。Ｃ社は、
その税引後利益のうちUPEの持分に応じた額の配当をUPEに対し毎年行っている。この配当は、個別計算所得等の金額の計算からは除外され
るが、Ｘ国税法における課税所得には含まれる。Ｂ国の税率は10%、使用料に対する源泉徴収税率は20%である。Ｂ国では、配当に対する源泉徴
収は行われない。

•　UPEは、所在地国をＣ国とするPE 3 を有している。Ｃ国の税率は25%である。
•　UPEは、国内源泉所得400、PE 1 に帰せられる所得100、PE 2 に帰せられる所得250、PE 3 に帰せられる損失50、Ａ社からの配当190（グロスアッ

プ後は200）を得た。また、UPEはＢ社から使用料100、Ｃ社から配当180（グロスアップ後は200）を得た。

Ｘ国
税率：20%
構成会社等（間接外税控除有）
外税控除限度額＝外税控除前租税債務×国外所得金額等/総所得UPE

支店
PE 3

支店
PE 2

支店
PE 1

CE
Ａ社

グループ外
Ｃ社

グループ外
Ｂ社

Ｃ国
税率：25%

Ｂ国
税率：10%
源泉徴収税率：20%

Ａ国
税率： 5 %
源泉徴収税率： 5 %

特定法⼈税法の規定の適用を受ける場合の被配分当期対象租税額の特例における計算事例
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【 3 .国・地域別の所得及び発生税額】
UPE、各PE、配当を行った会社等又は使用料に係る所得に対する各国税法における税率及び発生税金は以下の通りである。

【 4 .被配分当期対象租税額の計算】
❶調整後国外所得金額等の決定
上記 3 を踏まえ、Ｘ国税法の規定を勘案して合理的な方法により計算した金額は以下の通り。
調整後国外所得金額等：UPE：100（⑤）、PE 1 ：100（②）、Ａ社：200（③）、PE 2 ：250（④）、Ｃ社：200（⑥）、PE 3 ：▲50（⑦）

❷特定配分可能当期対象租税額の決定
上記 3 を踏まえ、Ｘ国税法の規定を勘案して合理的な方法により計算した金額は以下の通り。

国・地域 Ｘ国 Ａ国 Ｂ国 Ｃ国

会社等・PE UPE PE 1 PE 2Ａ社（※ 1 ） Ｂ社からUPEへ
の使用料（※ 1 ）

Ｃ社
（※ 1 , 2 ） PE 3

所得 ①400

20％ 5 ％ 5 ％

5 ％ 20％ 0 ％

10％ 10％ 25％‐

‐ ‐

‐ ‐

‐

‐

‐

‐

‐

②100 ③200 ④250 ⑤100 ⑥200 ⑦▲50

税率

発生税金 ⑧ 5 ⑨1080 ⑩25 ⑪20 0

0

源泉徴収税率

源泉徴収税 ⑫9.5（※ 3 ） ⑬20
（※ 1 ）　UPEの課税所得には、UPEの国内源泉所得400に加え、PE所得、Ｂ社から受け取る使用料並びにＡ社及びＣ社から受け取る配当（グロス
　　　　アップ後）が含まれる。

（※ 2 ）　この表のＣ社の所得及び税額は、UPEのＣ社への持分割合を考慮後の金額である。
（※ 3 ）　税引後利益の全額（200－10）×源泉徴収税率（ 5 %）
（※ 4 ）　　 ：Ｘ国におけるUPEの課税所得に含まれる金額   　　   ：Ｘ国の控除対象外税（Ｘ国では間接外税控除を認めている）　

⑴　UPEの課税所得：1,200（上記①～⑦の合計額）
⑵　外税控除前租税債務：240（⑴×20%）
⑶　控除対象外税：89.5（上記⑧～⑬の合計額）
⑷　控除限度額：160（⑵×国外所得金額等（②～⑦の合計額）/総所得（⑴））
⑸　外税控除額：89.5（⑶及び⑷の小さい方）
⑹　配分可能当期対象租税額のうち配分会社等に適用される特定法人税法に係る部分の金額：150.5（⑵－⑸）
⑺　UPEの特定調整後国外所得金額等以外の所得の金額のみについて特定法人税法の規定により税が課されるとしたならば算出される税の
　額：80（400（①）×20%（Ｘ国税率））
⑻　特定配分可能当期対象租税額＝ 150.5（⑹） － 80（⑺）＝70.5

Ｘ国税法の規定を勘案して合理的な方法により計算した金額は以下の通り。
❸配分基準額の決定

被配分当期対象租税額となり得る割当額の計算は以下の通り。
❹被配分当期対象租税額となり得る割当額の決定

1調整後国外所得金額等

1特定配分可能当期対象租税額

2適用税率

2配分基準額（❸4）

3対応する控除対象外税

3合計配分基準額

4配分基準額（1×2－3）

4割当額（1×2/3）（※）

UPE

PE 1

PE 2

PE 3

Ａ社

Ｃ社

UPE

PE 1

PE 2

PE 3

Ａ社

Ｃ社

0

15

25

0

20.5

20

0

13.14

21.89

0

17.95

17.52

70.5
（❷⑻）

80.5
（❸4）

100（⑤）

100（②）

250（④）

▲50（⑦）

200（③）

200（⑥）

20（⑬）

5 （⑧）

25（⑩）

0

19.5（⑨＋⑫）

20（⑪）

20％

20％

20％

20％

20％

20％

0

15

25

0

20.5

20

80.5合計配分基準額

【 5 .被配分当期対象租税額の決定】

（※） 簡略化の観点から、小数点以下第 3 位を四捨五入している。

　上記の計算の結果、PE 1 の13.14、PE 2 の21.89、Ａ社の17.95がそれぞれの被配分当期対象租税額とされる。
　グループ外のＣ社から受けた配当は除外配当であり（法令155の18③二）、UPEの個別計算所得等の金額に含まれない。そのため、
Ｃ社への割当額17.52は、UPEの調整後対象租税額にも計上されない。
　なお、上記の計算とは別に、Ａ社からの配当に対する源泉徴収税額9.5が、Ａ社の被配分当期対象租税額に含まれる。
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ロ　被配分繰延対象租税額の創設
イ　被配分繰延対象租税額
　上記①ニのとおり、当期対象租税額に
ついては、実効税率の計算の分母（個別
計算所得等の金額）と分子（調整後対象
租税額）とを対応させるため、被配分当
期対象租税額として、その発生の原因と
なった個別計算所得等の金額を有する構
成会社等又は共同支配会社等に配分する
こととされています。
　しかし、繰延対象租税額については、
GloBE ルールにおいてその配分の方法
が明らかにされていなかったため、我が
国の法制では配分の対象から除外されて
いました。
　OECD により令和 6 年（2024年） 6
月に公表された執行ガイダンス4.2にお
いて、繰延対象租税額に係る配分の方法
が示されたことから、本ガイダンスに沿
って改正が行われました。
　具体的には、繰延対象租税額の計算上
被配分繰延対象租税額が加算されること
とされました（法規38の28③一）。
　ここでいう「被配分繰延対象租税額」
とは、各対象会計年度における構成会社
等又は共同支配会社等の次に掲げる場合
の区分に応じその対象会計年度に係るそ
れぞれ次に定める金額をいうこととされ
ています（法規38の28④）。
ⅰ　構成会社等又は共同支配会社等が恒
久的施設等である場合　その対象会計
年度に係るⅰに掲げる金額からⅱに掲
げる金額を減算した金額
ⅰ　その恒久的施設等を有する構成会
社等又は共同支配会社等の配分可能
繰延対象租税額（構成会社等又は共
同支配会社等の個別計算所得等の金
額に含まれない収入等に係る繰延税
金資産又は繰延税金負債がある場合
の調整（上記①ホイⅰⅲ参照）を行

わないで計算した場合における繰延
対象租税額（調整後法人税等調整額
に係る部分の金額に限ります。）を
いいます。以下同じです。）（その恒
久的施設等を有する構成会社等又は
共同支配会社等がその所在地国にお
いて外国税額控除等の適用を受ける
場合には、その適用がないものとし
て計算した場合の配分可能繰延対象
租税額）のうちその恒久的施設等の
所得の金額に係る部分の金額（その
金額にその恒久的施設等の個別計算
所得等の金額に含まれない収入等に
係る部分の金額がある場合には、そ
の金額を減算した金額）としてその
恒久的施設等を有する構成会社等又
は共同支配会社等の所在地国の租税
に関する法令の規定を勘案して合理
的な方法により計算した金額
ⅱ　次に掲げる場合の区分に応じそれ
ぞれ次に定める金額
ａ�　その対象会計年度後のいずれか
の対象会計年度において、その構
成会社等又は共同支配会社等がそ
の所在地国においてⅰに掲げる金
額に係る外国税額控除等の適用を
受けることが見込まれる場合　そ
の適用を受けることが見込まれる
金額としてその構成会社等又は共
同支配会社等の所在地国の租税に
関する法令の規定を勘案して合理
的な方法により計算した金額

ｂ�　その対象会計年度において、そ
の構成会社等又は共同支配会社等
がその所在地国においてⅰに掲げ
る金額に係る外国税額控除等の適
用を受ける場合　零から、その適
用を受ける金額のうちⅰに掲げる
金額に係る部分の金額としてその
構成会社等又は共同支配会社等の
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所在地国の租税に関する法令の規
定を勘案して合理的な方法により
計算した金額を減算した金額

ⅱ　構成会社等又は共同支配会社等が導
管会社等に係る当期純損益金額の特例
により被分配会社等としてその特例の
対象導管会社等の税引後当期純損益金
額の配分を受ける場合　その対象会計
年度に係るその対象導管会社等の配分
可能繰延対象租税額（その対象導管会
社等に係る下記ⅳに定める金額がある
場合には、その金額を加算した金額）
にその構成会社等又は共同支配会社等
のその対象導管会社等に係る上記⑴①
ロハⅱⅰの合計割合を乗じて計算した
金額（その金額にその構成会社等又は
共同支配会社等の個別計算所得等の金
額に含まれない収入等に係る部分の金
額がある場合には、その金額を減算し
た金額）
ⅲ　構成会社等又は共同支配会社等が各
種投資会社等に係る当期純損益金額の
特例により適用株主等としてその特例
の対象各種投資会社等の税引後当期純
損益金額の配分を受ける場合　その対
象会計年度に係るその対象各種投資会
社等の配分可能繰延対象租税額（その
対象各種投資会社等に係る下記ⅳに定
める金額がある場合には、その金額を
加算した金額）にその構成会社等又は
共同支配会社等のその対象各種投資会
社等に係るその特例の合計割合（法令
155の17①一（法令155の17⑦において
準用する場合を含みます。））を乗じて
計算した金額（その金額にその構成会
社等又は共同支配会社等の個別計算所
得等の金額に含まれない収入等に係る
部分の金額がある場合には、その金額
を減算した金額）
ⅳ　構成会社等又は共同支配会社等の持

分を直接又は間接に有する他の構成会
社等又は共同支配会社等（以下ⅳにお
いて「親会社等」といいます。）が適
格外国子会社合算税制等（外国子会社
合算税制等のうち、親会社等に係る複
数の外国関係会社等の所得又は損失を
通算して外国子会社合算税制等により
その親会社等の益金の額に算入される
金額を算出することとされ、かつ、そ
の課税額（外国子会社合算税制等の適
用により親会社等に課される法人税に
相当する税の額から外国関係会社等の
所得に対して課される税の額が控除さ
れる場合におけるその控除後の残額を
いいます。）が生ずることとなる税率
としてその親会社等の所在地国の租税
に関する法令の規定を勘案して合理的
な方法により計算した割合が基準税率
を下回るもの（以下「特定外国子会社
合算税制等」といいます（注 1）。）以
外のものをいいます。以下同じです。）
の適用を受ける場合　その適格外国子
会社合算税制等によりその親会社等の
益金の額に算入される金額の計算の基
礎とされるその構成会社等又は共同支
配会社等に係る所得の金額の次に掲げ
る区分に応じそれぞれ次に定める金額
を合計した金額
ⅰ　受動的所得の金額（注 2）以外の
所得の金額　その対象会計年度に係
るａに掲げる金額からｂに掲げる金
額を減算した金額
ａ�　その親会社等の配分可能繰延対
象租税額（その親会社等がその所
在地国において外国税額控除等の
適用を受ける場合には、その適用
がないものとして計算した場合の
配分可能繰延対象租税額）のうち
適格外国子会社合算税制等により
その親会社等の益金の額に算入さ
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れる金額（その受動的所得の金額
以外の所得の金額に係る部分の金
額に限ります。）に係る部分の金
額（その金額にその構成会社等又
は共同支配会社等の個別計算所得
等の金額に含まれない収入等に係
る部分の金額がある場合には、そ
の金額を減算した金額）としてそ
の親会社等の所在地国の租税に関
する法令の規定を勘案して合理的
な方法により計算した金額
ｂ�　次に掲げる場合の区分に応じそ
れぞれ次に定める金額
　⒜�　その対象会計年度後のいずれ

かの対象会計年度において、そ
の親会社等がその所在地国にお
いてａに掲げる金額に係る外国
税額控除等の適用を受けること
が見込まれる場合　その適用を
受けることが見込まれる金額と
してその親会社等の所在地国の
租税に関する法令の規定を勘案
して合理的な方法により計算し
た金額

　⒝�　その対象会計年度において、
その親会社等がその所在地国に
おいてａに掲げる金額に係る外
国税額控除等の適用を受ける場
合　零から、その適用を受ける
金額のうちａに掲げる金額に係
る部分の金額としてその親会社
等の所在地国の租税に関する法
令の規定を勘案して合理的な方
法により計算した金額を減算し
た金額

ⅱ　受動的所得の金額　その対象会計
年度に係るａに掲げる金額からｂに
掲げる金額を減算した金額（その減
算した金額と受動的所得被配分当期
対象租税額（上記イニⅳⅱａに掲げ

る金額から上記イニⅳⅱｂに掲げる
金額を控除した残額をいい、特定法
人税法に係る被配分当期対象租税額
の特例（上記イホをご参照くださ
い。）の適用を受ける場合には上記
イホⅱⅱの配分会社等の特定配分可
能当期対象租税額に上記イホⅱⅱａ
に掲げる金額が上記イホⅱⅱｂに掲
げる金額のうちに占める割合を乗じ
て計算した金額とします。ⅳにおい
て同じです。）とを合計した金額が
ｃに掲げる金額を超える場合には、
その金額のうちその減算した金額に
係る部分の金額）
ａ�　その親会社等の配分可能繰延対
象租税額（その親会社等がその所
在地国において外国税額控除等の
適用を受ける場合にはその適用が
ないものとして計算した場合の配
分可能繰延対象租税額とし、下記
（注 4）（ⅱの部分に限ります。）
の適用を受ける部分の金額を除き
ます。）のうち適格外国子会社合
算税制等によりその親会社等の益
金の額に算入される金額（その受
動的所得の金額に係る部分の金額
に限ります。）に係る部分の金額
としてその親会社等の所在地国の
租税に関する法令の規定を勘案し
て合理的な方法により計算した金
額
ｂ�　次に掲げる場合の区分に応じそ
れぞれ次に定める金額

　⒜�　その対象会計年度後のいずれ
かの対象会計年度において、そ
の親会社等がその所在地国にお
いてａに掲げる金額に係る外国
税額控除等の適用を受けること
が見込まれる場合　その適用を
受けることが見込まれる金額と
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してその親会社等の所在地国の
租税に関する法令の規定を勘案
して合理的な方法により計算し
た金額

　⒝�　その対象会計年度において、
その親会社等がその所在地国に
おいてａに掲げる金額に係る外
国税額控除等の適用を受ける場
合　零から、その適用を受ける
金額のうちａに掲げる金額に係
る部分の金額としてその親会社
等の所在地国の租税に関する法
令の規定を勘案して合理的な方
法により計算した金額を減算し
た金額

ｃ�　その構成会社等又は共同支配会
社等の受動的所得の金額に、基準
税率からその適格外国子会社合算
税制等におけるその受動的所得の
金額に係る対象租税の額がないも
のとして計算した場合のその構成
会社等又は共同支配会社等の所在
地国に係る国別実効税率（その構
成会社等又は共同支配会社等が無
国籍会社等である場合には、その
構成会社等又は共同支配会社等の
無国籍構成会社等実効税率又は無
国籍共同支配会社等実効税率）を
控除した割合を乗じて計算した金
額（下記（注 3）及び（注 4）に
おいて「制限額」といいます。）

（注 1）　特定外国子会社合算税制等は、

米国法人税制におけるGILTI

（Global� Intangible� Low-Taxed�

Income）制度に対応するものとし

て規定されています。本執行ガイ

ダンスに沿って、特定外国子会社

合算税制等に係る税は、被配分繰

延対象租税額の対象外とされてい

ます。

（注 2）　「受動的所得の金額」とは、上

記①ニニ（注 1）の受動的所得の

金額をいいます（法規38の28⑤）。
（注 3）　上記ⅳⅱｃのとおり、制限額は、

受動的所得の金額に係る被配分当

期対象租税額と被配分繰延対象租

税額の両方がないものとして計算

した実効税率により計算すること

とされています。
（注 4）　受動的所得の金額に係る対象租

税の額の配分に対する制限を受け

る場合の親会社等の調整後対象租

税額の計算については、次に定め

るところによることとされていま

す（法規38の28⑥）。
　　ⅰ　各対象会計年度に係る受動的

所得被配分繰延対象租税額（上

記ⅱａに掲げる金額から上記ⅱ

ｂに掲げる金額を減算した金額

をいいます。下記ⅱ及び（注

5）において同じです。）と受

動的所得被配分当期対象租税額

とを合計した金額が制限額を超

える場合におけるその親会社等

のその対象会計年度に係る調整

後対象租税額には、その超える

部分の金額を含むものとされて

います。
　　ⅱ　過去対象会計年度において上

記ⅰにより発生繰延対象租税額

（各対象会計年度において計上

された繰延税金資産又は繰延税

金負債のうち受動的所得被配分

繰延対象租税額に係る部分の金

額をいいます。以下ⅱ及び下記

（注 5）において同じです。）が

その親会社等の調整後対象租税

額に含むものとされた場合にお

いて、その過去対象会計年度後

の対象会計年度においてその発
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生繰延対象租税額に係る繰延税

金資産又は繰延税金負債が取り

崩されたときは、その親会社等

のその取り崩された対象会計年

度に係る調整後対象租税額には、

その取り崩された金額（その過

去対象会計年度においてⅰによ

りその親会社等の調整後対象租

税額に含むものとされた繰延税

金資産又は繰延税金負債に係る

部分の金額に限ります。）を含

むものとされています。
（注 5）　各対象会計年度に係る上記（注

4）ⅰの超える部分の金額（以下

（注 5）において「超過額」とい

います。）は、その超過額の範囲

内において、まずその対象会計年

度に係る発生繰延対象租税額（零

を超えるものに限ります。）から

成るものとし、発生繰延対象租税

額が零以下である場合又はその超

過額に満たない場合には、その超

過額又はその満たない部分の金額

の範囲内において、順次その対象

会計年度に係る受動的所得被配分

当期対象租税額（零を超えるもの

に限ります。）及び取崩繰延対象

租税額（その対象会計年度に係る

受動的所得被配分繰延対象租税額

のうちその対象会計年度において

取り崩された繰延税金資産又は繰

延税金負債に係る部分の金額であ

って、零を超えるものをいいま

す。）から成るものとされていま

す（法規38の28⑦）。

ⅴ　構成会社等又は共同支配会社等が上
記イロⅰ又はⅱに掲げる会社等のいず
れかに該当する場合　その構成会社等
又は共同支配会社等に対する所有持分
を有する他の構成会社等又は共同支配

会社等（上記イロの対象会社等に該当
するものに限ります。以下ロにおいて
「構成員等」といいます。）の所在地国
における租税に関する法令の規定によ
りその構成員等の益金の額に算入され
る金額の計算の基礎とされるその構成
会社等又は共同支配会社等に係る所得
の金額（その構成会社等又は共同支配
会社等が導管会社等に係る当期純損益
金額の特例により対象導管会社等の税
引後当期純損益金額が配分される場合
におけるその対象導管会社等の所得の
金額のうちその特例により加算される
金額に係る部分の金額及びその構成会
社等又は共同支配会社等が各種投資会
社等に係る当期純損益金額の特例によ
り対象各種投資会社等の税引後当期純
損益金額が配分される場合におけるそ
の対象各種投資会社等の所得の金額の
うちその特例により加算される金額に
係る部分の金額を含みます。）の次に
掲げる区分に応じそれぞれ次に定める
金額を合計した金額
ⅰ　受動的所得の金額（注 1）以外の
所得の金額　その対象会計年度に係
るａに掲げる金額からｂに掲げる金
額を減算した金額
ａ�　その構成員等の配分可能繰延対
象租税額（その構成員等がその所
在地国において外国税額控除等の
適用を受ける場合には、その適用
がないものとして計算した場合の
配分可能繰延対象租税額）のうち
その構成員等の益金の額に算入さ
れる金額（その受動的所得の金額
以外の所得の金額に係る部分の金
額に限ります。）に係る部分の金
額（その金額にその構成会社等又
は共同支配会社等の個別計算所得
等の金額に含まれない収入等に係
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る部分の金額がある場合には、そ
の金額を減算した金額）としてそ
の構成員等の所在地国の租税に関
する法令の規定を勘案して合理的
な方法により計算した金額
ｂ�　次に掲げる場合の区分に応じそ
れぞれ次に定める金額
　⒜�　その対象会計年度後のいずれ

かの対象会計年度において、そ
の構成員等がその所在地国にお
いてａに掲げる金額に係る外国
税額控除等の適用を受けること
が見込まれる場合　その適用を
受けることが見込まれる金額と
してその構成員等の所在地国の
租税に関する法令の規定を勘案
して合理的な方法により計算し
た金額

　⒝�　その対象会計年度において、
その構成員等がその所在地国に
おいてａに掲げる金額に係る外
国税額控除等の適用を受ける場
合　零から、その適用を受ける
金額のうちａに掲げる金額に係
る部分の金額としてその構成員
等の所在地国の租税に関する法
令の規定を勘案して合理的な方
法により計算した金額を減算し
た金額

ⅱ　受動的所得の金額　その対象会計
年度に係るａに掲げる金額からｂに
掲げる金額を減算した金額（その減
算した金額と受動的所得被配分当期
対象租税額（上記イニⅴⅱａに掲げ
る金額から上記イニⅴⅱｂに掲げる
金額を控除した残額をいい、特定法
人税法に係る被配分当期対象租税額
の特例（上記イホをご参照くださ
い。）の適用を受ける場合には上記
イホⅲⅱの配分会社等の特定配分可

能当期対象租税額に上記イホⅲⅱａ
に掲げる金額が上記イホⅲⅱｂに掲
げる金額のうちに占める割合を乗じ
て計算した金額とします。以下ⅴに
おいて同じです。）とを合計した金
額がｃに掲げる金額を超える場合に
は、その金額のうちその減算した金
額に係る部分の金額）
ａ�　その構成員等の配分可能繰延対
象租税額（その構成員等がその所
在地国において外国税額控除等の
適用を受ける場合にはその適用が
ないものとして計算した場合の配
分可能繰延対象租税額とし、下記
（注 3）（ⅱの部分に限ります。）
の適用を受ける部分の金額を除き
ます。）のうちその構成員等の益
金の額に算入される金額（その受
動的所得の金額に係る部分の金額
に限ります。）に係る部分の金額
としてその構成員等の所在地国の
租税に関する法令の規定を勘案し
て合理的な方法により計算した金
額
ｂ�　次に掲げる場合の区分に応じそ
れぞれ次に定める金額

　⒜�　その対象会計年度後のいずれ
かの対象会計年度において、そ
の構成員等がその所在地国にお
いてａに掲げる金額に係る外国
税額控除等の適用を受けること
が見込まれる場合　その適用を
受けることが見込まれる金額と
してその構成員等の所在地国の
租税に関する法令の規定を勘案
して合理的な方法により計算し
た金額

　⒝�　その対象会計年度において、
その構成員等がその所在地国に
おいてａに掲げる金額に係る外
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国税額控除等の適用を受ける場
合　零から、その適用を受ける
金額のうちａに掲げる金額に係
る部分の金額としてその構成員
等の所在地国の租税に関する法
令の規定を勘案して合理的な方
法により計算した金額を減算し
た金額

ｃ�　その構成会社等又は共同支配会
社等の受動的所得の金額に、基準
税率からその構成員等の所在地国
の租税に関する法令におけるその
受動的所得の金額に係る対象租税
の額がないものとして計算した場
合のその構成会社等又は共同支配
会社等の所在地国に係る国別実効
税率（その構成会社等又は共同支
配会社等が無国籍会社等である場
合には、その構成会社等又は共同
支配会社等の無国籍構成会社等実
効税率又は無国籍共同支配会社等
実効税率）を控除した割合を乗じ
て計算した金額（下記（注 2）及
び（注 3）において「制限額」と
いいます。）

（注 1）　「受動的所得の金額」とは、

上記①ニホ（注 2）の受動的所

得の金額をいいます（法規38の

28⑧）。
（注 2）　上記のとおり、制限額は、受

動的所得の金額に係る被配分当

期対象租税額と被配分繰延対象

租税額の両方がないものとして

計算した実効税率により計算す

ることとされています。
（注 3）　受動的所得の金額に係る対象

租税の額の配分に対する制限を

受ける場合の構成員等の調整後

対象租税額の計算については、

次に定めるところによることと

されています（法規38の28⑨）。
　　　ⅰ�　各対象会計年度に係る受動

的所得被配分繰延対象租税額

（上記ⅱａに掲げる金額から

上記ⅱｂに掲げる金額を減算

した金額をいいます。下記ⅱ

及び（注 4）において同じで

す。）と受動的所得被配分当

期対象租税額とを合計した金

額が制限額を超える場合にお

けるその構成員等のその対象

会計年度に係る調整後対象租

税額には、その超える部分の

金額を含むものとされていま

す。
　　　ⅱ�　過去対象会計年度において

上記ⅰにより発生繰延対象租

税額（各対象会計年度におい

て計上された繰延税金資産又

は繰延税金負債のうち受動的

所得被配分繰延対象租税額に

係る部分の金額をいいます。

以下ⅱ及び下記（注 4）にお

いて同じです。）がその構成

員等の調整後対象租税額に含

むものとされた場合において、

その過去対象会計年度後の対

象会計年度においてその発生

繰延対象租税額に係る繰延税

金資産又は繰延税金負債が取

り崩されたときは、その構成

員等のその取り崩された対象

会計年度に係る調整後対象租

税額には、その取り崩された

金額（その過去対象会計年度

においてⅰによりその構成員

等の調整後対象租税額に含む

ものとされた繰延税金資産又

は繰延税金負債に係る部分の

金額に限ります。）を含むも
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のとされています。
（注 4）　各対象会計年度に係る上記

（注 3）ⅰの超える部分の金額

（以下（注 4）において「超過

額」といいます。）は、その超

過額の範囲内において、まずそ

の対象会計年度に係る発生繰延

対象租税額（零を超えるものに

限ります。）から成るものとし、

発生繰延対象租税額が零以下で

ある場合又はその超過額に満た

ない場合には、その超過額又は

その満たない部分の金額の範囲

内において、順次その対象会計

年度に係る受動的所得被配分当

期対象租税額（零を超えるもの

に限ります。）及び取崩繰延対

象租税額（その対象会計年度に

係る受動的所得被配分繰延対象

租税額のうちその対象会計年度

において取り崩された繰延税金

資産又は繰延税金負債に係る部

分の金額であって、零を超える

ものをいいます。）から成るも

のとされています（法規38の28

⑩）。

ⅵ　構成会社等又は共同支配会社等がそ
の有する恒久的施設等につき恒久的施
設等を有する構成会社等に係る個別計
算所得等の金額の計算の特例（上記⑴
①ハハⅱをご参照ください。）の適用
を受ける場合　その対象会計年度に係
るその恒久的施設等の配分可能繰延対
象租税額（その恒久的施設等に係る適
用税率がその構成会社等又は共同支配
会社等に係る適用税率よりも高い場合
（これらの適用税率のいずれもが基準
税率を上回る場合を除きます。）には
その構成会社等又は共同支配会社等に
係る適用税率によるものとした場合に
算出されるその配分可能繰延対象租税
額とし、欠損の金額に係る繰延税金資
産に係る部分の金額を除きます。）の
うちその特例の上記⑴①ハハⅱⅰによ
りその構成会社等又は共同支配会社等
の特例適用前個別計算所得等の金額に
加算される金額に係る部分の金額
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１年目 Ａ社 Ａ国税務及び会計情報

①Ａ社の所得の金額 0

②CFC税制により合算されるＢ社の所得の金額 0

0③Ａ国税制における課税所得の金額
（①＋②）

0④Ａ社の所得の金額への当期税金費用
（①×25%）

0⑤当期のCFC租税（外税控除前）
（②×25%）

⑥CFC外税控除 0

⑦当期のCFC租税（⑤－⑥） 0

⑧CFC合算所得に対するDTL（Ｂ社②×25%） 25

5⑨CFC合算所得に係る外税控除に対するDTA
（Ｂ社⑤）

⑩Ａ社の税金費用の合計（④＋⑦＋⑧－⑨） 20

1 年目 Ｂ社 Ｂ国税務及び会計情報

①Ｂ社の受動的所得の金額以外の所得の金額 100

②Ｂ社の受動的所得の金額 100

200③Ｂ国税制における課税所得の金額
（①＋②）

9④Ｂ社の受動的所得の金額以外の所得の金額へ
の当期税金費用（①× 9 %）

5⑤Ｂ社の受動的所得の金額への当期税金費用
（②× 5 %）

14⑥Ｂ社の税金費用の合計
（④＋⑤）

親会社等
Ａ社

CFC
Ｂ社

Ａ国を所在地国とするＡ社は、Ｂ国を所在地国とするＢ社の持分の全部を保有している。Ａ社とＢ社の決算期は同一である。Ａ社はＡ国を所
在地国とする唯一の構成会社等であり、Ｂ社はＢ国を所在地国とする唯一の構成会社等である。また、Ａ国のCFC税制において、Ｂ社はＡ社
のCFCに該当する。
Ａ国のCFC税制では、CFCの受動的所得の金額に対して課税。また、Ａ国のCFC税制では、CFCの各事業年度の所得について、親会社等
の翌期の事業年度において課税する。つまり、いわゆる「期ずれ」が生じる。Ａ国の税率は、25％である。
Ｂ国の税率は、受動的所得の金額以外の所得の金額に対して 9 ％、受動的所得の金額に対して 5 ％である。
Ａ国のCFC税制及びＢ国税制における「受動的所得の金額」及び「受動的所得の金額以外の所得の金額」の定義は、国際最低課税額に対
する法人税（IIR）における「受動的所得の金額」及び「受動的所得の金額以外の所得の金額」の定義と一致しているものとする。
1 年目、Ｂ社の個別計算所得等の金額は200であり、そのうち受動的所得の金額以外の所得の金額が100で、受動的所得の金額が100であった。
Ｂ社は、Ｂ国の税制に基づき、受動的所得の金額以外の所得の金額に対し 9（100× 9 ％）、受動的所得の金額に対し 5（100× 5 ％）納税する。
2 年目、Ａ国のCFC税制に基づき、Ｂ社の 1 年目の受動的所得の金額100に対し課税を行うことが見込まれる。その課税額は、外国税額控除
前租税債務25（100×25%）から外税控除額 5 （Ｂ社がＢ国で 1 年目に受動的所得の金額100につき納税した 5 ）を控除した残額20である。
このCFC課税について、Ａ社の 1 年目の会計上、外税控除前の繰延税金負債（DTL）25と、外税控除に係る繰延税金資産（DTA）5 を計上する。

100% Ａ国

Ｂ国

【 1 .設例】

【 2 .税務及び会計情報（ 1 年目）】

1 年目

被配分繰延対象租税額の計算例

結果
Ｂ社の被配分繰延対象租税額：8
上記の超過額としてＡ社の調整後対象租税額に計上される額：2

配分後繰延税金費用 調整後対象租税額被配分繰延
対象租税額の配分

再計算後
繰延税金費用

会計上の
繰延税金費用当期税金費用

Ａ社 0 20 10 ▲ 8 2 2

Ｂ社 14 0 -

-

8 8 22

Ａ国 Ｂ国

【 3 .被配分繰延対象租税額の計算（ 1 年目）】
1 . まず、Ａ社のCFC合算所得に対するDTL25（Ａ社⑧）について、適用税率が15%であったものとみなして再計算し、その額を15とする。
2 . このDTLに係る金額に対し外国税額控除等の適用が見込まれる金額は、 5 である。
3 . この再計算後のDTL15から、外国税額控除等の適用が見込まれる金額 5 を控除した残額は10である。
4 . 次に、受動的所得の金額に係る制限額を計算する。Ａ国のCFC税制における受動的所得の金額に係る対象租税の額がないものとして計算した場
　  合のＢ国のETRは、 7 ％（14（Ｂ社⑥）÷200（Ｂ社③））であるから、トップアップ税率（基準税率から実効税率を控除した割合）は 8 ％（15%
　  － 7 %）となる。
5 . そのため、Ｂ社への被配分繰延対象租税額は、この 8 %にＢ社の受動的所得の金額100を乗じて計算した 8 と、上記1.～3.で計算した10のいずれか
　  小さい方、すなわち 8 となる。その超過額 2 は、Ａ社の調整後対象租税額に計上される。

国別グループ純所得の金額 0 200

調整後対象租税額 2 22

11％ETR
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【 4 .税務及び会計情報（ 2 年目）】
2 年目 Ａ社 Ａ国税務及び会計情報

0

100

100

0

25

5

20

25

50

5

10

40

2 年目 Ｂ社 Ｂ国税務及び会計情報

①Ｂ社の受動的所得の金額以外の所得の金額 100

200

300

10

19

9

②Ｂ社の受動的所得の金額

③課税所得の金額（①+③）

④Ｂ社の受動的所得の金額以外の所得の金額への当期税
金費用（①× 9 %）

⑤Ｂ社の受動的所得の金額への当期税金費用（②× 5 %）

⑥Ｂ社の税金費用の合計（④＋⑤）

【 5 .被配分繰延対象租税額の計算（ 2 年目）】
1 .  Ｂ社の受動的所得の金額に係る制限額がないとした場合の被配分繰延対象租税額及び被配分当期対象租税額は、「取崩繰延対象租税額（過

年度に配分された繰延税金費用に係るDTLの取崩し額）」「受動的所得被配分当期対象租税額（当期税金費用）」「発生繰延対象租税額（当期
の繰延税金費用に係るDTLの発生額）」に区分される。

2 .  まず、取崩繰延対象租税額は、 1 年目のＢ社の被配分繰延対象租税額に係るDTLの取崩し額▲ 8 である（なお、 1 年目Ａ社の調整後対象租
税額に含まれたDTL発生額（超過額）の取崩し額▲ 2 はＡ社の 2 年目の調整後対象租税額に含まれる。）。

3 .  次に、受動的所得被配分当期対象租税額は、当期のCFC租税の20（A社⑦）である。
4 .  3 番目に、発生繰延対象租税額は、 2 年目のDTL発生額50を適用税率が15％であったものとみなして再計算した30から、このCFC合算所得

に係る外税控除等の適用が見込まれる10を控除した残額20である。
5 .  すなわち、制限額がなかったとして計算されるプッシュダウン額（被配分繰延対象租税額及び被配分当期対象租税額の合計額）は、32であ

る（－ 8 ＋20＋20）。
6 .  続いて、受動的所得の金額に係るプッシュダウン額の制限額を計算する。Ａ国のCFC税制における受動的所得の金額に係る対象租税の額が

ないものとして計算した場合のＢ国のETRは、6.33％（Ｂ社⑥÷③）であるから、トップアップ税率は8.67％（15%－6.33%）となる。Ｂ社
へのプッシュダウン額は、この8.67%にＢ社の受動的所得の金額200を乗じて計算した17.34と、上記 1 . ～ 5 .で計算した32のいずれか小さい
方、すなわち17.34となる。その超過額14.66は、Ａ社の調整後対象租税額に計上される。

7 .  最後にその超過額の構成を決定する。この点、超過額は、 1 .発生繰延対象租税額、 2 .受動的所得被配分当期対象租税額、 3 .取崩繰延対象
租税額の順で構成されるものとされる。

8 .  したがって、「発生繰延対象租税額」は20であり、超過額14.66を超えることから、この超過額14.66は発生繰延対象租税額によって構成され
るものとされる。※上記のとおり、過去対象会計年度において親会社等の調整後対象租税額に含まれた発生繰延対象租税額に係るDTLが取
り崩されたときは、当該親会社等のその取り崩された対象会計年度に係る調整後対象租税額には、その取り崩された金額を含むものとされ
ることから、超過額がどの金額で構成されるかを決定する必要がある。

9 .  反射的に、Ｂ社へのプッシュダウン額17.34は、発生繰延対象租税額20から超過額14.66を控除した残額5.34、受動的所得被配分当期対象租税
額20、取崩繰延対象租税額▲ 8 によって構成されるものとされる。

2 年目

2 年目、Ａ社は、Ｂ社の 1 年目の受動的所得の金額100に対してCFC税を課した。従って、Ａ社はCFC税額20 (＝25－ 5 ) を支払い、DTLの取崩
し額25とDTAの取崩し額 5 を計上する。
2 年目、Ｂ社の個別計算所得等の金額は300であり、そのうち受動的所得の金額以外の所得の金額が100、受動的所得の金額が200である。Ｂ社は、
Ｂ国の税制に基づき、受動的所得の金額以外の所得の金額に対し 9 （100× 9 ％）、受動的所得の金額に対し10（200× 5 ％）納税する。
3 年目、Ａ国のCFC税制に基づき、Ｂ社の 2 年目の受動的所得の金額200に対し課税を行うことが見込まれる。その課税額は、外国税額控除前
租税債務50（200×25%）から外税控除額10（Ｂ社がＢ国で 2 年目に受動的所得の金額200につき納税した10）を控除した残額40である。
この 3 年目のCFC課税について、Ａ社の 2 年目の会計上、外税控除前のDTL50と、外税控除に係るDTA10を計上する。

①Ａ社の所得の金額

②CFC税制により合算されるＢ社の所得の金額（ 1 年目Ｂ社②）

③Ａ国税制における課税所得の金額（①＋②）

④Ａ社の所得の金額への当期税金費用（①×25%）

⑤当期のCFC租税（外税控除前）（②×25%）

⑥CFC外税控除（1年目Ｂ社⑤）

⑦当期のCFC租税（⑤－⑥）

⑧CFC合算所得に対するDTL取崩し額（ 1 年目⑧）

⑨CFC合算所得に対するDTL発生額（ 2 年目Ｂ社②×25%）

⑩CFC合算所得に係る外税控除に対するDTA取崩し額（ 1 年目⑨）

⑪CFC合算所得に係る外税控除に対するDTA発生額（ 2 年目B社⑤）

⑫Ａ社の税金費用の合計（④+⑦－⑧＋⑨＋⑩－⑪）

結果
Ｂ社へのプッシュダウン額（被配分繰延対象租税額及び被配分当期対象租税額の合計額）：17.34（発生繰延対象租税額20から超過額14.66を控除し
た残額5.34、受動的所得被配分当期対象租税額20、取崩繰延対象租税額▲ 8 ）
Ａ社の調整後対象租税額に含まれる額：12.66（ 1 年目の発生繰延対象租税額に係るDTL取崩し額▲ 2 ＋ 2 年目の超過額14.66）

当期
税金費用

受動的所得被配分
当期対象租税額

会計上の
繰延税金費用

再計算後
繰延税金費用

Ａ国 Ｂ国

繰延税金費用
プッシュダウン額

プッシュダウン後
繰延税金費用

プッシュダウン後
当期税金費用 調整後対象租税額

国別グループ純所得の金額

調整後対象租税額

ETR

Ａ社

Ｂ社

20

19

0

39

20

0

12.66

36.34

12.66

▲2.66

▲20

20

0

12.66

‐

300

36.34

12.11％

Y1 : ▲10
Y2 : 20

Y1 : － ( ▲ 8 )
Y2 : ▲5.34
Y1 : ▲ 8
Y2 : 5.34‐
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ロ　一定の配分可能繰延対象租税額を被配
分繰延対象租税額に含めない特例
　令和 6 年（2024年） 6 月に OECD に
より公表された執行ガイダンス4.2では、
事務負担軽減の観点から、恒久的施設等
を有する構成会社等に係る配分可能繰延
対象租税額、外国子会社合算税制等に係
る配分可能繰延対象租税額及び構成員型
課税に係る配分可能繰延対象租税額につ
いて、被配分繰延対象租税額の範囲から
除外する選択ができることとされ、本選
択を行った配分可能繰延対象租税額につ
いては、被配分繰延対象租税額として配
分しないことができることとされました。
　本執行ガイダンスに沿って、次のとお
り本特例を導入する改正が行われました。
ⅰ　特例の内容
　特定多国籍企業グループ等の各対象
会計年度に係る特定多国籍企業グルー
プ等報告事項等（注 1）（構成会社等
又は共同支配会社等及びその構成会社
等又は共同支配会社等の所在地国を所
在地国とする他の構成会社等又は共同
支配会社等（以下ⅰにおいて「適用会
社等」といいます。）につき本特例の
適用を受けようとする旨を含むものに
限ります。以下ⅰにおいて同じです。）
の提供がある場合又は我が国以外の国
若しくは地域の租税に関する法令を執
行する当局にその特定多国籍企業グル
ープ等報告事項等に相当する事項の提
供がある場合（法人税法第150条の 3
第 3 項の規定の適用がある場合（注
2）（以下②において「提供義務免除
規定の適用がある場合」といいます。）
に限ります。）は、その対象会計年度
以後の各対象会計年度に係る上記イの
被配分繰延対象租税額には、その適用
会社等が上記イⅰの恒久的施設等を有
する構成会社等又は共同支配会社等で

ある場合における上記イⅰに定める金
額（その適用会社等の配分可能繰延対
象租税額に係る部分の金額に限りま
す。）、その適用会社等が上記イⅳの親
会社等である場合における上記イⅳに
定める金額（その適用会社等の配分可
能繰延対象租税額に係る部分の金額に
限ります。）及びその適用会社等が上
記イⅴの構成員等である場合における
上記イⅴに定める金額（その適用会社
等の配分可能繰延対象租税額に係る部
分の金額に限ります。）を含まないも
のとすることとされています（法規38
の28㉓）。
（注 1）　グループ国内最低課税額報告事

項等の提供制度の創設（上記二Ⅲ

をご参照ください。）等に伴い、

令和 8 年 4 月 1 日以後に開始する

対象会計年度からは、「特定多国

籍企業グループ等報告事項等」と

は、グループ国際最低課税額等報

告事項等（上記一 3 ⑵をご参照く

ださい。）又はグループ国内最低

課税額報告事項等をいうこととさ

れます（法令155の 3 ②十）。
（注 2）　グループ国内最低課税額報告事

項等の提供義務の免除規定の創設

（上記二Ⅲ㈢をご参照ください。）

に伴い、令和 8 年 4 月 1 日以後に

開始する対象会計年度からは、「法

人税法第150条の 3 第 3 項又は第

6 項の規定の適用がある場合」と

されます。
（注 3）　上記のとおり、本特例は、配分

元となり得る適用会社等の所在地

国単位で行うものとされています。

ⅱ　特例の取りやめ
　特定多国籍企業グループ等の各対象
会計年度に係る特定多国籍企業グルー
プ等報告事項等（その対象会計年度以
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後の各対象会計年度において本特例の
適用を受けることをやめようとする旨
を含むものに限ります。以下ⅱにおい
て同じです。）の提供がある場合又は
我が国以外の国若しくは地域の租税に
関する法令を執行する当局にその特定
多国籍企業グループ等報告事項等に相
当する事項の提供がある場合（提供義
務免除規定の適用がある場合に限りま
す。）には、その対象会計年度以後の
各対象会計年度において、本特例は、
適用しないこととされています。
（注）　本特例は 5 年選択（選択規定のう

ち、その規定の適用を開始する対象

会計年度の直前の 4 対象会計年度の

うちにその規定の適用の取りやめを

行った対象会計年度がない場合に限

り、適用を開始することができ、そ

の規定の適用を取りやめる対象会計

年度の直前の 4 対象会計年度のうち

にその規定の適用を受けることとな

った対象会計年度がない場合に限り、

適用を取りやめることができる選択

規定をいいます。以下同じです。）

とされています（法規38の28㉕㉖）。

ハ　取戻繰延税金負債の見直しに伴う対応等
イ　特定繰延税金資産の見直し
　上記①ホイⅰⅸのとおり、原則、繰越
外国税額に係る繰延税金資産に係る法人
税等調整額は繰延対象租税額から除外さ
れることとされていますが、外国子会社
合算税制等の適用を受ける親会社等に欠
損の金額がある場合において、外国関係
会社等の所得によってその欠損の金額が
控除されたときにおけるその繰越外国税
額に係る繰延税金資産（特定繰延税金資

産）に係る一定の法人税等調整額は、繰
延対象租税額から除外しないこととされ
ています。
　しかし、外国子会社合算税制等の適用
を受ける場合に限らず、恒久的施設等や
構成員型課税の対象となる一定の会社等
の所得により、恒久的施設等を有する構
成会社等や構成員等の欠損の金額が控除
される場合もあり得ます。また、当期に
生じた欠損の金額だけではなく、いわゆ
る繰越欠損金が、このような他の会社等

【具体例】
Ａ国を所在地国とする親会社等A1社があり、A1社にはＢ国を所在地国とするＢ社及びＣ国を所在地国とするＣ社の 2 つの外国関係
会社等（CFC）がある。A1社は外国子会社合算税制等（CFC税制）の対象となっている。
特定多国籍企業グループ等（MNEグループ）が、Ａ国に関し本選択を行った場合、当期の税金費用（法人税等）のみが、被配分当
期対象租税額として、Ｂ社又はＣ社に対する配分の対象となり、これらのCFC税制に関する法人税等調整額は、A1社、Ｂ社及びＣ社
のいずれの調整後対象租税額からも除外される。
本選択は、Ｂ国のCFC（Ｂ社）に係る被配分繰延対象租税額のみに適用する（そして、Ｃ国のCFC（Ｃ社）に係る被配分繰延対象租
税額には適用しない）等、配分先ごとに行うことはできない。
また、本選択は国単位で適用され、Ａ国を所在地国とする全ての構成会社等を配分元とする法人税等調整額が、被配分繰延対象租税
額から除外される。

＜本選択のイメージ＞

親会社等
A1社

親会社等
A2社 ⇒選択の対象（調整後対象租税額から除外）

・配分元の国・地域単位での
  5 年選択

法人税等調整額

当期の税金費用

⇒選択の対象外（配分の対象）

Ａ国

Ｃ国Ｂ国
CFC
Ｂ社

CFC
Ｃ社

一定の配分可能繰延対象租税額を被配分繰延対象租税額に含めない特例
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の所得により控除される場合もあり得ま
す。
　このような問題意識の下、令和 6 年
（2024年） 6 月に OECDにより公表され
た執行ガイダンス4.1において、特定繰
延税金資産につき見直しが行われたこと
から、本執行ガイダンスに沿って、改正
が行われました。
　具体的には、「特定繰延税金資産」と
は、次に掲げる場合の区分に応じそれぞ
れ次に定める金額をいうこととされまし
た（法規38の28⑪）。
ⅰ　構成会社等又は共同支配会社等の各
対象会計年度（その構成会社等又は共
同支配会社等が恒久的施設等（その構
成会社等又は共同支配会社等の所在地
国の租税に関する法令におけるこれに
準ずるものを含みます。以下ⅰにおい
て同じです。）を有する対象会計年度
に限ります。）に係る特定欠損金額
（過去対象会計年度に係る欠損の金額
（その法令においてその構成会社等又
は共同支配会社等のその対象会計年度
に係る益金の額から控除することがで
きることとされる金額に限るものとし、
その構成会社等又は共同支配会社等の
個別計算所得等の金額に含まれない収
入等に係る部分の金額を除きます。）
及びその対象会計年度に係るその法令
の規定によりその恒久的施設等の所得
の金額がないものとして計算した場合
の欠損の金額の合計額をいいます。以
下ⅰにおいて同じです。）があり、か
つ、その対象会計年度においてその構
成会社等又は共同支配会社等の益金の
額に算入されるその恒久的施設等の所
得の金額からその特定欠損金額が控除
された場合　国又は地域の租税に関す
る法令においてその恒久的施設等に帰
せられる所得に対して課される税の額

に係る繰越外国税額（その所在地国の
租税に関する法令においてその対象会
計年度後の対象会計年度に係る法人税
等の額（その構成会社等又は共同支配
会社等の個別計算所得等の金額に含ま
れない収入等に係る部分の金額を除き
ます。）から控除することができるこ
ととされる金額に限ります。）に係る
繰延税金資産（その繰延税金資産がそ
の特定欠損金額に適用税率を乗じて計
算した金額を上回る場合には、その計
算した金額）
ⅱ　構成会社等又は共同支配会社等の各
対象会計年度（外国子会社合算税制等
の適用を受ける対象会計年度に限りま
す。）に係る特定欠損金額（過去対象
会計年度に係る欠損の金額（その構成
会社等又は共同支配会社等の所在地国
の租税に関する法令においてその構成
会社等又は共同支配会社等のその対象
会計年度に係る益金の額から控除する
ことができることとされる金額に限る
ものとし、その構成会社等又は共同支
配会社等の個別計算所得等の金額に含
まれない収入等に係る部分の金額を除
きます。）及びその対象会計年度に係
る外国子会社合算税制等の適用がない
ものとして計算した場合の欠損の金額
の合計額をいいます。以下ⅱにおいて
同じです。）があり、かつ、その対象
会計年度においてその構成会社等又は
共同支配会社等の益金の額に算入され
る課税対象金額等（上記①ホイⅰⅸ
（注 1）をご参照ください。）からその
特定欠損金額が控除された場合　国又
は地域の租税に関する法令においてそ
の構成会社等又は共同支配会社等に係
る外国関係会社等の所得に対して課さ
れる税の額に係る繰越外国税額（その
所在地国の租税に関する法令において
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その対象会計年度後の対象会計年度に
係る法人税等の額（その構成会社等又
は共同支配会社等の個別計算所得等の
金額に含まれない収入等に係る部分の
金額を除きます。）から控除すること
ができることとされる金額に限りま
す。）に係る繰延税金資産（その繰延
税金資産がその特定欠損金額に適用税
率を乗じて計算した金額を上回る場合
には、その計算した金額）
ⅲ　構成会社等又は共同支配会社等が上
記イロⅰ又はⅱに掲げる会社等のいず
れかに該当する他の会社等（当該他の
会社等が導管会社等に係る当期純損益
金額の特例の適用を受ける場合（その
構成会社等又は共同支配会社等がその
特例の被分配会社等に該当する場合に
限ります。）又は各種投資会社等に係
る当期純損益金額の特例の適用を受け
る場合（その構成会社等又は共同支配
会社等がその特例の適用株主等に該当
する場合に限ります。）における当該
他の会社等を除きます。以下ⅲにおい
て「対象会社等」といいます。）の持
分を直接又は間接に有する各対象会計
年度に係る特定欠損金額（過去対象会
計年度に係る欠損の金額（その構成会
社等又は共同支配会社等の所在地国の
租税に関する法令においてその構成会
社等又は共同支配会社等のその対象会
計年度に係る益金の額から控除するこ
とができることとされる金額に限るも
のとし、その構成会社等又は共同支配
会社等の個別計算所得等の金額に含ま
れない収入等に係る部分の金額を除き
ます。）及びその対象会計年度に係る
その法令の規定によりその対象会社等
の所得の金額がないものとして計算し
た場合の欠損の金額の合計額をいいま
す。以下ⅲにおいて同じです。）があ

り、かつ、その対象会計年度において
その構成会社等又は共同支配会社等の
益金の額に算入されるその対象会社等
の所得の金額からその特定欠損金額が
控除された場合　国又は地域の租税に
関する法令においてその対象会社等の
所得に対して課される税の額に係る繰
越外国税額（その所在地国の租税に関
する法令においてその対象会計年度後
の対象会計年度に係る法人税等の額
（その構成会社等又は共同支配会社等
の個別計算所得等の金額に含まれない
収入等に係る部分の金額を除きます。）
から控除することができることとされ
る金額に限ります。）に係る繰延税金
資産（その繰延税金資産がその特定欠
損金額に適用税率を乗じて計算した金
額を上回る場合には、その計算した金
額）

ロ　取戻繰延税金負債が取り崩された場合
の取扱いの見直し
　上記①ホイⅱⅲのとおり、過去対象会
計年度における再計算国別調整後対象租
税額等の計算において減算された取戻繰
延税金負債（下記⑶②イの取戻繰延税金
負債をいいます。以下ハにおいて同じで
す。）が支払われた対象会計年度には、
繰延対象租税額の計算上、その額を加算
することとされているところですが、下
記⑶②イのとおり、個別の資産又は負債
よりも大きなグループ、すなわち総勘定
元帳科目（下記⑶②イ（注 2）の総勘定
元帳科目をいいます。以下ハにおいて同
じです。）又は集計繰延税金負債区分
（下記⑶②イ（注 3）の集計繰延税金負
債区分をいいます。以下ハにおいて同じ
です。）単位で繰延税金負債を計上して
いる場合における取戻繰延税金負債の算
出方法について改正が行われています
（下記⑶②をご参照ください。）。
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　この取戻繰延税金負債の見直しに伴い、
令和 6 年（2024年） 6 月に OECD によ
り公表された執行ガイダンス 1において、
加算するタイミングを取り崩されたとき
（改正前：支払われたとき）とした上で、
取戻繰延税金負債が取り崩された場合の
算出方法について明らかにされたことか
ら、本執行ガイダンスに沿って、改正が
行われました。
　具体的には、繰延対象租税額の計算上
加算する金額は、取戻繰延税金負債が取
り崩された部分の金額とされました（法
規38の28③二イハ）。
　また、各対象会計年度において取戻繰
延税金負債を後入先出法（下記⑶②イイ
の後入先出法をいいます。以下ハにおい
て同じです。）又は先入先出法（下記⑶
②イロの先入先出法をいいます。以下ハ
において同じです。）により算出する場
合におけるこれらの方法により算出する
取戻繰延税金負債が取り崩された部分の
金額は、次に掲げる場合の区分に応じそ
れぞれ次に定める金額とされました（法
規38の28⑫）。
ⅰ　その取戻繰延税金負債を後入先出法
により算出する場合　その対象会計年
度に係る下記⑶②イイⅰに掲げる金額
から下記⑶②イイⅱに掲げる金額を減
算した金額が零を下回る場合における
その下回る部分の金額
ⅱ　その取戻繰延税金負債を先入先出法
により算出する場合　その対象会計年
度に係る下記⑶②イロⅰに掲げる金額
から下記⑶②イロⅱに掲げる金額を減
算した金額が零を下回る場合における
その下回る部分の金額

ハ　特定取戻繰延税金負債
　下記⑶②のとおり、過去対象会計年度
に計上された繰延税金負債に係る繰延対
象租税額のうちその過去対象会計年度の

5対象会計年度後の対象会計年度終了の
日までに取り崩されなかった繰延税金負
債に係る部分の金額（取戻繰延税金負
債）がある場合には、その過去対象会計
年度に係る再計算国別国際最低課税額等
の計算を行うこととされています。
　しかし、上記①ホイⅲⅲのとおり、他
の特定多国籍企業グループ等の繰延対象
租税額の計算の基礎とされていた繰延税
金負債については、特定多国籍企業グル
ープ等に加入後、 5対象会計年度以内に
取り崩されなかったものについては、過
去対象会計年度ではなく、その対象会計
年度の繰延対象租税額の計算上減算する
こととされているところです。
　下記⑶②イのとおり、取戻繰延税金負
債の算出方法について見直しが行われた
ことに伴い、関連する規定である上記①
ホイⅲⅲの算出方法についても同様に改
正が行われました。
　具体的には、特定取戻繰延税金負債に
相当する金額（上記①ホイⅲⅲａからｉ
までに掲げる金額に係る部分の金額を除
きます。）を繰延対象租税額の計算上減
算することとされました（法規38の28③
三ハ）。
　ここでいう「特定取戻繰延税金負債」
とは、所有持分の移転により特定多国籍
企業グループ等に属することとなった構
成会社等又は特定多国籍企業グループ等
に係る共同支配会社等に該当することと
なった会社等（その特定多国籍企業グル
ープ等に係る共同支配親会社等に係る共
同支配会社等に該当していた会社等がそ
の特定多国籍企業グループ等に係る他の
共同支配親会社等に係る共同支配会社等
に該当することとなった場合におけるそ
の共同支配会社等を含みます。）のその
属することとなり、又はその該当するこ
ととなる前の過去対象会計年度に計上さ
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れた繰延税金負債に係る繰延対象租税額
のうち、その移転の日を含む対象会計年
度の 5 対象会計年度後の対象会計年度
（ⅰ及びⅱにおいて「判定対象会計年
度」といいます。）終了の日までに取り
崩されなかった繰延税金負債に係る部分
の金額を、その繰延税金負債（その過去
対象会計年度の繰延対象租税額に係るも
のに限るものとし、特定短期繰延税金負
債（下記⑶②イ（注 1）の特定短期繰延
税金負債をいいます。以下ハにおいて同
じです。）を除きます。以下ハにおいて
「加入前繰延税金負債」といいます。）の
次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次
に定める方法により算出した金額をいう
こととされています（法規38の28⑬）。
ⅰ　その加入前繰延税金負債に係る総勘
定元帳科目又は集計繰延税金負債区分
に係る取戻繰延税金負債を後入先出法
により算出する場合　その総勘定元帳
科目又は集計繰延税金負債区分に係る
ⅰに掲げる金額からⅱに掲げる金額を
控除した残額（その残額がその加入前
繰延税金負債を超える場合には、その
加入前繰延税金負債）をその取り崩さ
れなかった繰延税金負債に係る部分の
金額とする方法
ⅰ　その加入前繰延税金負債とその判
定対象会計年度及びその判定対象会
計年度の直前の 5対象会計年度に係
る繰延税金負債増加額（各対象会計
年度においてその総勘定元帳科目又
は集計繰延税金負債区分に係る繰延
税金負債（繰延対象租税額に係るも
のに限るものとし、特定短期繰延税
金負債を除きます。ⅰにおいて同じ
です。）が増加した場合におけるそ
の増加した金額をいい、その対象会
計年度がその移転の日を含む対象会
計年度である場合には同日以後に増

加した金額に限ります。下記ⅱ及び
ⅱⅱにおいて同じです。）の合計額
とを合計した金額からその判定対象
会計年度及びその判定対象会計年度
の直前の 5対象会計年度に係る繰延
税金負債減少額（各対象会計年度に
おいてその総勘定元帳科目又は集計
繰延税金負債区分に係る繰延税金負
債が減少した場合におけるその減少
した金額をいい、その対象会計年度
が同日を含む対象会計年度である場
合には同日以後に減少した金額に限
ります。下記ⅱにおいて同じです。）
の合計額を控除した残額（下記ⅱⅰ
において「繰延税金負債残高」とい
います。）
ⅱ　後入先出法に係る計上限度額（そ
の判定対象会計年度及びその判定対
象会計年度の直前の 4対象会計年度
に係る繰延税金負債増加額の合計額
から繰延税金負債減少額の合計額を
控除した残額をいいます。）

ⅱ　その加入前繰延税金負債に係る総勘
定元帳科目又は集計繰延税金負債区分
に係る取戻繰延税金負債を先入先出法
により算出する場合　その総勘定元帳
科目又は集計繰延税金負債区分に係る
ⅰに掲げる金額からⅱに掲げる金額を
控除した残額（その残額がその加入前
繰延税金負債を超える場合には、その
加入前繰延税金負債）をその取り崩さ
れなかった繰延税金負債に係る部分の
金額とする方法
ⅰ　繰延税金負債残高
ⅱ　先入先出法に係る計上限度額（そ
の判定対象会計年度及びその判定対
象会計年度の直前の 4対象会計年度
に係る繰延税金負債増加額の合計額
をいいます。）

ⅲ　上記ⅰ及びⅱに掲げる場合以外の場
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合　その取り崩されなかった繰延税金
負債に係る部分の金額を個別法（（下
記⑶②イハの個別法をいいます。以下
ハにおいて同じです。）により算出し
た金額とする方法

（注）　特定取戻繰延税金負債を上記ⅰ又は

ⅱに定める方法により算出する場合に

おいて、上記ⅰ又はⅱの総勘定元帳科

目又は集計繰延税金負債区分に上記①

ホイⅲⅲａからｉまでに掲げる金額に

係る部分の金額が含まれるときは、上

記①ホイⅲⅲａからｉまでに掲げる金

額に係る部分の金額を含めて、繰延対

象租税額の計算上減算される金額を算

出することとされています（法規38の

28⑭）。

ニ　移行対象会計年度前に計上された繰延
税金負債等がある場合の取扱い
　繰延税金負債が取り崩された場合又は
一定期間中に取り崩されない場合におい
て、上記①ホイⅱⅰからⅲの金額に該当
するときは繰延対象租税額の計算上加算
され、上記①ホイⅲⅲの金額に該当する
ときは繰延対象租税額の計算上減算する
こととされています。
　そのため、個別の資産又は負債単位よ
りも大きなグループ単位、すなわち総勘
定元帳科目又は集計繰延税金負債区分単
位で繰延税金負債を計上している場合に
おいて、取り崩された又は一定期間中に
取り崩されない繰延税金負債が、上記①
ホイⅱⅰからⅲまで及びⅲⅲの金額のい
ずれかに該当するかを決定する必要があ
ります。
　令和 6 年（2024年） 6 月に OECD に
より公表された執行ガイダンス 1におい
て、その決定方法について明らかにされ
たことから、本執行ガイダンスに沿って、
次に掲げる場合について改正が行われま
した。

ⅰ　移行対象会計年度前に計上された繰
延税金負債がある場合
　各対象会計年度において取戻繰延税
金負債を後入先出法又は先入先出法に
より算出する場合において、その総勘
定元帳科目又は集計繰延税金負債区分
に移行対象会計年度前繰延税金負債
（その総勘定元帳科目又は集計繰延税
金負債区分に係る繰延税金負債のうち、
移行対象会計年度前に計上されたもの
をいいます。以下ⅰ及びⅱにおいて同
じです。）が含まれるときにおける上
記①ホイⅱⅰからⅲまで及びⅲⅲの金
額（その総勘定元帳科目又は集計繰延
税金負債区分に係る部分の金額に限り
ます。）は、次に掲げる場合の区分に
応じそれぞれ次に定める金額とされて
います（法規38の28⑮）。
ⅰ　その取戻繰延税金負債を後入先出
法により算出する場合　移行対象会
計年度以後繰延税金負債（その総勘
定元帳科目又は集計繰延税金負債区
分に係る繰延税金負債のうち、移行
対象会計年度以後の各対象会計年度
に計上されたものをいいます。下記
ⅱにおいて同じです。）及び移行対
象会計年度前繰延税金負債の順に取
り崩されたものとみなした場合にお
ける上記①ホイⅱⅰからⅲまで及び
ⅲⅲの金額
ⅱ　その取戻繰延税金負債を先入先出
法により算出する場合　移行対象会
計年度前繰延税金負債及び移行対象
会計年度以後繰延税金負債の順に取
り崩されたものとみなした場合にお
ける上記①ホイⅱⅰからⅲまで及び
ⅲⅲの金額

ⅱ　繰延税金負債が計上された場合にお
ける法人税等調整額を繰延対象租税額
に含めない特例を適用した場合
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　各対象会計年度において取戻繰延税
金負債を後入先出法又は先入先出法に
より算出する場合において、その取戻
繰延税金負債に係るその総勘定元帳科
目又は集計繰延税金負債区分に係る繰
延税金負債につき繰延税金負債が計上
された場合における法人税等調整額を
繰延対象租税額に含めない特例（下記
ヘⅰをご参照ください。）の適用を受
けた対象会計年度（以下ⅱにおいて
「適用対象会計年度」といいます。）以
後の各対象会計年度に係る上記①ホイ
ⅱⅰからⅲまで及びⅲⅲの金額（その

総勘定元帳科目又は集計繰延税金負債
区分に係る部分の金額に限ります。）
は、上記ⅰにかかわらず、その総勘定
元帳科目又は集計繰延税金負債区分に
係る繰延税金負債のうち、移行対象会
計年度前繰延税金負債、移行対象会計
年度からその適用対象会計年度の前対
象会計年度までに計上されたもの及び
その適用対象会計年度以後に計上され
たものの順に取り崩されたものとみな
した場合における上記①ホイⅱⅰから
ⅲまで及びⅲⅲの金額とされています
（法規38の28⑯）。

ⅲ　繰延税金負債が計上された場合にお
ける法人税等調整額を繰延対象租税額
に含めない特例を取りやめた場合
　各対象会計年度において取戻繰延税
金負債を後入先出法又は先入先出法に
より算出する場合において、その取戻
繰延税金負債に係る総勘定元帳科目又
は集計繰延税金負債区分に係る繰延税
金負債につき繰延税金負債が計上され
た場合における法人税等調整額を繰延

対象租税額に含めない特例（下記ヘⅱ
をご参照ください。）を取りやめた対
象会計年度（以下ⅲにおいて「適用対
象会計年度」といいます。）以後の各
対象会計年度に係る上記①ホイⅱⅰか
らⅲまで及びⅲⅲの金額（その総勘定
元帳科目又は集計繰延税金負債区分に
係る部分の金額に限ります。）は、上
記ⅰにかかわらず、その総勘定元帳科
目又は集計繰延税金負債区分に係る繰

移行対象会計年度前繰延税金負債　150
対象会計年度単位のDTLの増減額（純額）

対象会計年度 1 年

-

10

10

2 年

-

100

100

3 年

-

130

130

6 年 7 年 8 年 9 年 10年

-

120

120 - -

（20）

（20）

（80）

（80）

（90）

（50）

（40）

4 年

-

70

70

5 年

-

-

-

-

-

-

①集計繰延税金負債区分に係る
繰延税金負債増加額又は繰延税金負債減少額

②移行対象会計年度前繰延税金負債
への取崩し額の配分

③集計繰延税金負債区分に係る
繰延税金負債増加額又は繰延税金負債減少額

（移行対象会計年度前繰延税金負債への取崩し額の配分後）

・  Ａ社は 1 年目から継続して、繰延税金負債が計上された場合における法人税等調整額を繰延対象租税額に含めない特例を適用している。また、
　Ａ社は移行対象会計年度前繰延税金負債を有している。
・  以下の表は、集計繰延税金負債区分の各対象会計年度における繰延税金負債増加額（下記⑶②イ（ｲ）ⅰ（ⅰ）をご参照ください。）及び繰延税金
　負債減少額（下記⑶②イ（ｲ）ⅰ（ⅰ）をご参照ください。）を示している。

移行対象会計年度前繰延税金負債の取扱い
•  繰延税金負債が計上された場合における法人税等調整額を繰延対象租税額に含めない特例を適用しているときは、繰延税金負

債減少額は、まず移行対象会計年度前繰延税金負債の取崩し額とみなす。
•  上記の事例では、繰延税金負債減少額はまず移行対象会計年度前繰延税金負債の取崩し額とみなされるため、 7 、 8 年の繰延

税金負債減少額については、本特例適用中に計上された繰延税金負債の取崩し額とされず、10年の繰延税金負債減少額により
移行対象会計年度前繰延税金負債が全額取り崩された後のその残額が本特例適用中に計上された繰延税金負債の取崩し額とさ
れ、繰延対象租税額の計算上、その額40が加算される（足し戻される）こととなる。

繰延税⾦負債が計上された場合における法⼈税等調整額を繰延対象租税額に
含めない特例を適用したときの取扱い
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延税金負債のうち、その適用対象会計
年度の前対象会計年度までに計上され
たもの及びその適用対象会計年度以後
に計上されたものの順に取り崩された
ものとみなした場合における上記①ホ
イⅱⅰからⅲまで及びⅲⅲの金額とさ
れています（法規38の28⑰）。

（注）　特定短期繰延税金負債に該当する繰

延税金負債が特定短期繰延税金負債に

該当しないこととなった場合における

その該当しないこととなった対象会計

年度以後の各対象会計年度における上

記ⅰからⅲまでの適用については、上

記ⅰの移行対象会計年度前繰延税金負

債には、その該当しないこととなった

繰延税金負債（その対象会計年度開始

の時までに取り崩されなかったものに

限ります。）を含むものとされています

（法規38の28⑱）。

ホ　 5対象会計年度後の対象会計年度終了
の日までに取り崩されることが見込まれ
ない部分に係る金額がある場合に係る特
例
　過去対象会計年度に計上された繰延税
金負債に係る法人税等調整額のうち、そ
の過去対象会計年度の 5対象会計年度後
の対象会計年度終了の日までに取り崩さ
れなかった部分については、取戻繰延税
金負債として、その再計算国別国際最低
課税額の計算における再計算国別調整後
対象租税額の計算上、減算することとさ
れているところです。本特例は、この原
則による取扱いを待たずとも、事務負担
軽減の観点から、特定多国籍企業グルー
プ等の選択により、当期純損益金額に係
る繰延税金負債のうちに各対象会計年度
の 5対象会計年度後の対象会計年度終了
の日までに支払われることが見込まれな
い部分に係る金額について、その対象会
計年度における繰延対象租税額から減算

することを可能とするものです。
　この点、下記⑶②イのとおり、個別の
資産又は負債単位よりも大きなグループ
単位で繰延税金負債を計上している場合
における取戻繰延税金負債の算出方法に
ついて改正が行われています。
　この取戻繰延税金負債の見直しに伴い、
令和 6 年（2024年） 6 月に OECD によ
り公表された執行ガイダンス 1において、
取戻繰延税金負債の算出を行う繰延税金
負債の単位ごとに本特例を適用すること
とされました。すなわち、取戻繰延税金
負債を総勘定元帳科目又は集計繰延税金
負債区分単位で後入先出法又は先入先出
法で算出する場合には、本特例も同じ単
位で行うこととされますが、総勘定元帳
科目又は集計繰延税金負債区分に「 5対
象会計年度後の対象会計年度終了の日ま
でに取り崩されることが見込まれない部
分に係る金額」とそれ以外の金額が含ま
れる場合には、いずれの金額も含めて、
総勘定元帳科目又は集計繰延税金負債区
分単位で本選択を適用することとなりま
す。そのため、本執行ガイダンスに沿っ
て、改正が行われました。
　具体的には、各対象会計年度の当期純
損益金額に係る繰延税金負債（その対象
会計年度において計上されたものに限り
ます。以下ホにおいて同じです。）のう
ちにその対象会計年度（以下ホにおいて
「適用対象会計年度」といいます。）の 5
対象会計年度後の対象会計年度終了の日
までに取り崩されることが見込まれない
部分に係る金額がある場合において、特
定多国籍企業グループ等のその適用対象
会計年度に係る特定多国籍企業グループ
等報告事項等（繰延対象租税額の計算に
つき、その見込まれない部分に係る金額
がある繰延税金負債に係る取戻繰延税金
負債を後入先出法又は先入先出法により
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総勘定元帳科目ごとに算出するものにあ
ってはその総勘定元帳科目ごとに、その
取戻繰延税金負債を後入先出法又は先入
先出法により集計繰延税金負債区分ごと
に算出するものにあってはその集計繰延
税金負債区分ごとに、その取戻繰延税金
負債を個別法により算出するものにあっ
てはその繰延税金負債（以下ホにおいて
「特定繰延税金負債」といいます。）ごと
に本特例の適用を受けようとする旨を含
むものに限ります。以下ホにおいて同じ
です。）の提供があるとき、又は我が国
以外の国若しくは地域の租税に関する法
令を執行する当局にその特定多国籍企業
グループ等報告事項等に相当する事項の
提供があるとき（提供義務免除規定の適
用がある場合に限ります。）は、その見
込まれない部分に係る金額に係るその総
勘定元帳科目若しくはその集計繰延税金
負債区分に係る繰延税金負債又はその見
込まれない部分に係る金額に係るその特
定繰延税金負債に相当する金額を同号に
掲げる金額から減算することとされまし
た（法規38の28⑳）。
　なお、上記のとおり、本執行ガイダン
スに沿って、当期純損益金額に係る繰延
税金負債のうちに適用対象会計年度の 5
対象会計年度後の対象会計年度終了の日
までに取り崩される（改正前：支払われ
る）ことが見込まれない部分に係る金額
について行うこととされています。
　同様に、本特例により調整後対象租税
額から減算された金額に係る繰延税金負
債のうち、その対象会計年度において取
り崩された（改正前：支払われた）部分
に相当する金額について、繰延対象租税
額の計算上、加算することとされました
（法規38の28③二ロ）。
ヘ　繰延税金負債が計上された場合におけ
る法人税等調整額を繰延対象租税額に含

めない特例
　上記の「 5対象会計年度後の対象会計
年度終了の日までに取り崩されることが
見込まれない部分に係る金額がある場合
に係る特例」は、繰延税金負債について、
「 5 対象会計年度後の対象会計年度終了
の日までに取り崩されることが見込まれ
ない部分に係る金額」がある場合に選択
できるものですが、本執行ガイダンス 1
において、事務負担軽減の観点から、取
崩しの見込みにかかわらず、特定多国籍
企業グループ等の選択により、繰延対象
租税額から減算することが可能とされま
した。そのため、本執行ガイダンスに沿
って改正が行われました。
ⅰ　特例の内容
　特定多国籍企業グループ等の各対象
会計年度に係る特定多国籍企業グルー
プ等報告事項等（その対象会計年度以
後の各対象会計年度において繰延対象
租税額の計算に係る繰延税金負債（上
記ホの特例の適用があるものを除くも
のとし、その対象会計年度以後の各対
象会計年度において計上されるものに
限ります。）につき、その取戻繰延税
金負債を後入先出法又は先入先出法に
より算出する繰延税金負債のうち総勘
定元帳科目ごとにその取戻繰延税金負
債を算出するものにあってはその総勘
定元帳科目ごとに、集計繰延税金負債
区分ごとにその取戻繰延税金負債を算
出するものにあってはその集計繰延税
金負債区分ごとに本特例の適用を受け
ようとする旨を含むものに限ります。
以下ⅰにおいて同じです。）の提供が
ある場合又は我が国以外の国若しくは
地域の租税に関する法令を執行する当
局にその特定多国籍企業グループ等報
告事項等に相当する事項の提供がある
場合（提供義務免除規定の適用がある
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場合に限ります。）は、その対象会計
年度以後の各対象会計年度に係るその
総勘定元帳科目又はその集計繰延税金
負債区分に係るその計上された繰延税
金負債に相当する金額をその各対象会
計年度に係る同号に掲げる金額から減
算することとされています（法規38の
28㉑）。
ⅱ　特例の取りやめ
　特定多国籍企業グループ等の各対象
会計年度に係る特定多国籍企業グルー
プ等報告事項等（その対象会計年度以
後の各対象会計年度において本特例の
適用を受けることをやめようとする旨
を含むものに限ります。以下ⅱにおい
て同じです。）の提供がある場合又は
我が国以外の国若しくは地域の租税に
関する法令を執行する当局にその特定
多国籍企業グループ等報告事項等に相
当する事項の提供がある場合（提供義
務免除規定の適用がある場合に限りま
す。）には、その対象会計年度以後の
各対象会計年度において、本特例は、
適用しないこととされています（法規
38の28㉒）。

（注 1）　本特例は 5 年選択とされています

（法規38の28㉕㉖）。
（注 2）　上記ホの 5 対象会計年度後の対象会

計年度終了の日までに取り崩されるこ

とが見込まれない部分に係る金額があ

る場合に係る特例と同様に、本特例に

より調整後対象租税額から減算された

金額に係る繰延税金負債のうち、その

対象会計年度において取り崩された部

分に相当する金額については、繰延対

象租税額の計算上、加算することとさ

れています（法規38の28③二ロ）。

⑶　再計算国別国際最低課税額
①　改正前の制度の概要

　各対象会計年度の国際最低課税額に対する
法人税では、事後の対象会計年度において、
過去対象会計年度に係る調整後対象租税額が
減少した場合（イからホまでの金額がある場
合に限ります。）には、その過去対象会計年
度に係る当期国別国際最低課税額として算出
されるべき金額があった可能性があるため、
「再計算国別国際最低課税額」の計算におい
て調整を行うこととされています。
　ここでいう「再計算国別国際最低課税額」
とは、過去対象会計年度に係る次に掲げる金
額がある場合において、その過去対象会計年
度に係る再計算当期国別国際最低課税額（注
1）からその過去対象会計年度に係る当期国
別国際最低課税額を控除した残額（その対象
会計年度開始の日前に開始した各対象会計年
度において既にその過去対象会計年度に係る
再計算国別国際最低課税額とされた金額（①
において「調整済額」といいます。）がある
場合には、その残額からその調整済額を控除
した残額）をいいます（法令155の40）。
イ　その過去対象会計年度に係る納付すべき
対象租税の額（調整後対象租税額に含まれ
ていたものに限ります。）がその過去対象
会計年度後の対象会計年度において減少し
た場合におけるその減少した金額（法令
155の40①一）
ロ　その過去対象会計年度に係る当期純損益
金額に係る当期法人税等の額（被配分当期
対象租税額がある場合にはその金額を加算
した金額）のうちその過去対象会計年度終
了の日の翌日から 3年を経過する日までに
納付されなかった金額が100万ユーロを本
邦通貨表示の金額に換算した金額を超える
場合におけるその納付されなかった金額
（法令155の40①二）
ハ　適用税率の引下げにより過去対象会計年
度の当期純損益金額に係る繰延税金負債に
つきその過去対象会計年度後の対象会計年
度において計上された繰延税金負債に相当
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する金額（引下げ後の適用税率が基準税率
を下回る場合におけるその金額に限りま
す。）（法令155の40①三、旧法規38の32①
一）
ニ　取戻繰延税金負債（過去対象会計年度に
計上された繰延税金負債に係る繰延対象租
税額のうちその過去対象会計年度の 5対象
会計年度後の対象会計年度終了の日までに
取り崩されなかった繰延税金負債に係る部
分の金額をいい、（注 2）イからリまでに
掲げる金額に係る部分の金額を除きます。）
に相当する金額（所有持分の移転により特
定多国籍企業グループ等に属しないことと
なった構成会社等に係る金額を除きます。）
（法令155の40①三、旧法規38の32①二）
（注 1）　 5 対象会計年度を経てもなお取り崩

されない繰延税金負債については、そ

の繰延税金負債は過大に計上されたも

のであったとして、その過去対象会計

年度に対する再計算国別国際最低課税

額の計算により調整を行います。
（注 2）　イからリまでに掲げる金額は、 5 対

象会計年度を経てもなお取り崩されて

いない場合であっても、その後に取り

崩される蓋然性が高いと考えられるた

め、取戻繰延税金負債の範囲から除外

することとされているものです。
　　イ　法人税又は法人税に相当する税に

関する法令における有形資産に対す

る償却の方法を定める規定により損

金の額に算入される金額

　　ロ　国等の認可（これに準ずるものを

含みます。）を要する不動産の使用又

は天然資源の開発に関する費用の額

その他これらに相当する費用の額
　　ハ　研究開発費の額その他これに相当

する費用の額

　　ニ　施設又は設備の廃止又は修復に要

すると認められる費用の額その他こ

れらに類する費用の額

　　ホ　資産又は負債を時価により評価し

た価額がその評価した時の直前の帳

簿価額を超え、又は下回る場合にお

けるその超える部分の金額又はその

下回る部分の金額で利益の額として

いる金額

　　ヘ　会計機能通貨とその会計機能通貨

以外の通貨との間の為替相場の変動

による利益の額

　　ト　保険会社等（会社等であって、保

険業法第 2 条第 2 項（定義）に規定

する保険会社若しくはこれに準ずる

もの又は我が国以外の国若しくは地

域におけるこれらに相当するものを

いいます。）に係る次に掲げる金額
　　ｉ　保険契約に基づく将来の債務の

履行に備えるために準備金として

繰り入れた金額のうち法人税又は

法人税に相当する税に関する法令

の規定により損金の額に算入され

る金額

　　ⅱ　保険契約を締結するために要し

た費用（これに準ずるものを含み

ます。）の額
　　チ　会社等の所在地国にある有形資産

を譲渡した場合において、特定の資

産の買換えの場合の課税の特例（措

法65の 7 ）若しくはこれに準ずる規

定又は我が国以外の国若しくは地域

の租税に関する法令におけるこれら

の規定に相当する規定の適用を受け

るときにおけるその譲渡に係る利益

の額その他これに類する利益の額
　　リ　イからチまでに掲げる金額に係る

会計処理の変更に伴い発生する費用

の額又は利益の額

ホ　過去対象会計年度（ホにおいて「還付所
得過去対象会計年度」といいます。）後の
対象会計年度（ホにおいて「欠損過去対象
会計年度」といいます。）において欠損の
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金額がある場合において、欠損金の繰戻還
付に係る還付金の額（その還付所得過去対
象会計年度に係るものに限ります。）があ
るときにおけるその欠損過去対象会計年度
の法人税法施行規則第38条の28第 3 項第 3
号ロに掲げる金額（その欠損の金額が欠損
過去対象会計年度後の対象会計年度に繰り
越されるとしたならば計上されることとな
る繰延税金負債に相当する金額）（法令155
の40①四、旧法規38の32②）

（注 1）　「再計算当期国別国際最低課税額」とは、

過去対象会計年度（その過去対象会計年

度に係る特定多国籍企業グループ等に属

する構成会社等（無国籍構成会社等を除

きます。（注 1）において同じです。）の

所在地国における再計算国別実効税率（ハ

をご参照ください。）が基準税率を下回り、

かつ、その過去対象会計年度においてそ

の所在地国に係るその特定多国籍企業グ

ループ等のイの金額がある場合における

その過去対象会計年度に限ります。）に係

るイの金額からロの金額を控除した残額

にハの割合を乗じて計算した金額をいい

ます（旧法令155の40②）。
　　イ　再計算国別グループ純所得の金額

（ⅰの金額からⅱの金額を控除した残額

をいいます。以下同じです。）

　　ⅰ　その所在地国を所在地国とする全

ての構成会社等のその過去対象会計

年度に係る再計算個別計算所得金額

（再計算個別計算所得等の金額（構成

会社等の各対象会計年度において、

過去対象会計年度に係る当期純損益

金額が過大又は過少であることが判

明した場合に、その訂正をした又は

その訂正をしたならば算出されるこ

ととなる当期純損益金額に基づいた

個別計算所得等の金額をいいます。

以下同じです。）が零を超える場合に

おけるその超える部分の金額をいい

ます。）の合計額
　　ⅱ　その所在地国を所在地国とする全

ての構成会社等のその過去対象会計

年度に係る再計算個別計算損失金額

（次に掲げる場合の区分に応じそれぞ

れ次に定める額をいいます。）の合計

額
　　ⅰ　再計算個別計算所得等の金額が

零である場合　零

　　ⅱ　再計算個別計算所得等の金額が

零を下回る場合　その下回る部分

の金額

　　ロ　その過去対象会計年度に係る実質ベ

ース所得除外額（旧法法82の 2 ②一イ

⑵）

　　ハ　基準税率から再計算国別実効税率

（その過去対象会計年度に係るその所在

地国におけるⅰの金額（その過去対象

会計年度に係るⅰの金額が零を超え、

かつ、その過去対象会計年度において

その所在地国に係る再計算国別グルー

プ純所得の金額がある場合において、

その過去対象会計年度開始の日前に開

始した各対象会計年度に係る繰越金額

の控除制度の適用がある場合にはその

適用後の金額とし、その過去対象会計

年度に係るⅰの金額が零を下回る場合

には零とします。）がⅱの金額のうちに

占める割合をいいます。以下同じで

す。）を控除した割合
　　ⅰ　再計算国別調整後対象租税額（そ

の所在地国を所在地国とする全ての

構成会社等のその過去対象会計年度

に係る再計算調整後対象租税額（構

成会社等の過去対象会計年度に係る

調整後対象租税額に上記ホの金額を

加算した金額から上記イからニまで

の金額を減算した金額をいいます。）

の合計額をいいます。）
　　ⅱ�　再計算国別グループ純所得の金額
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（注 2）　無国籍構成会社等に係る再計算国際最

低課税額、共同支配会社等に係る再計算

国別国際最低課税額及び無国籍共同支配

会社等に係る再計算国際最低課税額につ

いても、基本的に上記と同様とされてい

ます（旧法令155の44①～③、155の48①、

155の51①、旧法規38の35①②、38の37①、

38の39①）。

②　改正の内容
　繰延税金負債は、資産又は負債の会計上の
帳簿価額と税務上の帳簿価額との差異に基づ
き計上されますが、個別の資産又は負債単位
で計上されるのではなく、総勘定元帳に係る
科目（総勘定元帳科目）単位や複数の総勘定
元帳科目単位で計上される場合があります。
　このようにグルーピングされた複数の資産
又は負債に係る繰延税金負債が計上される場
合には、上記①ニのとおり、過去対象会計年
度に計上された繰延税金負債に係る繰延対象
租税額のうちその過去対象会計年度の 5対象
会計年度後の対象会計年度終了の日までに取
り崩されなかった繰延税金負債に係る部分の
金額の確定が必要とされる取戻繰延税金負債
の算出においては、ある対象会計年度におい
て取り崩された繰延税金負債がどの過去対象
会計年度に計上された繰延税金負債に係るも
のであるかを算出する方法が必要とされるこ
とになります。
　このような問題意識の下、令和 6年（2024
年） 6 月に OECD により公表された執行ガ
イダンス 1によって、個別の資産又は負債単
位よりも大きなグループ単位で繰延税金負債
を計上している場合における取戻繰延税金負
債の算出方法が明らかにされました。そのた
め、本ガイダンスに沿って、取戻繰延税金負
債の算出方法等について、次の見直しが行わ
れました。
イ　取戻繰延税金負債の見直し
　取戻繰延税金負債とは、過去対象会計年
度に計上された繰延税金負債に係る繰延対

象租税額のうちその過去対象会計年度の 5
対象会計年度後の対象会計年度終了の日ま
でに取り崩されなかった繰延税金負債に係
る部分の金額を、次に掲げる方法のうちか
ら構成会社等がその繰延税金負債（繰延対
象租税額に係るものに限るものとし、特定
短期繰延税金負債（注 1）を除きます。イ
において同じです。）について選定した方
法により算出した金額（その方法を選定し
なかった場合又は選定した方法により算出
しなかった場合には、イに掲げる方法によ
り算出した金額）をいうこととされました
（法規38の32②）。
イ　後入先出法（繰延税金負債を総勘定元
帳科目（注 2）又は集計繰延税金負債区
分（注 3）ごとに区別し、その総勘定元
帳科目又は集計繰延税金負債区分に係る
ⅰに掲げる金額からⅱに掲げる金額を控
除した残額をその取り崩されなかった繰
延税金負債に係る部分の金額とする方法
をいいます。）
ⅰ　各対象会計年度に係るⅰに掲げる金
額からⅱに掲げる金額を控除した残額
（その対象会計年度（イにおいて「判
定対象会計年度」といいます。）が移
行対象会計年度以後の 5対象会計年度
のいずれかである場合には、零）
ⅰ　繰延税金負債残高（移行対象会計
年度からその判定対象会計年度まで
の各対象会計年度に係る繰延税金負
債増加額（各対象会計年度において
その総勘定元帳科目又は集計繰延税
金負債区分に係る繰延税金負債が増
加した場合におけるその増加した金
額をいいます。ⅱ及びロⅰⅱにおい
て同じです。）の合計額から繰延税
金負債減少額（各対象会計年度にお
いてその総勘定元帳科目又は集計繰
延税金負債区分に係る繰延税金負債
が減少した場合におけるその減少し
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た金額をいいます。ⅱにおいて同じ
です。）の合計額を控除した残額を
いいます。ロⅰⅰにおいて同じで
す。）
ⅱ　その判定対象会計年度及びその判
定対象会計年度の直前の 4対象会計
年度に係る繰延税金負債増加額の合
計額から繰延税金負債減少額の合計
額を控除した残額

ⅱ　判定対象会計年度の前対象会計年度
に係るⅰに掲げる金額

ロ　先入先出法（繰延税金負債を総勘定元
帳科目又は集計繰延税金負債区分ごとに
区別し、その総勘定元帳科目又は集計繰
延税金負債区分に係るⅰに掲げる金額か
らⅱに掲げる金額を控除した残額をその
取り崩されなかった繰延税金負債に係る
部分の金額とする方法をいいます。）
ⅰ　各対象会計年度に係るⅰに掲げる金
額からⅱに掲げる金額を控除した残額
（その対象会計年度（ロにおいて「判
定対象会計年度」といいます。）が移
行対象会計年度以後の 5対象会計年度
のいずれかである場合には、零）
ⅰ　繰延税金負債残高
ⅱ　その判定対象会計年度及びその判
定対象会計年度の直前の 4対象会計
年度に係る繰延税金負債増加額の合
計額

ⅱ　判定対象会計年度の前対象会計年度
に係るⅰに掲げる金額

ハ　個別法（繰延税金負債について、その
繰延税金負債が計上されることとなった
個々の資産又は負債ごとに、その取り崩
されなかった繰延税金負債に係る部分の
金額を算出する方法をいいます。）

（注 1）　「特定短期繰延税金負債」とは、短期

繰延税金負債（その計上された対象会

計年度の 5 対象会計年度後の対象会計

年度終了の日までにその全額が取り崩

されることが客観的な事実に基づき見

込まれる繰延税金負債をいいます。以

下（注 1）において同じです。）とそれ

以外の繰延税金負債とを区分して経理

している場合におけるその短期繰延税

金負債をいいます（法規38の32③一）。
（注 2）　「総勘定元帳科目」とは、繰延税金負

債が計上されることとなった資産又は

負債に係る総勘定元帳（最終親会社等

財務会計基準（最終親会社等財務会計

基準に基づくことが実務上困難である

と認められる場合には、代用財務会計

基準。下記（注 3）イ及びロにおいて

同じです。）における総勘定元帳をいい

ます。）の科目をいいます（法規38の32

③二）。
（注 3）　「集計繰延税金負債区分」とは、繰延

税金負債が計上されることとなった資

産又は負債に係る総勘定元帳科目が 2

以上ある場合において、複数の総勘定

元帳科目（次に掲げるものを除きま

す。）を合わせて一の区分としてその繰

延税金負債が算出されるときにおける

その区分をいいます（法規38の32③三）。
　　イ　最終親会社等財務会計基準におい

て償却することができない無形資産

に係る総勘定元帳科目

　　ロ　最終親会社等財務会計基準におい

て償却することができる無形資産の

うちその最終親会社等財務会計基準

における耐用年数が 5 対象会計年度

を超えるものに係る総勘定元帳科目

　　ハ　法令155の13①一イ（各種投資会社

等の範囲）に規定する財務省令で定

める特殊の関係にある者に対する債

権又は債務に係る総勘定元帳科目
　　ニ　繰延税金資産及び繰延税金負債の

いずれもが計上されることが見込ま

れる総勘定元帳科目

（注 4）　集計繰延税金負債区分に係る取戻繰
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延税金負債については、次に掲げる要

件のいずれにも該当しない場合には、

先入先出法により算出することができ

ないこととされています（法規38の32

④）。
　　イ　各対象会計年度において計上され

たその集計繰延税金負債区分に係る

繰延税金負債に係る資産又は負債に

ついて、その資産又は負債に係る総

勘定元帳科目ごとに繰延税金負債を

算出したならば算出されることとな

る繰延税金負債に係る取崩期間（繰

延税金負債が計上されることとなっ

た時からその全額が取り崩されるま

での期間として客観的な事実に基づ

き見込まれる期間をいいます。ロに

おいて同じです。）の差異が 2対象会

計年度以内であること。
　　ロ　各対象会計年度において計上され

たその集計繰延税金負債区分に係る

繰延税金負債に係る取崩期間が 5 対

象会計年度を超える場合において、

その繰延税金負債のうちその繰延税

金負債が計上された対象会計年度の

5 対象会計年度後の対象会計年度終

了の日までに取り崩されない部分の

金額をその先入先出法に基づき合理

的に算出することができること。

（注 5）　上記①ニ（注 2）イからリまでに掲

げる金額に係る部分の金額は、 5 対象

会計年度を経てもなお取り崩されてい

ない場合であっても、その後に取り崩

される蓋然性が高いと考えられるため、

取戻繰延税金負債に相当する金額の範

囲から除外することとされています

（法規38の32①二）。
　　　　ただし、後入先出法又は先入先出法

により、総勘定元帳科目又は集計繰延

税金負債区分ごとに取戻繰延税金負債

を算出する場合において、その総勘定

元帳科目又は集計繰延税金負債区分に

上記①ニ（注 2）イからリまでに掲げ

る金額に係る部分の金額とそれ以外の

金額とが含まれるときは、上記①ニ

（注 2）イからリまでに掲げる金額に係

る部分の金額を含めて、取戻繰延税金

負債に相当する金額を算出することと

されています（法規38の32⑤）。
（注 6）　上記のとおり、移行対象会計年度以

後の 5 対象会計年度については、過去

対象会計年度に計上された繰延税金負

債に係る繰延対象租税額のうちその過

去対象会計年度の 5 対象会計年度後の

対象会計年度終了の日までに取り崩さ

れなかった繰延税金負債に係る部分の

金額がないことから、取戻繰延税金負

債は零とされています。
　　　　同様に、上記⑵②ハハのとおり、他

の特定多国籍企業グループ等の繰延対

象租税額の計算の基礎とされていた繰

延税金負債については、特定多国籍企

業グループ等に加入後、 5 対象会計年

度以内に取り崩されなかったものにつ

いては、過去対象会計年度ではなく、

その対象会計年度の繰延対象租税額の

計算上減算することとされていること

から、この場合においても、加入のあ

った日を含む対象会計年度以後の 5 対

象会計年度については、取戻繰延税金

負債の金額は零とされています。また、

上記イⅰ又はロⅰの判定対象会計年度

が同日を含む対象会計年度の 5 対象会

計年度後の対象会計年度である場合に

は、後入先出法又は先入先出法による

取戻繰延税金負債の算出においては、

上記⑵②ハハの加入前繰延税金負債を

控除することとされています（法規38

の32⑦）。
（参考）　上記イの「後入先出法」、「先入先出法」、

「特定短期繰延税金負債」、「総勘定元帳科
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目」及び「集計繰延税金負債区分」は、それ

ぞれGloBEルール上の「LIFO�methodology」、

「FIFO�methodology」、「Short-term�

DTLs」、「GL�account」及び「Aggregate�

DTL�Category」に対応するものとして規

定されています。

・以下の表は、集計繰延税金負債区分の各対象会計年度における繰延税金負債増加額及び繰延税金負債減少額並びにそれらを踏まえた後入先出法の
適用を示している。

対象会計年度単位のDTLの増減額（純額）

取戻繰延税金負債額の計算

【 7年の繰延税金負債残高】
「繰延税金負債残高」は、 1～ 7
年の繰延税金負債増加額及び繰
延税金負債減少額の合計額360

【 7 年の取戻繰延税金負債】
「取戻繰延税金負債」は、 7年の超過額（計上限度額が繰延税金負債残高を超え
る場合のその超える部分の金額）220から、 6年の超過額10を控除した残額210

7 年には取戻繰延税金負債210が生じていることから、 2年について、この210
を再計算調整後対象租税額から減額した上で、再計算国別国際最低課税額の計
算を行うこととなる。

【 7年の計上限度額】
「計上限度額」は、 3～ 7年の繰
延税金負債増加額の合計額から
繰延税金負債減少額の合計額を
控除した残額140

後入先出法

対象会計年度
①集計繰延税金負債区分に係る

繰延税金負債増加額又は繰延税金負債減少額

②繰延税金負債残高
③後入先出法に係る計上限度額

④超過額（計上限度額が繰延税金負債残高
を超える場合のその超える部分の金額）
⑤前対象会計年度からの④の増加額

「後入先出法」とは、繰延税金負債を総勘定元帳科目又は集計繰延税金負債区分ごとに区別し、その総勘定元帳科目又は集計繰延税金負債区
分に係るイに掲げる金額からロに掲げる金額を控除した残額をその取り崩されなかった繰延税金負債に係る部分の金額とする方法をいう。
イ　各対象会計年度に係る⑴に掲げる金額から⑵に掲げる金額を控除した残額（当該対象会計年度（判定対象会計年度）が移行対象会計年
度以後の 5対象会　計年度のいずれかである場合には、零）
　⑴　繰延税金負債残高
　⑵　後入先出法に係る計上限度額（当該判定対象会計年度及び当該判定対象会計年度の直前の 4対象会計年度に係る繰延税金負債増加額
の合計額から繰延税金負債減少額の合計額を控除した残額）

ロ　判定対象会計年度の前対象会計年度に係るイに掲げる金額

1年

-

10

10

2 年

-

210

220

3 年

-

-

220

6 年 7 年

360
140

220

210

370
360

10

10

（10）（50）

4 年

-

200

420

5 年

-

- - - - -

-

420

後⼊先出法による計算例
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・以下の表は、集計繰延税金負債区分の各対象会計年度における繰延税金負債増加額及び繰延税金負債減少額並びにそれらを踏まえた後入先出法の
適用を示している。

対象会計年度単位のDTLの増減額（純額）

取戻繰延税金負債額の計算

【 8年の繰延税金負債残高】
「繰延税金負債残高」は、 1
～ 8年の繰延税金負債増加
額及び繰延税金負債減少額
の合計額170

【 8 年の取戻繰延税金負債が取り崩された額】
8年の超過額（計上限度額が繰延税金負債残高を超える場合のその超える部分の金額）
170から、 7年の超過額220を減算した金額は（50）であり、零を下回る。

この零を下回る部分の金額50が、取戻繰延税金負債が取り崩された部分に相当する金
額とされ、繰延対象租税額の計算上、この50が加算される（足し戻される）こととなる。

【 8年の計上限度額】
「計上限度額」は、 4 ～ 8
年の繰延税金負債増加額の
合計額から繰延税金負債減
少額の合計額を控除した残
額 0（ゼロどまり）

後入先出法における取戻繰延税金負債が取り崩された部分に相当する金額

対象会計年度
①集計繰延税金負債区分に係る

繰延税金負債増加額又は繰延税金負債減少額

②繰延税金負債残高
③後入先出法に係る計上限度額

④超過額（計上限度額が繰延税金負債残高
を超える場合のその超える部分の金額）
⑤前対象会計年度からの④の増減額

「後入先出法における取戻繰延税金負債が取り崩された部分に相当する金額」とは、繰延税金負債を総勘定元帳科目又は集計繰延税金負債区分
ごとに区別し、その総勘定元帳科目又は集計繰延税金負債区分に係るイに掲げる金額からロに掲げる金額を減算した金額が零を下回る場合に
おけるその下回る部分の金額をいう（上記⑵②ハ（ロ）ⅰをご参照ください。）。
イ　各対象会計年度に係る⑴に掲げる金額から⑵に掲げる金額を控除した残額（当該対象会計年度（判定対象会計年度）が移行対象会計年度
以後の 5対象会　計年度のいずれかである場合には、零）
　⑴　繰延税金負債残高
　⑵　後入先出法に係る計上限度額（当該判定対象会計年度及び当該判定対象会計年度の直前の 4対象会計年度に係る繰延税金負債増加額の

合計額から繰延税金負債減少額の合計額を控除した残額）
ロ　判定対象会計年度の前対象会計年度に係るイに掲げる金額

1年

-

10

10

2 年

-

210

220

3 年

-

-

220

6 年 7 年

360
140

220

210

370
360

10

10

（10）

8 年

170
0

170

（190）

（50）

（50）

4 年

-

200

420

5 年

-

- - - - -

-

420

・以下の表は、集計繰延税金負債区分の各対象会計年度における繰延税金負債増加額及び繰延税金負債減少額並びにそれらを踏まえた先入先出法の
適用を示している。

対象会計年度単位のDTLの増減額（純額）

取戻繰延税金負債額の計算

【 8年の繰延税金負債残高】
「繰延税金負債残高」は、1～ 8
年の繰延税金負債増加額及び繰
延税金負債減少額の合計額440

【 8 年の取戻繰延税金負債】
「取戻繰延税金負債」は、 8年の超過額（計上限度額が繰延税金負債残高を超え
る場合のその超える部分の金額）180から、 7年の超過額130を控除した残額50

8 年には取戻繰延税金負債50が生じていることから、 3年について、この50を
再計算調整後対象租税額から減額した上で、再計算国別国際最低課税額の計算
を行うこととなる。

【 8年の計上限度額】
「計上限度額」は、4～ 8年の繰
延税金負債増加額の合計額260
（※先入先出法の場合、繰延税金
負債減少額を計算に含めない）

先入先出法

対象会計年度
①集計繰延税金負債区分に係る

繰延税金負債増加額又は繰延税金負債減少額

②繰延税金負債残高
③先入先出法に係る計上限度額

④超過額（計上限度額が繰延税金負債残高
を超える場合のその超える部分の金額）
⑤前対象会計年度からの④の増加額

「先入先出法」とは、繰延税金負債を総勘定元帳科目又は集計繰延税金負債区分ごとに区別し、その総勘定元帳科目又は集計繰延税金負債区分
に係るイに掲げる金額からロに掲げる金額を控除した残額をその取り崩されなかった繰延税金負債に係る部分の金額とする方法をいう。
イ　各対象会計年度に係る⑴に掲げる金額から⑵に掲げる金額を控除した残額（当該対象会計年度（判定対象会計年度）が移行対象会計年度
以後の 5対象会　計年度のいずれかである場合には、零）
　⑴　繰延税金負債残高
　⑵　先入先出法に係る計上限度額（当該判定対象会計年度及び当該判定対象会計年度の直前の 4対象会計年度に係る繰延税金負債増加額の
合計額）

ロ　判定対象会計年度の前対象会計年度に係るイに掲げる金額

1年

-

10

10

2 年

-

120

130

3 年

-

130

260

6 年 7 年

520
390

130

120

510
500

10

10

10

8 年

440
260

180

（80）

50

120

4 年

-

120

380

5 年

-

- - - - -

10

390

先⼊先出法による計算例
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ロ　移行対象会計年度前に計上された繰延税
金負債がある場合における取戻繰延税金負
債の算出方法の明確化等
　上記⑵②ハニのとおり、個別の資産又は
負債単位よりも大きなグループ単位、すな
わち総勘定元帳科目又は集計繰延税金負債
区分単位で繰延税金負債を計上している場
合において、取り崩された又は一定期間中
に取り崩されない繰延税金負債が、上記⑵
①ホイⅱⅰからⅲまで及びⅲⅲの金額のう
ちどの金額に該当するかを決定する規定が
措置されているところです。

　取戻繰延税金負債の算出においても、総
勘定元帳科目又は集計繰延税金負債区分単
位で繰延税金負債を計上している場合には、
取り崩された又は一定期間中に取り崩され
ない繰延税金負債が、取戻繰延税金負債の
算出の対象となる金額かどうかを決定する
必要があります。そのため、令和 6 年
（2024年） 6 月に OECDにより公表された
執行ガイダンス 1に沿って、その決定は、
上記⑵②ハニと同様に行われることとされ
ました（法規38の32⑥）。

・以下の表は、集計繰延税金負債区分の各対象会計年度における繰延税金負債増加額及び繰延税金負債減少額並びにそれらを踏まえた先入先出法の
適用を示している。

対象会計年度単位のDTLの増減額（純額）

取戻繰延税金負債の計算

【10年の繰延税金負債残高】
「繰延税金負債残高」は、
1～ 10年の繰延税金負債
増加額及び繰延税金負債
減少額の合計額350

【10年の取戻繰延税金負債が取り崩された額】
10年の超過額（計上限度額が繰延税金負債残高を超える場合のその超える部分の金額）
220から、 9年の超過額300を減算した金額は（80）であり、零を下回る。

この零を下回る部分の金額80が、取戻繰延税金負債が取り崩された部分に相当する金
額とされ、繰延対象租税額の計算上、この80が加算される（足し戻される）こととなる。

【10年の計上限度額】
「計上限度額」は、6～ 10
年の繰延税金負債増加額の
合計額130（※先入先出法
の場合、繰延税金負債減少
額を計算に含めない）

先入先出法における取戻繰延税金負債が取り崩された部分に相当する金額

対象会計年度
①集計繰延税金負債区分に係る

繰延税金負債増加額又は繰延税金負債減少額

②繰延税金負債残高
③先入先出法に係る計上限度額

④超過額（計上限度額が繰延税金負債残高
を超える場合のその超える部分の金額）
⑤前対象会計年度からの④の増減額

「先入先出法における取戻繰延税金負債が取り崩された部分に相当する金額」とは、繰延税金負債を総勘定元帳科目又は集計繰延税金負債区分
ごとに区別し、その総勘定元帳科目又は集計繰延税金負債区分に係るイに掲げる金額からロに掲げる金額を減算した金額が零を下回る場合に
おけるその下回る部分の金額をいう（上記⑵②ハ（ロ）ⅱをご参照ください。）。
イ　各対象会計年度に係る⑴に掲げる金額から⑵に掲げる金額を控除した残額（当該対象会計年度（判定対象会計年度）が移行対象会計年度
以後の 5対象会計年度のいずれかである場合には、零）
　⑴　繰延税金負債残高
　⑵　先入先出法に係る計上限度額（当該判定対象会計年度及び当該判定対象会計年度の直前の 4対象会計年度に係る繰延税金負債増加額の
合計額）

ロ　判定対象会計年度の前対象会計年度に係るイに掲げる金額

1年

-

10

10

2 年

-

120

130

3 年

-

130

260

6 年 7 年

520
390

130

120

510
500

10

10

10

8 年

440
260

180

（80）

50

9 年

440
140

300

120

0

10年

350
130

220

（90）

（80）

120

4 年

-

120

380

5 年

-

- - - - -

10

390
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（注）　無国籍構成会社等に係る再計算国際最

低課税額、共同支配会社等に係る再計算

国別国際最低課税額及び無国籍共同支配

会社等に係る再計算国際最低課税額にお

•  以下の表は、移行対象会計年度前繰延税金負債がある場合における集計繰延税金負債区分の各対象会計年度における繰延税金負債増加額及び
繰延税金負債減少額並びにそれらを踏まえた後入先出法の適用を示している。

対象会計年度単位のDTLの増減額（純額）
移行対象会計年度前繰延税金負債 150

対象会計年度 1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 7 年 8 年 9 年 10年 11年 12年

10

10

10

190

190

- 150

150

（10）

（10）

（10） （10） （10） （140）

（110）

（50） （40） （190）

（10） （10） （10） （30）（50） （40） （190）

①集計繰延税金負債区分に係る
繰延税金負債増加額又は繰延税金負債減少額

- - - - - - - - - - -②移行対象会計年度前繰延税金負債
への取崩し額の配分

-
③集計繰延税金負債区分に係る

繰延税金負債増加額又は繰延税金負債減少額
（移行対象会計年度前繰延税金負債への取崩し額の配分後）

取戻繰延税金負債の計算
④繰延税金負債残高 200 200 350 340 290 250 60 50 40 30

60 50 40 30

-
⑤後入先出法に係る計上限度額 - - - - - 280 50 - - - - -

- - - - - 10

10 190 (140) (10) (10) (10) (30)

200 -⑥超過額（計上限度額が繰延税金負債残高
を超える場合のその超える部分の金額）

⑦前対象会計年度からの⑥の増減額

移行対象会計年度前繰延税金負債の取扱い（後入先出法の場合）
•  後入先出法の場合、繰延税金負債減少額は、まず移行対象会計年度以後繰延税金負債の取崩し額とみなす。
•  上記の事例では、繰延税金負債減少額はまず移行対象会計年度以後繰延税金負債の取崩し額とみなされるため、 5 ～11年について、繰延
　税金負債残高（上記④）から減額され、12年については、その一部により移行対象会計年度以後繰延税金負債が全額取り崩されたことから、
　その残額が移行対象会計年度前繰延税金負債の取崩し額とされる。

後入先出法による移行対象会計年度前に計上された繰延税金負債がある場合の取扱い

取戻繰延税金負債を後入先出法により算出する場合には、移行対象会計年度以後繰延税金負債（その総勘定元帳科目又は集計繰延税金負債区
分に係る繰延税金負債のうち、移行対象会計年度以後の各対象会計年度に計上されたもの）及び移行対象会計年度前繰延税金負債（総勘定元
帳科目又は集計繰延税金負債区分に係る繰延税金負債のうち、移行対象会計年度前に計上されたもの）の順に取り崩されたものとみなす（上
記⑵②ハ（ﾆ）ⅰをご参照ください。） 。

•　以下の表は、移行対象会計年度前繰延税金負債がある場合における集計繰延税金負債区分の各対象会計年度における繰延税金負債増加額及び
繰延税金負債減少額並びにそれらを踏まえた先入先出法の適用を示している。

対象会計年度単位のDTLの増減額（純額）
移行対象会計年度前繰延税金負債 150

対象会計年度

10 100 - -

- - - - - - -

- - - -

取戻繰延税金負債の計算
10 110 240 310 310 430 430 430 430 390
- - - - - 420 320 190 120 120

- - - - - 10 110 240 310 270

10 100 130 70

移行対象会計年度前繰延税金負債の取扱い（先入先出法の場合）

先入先出法による移行対象会計年度前に計上された繰延税金負債がある場合の取扱い

取戻繰延税金負債を先入先出法により算出する場合には、移行対象会計年度前繰延税金負債（総勘定元帳科目又は集計繰延税金負債区分に係
る繰延税金負債のうち、移行対象会計年度前に計上されたもの）及び移行対象会計年度以後繰延税金負債（その総勘定元帳科目又は集計繰延
税金負債区分に係る繰延税金負債のうち、移行対象会計年度以後の各対象会計年度に計上されたもの）の順に取り崩されたものとみなす（上
記⑵②ハ（ﾆ）ⅱをご参照ください。） 。

•  先入先出法の場合、繰延税金負債減少額は、まず移行対象会計年度前繰延税金負債の取崩し額とみなす。
•  上記の事例では、繰延税金負債減少額はまず移行対象会計年度前繰延税金負債の取崩し額とみなされるため、 7 ， 8 年につい

ては、繰延税金負債残高（上記④）は減額されず、10年については、移行対象会計年度前繰延税金負債が全額取り崩された後
のその残額により繰延税金負債残高が減額される。

①集計繰延税金負債区分に係る
繰延税金負債増加額又は繰延税金負債減少額

②移行対象会計年度前繰延税金負債
への取崩し額の配分

③集計繰延税金負債区分に係る
繰延税金負債増加額又は繰延税金負債減少額

（移行対象会計年度前繰延税金負債への取崩し額の配分後）

④繰延税金負債残高
⑤先入先出法に係る計上限度額

⑥超過額（計上限度額が繰延税金負債残高
を超える場合のその超える部分の金額）

⑦前対象会計年度からの⑥の増減額

1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 7 年 8 年 9 年 10年

（90）（80）

（80） （50）

（40）

（40）

（20）12070130

10 100 12070130

（20）
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ける取戻繰延税金負債についても、基本

的に上記と同様とされています（法規38

の35①②、38の37①、38の39①）。

⑷　自国内最低課税額に係る税に関する適用免除
基準
①　改正前の制度の概要
イ　概要
　「自国内最低課税額に係る税に関する適
用免除基準」（いわゆるQDMTTセーフ・
ハーバー）とは、特定多国籍企業グループ
等に属する構成会社等が我が国以外の国又
は地域の租税に関する法令において自国内
最低課税額に係る税を課することとされて
いる場合において、各対象会計年度のその
自国内最低課税額に係る税が一定の要件を
満たすときは、その対象会計年度のその構
成会社等の所在地国に係るグループ国際最
低課税額（その構成会社等が無国籍構成会
社等である場合にあっては、その構成会社
等に係るグループ国際最低課税額）を零と
することができる特例をいいます（旧法法
82の 2 ⑥）。
ロ　自国内最低課税額に係る税に関する適用
免除基準が適用されない一定の特定多国籍
企業グループ等
　自国内最低課税額に係る税が本特例の対
象となるかどうかは、国又は地域ごとに判
定されるものであり、特定多国籍企業グル
ープ等ごとに判定されるものではありませ
ん。しかし、その国又は地域の法制上の制
限等から、特殊な会社等に関して、自国内
最低課税額に係る税を課さない場合があり
得ます。
　このような場合においても、その自国内
最低課税額に係る税が本特例の対象外とな
ると影響が大きいことから、本特例の対象
としつつ、その自国内最低課税額に係る税
が課されない会社等又はその会社等の特定
多国籍企業グループ等に属する他の会社等

については、本特例は適用されないことと
されています（いわゆるスイッチオフ・ル
ール）。
　具体的には、我が国以外の国又は地域の
自国内最低課税額に係る税が、次に掲げる
場合のいずれかに該当するときは、各対象
会計年度の構成会社等の所在地国に係るグ
ループ国際最低課税額（その構成会社等が
無国籍構成会社等である場合にあっては、
その構成会社等に係るグループ国際最低課
税額）については、本特例は適用されない
こととされています（旧法規38の43④）。
イ　その自国内最低課税額に係る税に関す
る法令において、その特定多国籍企業グ
ループ等に属するその所在地国を所在地
国とする導管会社等に対してその自国内
最低課税額に係る税を課さないこととさ
れている場合
ロ　その自国内最低課税額に係る税に関す
る法令において、その対象会計年度に係
るその構成会社等のその国又は地域に係
るその自国内最低課税額に係る税の額が、
特定多国籍企業グループ等の対象会計年
度が国際的な事業活動の初期の段階にお
ける期間に該当する場合にその特定多国
籍企業グループ等のその国又は地域に係
る自国内最低課税額に係る税の額を零と
する規定（特定多国籍企業グループ等の
対象会計年度が国際的な事業活動の初期
の段階における期間に該当し、かつ、各
対象会計年度の国際最低課税額に対する
法人税又は外国におけるこれに相当する
税を課することとされているその特定多
国籍企業グループ等の最終親会社等、中
間親会社等又は被部分保有親会社等がそ
の特定多国籍企業グループ等に属する全
ての構成会社等（その国又は地域を所在
地国とするもので、かつ、その国又は地
域の租税に関する法令において自国内最
低課税額に係る税を課することとされて
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いるものに限ります。）及びその特定多
国籍企業グループ等に係る全ての共同支
配会社等（その国又は地域を所在地国と
するもので、かつ、その国又は地域の租
税に関する法令において自国内最低課税
額に係る税を課することとされているも
のに限ります。）の所有持分を有してい
ない場合にその特定多国籍企業グループ
等のその国又は地域に係る自国内最低課
税額に係る税の額を零とする規定を除き
ます。）の適用により零となる場合
ハ　その自国内最低課税額に係る税に関す
る法令において、その特定多国籍企業グ
ループ等に属するその所在地国を所在地
国とする他の構成会社等（各種投資会社
等を除きます。ハにおいて同じです。）
がある場合において、その構成会社等
（各種投資会社等に限ります。ハにおい
て同じです。）に代えて、当該他の構成
会社等に対してその構成会社等のその国
又は地域に係るその自国内最低課税額に
係る税を課することとされているとき。
（注）　共同支配会社等についても、上記と

同様とされています（旧法法82の 2 ⑬、

旧法令155の54、旧法規38の45①）。な

お、特定多国籍企業グループ等に係る

共同支配会社等の上記ロの適用につい

ては、我が国以外の国又は地域の租税

に関する法令において自国内最低課税

額に係る税を課することとされている

場合において、上記ロイ及びロの他に、

その特定多国籍企業グループ等に属す

るその国又は地域を所在地国とする構

成会社等（その共同支配会社等が各種

投資会社等である場合には、その共同

支配会社等に係る他の共同支配会社等

（各種投資会社等を除きます。）を含み

ます。）がある場合に、その共同支配会

社等に代えて、その構成会社等に対し

てその共同支配会社等のその国又は地

域に係るその自国内最低課税額に係る

税を課することとされているときは、

各対象会計年度のその共同支配会社等

の所在地国に係るグループ国際最低課

税額（その共同支配会社等が無国籍共

同支配会社等である場合にあっては、

その共同支配会社等に係るグループ国

際最低課税額）については、本特例は

適用されないこととされています（以

下「共同支配会社等に係るスイッチオ

フ・ルール」といいます。）。

②　改正の内容
　令和 6 年（2024年） 6 月に OECD により
公表された執行ガイダンス 6等において、ス
イッチオフ・ルールの見直しが行われたこと
から、国際合意に沿った改正が行われました。
イ　特定目的会社等に係るスイッチオフ・ル
ールの創設
　資産の流動化に関する法律第 2条第 2項
（定義）に規定する資産の流動化又はこれ
に類する行為を行うもの（イにおいて「特
定目的会社等」といいます。）は、利益を
その債権者等に配分するメカニズムを備え
ていることが一般的であり、多くの国又は
地域において特定目的会社等の段階におい
て課税を生じないこととする措置が講じら
れているところです。このような特定目的
会社等の性質を踏まえ、本執行ガイダンス
において、自国内最低課税額に係る税に関
する法令においても、一定の要件を満たす
特定目的会社等に対し自国内最低課税額に
係る税を課さないことができることとし、
このような自国内最低課税額に係る税を本
特例の対象としつつも、スイッチオフ・ル
ールが適用されることとされました。その
ため、本執行ガイダンスに沿って、新たな
スイッチオフ・ルールの類型として、特定
目的会社等に係るスイッチオフ・ルールを
創設する改正が行われました。
　具体的には、我が国以外の国又は地域
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（注）の自国内最低課税額に係る税に関す
る法令において、特定多国籍企業グループ
等に属するその所在地国を所在地国とする
構成会社等又はその特定多国籍企業グルー
プ等に係るその所在地国を所在地国とする
共同支配会社等のうち特定目的会社等に対
してその自国内最低課税額に係る税を課さ
ないこととされているとき（他の会社等
（その所在地国を所在地国とする他の構成
会社等又はその特定目的会社等に係る他の
共同支配会社等をいいます。イにおいて同
じです。）がある場合には、その特定目的
会社等に代えて、当該他の会社等に対して
その特定目的会社等に係る自国内最低課税
額に係る税を課することとされ、かつ、当
該他の会社等がない場合には、その特定目
的会社等に対してその自国内最低課税額に
係る税を課することとされている場合を除
きます。）は、スイッチオフ・ルールが適用
されることとされました（法規38の43④四）。
（注）　共同支配会社等についても、上記と同

様とされています（法規38の45①）。

ロ　導管会社等に係るスイッチオフ・ルール
等の見直し
　国際合意に沿って、上記①ロイに掲げる
場合に該当する場合におけるスイッチオ
フ・ルール（以下「導管会社等に係るスイ
ッチオフ・ルール」といいます。）、上記①
ロハに掲げる場合に該当する場合における
スイッチオフ・ルール（以下「各種投資会
社等に係るスイッチオフ・ルール」といい
ます。）及び共同支配会社等に係るスイッ
チオフ・ルールについて、次の見直しが行
われました。
イ　導管会社等に係るスイッチオフ・ルー
ルは、我が国以外の国又は地域（注）の
自国内最低課税額に係る税に関する法令
において、その特定多国籍企業グループ
等に属するその所在地国を所在地国とす
る導管会社等に対してその自国内最低課

税額に係る税を課さないこととされてい
る場合（その所在地国を所在地国とする
他の構成会社等がある場合には、その導
管会社等に代えて、当該他の構成会社等
に対してその導管会社等に係る自国内最
低課税額に係る税を課することとされ、
かつ、当該他の構成会社等がない場合に
は、その導管会社等に対してその自国内
最低課税額に係る税を課することとされ
ている場合を除きます。）に適用される
こととされました（法規38の43④一）。
ロ　各種投資会社等に係るスイッチオフ・
ルールは、我が国以外の国又は地域
（注）の自国内最低課税額に係る税に関
する法令において、構成会社等（各種投
資会社等に限ります。ロにおいて同じで
す。）に対してその自国内最低課税額に
係る税を課さないこととされている場合
（その特定多国籍企業グループ等に属す
るその所在地国を所在地国とする他の構
成会社等がある場合には、その構成会社
等に代えて、当該他の構成会社等に対し
てその構成会社等に係るその自国内最低
課税額に係る税を課することとされ、か
つ、当該他の構成会社等がない場合には、
その構成会社等に対してその自国内最低
課税額に係る税を課することとされてい
る場合を除きます。）に適用されること
とされました（法規38の43④三）。
ハ　共同支配会社等に係るスイッチオフ・
ルールは、我が国以外の国又は地域
（注）の自国内最低課税額に係る税に関
する法令において、共同支配会社等に対
してその自国内最低課税額に係る税を課
さないこととされている場合（その特定
多国籍企業グループ等に属するその所在
地国を所在地国とする構成会社等（その
共同支配会社等が各種投資会社等である
場合には、その共同支配会社等に係る他
の共同支配会社等を含みます。ハにおい
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て同じです。）がある場合には、その共
同支配会社等に代えて、その構成会社等
に対してその共同支配会社等に係るその
自国内最低課税額に係る税を課すること
とされ、かつ、その構成会社等がない場
合には、その共同支配会社等に対してそ
の自国内最低課税額に係る税を課するこ
ととされている場合を除きます。）に適
用されることとされました（法規38の45
①において準用する法規38の43④三）。

　すなわち、特定目的会社等に係るスイッチ
オフ・ルールを含め、一定の特殊な会社等に
対して自国内最低課税額に係る税を課さない
こととされている場合におけるスイッチオ
フ・ルールは、他の会社等がある場合には、
その特殊な会社等に代えて、当該他の会社等
に対してその特殊な会社等に係る自国内最低
課税額に係る税を課することとされ、かつ、
当該他の会社等がない場合には、その特殊な
会社等に対してその自国内最低課税額に係る
税を課することとされているときは適用され
ず、本特例が適用されることとされています。
（注）　各対象会計年度の国内最低課税額に対す

る法人税の創設に伴い、上記の「我が国以

外の国又は地域」は、令和 8 年 4 月 1 日以

後は「国等」とされています。

⑸　適用関係
　上記⑴から⑷までの改正は、内国法人の令和
7年 4月 1日以後に開始する対象会計年度の国
際最低課税額に対する法人税について適用し、
内国法人の同日前に開始した対象会計年度の国
際最低課税額に対する法人税については、従前
どおりとされています（改正法令附則15、改正
法規附則 6）。

2 　特定多国籍企業グループ等報告事項等
の提供制度の見直し

⑴　改正の内容
　特定多国籍企業グループ等報告事項等につい
て、令和 7 年（2025年） 1 月に OECD から公
表された「GloBE 情報申告書に関するドキュ
メント」（ 2において「2025年 1 月公表 GloBE
情報申告書に関するドキュメント」といいま
す。）の内容等を踏まえた次の見直しが行われ
ました。
①　2025年 1 月公表 GloBE 情報申告書に関す
るドキュメントにおいて、グループに関する
基本的事項のうち国別実効税率等の水準等に
ついては、報告単位の国又は地域等に対する
課税権を有する国又は地域がない場合には、
その提供は要しないこととされたことを踏ま
え、次のイに掲げる場合にはその国又は地域
等に係る法人税法施行規則第68条第 5項第 4
号イに掲げる事項（国別実効税率等の水準）
が特定多国籍企業グループ等報告事項等の範
囲から除外され、次のロに掲げる場合にはそ
の国又は地域等に係る同号ロに掲げる事項
（構成会社等に係るグループ国際最低課税額
等の水準）が特定多国籍企業グループ等報告
事項等の範囲から除外されました（法規68⑤
四イロ）。
イ　国別実効税率等の水準に係る構成会社等
又は共同支配会社等（無国籍構成会社等又
は無国籍共同支配会社等にあっては、その
無国籍構成会社等又は無国籍共同支配会社
等）に係る次に掲げる税を課することとさ
れるものがない場合
イ　各対象会計年度の国際最低課税額に対
する法人税又は外国におけるこれに相当
する税
ロ　各対象会計年度の国際最低課税残余額
に対する法人税又は外国におけるこれに
相当する税

ロ　構成会社等に係るグループ国際最低課税
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額又は共同支配会社等に係るグループ国際
最低課税額の水準に係る構成会社等又は共
同支配会社等（無国籍構成会社等又は無国
籍共同支配会社等にあっては、その無国籍
構成会社等又は無国籍共同支配会社等）に
係る上記イイ及びロに掲げる税を課するこ
ととされるものがない場合

②　法人税法施行規則第38条の28第21項又は第
23項（調整後対象租税額の計算）の規定の適
用を受けようとする旨及びこれらの規定の適
用を受けることをやめようとする旨が特定多
国籍企業グループ等報告事項等の範囲に追加
されました（法規68⑧⑨）。

（参考）　2025年 1 月公表GloBE情報申告書に関す

るドキュメントの内容等を踏まえた特定多

国籍企業グループ等報告事項等の提供様式

は、国税庁ホームページにおいて公表され

ています。

⑵　適用関係
①　上記⑴①の改正は、令和 7年 4月 1日以後
に提供の期限が到来する特定多国籍企業グル
ープ等報告事項等について適用することとさ
れています（改正法規附則 9①）。
②　上記⑴②の改正は、令和 7年 4月 1日から
施行されています（改正法規附則 1）。

四�　各事業年度の所得に対する法人税の額の計算における各対象
会計年度の国際最低課税残余額に対する法人税等の納付額及び
還付額の取扱い

　各事業年度の所得に対する法人税の額を計算す
る場合には、各対象会計年度の国際最低課税残余
額に対する法人税及び各対象会計年度の国内最低
課税額に対する法人税並びに国際最低課税額等に
係る特定基準法人税額に対する地方法人税及び国
内最低課税額に係る特定基準法人税額に対する地
方法人税の納付額は、損金の額に算入しないこと
とされ（法法38①）、その還付額は、益金の額に
算入しないこととされています（法法26①）。
　これに関連して、各対象会計年度の国際最低課
税残余額に対する法人税及び各対象会計年度の国
内最低課税額に対する法人税並びに国際最低課税
額等に係る特定基準法人税額に対する地方法人税
及び国内最低課税額に係る特定基準法人税額に対
する地方法人税の納付額は、債務確定の日の属す
る事業年度において利益積立金額から減算するこ
ととされ（法令 9 一）、その還付額は、還付を受
けることが確定した日の属する事業年度において
利益積立金額に加算することとされています（法
令 9一ホ）。
（注）　外国法人の各対象会計年度の国際最低課税残

余額に対する法人税及び各対象会計年度の国内

最低課税額に対する法人税の還付額については、

利益積立金額の加算項目である「法人税法第142

条の 2 第 1 項に規定する還付を受け又は充当さ

れる金額」（法令 9 一ホ）の対象から除外される

法人税を各事業年度の所得に対する法人税に限

定する改正が行われたことにより、還付を受け

ることが確定した日の属する事業年度において

利益積立金額に加算することとされました。

　なお、合併について法人税法第62条及び第62条
の 2の規定を適用する場合には、被合併法人の各
対象会計年度の国際最低課税残余額に対する法人
税及び各対象会計年度の国内最低課税額に対する
法人税並びに国際最低課税額等に係る特定基準法
人税額に対する地方法人税及び国内最低課税額に
係る特定基準法人税額に対する地方法人税として
納付する金額でその申告書の提出期限がその合併
の日以後であるものは、その被合併法人がその合
併により合併法人に移転をする負債に含まないこ
ととされています（法令123②）。

─�740�─

――国際課税関係の改正――



第二�　外国関係会社に係る所得の課税の特例（外国子
会社合算税制）等の見直し

Ⅰ　改正前の制度の概要

1　制度の概要

　外国子会社合算税制は、外国子会社等を利用し
た租税回避を抑制するため、一定の要件に該当す
る外国子会社等の所得に相当する金額について、
日本の親会社の所得とみなして合算し、日本で課
税する制度です。
　外国関係会社（注 1）がペーパー・カンパニー
等である場合（特定外国関係会社）又は経済活動
基準（注 2）のいずれかを満たさない場合（対象
外国関係会社）には、その外国関係会社の所得に
相当する金額について、その外国関係会社の各事
業年度終了の日の翌日から 2月を経過する日を含
む内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、
益金の額に算入することとされています（会社単
位の合算課税）。
（注 1）　上記の「外国関係会社」とは、居住者・内

国法人等が直接又は間接に50％を超える持分

を有する外国法人又は居住者・内国法人が外

国法人の残余財産のおおむね全部について分

配を請求することができるなど会社財産に対

する支配関係がある場合のその外国法人をい

います。以下同じです。
（注 2）　上記の「経済活動基準」とは以下の基準を

いいます。
　　⑴　事業基準（主たる事業が株式の保有等の

一定の事業でないこと）

　　⑵　実体基準（本店所在地国に主たる事業に

必要な事務所等を有すること）

　　⑶　管理支配基準（本店所在地国において事

業の管理、支配及び運営を自ら行っている

こと）

　　⑷　次のいずれかの基準

　　①　所在地国基準（主として本店所在地国

で事業を行っていること）

　　※　下記以外の業種に適用

　　②　非関連者基準（主として関連者以外の

者と取引を行っていること）

　　※　卸売業、銀行業、信託業、金融商品

取引業、保険業、水運業、航空運送業、

航空機貸付業に適用

　また、外国関係会社が経済活動基準を全て満た
す場合（部分対象外国関係会社）であっても、配
当、利子等の一定の受動的所得については、その
外国関係会社の各事業年度終了の日の翌日から 2
月を経過する日を含む内国法人の各事業年度の所
得の金額の計算上、益金の額に算入することとさ
れています（受動的所得の合算課税）。
　ただし、外国関係会社の租税負担割合が一定
（特定外国関係会社は27％、それ以外の外国関係
会社は20％）以上の場合には、合算課税の適用を
免除することとされています。

2 　書類添付義務・保存義務

　内国法人は、添付対象外国関係会社（次に掲げ
る外国関係会社をいいます。以下同じです。）の
各事業年度の貸借対照表及び損益計算書その他の
一定の書類（注）を当該各事業年度終了の日の翌
日から 2月を経過する日を含む各事業年度の確定
申告書に添付しなければならないこととされてい
ます（旧措法66の 6 ⑪）。
⑴　租税負担割合が20％未満である部分対象外国
関係会社（当該各事業年度において次のいずれ
かに該当する事実がある部分対象外国関係会社
（添付不要部分対象外国関係会社）を除きます。）
①　各事業年度における部分適用対象金額が
2,000万円以下であること。
②　各事業年度の決算に基づく所得の金額に相
当する金額のうちに当該各事業年度における
部分適用対象金額の占める割合が 5％以下で
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あること。
⑵　租税負担割合が20％未満である対象外国関係
会社
⑶　租税負担割合が27％未満である特定外国関係
会社

（注）　上記の「一定の書類」とは、添付対象外国関

係会社に係る次に掲げる書類その他参考となる

べき事項を記載した書類をいいます（旧措規22

の11㊽）。

①�　貸借対照表及び損益計算書（これに準ずる

ものを含みます。）

②�　株主資本等変動計算書、損益金の処分に関

する計算書その他これらに準ずるもの

③�　①に掲げるものに係る勘定科目内訳明細書

④�　本店所在地国の法人所得税（外国における

各対象会計年度の国際最低課税額に対する法

人税に相当する税（いわゆる IIR に係る税）、

法人税法施行令第155条の34第 2 項第 3 号に掲

げる税（いわゆるUTPR に係る税）及び自国

内最低課税額に係る税（いわゆるQDMTTに

係る税）を除きます。）に関する法令により課

される税に関する申告書で各事業年度に係る

ものの写し

⑤�　企業集団等所得課税規定の適用がないもの

とした場合に計算される法人所得税の額に関

する計算の明細を記載した書類及びその法人

所得税の額に関する計算の基礎となる書類で

各事業年度に係るもの

⑥�　各事業年度終了の日における株主等の氏名

及び住所又は名称及び本店若しくは主たる事

務所の所在地並びにその有する株式等の数又

は金額を記載した書類

⑦�　各事業年度終了の日における内国法人と添

付対象外国関係会社との間に介在する外国法

人の株主等に係る⑥に掲げる書類

　また、添付不要部分対象外国関係会社について
は、受動的所得の合算課税の適用による合算所得
が生じないため、租税回避リスクの把握と申告事
務とのバランスを考慮して、その添付不要部分対
象外国関係会社の各事業年度の上記の一定の書類

と同様の書類を整理し、起算日（添付不要部分対
象外国関係会社の各事業年度終了の日の翌日から
2月を経過する日を含む各事業年度の確定申告書
の提出期限の翌日）から 7年間（欠損金額が生じ
た事業年度に係る書類にあっては、10年間）、そ
の書類を納税地に保存しなければならないことと
されています（措法66の 6 ⑫、旧措規22の11㊿�
�において準用する旧措規22の11㊽）。

3 　控除対象所得税額等相当額の控除

　内国法人が本税制の適用を受ける場合には、次
に掲げる金額の合計額のうち、外国関係会社の課
税対象金額、部分課税対象金額又は金融子会社等
部分課税対象金額に対応する部分の金額に相当す
る金額を、内国法人において本税制の適用を受け
る事業年度におけるその内国法人の法人税の額か
ら控除することとされています（旧措法66の 7 ④）。
⑴　外国関係会社に対して課される所得税の額、
法人税（退職年金等積立金に対する法人税を除
きます。）の額及び地方法人税（退職年金等積
立金に係る基準法人税額に対する地方法人税を
除きます。）の額（これらの税額に係る附帯税
の額を除きます。）
⑵　外国関係会社に対して課される道府県民税法
人税割（地方税法第 1条第 2項において準用す
る同法第 4条第 2項（第 1号に係る部分に限り
ます。）又は同法第734条第 2項（第 2号に係る
部分に限ります。）の規定により都が課するも
のを含むものとし、退職年金等積立金に対する
法人税に係るものを除きます。）の額及び市町
村民税法人税割（同法第734条第 2 項（第 2 号
に係る部分に限ります。）の規定により都が課
するものを含むものとし、退職年金等積立金に
対する法人税に係るものを除きます。）の額

Ⅱ　改正の内容

1　改正の趣旨・背景

　令和 5年度税制改正において、グローバル・ミ
ニマム課税（第 2 の柱）を構成する制度のうち
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「各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人
税」が創設されました。
　これに伴い、対象企業に追加的な事務負担が生
じることを契機として、同年度税制改正において、
外国子会社合算税制における特定外国関係会社に
ついては、租税負担割合が27％以上（改正前：30
％以上）の場合に会社単位の合算課税の適用を免
除すること等の見直しが行われました。また、令
和 6年度税制改正においても、ペーパー・カンパ
ニー特例における収入割合要件について見直しが
行われました。
　令和 7年度税制改正においては、グローバル・
ミニマム課税のうち残されていた 2 つのルール
（軽課税所得ルール（UTPR）・国内ミニマム課税
（QDMTT））に対応する制度として「各対象会計
年度の国際最低課税残余額に対する法人税」と
「各対象会計年度の国内最低課税額に対する法人
税」が創設されたところです。同年度税制改正に
おいても、引き続き、対象企業の事務負担に配慮
した改正（これらの制度創設に伴う規定の整備を
含みます。）が行われています。

2 　GloBE ルールの導入に伴う事務負担
の軽減に関する見直し

⑴　課税対象金額等の合算時期の見直し
　従前の制度（会社単位の合算課税・受動的所
得の合算課税）では、外国関係会社の各事業年
度終了の日の翌日から 2月を経過する日を含む
内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、
益金の額に算入することとされていました。そ
のため、例えば、一般的に多く見受けられる12
月決算の外国関係会社（外国子会社）を有する
3月決算の内国法人（親会社）のケースでは、
その合算時期が決算期末の直前となることから、
法人税の申告期限までの時間が限られているた
め、多数の外国関係会社を有する内国法人にあ
っては申告に係る事務負担が過重であるとの指
摘もあったところです。
　このような状況等を踏まえ、今般の改正にお
いて、外国関係会社の各事業年度終了の日の翌

日から 4月を経過する日を含む内国法人の各事
業年度の所得の金額の計算上、益金の額に算入
することとされました（措法66の 6 ①⑥⑧⑪）。
これにより、例えば、上記のケースでは、内国
法人（親会社）の翌事業年度に合算時期が到来
することになります。
　また、この改正に伴い、内国法人が外国関係
会社の各事業年度終了の日以後 2月を経過する
日までの間に合併により解散した場合における
外国関係会社の判定に係る特例（措令39の20
②）やその他の規定（措令39の17の 4 ⑨、措規
22の11�）についても必要な見直しが行われて
います。

⑵　書類添付義務・保存義務の対象とされる書類
の見直し
　申告事務負担の軽減の観点から、書類添付義
務の対象とされる書類の範囲についても見直し
が行われています。具体的には、その範囲から
次に掲げる書類を除外する改正が行われていま
す（措規22の11㊽）。
①　株主資本等変動計算書、損益金の処分に関
する計算書その他これらに準ずるもの
②　貸借対照表及び損益計算書（これに準ずる
ものを含みます。）に係る勘定科目内訳明細
書
　また、この改正に伴い、書類保存義務の対象
とされる書類の範囲についても同様の見直しが
行われています（措規22の11�において準用す
る措規22の11㊽）。

3 　控除対象所得税額等相当額の控除の見
直し

　今般の改正において各対象会計年度の国際最低
課税残余額に対する法人税（UTPR）が創設され
ています。UTPR は、恒久的施設等を有する外
国法人についてもその課税の対象とするものです。
そのため、UTPR と本税制との計算の循環を防
止する観点から、本控除制度の対象から外国関係
会社に対して課される各対象会計年度の国際最低
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課税残余額に対する法人税を除外する等の改正が
行われています（措法66の 7 ④）。
（注）　GloBEルール（IIR・UTPR）では、まず外国

子会社合算税制による課税額が確定され、GloBE

ルールにおいてその確定した課税額を勘案して

国別実効税率の計算を行うこととされています。

4 　居住者の外国関係会社に係る所得の課
税の特例

　居住者の外国関係会社に係る所得の課税の特例
についても、上記 1及び 2と基本的に同様の改正
が行われています（措法40の 4 ①⑥⑧⑪、措規18
の20㊱㊳）。

5 　関連制度の見直し

　内国法人が、その経済実態や実質的な株主構成
を変えずに、外国法人の子会社となるような事象
をコーポレート・インバージョンとして捉え、こ
のような外国法人の所得を内国法人等の所得とみ
なして課税することとされる制度（特殊関係株主
等である内国法人等に係る外国関係法人に係る所
得の課税の特例）についても、上記 1から 3まで
と基本的に同様の改正が行われています（措法40
の 7 ①⑥⑧⑪、66の 9 の 2 ①⑥⑧⑪、措令39の20
の 5 ⑦、39の20の 9 ③、措規18の20の 2 ⑬⑮、22
の11の 3 ⑭⑯）。

Ⅲ　適用関係

1 　上記Ⅱ 1から 3までの改正は、内国法人の令
和 7年 4月 1日以後に開始する事業年度に係る
新適用対象金額等（適用対象金額及びその適用
対象金額に係る課税対象金額、部分適用対象金
額及びその部分適用対象金額に係る部分課税対
象金額並びに金融子会社等部分適用対象金額及
びその金融子会社等部分適用対象金額に係る金
融子会社等部分課税対象金額をいい、その内国
法人に係る外国関係会社の同年 2月 1日以後に
終了する事業年度に係るものに限ります。）に
ついて適用し、内国法人の同年 4月 1日前に開
始した事業年度に係る適用対象金額及びその適

用対象金額に係る課税対象金額、部分適用対象
金額及びその部分適用対象金額に係る部分課税
対象金額並びに金融子会社等部分適用対象金額
及びその金融子会社等部分適用対象金額に係る
金融子会社等部分課税対象金額については、従
前どおりとされています（改正法附則50①）。
（注）　上記Ⅱ 5のうち、特殊関係株主等である内

国法人に係る外国関係法人に係る所得の課税

の特例についても同様です（改正法附則50③）。

2　新制度と旧制度の重複適用を回避する観点か
ら、上記 1を適用関係に係る原則としつつ、上
記 1の特例が措置されています。具体的には、
内国法人の令和 7年 4月 1日前に開始した事業
年度に係る旧適用対象金額等（適用対象金額及
びその適用対象金額に係る課税対象金額、部分
適用対象金額及びその部分適用対象金額に係る
部分課税対象金額並びに金融子会社等部分適用
対象金額及びその金融子会社等部分適用対象金
額に係る金融子会社等部分課税対象金額をいい、
その内国法人に係る外国関係会社の令和 6年12
月 1 日から令和 7年 1月31日までの間に終了す
る事業年度（その事業年度終了の日の翌日から
4月を経過する日を含むその内国法人の事業年
度が同年 4月 1日以後に開始するものである場
合に限ります。）に係るものに限ります。）につ
いては、上記 1にかかわらず、改正後の規定を
適用することができることとされています（改
正法附則50②）。
（注）　上記Ⅱ 5のうち、特殊関係株主等である内

国法人に係る外国関係法人に係る所得の課税

の特例についても同様です（改正法附則50④）。

3　上記Ⅱ 4の改正は、居住者の令和 8年分以後
の各年分に係る新適用対象金額等（適用対象金
額及びその適用対象金額に係る課税対象金額、
部分適用対象金額及びその部分適用対象金額に
係る部分課税対象金額並びに金融子会社等部分
適用対象金額及びその金融子会社等部分適用対
象金額に係る金融子会社等部分課税対象金額を
いい、その居住者に係る外国関係会社の令和 7
年11月 1 日以後に終了する事業年度に係るもの
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に限ります。）について適用し、居住者の令和
7年分以前の各年分に係る適用対象金額及びそ
の適用対象金額に係る課税対象金額、部分適用
対象金額及びその部分適用対象金額に係る部分
課税対象金額並びに金融子会社等部分適用対象
金額及びその金融子会社等部分適用対象金額に
係る金融子会社等部分課税対象金額については、
従前どおりとされています（改正法附則36①）。
（注）　上記Ⅱ 5のうち、特殊関係株主等である居

住者に係る外国関係法人に係る所得の課税の

特例についても同様です（改正法附則36③）。

4　居住者の令和 7年分以前の各年分に係る旧適
用対象金額等（適用対象金額及びその適用対象

金額に係る課税対象金額、部分適用対象金額及
びその部分適用対象金額に係る部分課税対象金
額並びに金融子会社等部分適用対象金額及びそ
の金融子会社等部分適用対象金額に係る金融子
会社等部分課税対象金額をいい、その居住者に
係る外国関係会社の令和 7年 9月 1日から同年
10月31日までの間に終了する事業年度に係るも
のに限ります。）については、上記 3 にかかわ
らず、改正後の規定を適用することができるこ
ととされています（改正法附則36②）。
（注）　上記Ⅱ 5のうち、特殊関係株主等である居

住者に係る外国関係法人に係る所得の課税の

特例についても同様です（改正法附則36④）。

外国子会社合算税制の改正に係る適用関係

6.12. 1 ～7.1.31

8 年 3 月期

外国関係会社
（CFC）

外国関係会社
（CFC）

親会社
（ 3 月決算） 7 年 3 月期

令7.4.1施行

【経過措置の概要・趣旨】
　  内国法人の施行日（令和 7 年 4 月１日）以後開始事業年度から新法適用とする。
　　　（※）新法の適用を享受する主なケースは外国関係会社（令 6 .12決算）・親会社（令 7 . 3 決算）。
　  しかし、上記の適用関係をそのまま規定した場合、令和 6 年12月 1 日から令和 7 年 1 月31日までの間に終了する外国関係会社の事業年度
　  に係る適用対象金額等について、改正前・改正後の措法66の 6 が適用され、二重課税が生じることとなる。

4 月2 月

4 月

2 月

新措法66の 6 による合算旧措法66の 6 による合算

令6.12.1～7.1.31

令7.4.1施行

【特例】
旧措法66の 6 を不適用とし、新措法66の
6 を適用することができる

令7.2.1以後終了事業年度～  新法適用【原則】

上記の問題を回避するため、適用関係の原則と特例を次のとおり定めることとする。
 ［原則］
　　　　内国法人の施行日以後に開始する事業年度に係る外国関係会社の適用対象金額等（外国関係会社の令和 7 年 2 月 1 日以後に終了す
　　　る事業年度に係るものに限る。）について適用する。
 ［特例］
　　　　内国法人の施行日前に開始した事業年度に係る外国関係会社の適用対象金額等（外国関係会社の令和 6 年12月 1 日から令和 7 年 1
　　　月31日までの間に終了する事業年度（当該事業年度終了の日の翌日から 4月を経過する日を含む当該内国法人の事業年度が施行日以
　　　後に開始するものである場合に限る。）に係るものに限る。）については、納税者の選択により、新法適用を選択することができる特
　　　例を設ける。

親会社
（ 3 月決算） 7 年 3 月期 8 年 3 月期
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第三　その他

一�　令和 9年に開催される2027年国際園芸博覧会の公式参加
者等に係る課税の特例の創設

1 　制度創設の経緯及び趣旨

　令和 3年 6月22日、神奈川県横浜市における国
際園芸博覧会（注 1）については、令和 9 年
（2027年）に開催することとし、国際博覧会に関
する条約（略称：国際博覧会条約）上の手続を進
めることが閣議了解されました。
（注 1）　国際園芸博覧会は、「国際的な園芸文化の普

及や花と緑のあふれる暮らし、気候変動など

の社会的な課題解決等への貢献を目的に、国

際的な機関の手続を経て開催される博覧会」

であり、「人類の英知を共有するとともに、風

土・文化を見つめ直し、現在の社会が抱える

共通課題に対する将来像を示す場として開催

されてきた」ものです（「2027年国際園芸

博覧会（GREEN×EXPO2027）の準備及び運

営に関する施策の推進を図るための基本方針」

（令和 5年 8月31日関係閣僚会議決定））。

　その後、日本国政府は令和 4年 6月17日に博覧
会国際事務局（BIE：Bureau�International�des�
Expositions）に対し認定申請書を提出し、同年
11月28日にフランス・パリで開催された第171回
BIE 総会において、2027年国際園芸博覧会の
認定申請が承認され、2027年国際園芸博覧会
が国際博覧会条約に基づく国際博覧会として認定
されました。
　2027年国際園芸博覧会は、令和 9年 3月19
日から 9月26日までの日程で開催され、70の国・
国際機関からの参加が目標とされていることから、
その準備及び運営のために、相当数の国・国際機
関及びこれらの国・国際機関から博覧会関連業務
の委託を受けた外国法人等が国内に拠点を設ける
ほか、これらの国・国際機関等に勤務する非居住
者もまた相当数来日することが想定されます。

　今般の改正においては、2027年国際園芸博
覧会が、令和 9年に開催される国際園芸博覧会の
準備及び運営のために必要な特別措置に関する法
律において「国家的に重要な意義を有する」もの
と位置付けられており、その円滑な準備及び運営
に万全を期す必要があることに加え、2027年
国際園芸博覧会と同クラスで開催された近年の国
際園芸博覧会（注 2）においては、開催国におい
て同様の課税上の取扱いが行われることが通例に
なっていること等を踏まえ、2027年国際園芸
博覧会の公式参加者等である外国法人に対する法
人税等の非課税措置を創設することとされました
（注 3）。
（注 2）　国際園芸博覧会には、A 1 、B、C、Dの 4

つのクラスがあり、2027年国際園芸博覧

会は最上位（A 1クラス）の国際園芸博覧会と

されています。なお、国際園芸博覧会を開催

する場合には、国際園芸家協会（AIPH：

Association�Internationale�des�Producteurs�

de� l’Horticulture）の承認を得る必要がありま

すが、最上位であるA 1 クラスの国際園芸博

覧会については国際博覧会条約に基づく博覧

会国際事務局の認定も受ける必要があります。
（注 3）　2027年国際園芸博覧会と同様に、国際

博覧会条約に基づく国際博覧会として開催さ

れ、かつ、その円滑な準備及び運営に資する

ために必要な特別措置法が制定されている

2025年日本国際博覧会（略称：大阪・関

西万博）については、令和 4 年 2 月15日に

「2025年日本国際博覧会に関する特権及び

免除に関する日本国政府と博覧会国際事務局

との間の協定」（略称：2025年日本国際博

覧会に関する特権・免除協定）が署名され、

我が国においては同年 5 月20日に国会承認が
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なされ、その後、日本国政府及び博覧会国際

事務局間での外交上の公文の交換を経て、同

年 8 月25日に効力を生ずることとされました

が、この2025年日本国際博覧会に関する

特権・免除協定において、2025年日本国

際博覧会の公式参加者の陳列区域代表事務所

等である外国法人に対する法人税等の免除と

いった本非課税措置と同様の課税上の取扱い

が定められています。
（参考）　令和 9 年に開催される国際園芸博覧会の準

備及び運営のために必要な特別措置に関する

法律（令和 4年法律第15号）（抄）

（趣旨）

第 1 条　この法律は、令和 9 年に開催される

国際園芸博覧会（以下「博覧会」という。）

が国家的に重要な意義を有することに鑑み、

博覧会の円滑な準備及び運営に資するため、

国際園芸博覧会協会の指定等について定め

るとともに、国の補助、国有財産の無償使用、

寄附金付郵便葉書等の発行の特例等の特別

の措置を講ずるものとする。

2 　制度の内容

⑴　令和 9年に開催される2027年国際園芸博
覧会の公式参加者である外国法人等に対する法
人税の非課税措置
①　措置の概要
　　令和 9年に開催される2027年国際園芸
博覧会の公式参加者及びその公式参加者の博
覧会関連業務を行う一定の外国法人並びに博
覧会国際事務局の恒久的施設帰属所得等（令
和 7年 4月 1日から令和10年 3 月31日までの
間に行う博覧会関連業務に係るものに限りま
す。）については、法人税を課さないことと
されました（措法67の16の 2 ①）。
②　非課税の対象となる者
　非課税の対象となる外国法人は、次に掲げ
る外国法人とされています（措法67の16の 2
①）。
イ　公式参加者（注）

（注）　「公式参加者」とは、日本国政府からの

2027年国際園芸博覧会への参加の公

式の招請を受け入れた外国又は国際機関

（外国法人に限ります。）をいいます（措

法29一）。

ロ　公式参加者の博覧会関連業務を行う一定
の外国法人（注 1）
（注 1）　「公式参加者の博覧会関連業務を行う

一定の外国法人」とは、公式参加者の

博覧会関連業務（注 2）を行う外国法

人で、2027年国際園芸博覧会特別

規則（注 3）の定めるところにより、

その公式参加者によりその公式参加者

に係る陳列区域政府委員事務所として

公益社団法人2027年国際園芸博覧

会協会に対して通知されたものをいい

ます（措法29二、措規11の 2 ）。
（注 2）　「博覧会関連業務」とは、2027年

国際園芸博覧会の準備又は運営に関す

る業務で営利を目的としないものをい

います（措法29）。
（注 3）　「2027年国際園芸博覧会特別規

則」とは、2027年国際園芸博覧会

一般規則の規定に基づいて制定された

規則をいいます（措規11の 2 ）。なお、

この「2027年国際園芸博覧会一般

規則」とは、国際博覧会条約第27条｟

総会の会合の開催及び総会が行う決定

事項｠の規定に基づいて制定された

2027年国際園芸博覧会一般規則を

いいます（2027年国際園芸博覧会

政府委員の設置に関する臨時措置法 3）。

なお、2027年国際園芸博覧会一般

規則第34条｟特別規則の一覧及び工

程｠において、「開催国政府は、特別規

則の草稿を博覧会国際事務局に提出し

承認を得る。」とされています。

ハ　博覧会国際事務局
③　非課税の対象となる所得
　非課税の対象となる所得は、上記②イから
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ハまでに掲げる外国法人の各事業年度の次に
掲げる国内源泉所得（令和 7年 4月 1日から
令和10年 3 月31日までの間に行う博覧会関連
業務に係るものに限ります。④及び⑥におい
て「対象国内源泉所得」といいます。）とさ
れています（措法67の16の 2 ①、措令39の33
の 2 の 2 ①）。
イ　恒久的施設帰属所得（法法138①一）
ロ　その他国内源泉所得（法法138①六）の
うち次に掲げるもの
イ　国内において行う業務又は国内にある
資産に関し受ける保険金、補償金又は損
害賠償金（これらに類するものを含みま
す。）に係る所得（法令180一）
ロ　国内にある資産の贈与を受けたことに
よる所得（法令180二）
ハ　国内において行う業務又は国内にある
資産に関し供与を受ける経済的な利益に
係る所得（法令180五）

④　非課税の対象となる所得に係る損失の取扱
い
　上記①のとおり外国法人につき対象国内源
泉所得に対する法人税が非課税とされること
の対称的な取扱いとして、上記②イからハま
でに掲げる外国法人の対象国内源泉所得に係
る所得の金額の計算上損金の額に算入すべき
金額が益金の額に算入すべき金額を超える場
合におけるその超える部分の金額に相当する
金額は、法人税法その他法人税に関する法令
の規定の適用については、ないものとみなす
こととされています（措法67の16の 2 ②、措
令39の33の 2 の 2 ②）。
⑤　本措置の適用期限
　本措置は、上記③イ又はロに掲げる国内源
泉所得のうち、令和 7年 4月 1日から令和10
年 3 月31日までの間に行う博覧会関連業務に
係るものに限って適用することとされていま
す（措法67の16の 2 ①②）。
⑥　本措置の適用がある場合の特例
　本措置の適用がある場合には、対象国内源

泉所得が非課税となることを踏まえ、外国法
人に係る確定申告書の提出を要しない場合
（法法144の 6 ①②）及び外国普通法人となっ
た旨の届出書の提出を要しない場合（法法
149①）における非課税規定（法令203、211
（令和 8 年 4 月 1 日以後：213））の対象に、
本措置を加えることとされています（措令39
の33の 2 の 2 ③、改正措令附則20）。したが
って、例えば、上記②イからハまでに掲げる
外国法人が対象国内源泉所得のみを有するよ
うな場合には、確定申告書及び外国普通法人
となった旨の届出書の提出は不要となります。
　上記のほか、本措置の適用がある場合には、
法人税法及び租税特別措置法の一定の規定に
ついて所要の特例措置が講じられています
（措法67の16の 2 ③、措令39の33の 2 の 2 ③、
措規22の19の 3 の 2 ）。

⑵　令和 9年に開催される2027年国際園芸博
覧会の公式参加者に勤務する非居住者等の給与
に対する所得税の非課税措置
①　措置の概要
　令和 9年に開催される2027年国際園芸
博覧会の公式参加者及びその公式参加者の博
覧会関連業務を行う一定の外国法人に勤務す
る非居住者等並びに博覧会国際事務局の事務
局長等である非居住者の給与（令和 7年 4月
1日から令和10年 3 月31日までの間に行う博
覧会関連業務に係る勤務に基因するものに限
ります。）については、所得税を課さないこ
ととされました（措法29）。
②　非課税の対象となる者
　非課税の対象となる非居住者は、恒久的施
設を有しない非居住者で次に掲げる者とされ
ています（措法29、措令19の 2 、措規11の 2 ）。
イ　公式参加者に勤務する者
ロ　公式参加者の博覧会関連業務を行う一定
の外国法人に勤務する者
ハ　公式参加者が次に掲げる任務のために任
命する者又はその者のその任務に係る事務
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の代理をする者
イ　上記の公式参加者の2027年国際園
芸博覧会の会場における展示について責
任を有すること。
ロ　上記イの展示の内容を2027年国際
園芸博覧会政府委員に通知すること。

ニ　博覧会国際事務局の事務局長又は博覧会
国際事務局の事務局の職員

③　非課税の対象となる所得
　非課税の対象となる所得は、恒久的施設を
有しない非居住者で上記②イからニまでに掲
げる者の所得税法第161条第 1 項第12号イ
｟国内源泉所得｠に掲げる給与（令和 7 年 4
月 1日から令和10年 3 月31日までの間に行う
特定勤務（注）に基因するものに限ります。）
とされています（措法29）。

（注）　「特定勤務」とは、博覧会関連業務に係る

勤務をいいます（措法29）。

④　本措置の適用期限
　本措置は、令和 7年 4月 1日から令和10年
3 月31日までの間に行う特定勤務に基因する
給与（所法161①十二イ）に限って適用する
こととされています（措法29）。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑴の改正は、上記 2 ⑴②イからハまで
に掲げる外国法人の令和 7年 4月 1日以後に終
了する事業年度分の法人税について適用するこ
ととされています（改正法附則53）。
⑵　上記 2 ⑵の改正は、令和 7年 4月 1日から施
行されています（改正法附則 1）。

二�　非居住者に係る金融口座情報の自動的交換のための報告制度
の改正

1 　任意届出書の提出の際に提示する居住
地国確認書類等の範囲の改正

⑴　改正前の制度の概要
　非居住者に係る金融口座情報の自動的交換の
ための報告制度（実特法10の 5 ～10の10）は、
租税条約等に基づき、「共通報告基準（CRS：
Common�Reporting�Standard）」に従った自動
的情報交換を実施する観点から設けられていま
す。
　我が国においては、平成29年から金融機関等
による対象口座の特定手続を行い、これまで、
平成29年分から令和 5年分までの報告を金融機
関等から受け、租税条約等に基づき、CRS に
従った税務当局間の自動的情報交換が実施され
ています。
（注）　令和 5 事務年度の上記の自動的情報交換で

は、我が国から約51万件（個人口座約49万件、

同残高約1.1兆円、法人口座約 2 万件、同残高

約4.5兆円）の非居住者・外国法人に係る金融

口座情報が80か国・地域の外国税務当局に提

供され、また、93か国・地域の外国税務当局

から約246万件（個人口座約243万件、同残高

約8.2兆円、法人口座約 3 万件、同残高約6.0兆

円）の居住者・内国法人に係る金融口座情報

が我が国に提供されています（令和 7 年 1 月、

国税庁報道発表資料「令和 5 事務年度　租税

条約等に基づく情報交換事績の概要」より）。

①　居住地国等の特定手続
イ　新規特定取引に関する特定手続
　平成29年 1 月 1 日以後に報告金融機関等
との間でその営業所等を通じて特定取引を
行う者は、特定対象者の氏名又は名称、住
所又は本店等の所在地、居住地国、外国の
納税者番号等の所定の事項を記載した届出
書（以下「新規届出書」といいます。）を、
その特定取引を行う際、その報告金融機関
等の営業所等の長に提出しなければならな
いこととされています（実特法10の 5 ①）。
ロ　既存特定取引に関する特定手続
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イ　報告金融機関等による特定対象者の住
所等所在地国と認められる国又は地域の
特定手続
　報告金融機関等は、平成28年12月31日
以前にその報告金融機関等との間でその
営業所等を通じて特定取引を行った者で
同日においてその特定取引に係る契約を
締結しているものにつき、所定の期限ま
でに、その者のステイタスに応じた各特
定手続を実施し、その報告金融機関等の
保有する特定対象者の住所その他の情報
に基づきその特定対象者の住所等所在地
国と認められる国又は地域を特定しなけ
ればならないこととされています（実特
法10の 5 ②）。具体的に、個人が行った
特定取引に係る契約についての特定手続
は、以下のとおり実施することとされて
います。
（注 1）　「住所等所在地国」とは、特定対象

者の住所又は本店若しくは主たる事

務所の所在する国又は地域をいいま

す（実特法10の 5 ②）。
（注 2）　一定期間取引等がない特定取引契

約に係る特定手続の取扱い
　　　　報告金融機関等は、次に掲げる要

件の全てを満たす特定取引に係る契

約については、平成29年 1 月 1 日以

後にその特定取引を行った個人がそ

の報告金融機関等との間で下記①の

取引又は下記②の通信を行うまでの

間は、住所等所在地国と認められる

国又は地域の特定を要しないことと

されていますが、同日以後に下記①

の取引又は下記②の通信を行うこと

となった場合には、その行うことと

なった日から 2 年を経過する日（そ

の行うこととなった日におけるその

特定取引に係る特定取引契約資産額

が 1 億円を超えるものにあっては、

同日から 1年を経過する日）までに、

その個人のステイタスに応じてその

報告金融機関等の保有する特定対象

者の住所その他の情報に基づき住所

等所在地国と認められる国又は地域

を特定しなければならないこととさ

れています（実特法10の 5 ②、実特

令 6の 3⑰㉓四）。
　　①　平成29年 1 月 1 日前 3 年以内に

その特定取引を行った個人との間

でその特定取引に係る払出し、譲

渡その他の取引がないこと。

　　②　平成29年 1 月 1 日前 6 年以内に

その特定取引を行った個人との間

で電話その他の方法によるその特

定取引を行った者からの通信がな

いこと。

　　③　平成28年12月31日におけるその

特定取引に係る特定取引契約資産

額が10万円以下であること。

（注 3）　「特定取引契約資産額」とは、特定

取引に係る契約に係る資産の価額を

いいます（実特令 6の 3㉔三）。

ⅰ　個人既存低額特定取引契約者の住所
等所在地国と認められる国又は地域の
特定手続
　報告金融機関等は、個人既存低額特
定取引契約者につき、平成30年12月31
日までに、以下の特定手続を実施しな
ければならないこととされています
（実特法10の 5 ②）。
（注 1）　「個人既存低額特定取引契約者」

とは、個人既存特定取引契約者

（注 2）で、平成28年12月31日に

おいて特定取引に係る契約（同日

におけるその特定取引に係る特定

取引契約資産額が 1 億円以下であ

るものに限ります。）を締結して

いるものをいいます（実特令 6 の

3㉔一）。
（注 2）　「個人既存特定取引契約者」とは、

─�750�─

――国際課税関係の改正――



平成28年12月31日以前に報告金融

機関等との間でその営業所等を通

じて特定取引を行った個人（特定

組合員である個人を除きます。）

をいいます（実特令 6の 3㉔二）。

ⅰ　特定取引データベースの検索によ
る特定手続
　報告金融機関等は、個人既存低額
特定取引契約者につき、その保有す
る特定取引データベースにおいてそ
の個人既存低額特定取引契約者に係
る住所等所在地国情報を検索しなけ
ればならないこととされています
（実特令 6の 3①）。
（注）　「特定取引データベース」とは、

特定取引に係る情報の集合物であ

って、それらの情報を電子計算機

を用いて検索することができるよ

うに体系的に構成したものをいい

ます（実特令 6の 3㉔四）。

ⅱ　居住地住所テストによる特定手続
　報告金融機関等は、その保存して
いる記録に個人既存低額特定取引契
約者の現在の住所又は居所の記録
（個人既存低額特定取引契約者の証
拠書類に基づくものに限ります。）
がある場合には、上記ⅰの特定取引
データベースの検索による特定手続
に代えて、その現在の住所又は居所
の所在する国又は地域のみをその個
人既存低額特定取引契約者の住所等
所在地国と認められる国又は地域と
して特定することができることとさ
れています（実特令 6の 3⑥）。
（注）　「証拠書類」とは、個人既存低

額特定取引契約者の住所又は居所

を証する書類として次に掲げる書

類（直近のものに限り、電子的方

式、磁気的方式その他の人の知覚

によっては認識することができな

い方式で作られる記録であって、

電子計算機による情報処理の用に

供されるものを含みます。）をい

います（実特令 6 の 3 ⑥、旧実特

規16の 3 ③）。

ａ�　犯罪による収益の移転防止に

関する法律施行規則第 7 条第 1

号、第 3 号及び第 4 号（同条第

1号に準ずるものに限ります。）

｟本人確認書類｠に定める書類

（その写しを含みます。）であっ

て、その書類の提出若しくは提

示をした個人既存低額特定取引

契約者の住居の記載があるもの

又はその書類に基づき行った確

認を記録した書類であって、そ

の個人既存低額特定取引契約者

の氏名及び住所若しくは居所、

その書類の名称、記号番号その

他のその書類を特定するに足り

る事項並びにその書類の提出若

しくは提示を受けた年月日の記

載があるもの（同条第 1 号ハに

掲げる書類（国民健康保険、健

康保険、船員保険、後期高齢者

医療又は介護保険の被保険者証、

健康保険日雇特例被保険者手帳、

国家公務員共済組合又は地方公

務員共済組合の組合員証及び私

立学校教職員共済制度の加入者

証に限ります。以下ａにおいて

「被保険者証等」といいます。）

及び同条第 4 号に定める書類で

被保険者証等に準ずるもの又は

これらに基づき行った確認を記

録した書類にあっては、報告金

融機関等がこれらの書類の提出

又は提示を受けた日から 5 年を

経過していないものに限りま

す。）
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ｂ�　上記ａに掲げる書類がない場

合には、個人既存低額特定取引

契約者（平成15年 1 月 6 日前に

特定取引を行った者に限りま

す。）から取得した書類（その

写しを含みます。）であって、

記載されている住所若しくは居

所が報告金融機関等において記

録されている現在の住所若しく

は居所と同一であるもの又はそ

の書類に基づき行った確認を記

録した書類であって、その個人

既存低額特定取引契約者の氏名

及び住所若しくは居所、その書

類の名称、記号番号その他のそ

の書類を特定するに足りる事項

並びにその書類の提出若しくは

提示を受けた年月日の記載があ

るもの（その報告金融機関等が

その個人既存低額特定取引契約

者に関し、その者の現在の住所

又は居所が所在する国又は地域

と異なる国又は地域に租税に関

する法令の規定による報告を行

っている場合を除きます。）

ⅱ　個人既存高額特定取引契約者の住所
等所在地国と認められる国又は地域の
特定手続
ⅰ　特定取引データベースの検索、特
定取引契約関係書類の確認及び特定
業務担当者からの聴取による特定手
続
　報告金融機関等は、個人既存高額
特定取引契約者につき、平成29年12
月31日までに、特定手続を実施しな
ければならないこととされています
（実特法10の 5 ②、実特令 6 の 3 ㉓
一）。
　すなわち、報告金融機関等は、個
人既存高額特定取引契約者につき、

その保有する特定取引データベース
においてその個人既存高額特定取引
契約者に係る住所等所在地国情報を
検索し、その保存している特定取引
契約関係書類によりその個人既存高
額特定取引契約者に係る住所等所在
地国情報があるかどうかを確認し、
及びその個人既存高額特定取引契約
者に係るその報告金融機関等の特定
業務担当者からその個人既存高額特
定取引契約者に係る住所等所在地国
情報を聴取しなければならないこと
とされています（実特令 6の 3⑦）。
（注 1）　「個人既存高額特定取引契約

者」とは、個人既存特定取引契

約者で、平成28年12月31日にお

いて特定取引に係る契約（同日

におけるその特定取引に係る特

定取引契約資産額が 1 億円を超

えるものに限ります。）を締結

しているものをいいます（実特

令 6の 3㉔六）。
（注 2）　「特定業務担当者」とは、報

告金融機関等の役員、職員その

他の従業者のうち、その報告金

融機関等との間で特定取引に係

る契約を締結している者の需要

に応じて、その者に対して継続

的に特定取引に関する助言又は

金融商品若しくは金融サービス

に関し、照会若しくは相談に応

じ、情報を提供し、若しくは勧

誘する行為に関する業務を担当

する者をいいます（実特令 6 の

3⑦、実特規16の 3 ④）。

ⅱ　個人既存低額特定取引契約者にお
ける個人既存高額特定取引契約者に
係る特定手続の適用の特例
　報告金融機関等は、個人既存低額
特定取引契約者につきその住所等所
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在地国と認められる国又は地域を特
定する場合には、上記ⅰⅰ又はⅱに
よる特定手続に代えて、上記ⅰの個
人既存高額特定取引契約者の住所等
所在地国と認められる国又は地域の
特定手続を適用することができるこ
ととされています（実特令 6の 3⑱）。

ロ　既存特定取引を行った者による任意届
出書の提出手続
　特定取引に係る契約を締結している者
は、新規届出書に記載すべき事項及びそ
の特定取引に関する一定の事項を記載し
た届出書（以下「任意届出書」といいま
す。）を、その特定取引に係る報告金融
機関等の営業所等の長に提出することが
できることとされています（実特法10の
5 ③前段）。
ⅰ　任意届出書の記載事項
　任意届出書に記載すべき事項は、新
規届出書に記載すべき事項のほか、報
告金融機関等が特定取引に係る契約を
識別するために用いる番号、記号その
他の符号とされています（実特規16の
4 ①）。

ⅱ　任意届出書の提出をする者による居
住地国確認書類の提示
　任意届出書の提出をする者は、その
任意届出書の提出をする報告金融機関
等の営業所等の長に特定対象者の居住
地国確認書類（旧実特規16の 4 ②）を
提示しなければならないものとされて
います（実特法10の 5 ③後段）。
（注）　報告金融機関等による任意届出書

の記載事項の確認

　報告金融機関等の営業所等の長は、

特定取引を行う者から任意届出書の

提出を受けたときは、その任意届出

書に記載されている事項が提示を受

けた居住地国確認書類の内容と合致

していることを確認しなければなら

ないものとされています（実特法10

の 5 ③後段、実特規16の 4 ③）。

ⅲ　居住地国確認書類の範囲
　「居住地国確認書類」とは特定対象
者の居住地国の確認のための書類とさ
れているところ、個人に係る「居住地
国確認書類」はその個人の次に掲げる
書類（その者の氏名及び住所の記載の
あるものに限ります。）とされていま
す（旧実特規16の 4 ②一）。
ⅰ　住民票の写し、住民票の記載事項
証明書、戸籍の附票の写し又は印鑑
証明書（報告金融機関等の営業所等
の長に提示する日前 6月以内に作成
されたものに限ります。）
ⅱ　個人番号カードで報告金融機関等
の営業所等の長に提示する日におい
て有効なもの
ⅲ　国民健康保険、健康保険、船員保
険、後期高齢者医療若しくは介護保
険の被保険者証、健康保険日雇特例
被保険者手帳、国家公務員共済組合
若しくは地方公務員共済組合の組合
員証又は私立学校教職員共済制度の
加入者証
ⅳ　児童扶養手当証書、母子健康手帳、
身体障害者手帳、療育手帳、精神障
害者保健福祉手帳又は戦傷病者手帳
ⅴ　運転免許証（報告金融機関等の営
業所等の長に提示する日において有
効なものに限ります。）又は運転経
歴証明書
ⅵ　国税若しくは地方税の領収証書、
納税証明書又は社会保険料の領収証
書（領収日付又は発行年月日の記載
のあるもので、その日が報告金融機
関等の営業所等の長に提示する日前
6月以内のものに限ります。）

ⅶ　旅券で報告金融機関等の営業所等
の長に提示する日において有効なも
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の
ⅷ　在留カード又は特別永住者証明書
で、報告金融機関等の営業所等の長
に提示する日において有効なもの
ⅸ　上記ⅰからⅷまでに掲げる書類の
ほか、官公署（日本国政府の承認し
た外国政府又は権限ある国際機関を
含みます。）から発行され、又は発
給された書類その他これらに類する
もの（報告金融機関等の営業所等の
長に提示する日前 6月以内に作成さ
れたもの（有効期間又は有効期限の
あるものにあっては、報告金融機関
等の営業所等の長に提示する日にお
いて有効なもの）に限ります。）

②　居住地国等の再特定手続
イ　新規特定取引（既存特定取引につき任意
届出書の提出があった場合を含みます。）
に関する再特定手続
イ　特定取引を行った者による異動届出書
の提出
　新規届出書又は任意届出書を提出した
者は、その新規届出書又は任意届出書に
記載された居住地国等一定の事項につい
て異動を生じた場合には、その異動を生
じた後のその特定対象者の氏名又は名称、
住所又は本店等の所在地、居住地国等の
所定の事項を記載した届出書（ロにおい
て「異動届出書」といいます。）を、所
定の期限までに、報告金融機関等の営業
所等の長に提出しなければならないこと
とされています（実特法10の 5 ④⑤）。
ロ　報告金融機関等による新規届出書等を
提出した者等の住所等所在地国と認めら
れる国又は地域の特定手続
　報告金融機関等は、特定対象者の住所
等所在地国と認められる国又は地域その
他の事実が新規届出書等（上記①イによ
り提出された新規届出書、上記①ロロに
より提出された任意届出書又は上記イに

より提出された異動届出書をいいます。
以下同じです。）に記載された居住地国
等一定の事項と異なることを示す一定の
情報（以下「新情報」といいます。）を
取得した場合には、所定の期限までに、
特定対象者につき新情報の種類等に応じ
た各特定手続を実施しなければならない
こととされています（実特法10の 5 ⑥）。

ロ　既存特定取引（既存特定取引につき任意
届出書の提出があった場合を除きます。）
に関する再特定手続
　報告金融機関等は、特定対象者の住所等
所在地国と認められる国又は地域が特定し
た国又は地域と異なることを示す新情報を
取得した場合等の一定の場合には、所定の
期限までに、特定対象者につき新情報の種
類等に応じた各特定手続を実施しなければ
ならないこととされています（実特法10の
5 ⑦）。

⑵　改正の内容
　「行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律等の一部を改正
する法律（令和 5 年法律第48号）」第 5 条の規
定による健康保険法等の改正により、令和 6年
12月 2 日から健康保険等に係る被保険者証、組
合員証又は加入者証の新規発行が終了し、電子
資格確認を受けることができない被保険者に対
して資格確認書を交付することとされました。
これを踏まえて、次の改正が行われました。
（注 1）　「電子資格確認」とは、保険医療機関等か

ら療養を受けようとする者等が、保険者に

対し、個人番号カードに記録された利用者

証明用電子証明書を送信する方法等により、

被保険者等の資格に係る情報（保険給付に

係る費用の請求に必要な情報を含みます。）

の照会を行い、電子情報処理組織を使用す

る方法その他の情報通信の技術を利用する

方法により、保険者から回答を受けてその

情報をその保険医療機関等に提供し、その
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保険医療機関等から被保険者等であること

の確認を受けることをいいます（健康保険

法 3⑬等）。
（注 2）　「資格確認書」とは、個人番号カードによ

り電子資格確認を受けることができない状

況にある者が必要な保険診療等を受けられ

るよう、各保険者等が、医療機関等を受診

する際の資格確認のために交付する被保険

者等の氏名、性別、生年月日、被保険者等

記号・番号、保険者情報等の事項が記載さ

れた書面等をいいます（健康保険法51の 3 、

健康保険法施行規則47等）。

①　報告金融機関等が行う特定手続に係る証拠
書類の範囲の改正
　「犯罪による収益の移転防止に関する法律
施行規則及び犯罪による収益の移転防止に関
する法律施行規則及び疑わしい取引の届出に
おける情報通信の技術の利用に関する規則の
一部を改正する命令の一部を改正する命令
（令和 6 年内閣府・総務省・法務省・財務
省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・
国土交通省令第 6号）」（以下「改正犯収法施
行規則」といいます。）第 1 条の規定により、
犯罪による収益の移転防止に関する法律施行
規則第 7条第 1号に規定する本人確認書類の
範囲について、写真貼付がない個人番号カー
ド等の書類に係る改正が行われたほか、健康
保険等に係る被保険者証、組合員証又は加入
者証が除外され、健康保険等の資格確認書が
追加されるなどの改正が行われています（犯
罪収益移転防止法施行規則 7一）。
　これに伴い、報告金融機関等が行う特定手
続に係る上記⑴①ロイⅰⅱ（注）ａの証拠書
類の範囲のうち、同号に定める書類について
は、その改正後のものとなります。
　また、報告金融機関等が行った確認を記録
した書類の基となる書類でその提出又は提示
を受けた日から 5年を経過していないものの
範囲から、国民健康保険、健康保険、船員保
険若しくは後期高齢者医療の被保険者証、国

家公務員共済組合若しくは地方公務員共済組
合の組合員証又は私立学校教職員共済制度の
加入者証が除外され、その範囲に、新たに国
民健康保険、健康保険、船員保険、後期高齢
者医療、国家公務員共済組合、地方公務員共
済組合又は私立学校教職員共済組合制度の資
格確認書（その写しを含みます。）が追加さ
れました（実特規16の 3 ③一）。
（注）　個人既存低額特定取引契約者の住所等所

在地国と認められる国又は地域の特定をし

た報告金融機関等は、上記⑴①ロイⅰⅱに

より個人既存低額特定取引契約者の住所等

所在地国と認められる国又は地域の特定を

した場合において、その報告金融機関等の

保存するその特定に係る証拠書類で次に掲

げるものの区分に応じそれぞれ次に定める

期間が経過したときは、任意届出書の提出

を受けた場合を除き、その期間が経過した

日の属する年の12月31日又はその期間が経

過した日から 3 月を経過する日のいずれか

遅い日までに、その個人既存低額特定取引

契約者に対し、任意届出書の提出及び居住

地国確認書類の提示をするよう求めなけれ

ばならないこととされ、その任意届出書の

提出及びその居住地国確認書類の提示がな

かったときは、その特定をしたその個人既

存低額特定取引契約者の住所等所在地国と

認められる国又は地域に代えて、上記⑴①

ロイⅰⅰの特定取引データベースによる特

定手続に準じてその個人既存低額特定取引

契約者の住所等所在地国と認められる国又

は地域を特定しなければならないこととさ

れています（実特法10の 5 ⑦、実特令 6 の

6 ①③⑱一、旧実特規16の 6 ③）。この特定

手続における報告金融機関等の保存する特

定に係る証拠書類の範囲についても、上記

の報告金融機関等が行う特定手続に係る証

拠書類の範囲と同様になります（実特規16

の 6 ③）。

イ�　資格確認書及び資格確認書で犯罪によ
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る収益の移転防止に関する法律施行規則

第 7 条第 1 号ハに準ずるもの��報告金

融機関等がこれらの書類の提出又は提示

を受けた日から 5年

ロ�　上記イに掲げる書類（ロにおいて「確

認書類」といいます。）に基づいて行った

確認を記録した書類��その確認書類の

提出又は提示を受けた日から 5年

②　任意届出書の提出の際に提示する居住地国
確認書類の範囲の改正
　任意届出書を提出する者がその任意届出書
の提出をする報告金融機関等の営業所等の長
に提示すべき上記⑴①ロロⅲの居住地国確認
書類の範囲から、国民健康保険、健康保険、
船員保険若しくは後期高齢者医療の被保険者
証、国家公務員共済組合若しくは地方公務員
共済組合の組合員証又は私立学校教職員共済
制度の加入者証が除外され、その範囲に、新
たに国民健康保険、健康保険、船員保険、後
期高齢者医療、国家公務員共済組合、地方公
務員共済組合又は私立学校教職員共済組合制
度の資格確認書（その者の氏名及び住所の記
載のあるものに限ります。）が追加されまし
た（実特規16の 4 ②一ハ）。
③　報告金融機関等が行う特定手続に係る証拠
書類等の範囲に係る経過措置
イ　報告金融機関等が行う特定手続に係る証
拠書類の範囲に係る経過措置
　改正犯収法施行規則の施行の際現に交付
されている国民健康保険、健康保険、船員
保険若しくは後期高齢者医療の被保険者証、
国家公務員共済組合若しくは地方公務員共
済組合の組合員証又は私立学校教職員共済
制度の加入者証（以下③において「被保険
者証等」といいます。）については、その
効力を有するとされた間（その期間の末日
が令和 6年12月 2 日から起算して 1年を経
過する日の翌日以後であるときは、令和 6
年12月 2 日から起算して 1年間）などその

被保険者証等に係る各法令において定めら
れた期間（以下③において「経過期間」と
いいます。）は、犯罪による収益の移転防
止に関する法律施行規則第 7条第 1号ハに
掲げる書類とみなされることとされていま
す（改正犯収法施行規則附則 2）。
　これを踏まえて、報告金融機関等が令和
6年12月 2 日前に提出又は提示を受けた被
保険者証等（その写しを含みます。）につ
いては、その被保険者証等に係る経過期間
において、その被保険者証等（その被保険
者証等に基づき行った確認を記録した書類
を含みます。）を上記⑴①ロイⅰⅱ（注）
ａの証拠書類とする経過措置が講じられて
います（令和 6年11月改正措規等附則 6①）。
　また、報告金融機関等が被保険者証等に
係る経過期間においてその被保険者証等
（その写しを含みます。）の提出又は提示を
受ける場合について、その被保険者証等
（その被保険者証等に基づき行った確認を
記録した書類を含みます。）を上記⑴①ロ
イⅰⅱ（注）ａの証拠書類とする経過措置
が講じられています（令和 6年11月改正措
規等附則 6②）。
ロ　任意届出書の提出の際に提示する居住地
国確認書類の範囲に係る経過措置
　被保険者証等については、その経過期間
において従前どおりの取扱いとする経過措
置が設けられています（行政手続における
特定の個人を識別するための番号の利用等
に関する法律等の一部を改正する法律の一
部の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備
に関する省令附則 2等）。
　任意届出書の提出の際に提示する居住地
国確認書類の範囲についても、その経過期
間において被保険者証等を上記⑴①ロロⅲ
の居住地国確認書類とする経過措置が講じ
られています（令和 6年11月改正措規等附
則 6③～⑨）。
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⑶　適用関係
　上記⑵の改正は、令和 6年12月 2 日から施行
されています（令和 6年11月改正措規等附則 1）。
（参考）　犯罪による収益の移転防止に関する法律

施行規則（平成20年内閣府・総務省・法務

省・財務省・厚生労働省・農林水産省・経

済産業省・国土交通省令第 1 号）（改正犯収

法施行規則第 1条による改正後）（抄）

（本人確認書類）

第 7 条　前条第 1 項（第12条第 1 項におい

て準用する場合を含む。）に規定する方法

において、特定事業者が提示又は送付を

受ける書類は、次の各号に掲げる区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める書類の

いずれかとする。ただし、第 1 号イ及び

ハに掲げる本人確認書類（特定取引等を

行うための申込み又は承諾に係る書類に

顧客等が押印した印鑑に係る印鑑登録証

明書を除く。）並びに第 3 号に定める本人

確認書類並びに有効期間又は有効期限の

ある第 1 号ロ及びホ並びに第 2 号ロに掲

げる本人確認書類並びに第 4 号に定める

本人確認書類にあっては特定事業者が提

示又は送付を受ける日において有効なも

のに、その他の本人確認書類にあっては

特定事業者が提示又は送付を受ける日前

6月以内に作成されたものに限る。

一　自然人（第 3 号及び第 4 号に掲げる

者を除く。）　次に掲げる書類のいずれ

か

イ　運転免許証等（道路交通法（昭和

35年法律第105号）第92条第 1 項に規

定する運転免許証及び同法第104条の

4 第 5 項（同法第105条第 2 項におい

て準用する場合を含む。）に規定する

運転経歴証明書をいう。）若しくは出

入国管理及び難民認定法第19条の 3

に規定する在留カード（ハにおいて

単に「在留カード」という。）、日本

国との平和条約に基づき日本の国籍

を離脱した者等の出入国管理に関す

る特例法（平成 3 年法律第71号）第

7 条第 1 項に規定する特別永住者証

明書（ハにおいて単に「特別永住者

証明書」という。）若しくは行政手続

における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律第 2 条

第 7項に規定する個人番号カード（ハ

において単に「個人番号カード」と

いう。）（当該自然人の写真が貼り付

けられたものに限る。）若しくは前条

第 1 項第 2 号に規定する旅券等（こ

の場合において、同号中「当該顧客

等」とあるのは、「当該自然人」とす

る。）若しくは船舶観光上陸許可書又

は身体障害者手帳、精神障害者保健

福祉手帳（当該自然人の写真が貼り

付けられたものに限る。）、療育手帳

若しくは戦傷病者手帳（当該自然人

の氏名、住居及び生年月日の記載が

あるものに限る。）

ロ　省　略

ハ　在留カード、特別永住者証明書若

しくは個人番号カード（イに掲げる

ものを除く。）若しくは精神障害者保

健福祉手帳（当該自然人の写真が貼

り付けられたものを除く。）、国民健

康保険、健康保険、船員保険、後期

高齢者医療、国家公務員共済組合、

地方公務員共済組合若しくは私立学

校教職員共済制度の資格確認書、介

護保険の被保険者証、健康保険日雇

特例被保険者手帳、児童扶養手当証

書若しくは母子健康手帳（当該自然

人の氏名、住居及び生年月日の記載

があるものに限る。）又は特定取引等

を行うための申込み若しくは承諾に

係る書類に顧客等が押印した印鑑に

係る印鑑登録証明書

ニ・ホ　省　略
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二～四　省　略

2 　報告対象国の範囲の改正

⑴　改正前の制度の概要
①　報告金融機関等の報告事項の提供
　報告金融機関等は、その年の12月31日にお
いて、その報告金融機関等との間でその営業
所等を通じて特定取引を行った者（一定の者
を除きます。）が報告対象契約を締結してい
る場合には、その報告対象契約ごとに、特定
対象者の氏名又は名称、住所又は本店若しく
は主たる事務所の所在地及び特定居住地国、
外国の納税者番号、その報告対象契約に係る
資産の価額、その資産の運用、保有又は譲渡
による収入金額等一定の事項（①において
「報告事項」といいます。）を、その年の翌年
4月30日までに、その報告事項を電子情報処
理組織（e-Tax）を使用して送付する方法又
はその報告事項を記録した光ディスク等を提
出する方法のいずれかの方法により所轄税務
署長に提供しなければならないこととされて
います（実特法10の 6 ①）。
②　用語の意義
イ　報告対象契約
　「報告対象契約」とは、特定取引に係る
契約のうち次に掲げるものをいいます（実
特法10の 6 ②、実特令 6の14③）。
イ　特定居住地国が報告対象国である者
（特定居住地国が報告対象国である組合
等に係る特定組合員等を含みます。）が
締結しているもの
（注）　「特定居住地国」とは、次に掲げる国

又は地域をいいます（実特法10の 6 ①）。

ⅰ�　新規届出書等に特定対象者の居住

地国として記載された国又は地域

ⅱ�　既存特定取引に関する（再）特定

手続により特定対象者の住所等所在

地国と認められる国又は地域として

特定された国又は地域

ロ　特定居住地国が特定対象国以外の国又
は地域である特定法人で、その特定法人
に係る実質的支配者の特定居住地国が報
告対象国である特定法人が締結している
もの
ハ　上記イ及びロに掲げるもののほか、報
告金融機関等による報告が必要なものと
して一定のもの

ロ　報告対象国
　「報告対象国」とは、租税条約等の相手
国等のうち一定の国又は地域をいい（実特
法10の 6 ②一）、具体的には、105か国・地
域が定められています（旧実特規16の12⑩、
別表）。

⑵　改正の内容
　報告対象国の範囲について、次の租税条約等
の相手国等を追加することとされました（実特
規別表七、四十五）。
①　アルメニア
②　ジョージア
　上記の改正により、我が国においては、令和
7年 4月30日までに報告金融機関等から令和 6
年分として107か国・地域の非居住者に係る金
融口座情報の提供を受けることが可能となり、
租税条約等に基づき、CRS に従った税務当局
間の自動的情報交換が行われることとなります。
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⑶　適用関係
　上記⑵の改正は、令和 6年12月27日から施行
されています（令和 6年12月改正実特規附則）。

①　アイスランド
②　アイルランド
③　アゼルバイジャン
④　アルゼンチン
⑤　アルバ
⑥　アルバニア
⑦　アルメニア
⑧　ｱﾝﾃｨｸ ｱ゙・ﾊﾞー ﾌﾞー ﾀﾞ
⑨　アンドラ
⑩　イスラエル
⑪　イタリア
⑫　インド
⑬　インドネシア
⑭　ウガンダ
⑮　ウクライナ
⑯　ウルグアイ
⑰　英国
⑱　エクアドル
⑲　エストニア
⑳　オーストラリア
㉑　オーストリア
㉒　オマーン

㉓　オランダ
㉔　ガーナ
㉕　ガーンジー
㉖　カザフスタン
㉗　カタール
㉘　カナダ
㉙　キプロス
㉚　キュラソー
㉛　ギリシャ
㉜　クック
㉝　グリーンランド
㉞　グレナダ
㉟　クロアチア
㊱　ケニア
㊲　コスタリカ
㊳　コロンビア
㊴　サウジアラビア
㊵　サモア
㊶　サンマリノ
㊷　ジブラルタル
㊸　ジャージー
㊹　ジャマイカ

㊺　ジョージア
㊻　シンガポール
㊼　スイス
㊽　スウェーデン
㊾　スペイン
㊿　スロバキア
�　スロベニア
�　セーシェル
�　ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧ・ーﾈｰﾋ ｽ゙
�　セントビンセント
�　セントマーチン
�　セントルシア
�　タイ
�　大韓民国
�　チェコ
�　中華人民共和国
�　チリ
�　デンマーク
�　ドイツ
�　ドミニカ
�　トルコ
�　ナイジェリア

�　ニューカレドニア
�　ニュージーランド
�　ノルウェー
�　パキスタン
�　パナマ
�　バヌアツ
�　バルバドス
�　ハンガリー
�　フィンランド
�　フェロー諸島
�　ブラジル
�　フランス
�　ブルガリア
�　ブルネイ
�　ベリーズ
�　ペルー
�　ベルギー
�　ポーランド
�　ポルトガル
�　香港
�　マカオ
�　マルタ

�　マレーシア
�　マン島
�　南アフリカ共和国
�　メキシコ
�　モーリシャス
�　モナコ
�　モルディブ
�　モルドバ
�　モロッコ
�　モンテネグロ
�　モントセラト
�　ヨルダン
�　ラトビア
�　リトアニア
�　リヒテンシュタイン
�　ルーマニア
�　ルクセンブルク
�　レバノン
�　ロシア

CRSに従った自動的情報交換の「報告対象国」一覧表（令和 ６ 年12月31日現在）
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